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は じめに

近年 の情報技術 の進展に伴い、 グローバルな規模で情報社会が急速に進展 している。特

に、情報技術 を基盤 に して、あらゆる経済活動 を電子的に置 き換えることができる、従来

とは様相 を異 にす る 「デジタル経済」 と呼ぶべ き新たな経済の時代 を迎 えつつ ある。 これ

らの新 しい技術や変革については、わが国政府を含む先進主要国政府 においてもこの 「デ

ジタル経済」に対応す る柔軟で迅速な情報技術政策の展開が求め られている。

本事業は、欧米 ならびにアジアの情報化の進展や関連制度の整備状況等を一定の基準で

国際比較 し、評価す るベ ンチマークを実施す ることによ り、 日本 の進 んでいる分野、 ある

いは 日本の遅れてい る分野をあき らかにするとともに、 これ らのデー タに基づ き、その背

景や要因を明確に した。また、併せて、欧米やアジアの国々のIT政 策の最新動向について

も調査を実施 した。

く

本資料 に記載 した欧米 ・アジア諸国のIT進 展度やIT政 策によって、世界的に どの ような

課題が生 じてい るのかについて、関係者のご参考になれ ば幸いである。

平成16年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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総 論

本 調査 は、 日本 、米 国、 カナ ダ、英 国、 ドイツ、 フランス 、ス ウェー デ ン、フ ィンラ ン ド、

シンガ ポール 、台湾 、韓国、香 港、中国、タイ、そ してマ レー シアの15カ 国 ・地域 にお け る、

情 報化 の進展度 を分析 した もので ある。 ここで引用 されてい るデー タは、公的機 関が発 表 した

公 開 情 報 に 基 づ く もの で 、 主 な デ ー タ 出所 と して は 、 国 際 電 気 通 信 連 合(Intemational

TelecommunicationsUnion:ITU)や 、 また 、各 国 の政府 機 関 が発 表 した 報告 書等 で あ る。

取 り上 げてい る指標 は、以 下 の とお りで ある。

分 野 指 標
情報技術のアクセスと利用 インターネ ット普及率、パー ソナル ・コンピュー タ普及率、ブ ロー ドバ ン

ド普及率 、ブ ロー ドバ ン ド接続月額利 用料金 、携帯電話普及率

電子政府 政府の公式ポータルサイ トの有無、オンライン確定申告の可 ・不可

e－ラ ー ニ ン グ コンピュー タ1台 当た りの生徒数

e－ヘ ノレス インターネットによる保健1吉報利用、インターネソトまたは医師専川ネッ

トワークを利用する医師の割合

電子商取引 電子商取引市場規模、国民一人当たりの電子商取引額、オンライン・ショ

ッピング利用率

ITセ キ ュ リテ ィ 16才 以 上の人 口10万 人 当た りのセキュアサーバ数、コン ピュー タ・ウィ

ル スに感染 した ことのあ る企 業 ・団体 の割 合

例 えば、い くつかの主だった指標 を以下にあげる。

イ ンターネ ッ ト普及 率 に関 しては、2002年 、国際電気通信連合(lnternationalTelecommunication

Union:ITU)に よる と、人 口1万 人 につ き5,000人 以上のイ ンターネ ッ ト利用者 を有す る(つ ま

りイ ン ターネ ッ ト普及 率50%以 上)国 は、ス ウェーデ ン(5,731人)、 韓 国(5,519人)、 シンガ

ポール(5,397人)、 米 国(5,375人)、 そ して フィンラン ド(5,089人)の5カ 国 となってい る。

なお、 日本 の総務省 の 「平成14年 通信利用動 向調査世帯編」 に よる と、 日本 のイ ンターネ ッ

ト利 用者 は6,942万 人で、人 口普及率 は2002年 末 の時点で54.5%(前 年44.0%)と な り、初

め て50%を 突破 した。

パ ー ソナル ・コン ピュー タ普及率に 関 しては、2002年 、ITUに よる と、PCの 普及率 が高い

グル ープ(50%以 上)に は、米 国(625%)、 次いでス ウェー デ ン(56.1%)、 韓 国(55.6%)、 そ

してシ ンガポール(50.8%)が 入 る。なお 、日本 の総務省 「平成14年 通 信利用動 向調査世帯編 」

に よる と、2002年 末 時点 で の 日本 にお け るPC普 及 率は71.7%と な って い る。
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ブロー ドバ ン ド普及 率 に関 しては、2003年 、ITUに よる と、韓国が普及率21.3%と 他 国を大

き く引き離 して1位 となってい る。なお、 日本 の総務省 「平成15年 通信情 報 白書 」によ ると、

日本 のブ ロー ドバ ン ド接 続 の人 口普 及 率 は、2002年 末 時 点 で15.30/。 とな ってい る。

ブ ロー ドバ ン ド接続 月 額利 用 料金 に関 して は、2003年 、ITUに よると、最 も安いの は、 日

本 で24.19ド ル である。 第2位 はカナ ダ(32.48ド ル)、 以 下、英国(3259ド ル)、 シ ンガ ポー

ル(33.18ド ル)、 ドイ ツ(33.93ド ル)、 そ して香 港(38.21ド ル)の 順 とな って い る。

携帯電 話普及 率に関 しては、2002年 、ITUに よる と、世界で最 も高い普及率 を持つの は台湾

(106.45%)で 、普及 率92.96%の 香 港がそれ に続 い ている。モバ イル先進地域で ある北 欧諸 国

において も携帯電話普 及率 は高 く、ス ウェーデ ンとフィンラ ン ドの普及率 はそれぞれ88.50/。と

84.50/。となってい る。 なお、総務 省 「平成14年 通信利 用動 向調査 世帯編」に よる と、2002年

末 時点 での 日本 にお け る携 帯電 話 ・PHSの 普及 率 は 、86、1%と な って い る。

電子商取 引市場規模 に関 しては、米 国 と日本 にお け る市場規模 が他 国を圧倒 してお り、それ

ぞれ1兆660億 ドル(2001年 のデー タ、糎 政府"2001E-commerceMUIti-sectorRepOrt"(2003))、

5,186億 ドル(2002年 のデー タ、 日本政府"ITの 経済分析 に関す る調 査"(2003))と な ってい

る。 電子 商取引は、企業 間(い わゆるB2B)と 、企 業 と一般 消費者 間(B2C)の2種 類 に分類

す ることができる。一般 的 にB2C電 子 取引 よりもB2B電 子取 引の市場 の方が大 き くな ってお

り、例 えば、米商務省 は、米 国の電子 商取引のほぼ93%はB2B電 子 商取引であ るとい う報告

を2003年 に行 って い る。

電子商取 引の浸透度 を測 る指標 と して、国民一人当た りの電子 商取引額 を利 用す る ことがで

きる。前述 した電子商取 引市場 規模 の大 きい 日本(4,076ド ル)と 米 国(3,671ド ル)が 上位2

,位を占めて いる。 しか し、 日米 に続 いて、香港 が2,988ド ル 、 シンガポール が2,278ド ル 、そ

して台湾 では1,28]ド ル となってお り、電子商取引市場 で見 られた よ うな米 国 ・日本 とそ の他

の国々 との格 差 は、一 人 当た りの 電子 商取 引額 で は縮小 して い る。

1.情 報技術 のアクセス と利 用

情報技術 のアクセ ス と利 用 にお け る各 国 ・地域 の現状 を把握 す るた め、 ここでは、イ ンター

ネ ソ ト普及 率、パ ー ソナル ・コン ピュー タ普及 率、ブ ロー ドバ ン ド普及率 、そ して、携帯電話

普 及率 を指標 とす る。
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1.1イ ン ター ネ ッ ト普 及 率

国際電 気通信連 合(ITU:lnternationalTelecommunicationUnion)カ ミ、2002年 に発表 した人 口

1万 人 あた りのイ ンターネ ソ ト利 用者数 のデー タを見ると、人 口1万 人 につ き5,000人 以上の

利用者 を有す る(つ ま りイン ターネ ッ ト普及率50%以 上)国 は、ス ウェーデ ン(5,731人)、 韓

国(5,519人)、 シンガポ・・一ール(5,397人)、 米国(5,375人)、 そ して フ ィンラン ド(5,089人)の

5カ 国 となってお り、 これ らを、普及 率の高い第1グ ループ と して分類す る。 次 に、第2グ ル

ー プを人 口1万 人あた り3
,000人 以上5,000人 未満のイ ンターネ ッ ト利用者 がい る(普 及率30%

以上50%未 満)国 ・地域 とす る と、カナ ダ(4,839人)、 日本(4,493人)、 香港(4,309人)、 ド

イ ツ(4,237人)、 英国(4,062人)、 台湾(3,825人)、 フランス(3,138人)の7カ 国 ・地域 が第

2グ ル ープ とな る。最後 に普及 率が30%未 満 の第3グ ルー プに入 るのは、中国(460人)、 タイ

(776人)、 マ レー シア(2,731人)の3カ 国 とな る。(図1参 照)
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Source:rrU「lnternetUsersPerIO,OOOInhabitants2002」:マ レ ー シ ア の み2001年 の デ ー タ で あ る カミ、 そ の 他 に つ

い て は2002年 の デ ー タ

図1イ ンターネ ッ ト普及率(人 口1万 人 あた りのイ ンターネ ッ ト利 用者数)

一方 、 日本 の総務省 の 「平成14年 通信利用動 向調査世帯編 」 に よる と、 日本 のイ ンターネ

ッ ト利 用者 は6,942万 人で、人 口普及 率は2002年 末 の時点 で545%(前 年44.0%)と な り、
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初 めて50%を 突破 した。 この数値 に よる と、

プ3位 に ラ ンクイ ンす る こ とに な6。

日本 はス ウェー デ ン、韓国 に次いで 、第1グ ル ー

イ ンターネッ ト普及率を高める要因 としては、後述のPC普 及率やブn・一ドバン ド普及率の

向上などが挙げられるが、その他にもインターネ ット・コンテンツやサービスの充実など、ソ

フ トとハー ドの両面にお ける整備が必要 と考えられる。通信料金 も大きな要因 と考えられる。

1.2パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ普 及 率

パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ(PC)の 普 及 率 が50%以 上 の 国 ・地域 を第1グ ル ー プ 、30～50%

の 国 ・地 域 を第2グ ル ー プ 、 そ して 、普 及 率 が30%未 満 の 国 ・地 域 を第3グ ル ー プ とす る と、

PCの 普 及 率 が 高 い 第1グ ル ー プ に は 、米 国(62.50/。)、次 い で ス ウェー デ ン(56.1%)、 韓 国(55.6%)、

そ して シ ン ガ ポー ル(50.8%)が 入 る。 さ らに 、 日本(38.3%)は 、 カ ナ ダ(48.7%)、 フ ィ ン ラ

ン ド(44.2%)、 ドイ ツ(43.5%)台 湾(39.6%)、 香 港(38.7%)、 英 国(36.6%)、 そ して フ ラ ン

ス(34.7%)と 同 じ第2グ ル ー プ とな り、残 りの 、マ レー シ ア(12.6%)、 タ イ(2.8%)、 そ して

中 国(1.9%)が 第3グ ル ー プ に 分 類 され る 。(図2参 照)
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Note:総 務 省 「平 成14年 通 信 利 用 動 向 調 査 世 帯 編 」P.13に よ る と、2002年 末 時 点 で の 日本 に お け るPC普 及 率

は7L7%と な っ て い る 。

Sour㏄:日 本 、カ ナ ダ 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、フ ィ ン ラ ン ド、台 湾 、韓 国(2002年 デ ー タ):ITU「EstimatedPCsPer

1001nhabitants2002」 。 米 国 、 英 国 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 シ ン ガ ポ ール 、 香 港 、 中 国 、 タ イ 、 マ レー シ ア(2001年 デ

ー タ):ITU「EstimatedPCsPerlOOlnhabitants2001」

図2パ ー ソナル ・コ ン ピュー タ 普 及 率

PC普 及率は、各国 ・地域における文化や生活習慣、ビジネスニーズな どの要因によ り異なっ

ているが、今後の傾向としては、1℃ 市場における製造メーカ間での市場競争や低価格化競争

がさらに進み、全てのグループにおいてPCの 普及率が向上することが予測 される。また、学

校や企業にお けるIT教 育を推進することによって、より一層のPCの 普及 が期待できる。

1.3ブ ロー ドバ ン ド人 口普 及 率

各国のブ ロー ドバ ン ド人 口普 及率 を見 ると、韓国 が普及 率213%と 他 国 を大 きく引き離 して

1位 となって いる。 ブ ロー ドバ ン ド普及率10%以 上 の国 ・地域 を第1グ ルー プ とす る と、 ここ

には韓 国以外 に、香 港(149%)と カナダ(ll.2%)が 入る。 次に、ブ ロー ドバ ン ド接続 の人 口

普及率が5%以 上10%未 満 の国 ・地域 か ら構i成され る第2グ ル ー プ と して 、台湾(9.4%)、 ス
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ウ ェーデ ン(7.8%)、 日本(7.1%)、 米 国(6.9%)、 シ ンガ ポ ー ル(55%)、 そ して フ ィ ン ラ ン ド

(5.3%)の6カ 国 ・地 域 を挙 げ る こ とが で き る。 最 後 に 、普 及 率 が5%未 満 の ドイ ツ(3.9%)、

英 国(2.3%)、 フ ラ ンス(2.4%)、 中 国(0%)、 タ イ(0%)、 そ して マ レー シ ア(0%)は 、 第3

グ ル ー プ に 分 類 され る。(図3参 照)
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Note:総 務 省 「平 成 】5年 通 信 情 報 白書 」p.5に よ る と 、 日本 の ブ ロー ドバ ン ド接 続 の 人 口普 及 率 は 、2002年 末

時 点 で15.3%と な っ て い る 。

Sour㏄:日 本 、 米 国 、 カ ナ ダ 、 英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 フ ィ ン ラ ン ド、 シ ン ガ ポ ー ル 、 台 湾 、

韓 国 、香 港 の デ ー タ(2003年 デ ー タ):ITU"lnternetReportsBirthofBroadbandExecutiveSummarySeptember2003"

「StatisticalAnnex:Broadbandsubscribers ,tqp30,worlq2002」p.21。 中 国 、 タ イ 、 マ レー シ ア の デ ー タ(2002年 デ

ー タ):ITU``PromotingBroadbandBackgroundPaper"(2003)「Table5 .1,BroadbandSubscribers,」p.39

図3ブ ロー ドバ ン ド接続 の人 口普及率

米国や 欧州 に比べてア ジア諸 国 ・地域 、例 えば韓 国、香港 、台湾 にお けるブ ロー ドバ ン ド普

及率の高 さが 目立つが、 アジアの中で も、 日本 の約3倍 の普 及率 を持つ韓国 と、ブ ロー ドバ ン

ドがほ とん ど普及 して いない中国や タイ、マ レー シア との格 差 は大 きいもの とな ってい る。 ブ

ロー ドバ ン ド普及 の鍵 は、まず、サー ビスの料金 の低 廉化で あ り、次 に、 コンテ ンツの充 実が

考 えられ る。
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1.4ブ ロー ドバ ン ド接 続 月額利 用料 金

2003年 、ITUに よる と、ブ ロー ドバ ン ド接続 月額利用料 金が最 も安 い のは、 日本 で24.19ド

ル であ る。第2位 はカナ ダ(32.48ド ル)、以下、英 国(3259ド ル)、 シンガポール(33 .18ド ル)、

ドイ ツ(3393ド ル)、 そ して香港(38.21ド ル)の 順 となって い る。さらに、ス ウェ■一一・デ ン(44 .56

ドル)、 韓 国(49.23ド ル)、 フランス(51.46ド ル)、 米国(52.99ド ル)と 続 いて い る。 そ して

圧 倒的 に月額利用 料が高 いフィンラン ド(165.89ド ル)と なってい る。 ブ ローーードバ ン ドの月額

利 用料 が最 も安い 日本 と、最 も高 いフィン ラン ドとでは、14L70ド ル の格差 が見 られ る。(図

4参 照)
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図4ブ ロー ドバ ン ド接続 によるイ ンターネ ッ ト月 額利 用料

日本 にお け るブ ロー ドバ ン ド接続 月 額利用 料金 が安 い理 由 と して は 、や は り、 ヤ フーBB

(Yahoo!BB)な どのDSLブ ロー ドバ ン ドのプロバイ ダ間 にお け る価格 競争が挙 げ られ る。 日

本 のブ ロー ドバ ン ドは費 用 ・性 能の両方 にお いて他 国を上回 ってお り、例 えば、 日韓 米 におけ

る代表 的なプ ロバイ ダの接続 費用 を見 る と、 日本 ・ヤ フーBB社 では1秒12メ ガ ビッ ト接続 を

月額12ド ル で提 供 して いるが、韓 国 ・ハナ 同社(Hanaro)で は1秒8メ ガ ビソ ト接 続 を月額

31ド ル、米 国 ・コムキ ャス ト社(Cormast)は 、1秒1メ ガ ビソ ト接 続 を月額29ド ル で提供 し
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てい る。つ ま り、 日本 では、米国の半額以 下で12倍 速 のサー ビスが提供 され てい るこ とにな

り、 日本の ブ ロー ドバ ン ド普及 率 は、低料金 ・高性能 を全面 に押 し出す こ とで さらに高 まって

い く と考 え られ る。

,月額利用料金が30ド ル代 となっているカナダ、英国、 ドイツ、シンガポール 、そして香港

においても、適度な規制緩和 と市場競争が料金値下げにつながっている。例えば英国では、英

国電気通信株式会社(BT:BritishTel㏄om)に よるブロー ドバン ド料金の値下げ申請が2002

年に通信規制当局によって認可されたのを契機に、市場競争 に火がつき、月額利用料金の大幅

な低下につながった と考えられる。また、カナダにおいても、複数のブロー ドバン ド・サー ビ

ス ・プロバイダの間で価格競争が激 しく、ブロー ドバン ドの月額利用料金は低下の傾向にある。

毎秒512キ ロビッ ト未満のサー ビスだけをみると、カナダの料金は世界で最も安 くなっている。

米国の通信企業の中でブ ロー ドバン ドの大幅値下げに踏み切 るところはな く、市場での競争

もそれほど目立っていない。 日本でブロー ドバン ドの価格競争に火をつけたアンバン ドリング

(施設解放)を 認める法案 も米国議会で審議中であるものの、この法案に反対す る米国通信業

界各社によるロビイング活動が非常に活発であることか ら、法案成立の見通 しは暗 くなってい

る。

一方で、今後、低価格競争に火をっけると期待 されるのが、DSLと ケーブル といった異業種

のサービスプロバイダの間での価格競争である。ケーブル ・テ レビが元々普及 している米国で

は、ケーブルを利用 してブロー ドバン ドに接続するユーザの割合が多 くなっているが、DSLプ

ロバイダは価格 を押 し下げることでDSL普 及の拡大を狙っている。ケーブル会社はスピー ド、

DSLは 低価格と、それぞれ異なる特徴を打ち出しているが、ケーブル とDSL間 の市場競争が

激 しくなれば、米国においても今後高速ブロー ドバン ドが低料金で提供 され ることが期待でき

る。

ブ ロー ドバ ン ド接続利 用料金 が群 を抜 いて高い のはフ ィンラン ドで ある。 フィンラン ドで は、

フィンラン ド政府 の郵政 ・通信局(Postand.TelegraphOffice)が 、通信 サ"ビ ス をほぼ独 占状態

で提供 してお り、長年 の間、市場競争 がほ とん ど行われて いなかった こ とが、 ブ ロー ドバ ン ド

接繕1」用料金 が高い理 由 として挙 げ られ る。 また、同国 ではモバイル市場が発達 してお り、固

定電話 回線 を利用 したブ ロー ドバ ン ド接続 よ りも、携帯電話 やモバイル機器 を使 ったイ ンター

ネ ッ ト接 続 へ のニー ズ の方 が高 い とい う現状 もあ る。
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しか し、1994年 にフ ィ ンラ ン ドの郵政 ・通信局 は、 「テ レコム ・フィ ン ラン ド(Telecom

Finland)」 とい う国営 の企業 に変わ り、1998年 には 「ソネ ラ(Sonera)」 として民営 化 され てい

る。 ソネ ラ社 は2003年7月 か らADSL接 続利用料 を大幅 に値 下げす る意図 を示 してお り、.月

額 は48ユ ー ロ(56.64ド ル:1ユ ー ロ=L18ド ル)に な る予 定で あ る。

世界各国の通信会社は、ブm-一ードバン ド(主 にDSL)の 普及 を促進す るため、さらなる値下

げをしていくと予測できる。 しか し、DSL市 場がそれほど利益率が高いものではな く、企業は

市場拡大に必要 となる最小限の値下げしか行わないと考えられ るため、2003年 に見 られたよう

な大幅な価格破壊が今後 も続 く可能性は低い とみ られる。

1.5携 帯電話普及 率

携帯電話普及率(登 録携帯電話数を人口で割 った数字)は 、世界で最 も高い普及率を持つの

は台湾(106.45%)で 、普及率92。96%の 香港がそれに続いている。モバイル先進地域である北

欧諸国においても携帯電話普及率は高く、スウェーデンとフィンラン ドの普及率はそれぞれ

885%と84.5%で 、台湾 ・香港 と英国(84.49%)と 共に普及率80%以 上の第1グ ループを形成

している。北欧諸国では、政府や民間によるIT・ モバイル促進が進んでお り、市民がモバイル

技術を 日常生活の一環 として受け入れていることが普及率の向上につながっていると考えら

れる。(図5参 照)
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Note:総 務 省 「平 成14年 通 信 利 用 動 向 調 査 世 帯 編 」P2に よ る と 、2002年 末 時 点 で の 日本 に お け る携 帯 電話'・

PHSの 普 及 率 は 、86.1%と な っ て い る 。

Source:ITU「CellularMobileSubscribersPer1001nhabitants2002」

図5携 帯電話普及率

さ らに 、携 帯 電 話 普 及 率 が40%以 上80%未 満 の 国 を第2グ ル ー プ とす る と、 シ ンガ ポー ル

(79.14%)、 ドイ ツ(71.67%)、 韓 国(67.95%)、 フ ラ ンス(64.7%)、 日本(62.11%)、 米 国(48.81%)

の6カ 国 が入 る。 最 後 に 、 同40%未 満 の 第3グ ル ー プ に入 るの は 、 カ ナ ダ(37.72%)、 マ レ■一一・一

シ ア(34.88%)、 タ イ(26.04%)、 そ して 中 国(16.090/・)の 各 国 で あ る。

2.電 子 政 府

各国 ・地域における電子政府の整備 の現状 を測る指標 として、ここでは、「政府の公式ポ一

夕ルサイ トの有無」 「オンライン確定 申告の可 ・不可」の2種 類を取 り上げる。

それ ぞれ の指 標 の分析 に入 る前 に 、 「世界 皿 報 告(GlobalInformationTechnologyReport)」

で発表 され てい る 「政府 にお ける情報通信 技術利用(UseofICTbythegovem}nent)」 を紹介す

ること とす る。 この報告書 は、政財 界の世界的 な指導者 たち をスイ スのダボ スに集 めて、 自由
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に意見 を出 し合 う会議 を毎年 開催 している世界経済 フォー ラム(WorldEconomicForum)が ま

とめ ている もので 、 「政府 にお け る情報通信技術利 用」は、 いわ ゆる電 子政府 達成 ランキ ング

と して有名 であ る。

このランキングでは、各国政府 による情報化の促進以外にも、情報通信技術を活用す ること

で、政府サービスの効率化や機能性の向上が図られているかなどが評価 されている。評価基準

として用いられている指標は、官民の間で行われる電子取引の量、政府がオンライン上で提供

しているサービスの数な どがあり、本報告書で取 り上げている15カ 国 ・地域の中で、最 もラ

ンキングが高いのはフィンラン ドで1位 となっている。それ に続いて、シンガポール(2位) 、

スウェーデン(5位)、 米国(6位)、 カナダ(7位)と なってお り、 日本は15カ 国 ・地域の中

で最 も低い41位 となっている。

2.1政 府 の公式 ポータル サイ トの有無

政府の公式ポータルサイ トとは、各国 ・地域政府が設置 しているホームページで、省庁やそ

の他政府機関ホームページへの入 り口(Gateway)と して機能 してお り、各省庁への リンク紹

介だけでなく、ユーザが利用 したいサービスや問い合わせの内容に応 じて、関連情報や関連サ

イ トのあるページに移動できるよ うなシステムを備えていることが多い。(表1参 照)

表1政 府 の 公 式 ポ ■一・・一・タ ル サ イ トの 有 無
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Source:ワ シ ン トン コ ア 作 成

本調査で取 り上げた15カ 国 ・地域全てにおいて、政府の公式のポータルサイ トが設置 され

ているが、その機能や内容、デザイ ンについては各国で大きく異なっている。ポ一夕ルサイ ト

は、その使いやすさや情報の豊富 さ、オンラインでできるサー ビスや各種手続 きの充実度が非

常に重要となってお り、市民が使いやすいようなポータルサイ ト設置を目指 した努力を行 う政

府 も、米国を始め数多い。例 えば、一般市民 と民間企業が求めるニーズや情報は異なるため、

最初で 「市民向け」 と 「企業向け」のどちらかのページを選択できるようになっていた り、ど

の省庁や機関がサー ビスを管轄 ・運営 しているかを知らなくても、キーワー ドを利用するだけ
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でサービスペー ジにた どり着 き、必要な行政手続 を終 えることが可能になってい る。

以下にポ一 夕ル サイ トの例 を記述す る。

(1)日 本 「電子 政府 の総 合 窓 口」

日本 の行政 情報 ポータル サイ ト 「電子政府の総合窓 口」(http://www.e-gov.go.jp/)は 、2001年

4月 に総務省 によって立 ち上げ られたサイ トで、管理運 営 も総務省行政管理 局が行 ってい る。

行政管理局 の行政情報 システ ム企画課 は、 日本政府 のポー タル サイ トへは、立 ち上 げか ら1年

間で251万 のアクセ ス回数 が あった と報告 してい る。(総 務省 「平成14年 度実績評価書要 旨」

2002年8月30日)

平成15年 末現在における 「電子政府の総合窓 口」は、市民向けのサー ビスのカテゴリー化

が、米国やカナダに比べて乏 しく、また、行政情報が縦割 りに提供 されていた り、 リンクだけ

が貼 られているため、利用者にとって情報の入手が困難なサイ トとなっている。 このため、今

後は、一般的に市民の需要に応えるような情報やサー ビスを横断型にわか りやす く提示す る、

利用者重視 のサー ビスも必要になると考えられ る。

'さ らに 日本のポータルサイ トは他国のサイ トと比べて画像が少なく、他国のサイ トと比べる

とそれほど明るくフレン ドリーな印象を与えない。必要な情報への 「ワン ・ス トップ ・サー ビ

ス」であるはずの公式ポ一夕ルサイ トなので、今後は市民にわか りやすい、そ して市民が 「面

白そ うだ、やってみ よ う」 と思えるよ うな形で行政情報を提供す る必要がある。

これ を裏 付 け る よ うに 、2001年 の 国 連 ベ ンチ マ ー ク ・レポ ー ト(UNBenchmarking

E-gove㎜ent:AGIobalPerspective2001)は 、 日本政府の ポー タル を 「イ ンタラ クテ ィブな部 分

が少な く、イ ンフラや豊富 な人的資本が存在 して いるに も関 らず 、改正が遅れてい る」 と評 価

してお り、必要な行 政手続 がオ ンライ ン上 でできる環境 が整備 され ていない とい う問題 点 を指

摘 して い る。

(2)米 国 「フ ァ ー ス ト ・ガ ヴ(Firstgov)」

「フ ァー ス ト ・ガ ヴ(Firstgov)」(http:〃firstgov.gov/)は 、2000年9月 に 立 ち上 げ られ た 米 国

政 府 の省 庁 横 断 型 ポ ー タル サ イ トで 、 連 邦 調 達 局(GSA:GeneralServicesAdministration)が 管
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理 を担 当 してい るが、GRCイ ンター ナ シ ョナル社(GRClnternational)や ア ップネ ッ ト社

(AppNet)な どの民間企業 も技術パー トナ ー と してサイ ト構 築 ・維 持 に参加 してい る。 「ファ

ー ス ト ・ガ ヴ」は、お よそ2万 の政府省庁 のサイ ト、2,700万 ペ ー ジにアクセ スで きるよ うに

なってお り、同サイ トの検 索エ ンジンと して 、イン ク トミ社(lnktomi)の 科学責任者 で あるエ

リック ・ブ リュワー(EricBrewer)が 開発 した 「フェ ドサーチ(Fe(iSearch)」 が用 い られて いる。

同サイ トには、市民向け、民間 ・非営利機関向け、政府職員向け、そ して政府機関向けの4

つのインデ ックスがあ り、各インデ ックスごとにさらに トピック別の情報やサー ビスが提示さ

れている。例えば、「ファース ト・ガヴ」を利用することで市民は、パスポー トの更新や政府

奨学金への応募、公務員就職活動や運転免許の更新 といった手続きを行なえるサイ トに移動で

きるほか、国立公園における観光情報や、天気予報、また話題のニュースな どといった幅広い

情報 を入手す ることができる。

英語があま り話せ ない中南米移民が多いことを反映 して、英語 ・スペイン語の2カ 国が

選択 でき、一部の情報 については 日本語 を含む25ヶ 国語 による表示が可能 となっている。

「ファース ト・ガ ヴ」が提供す る情報量は他の政府ポー タル を圧倒的に上回っているが、

全 体的に市 民に とって親 しみ易い、明 るい印象 を与え る。

(3)カ ナ ダ 「カナ ダ ・サ イ ト(CanadaSite)」

カナ ダの ポー タル サイ ト、 「カナ ダ ・サ イ ト(CanadaSite)」(http://www.canada.gc.ca)は 、2001

年2,月 に立 ち上げ られたサイ トで、政府 内で電話通 信政策 を担 当す る組 織で ある 「コ ミュニ ケ

ー シ ョン ・カナダ」が運営管理 を行 ってい る。 カナ ダ政府 は、全 ての行 政手続 を2004年 まで

に電子化す るとい うガバ メン ト・オン ライ ン ・イニ シアチブ(GovernmentOn-lineInitiative)を

実施 してお り、 「カナ ダ ・サイ ト」は このイニ シアテ ィブの一環 と して設置 され たサイ トで あ

る。 サ イ トア クセ ス数 は毎月250万 件 と報 告 され てい る。

「カナダ ・サイ ト」は 、カナ ダ国民向け、カナダ企業向 け、外 国人 向けの3つ のイ ンデ ック

ス に分 かれ ている。 それ ぞれ 管理す る担 当機 関は異 なってお り、 カナ ダ国民向 けは、公 共調達

機 関(PWGSC:PublicWorkSandGovernmentServicesCanada)、 企業 向けは産業省(lndustry

Canada)、 そ して外 国人 向けは、外務 ・国際貿易省(DepartmentofForeignAffairsandlnternational

Trade)が 、それ ぞれ の ニー ズ に応 じた情報 を提供 してい る。

各イ ンデ ックス で は、 さ らに情 報 ご とに細 かい 分類が行 な われ て お り、例 えば外 国人 で
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あれば観 光や移民手続きの情報 、企業であれば税 申告や起業 に必要な手続 きな どに関す る

情報に簡単にた どり着 くことができる。また、 「カナダ・サイ ト」で得 られ る情報の一部は、

「ワイヤ レス ・ポs-一ータル」(WirelessPortal:www.gc.ca)を 利用す ることで、モバイル端

末からもアクセ スすることができるようになってい る。 同サイ トも、一般市民にわか りや

すい構成になってお り、 日常生活に役立つ行政情報が、親近感を与 えるよ うなデザイ ンで

公 開 され ている。

(4)英 国 「UKオ ン ライ ン(UKOnline)」

英 国のポ一夕ル サイ ト 「UKオ ンライ ン(UKOnline)」(http:〃www.Ukonline.gov.Uk/)は 、2001

年2月 に立 ち上 げ られたサイ トで、英 国政府 のOf6ceofe-Envoyのe－ コ ミュニケー シ ョン ・チ

ー ム(Govemmente -communicationteam)が 、使い易 さやペー ジの醐 気 を重視 してデザイ ン し

た もので ある。 同サイ トは、お よそ1,000ペ ー ジに渡 る政府 サイ トにア クセスで きるよ うにな

ってお り、Of6ceofe-Envoyで は、全 ての政府 関連手続 きを2005年 までにオ ンライ ン上処理 で

き るよ うにす る とい う具体 的 な 目標 を発 表 してい る。

「UKオ ンライ ン」は、 トピック別(経 済、 ビジネス、旅行、コミュニテ ィなど)以 外

に も、5つ のインデ ックスに分かれ てお り、市民の生活に関する情報や、オ ンライン手続

き、または情報 の検索な ど、利用者 が必要 なサー ビスや情報がわか りやす く掲示 されてい

る。 「UKオ ンライン」ではサイ トのデザインが重視 されていることもあって、各ペー ジに

は画像が豊富に掲載 されてお り、引越 し、出産、就職活動な ど、市民生活に役立つ情報が

分か りやす く提供 されている。 また、オ ンライ ン上でで きる手続 きもカテ ゴリー化 されて

い ることか ら、 「UKオ ンライ ン」は利用者重視で市民のニーズに応 える能力も備 わったサ

イ トとい える。

(5)シ ンガ ポ ール 「シ ン ガ ヴ(SINGOV)」 ・ 「e－シテ ィズ ン(e-Citizen)」

シ ン ガ ポ ー ル で は 、 包 括 的 な 政 府 ポ ー タ ル サ イ トで あ る 「シ ン ガ ヴ(SINGOV)」

(http://www.gov.sg/)と 、 市 民 手 続 き を 中 心 と し た 「e－シ テ ィ ズ ン(e-Citizen)」

(http://www.ecitizen.gov.sg/)の2種 類 の ポ ー タル サ イ トを 設 け て い る。

毎月25万 ペ ージが閲覧 されて いる 「シ ンガ ヴ」は2001年11Eに 立 ち上 げ られ た もので あ

る。 「シ ンガ ヴ」 を運営管理 す るのは、 シンガポール情 報通信芸 術省(MinistryofInformatioq
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CotmunicationsandtheArts)公 共 通 信 部(PublicCommunicationsDivision)の 全 国 マ ー ケ テ ィ ン

グ課(NationalMarketingDepartment)で あ る。 「シ ンガ ヴ」 は 、a.首 相 や 政 府 機 関 な どへ の リン

ク 「GovernmentWho'sWho」 、b.官 報 や 公 式 発 表 「PressReleases:StatementS&Speeches」 、c.政 府

統 計 入 手 や 政 府 発 行 物 な ど政 府 関連 情 報 「Governmentlnformation&eService」 、d.民 間 企 業 対 象

の 「lnformation&eServicesforBusiness」 、e.外 国 人 向 け 「In品㎜tion&eServicesfor

non-Singaporeans」 の5つ のイ ンデ ソク ス に分 類 され て い る。 企 業 向 け イ ンデ ック ス で は 、税 金

や 起 業 に関 す る情 報 や リン クが 掲 載 され て お り、外 国人 向 け イ ンデ ックス で は 、 シ ンガ ポー ル

国籍 や ビザ 取 得 の た め の 手続 き に関 す る情 報 が入 手 で き る よ うに な って お り、そ れ ぞ れ のユ ー

ザ の ニ ー ズ に合 っ た 構 成 とな っ て い る。

一方
、総合生活 情報 を提 供す る 「e－シティズン」は1999年 に立 ち上 げ られたポー タル で、シ

ンガポーノ情 報 通信開発局(lnfocommDevelopmentAuthorityofSingapOre)が 運営管理 を行 って

い る。 「シ ンガ ヴ」か らもオン ライ ン手続 きについては 「e－シテ ィズ ン」に リンクす る よ うデザ

イ ン され てい る。 このポー タルサイ トでは、婚姻届 といった手続 きか ら、不動産 の売買、図書

館利 用登録 、政府発 行物購入 、旅 行予約 な ど、様 々なサー ビス利 用のた めの情 報入手 と登録 手

続 き を行 うこ とが で きる。

「シ ンガ ヴ」 も 「e－シテ ィズン」 も、 「ワン ・ス トソプ」 で行政 手続 きか らフライ トの 時刻 チ

ェ ックな どまで行 えるサイ トデザイ ンにな ってお り、ユーザ の使 いやす さが優 先 され てい る。

2.2オ ン ライ ン確 定 申告 の 可 ・不 可

オンライン確定申告システムは、 日本、中国、マ レーシアの3カ 国以外では既に整備が進ん

でお り、米国では1990年 、カナダでは1993年 、 ドイツでも1999年 にオンライン確定申告サ

ー ビスが開始 されている
。日本においても国税庁が、2004年2月 か ら段階的に電子確定申告を

開始する予定を発表 している。(表2参 照)

表2オ ンライ ン確 定申告の有無
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米国などでは、連邦 ・州所得税な どは給料から差 し引かれ るものの、各市民が毎年確定申告

を行わなければな らないため、市民に対す る便宜を図るための措置としてオンライン確定申告

システムが早い段階で導入 されたとい う背景がある。また、確定申告を電子化す ることで国税

庁 における業務負担 も軽減 され るとい うメ リッ トも無視できない。

市民がオ ンライン確定 申告を利用す る際の手続 きは各国で異なってお り、例 えば、カナ

ダのオンライン確定申告システムである 「NETFII.E」 は、 「NETFILE」 で確 定申告を行

えるオプシ ョンを備 えた会計 ソフ トウェアを持つ市民のみが利用できる。 この会計 ソフ ト

ウェアは複数の ソフ トウェア会社か ら有料で販売 されているもので、 「NETFILE」 利用 自

体 は無料で行 えるが、 ソフ トウェア購 入 のための コス トがかか ることにな る。

3.e・ ラ ー ニ ン グ

各国におけるe－ラーニングの進展度を示す指標 として、コンピュータ1台 当た りの生徒数の

データを取 り上げるが、アジア、北米、そ して欧州各国には、それぞれ独 自の社会的背景や教

育制度がある他、「学校」や 「教育」が各国の社会で持つ目的や役割が異なり、さらに、「公立

学校」、または 「初等 ・中等教育」とい う様々な切 り口でデータ収集が行われていることから、

データだけを見て国際比較 をす ることは難 しい。

まず 、初等教 育におけ るコンピュー タ1台 当た りの生徒数 のデー タが発 表 され てい るのは、

日本 、米 国、カナダ、英 国、 ドイ ツ、フラ ンス、ス ウェーデ ン、フ ィンラン ド、シ ンガポール

の9カ 国であ る。 その 中で も、最 も生徒数 が少な いのは米 国で、4.4人 の生徒 が1台 の コン ピ

ュータを共有 してい る。それ に続 いて、シ ンガポール 、フィンラン ド、カナ ダの初等学校で は、

平均 して生徒8人 あた り1台 以上 の コン ピュー タが割 り当て られてい る。一 方、 日本 と ドイ ツ

で は コン ピュー タ1台 あ た りの生徒数 が20人 を超 え てい る。

中等学校で のコン ピュー タ1台 あた りの生徒 数は、初等教 育 と同 じ9カ 国にお けるデ ータが

入手可能 である。 日本 を除 く全 ての国にお いて、初等 教育 よ りも中等教育 にお ける コンピュー

タの設置 は進 んでお り、 コンピュー タ1台 あた りの生徒数 は初等教 育 と同等 か、またはそれ以

下 とな っている。米 国 とス ウェーデ ン、 シ ンガポールの3カ 国で は、平 均 して 、1台 の コン ピ

ュー タを約5人 が利用 してお り、 日本 の約36人 の7分 の1以 下 となっ て い る。

最後に、日本 と韓国、中国のアジア3カ 国については、公立学校に限ったデータが発表され
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てい る。 これ を見 る と、 日本 が コン ピュー タ1台 あた りの生徒数 が11.1人 と、3カ 国 の中では

最 もコン ピュー タ導入が進 んでお り、それ に次いで韓国の16.7人 、中国 の51人 とな ってい る。

既 に述 べた よ うに、各国 にお け るデー タの 区分や 教育システムの違 いな どがあ るため、単純

な国際比較はで きないが、 ここでは、各国デー タの うち最 も低 い値 を利用 して グループ分類 を

行 うこ ととす る。 これ による と、初 等 ・中等学校におけるコ ンピュー タ導入 が比較的進んでい

る第1グ ル ープ(コ ンピュー タ1台 あた りの生徒数5人 未満)に は、米 国 とス ウェーデ ンの2

カ国が入 り、次 に、カナ ダ、英 国、 フランス、 フィンラン ド、シ ンガポール の、 コンピュー タ

1台 あた りの生徒数 が5人 以 上10人 未満 の5カ 国 を第2グ ルv・一合プ と分類 す るこ とができる。最

後 に 、 日本 、 ドイ ツ、韓 国 と中国 の4カ 国 が第3グ ル ー プに入 る。(図6参 照)
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Sour㏄:米 国 、 カ ナ ダ 、 英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン フ ィ ン ラ ン ド、 シ ン ガ ポ ー ル 、 日本(初 等 教 育

の み):オ ラ ン ダ政 府"lnternationalICTbenchmark2002"(2002)「Tablel8Corefiguresontheinfrastructurein

secondaryeducation」 。 日本:日 本 政 府,"平 成15年 版 情 報 通 信 白書"(2003)「 図 表 ① コ ン ピ ュ ー タ1台 あ た りの

生 徒 数 」p、193.。韓 国:韓 国 政 府 「NumberofStudentsperPCin2000」 。中 国:中 国 政 府"中 国 電 子 商 取 引 年 鑑2003"

(2003)「 小 中 学 校 に お け る コ ン ピ ュ ー タ1台 あ た りの 生 徒 数 」p、ll4

図6コ ン ピュ ー タ1台 当た りの生 徒 数
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4.e－ ヘ ル ス

e'ヘルスの代表的な指標 として、ここでは、「イ ンターネ ッ トまたは医師専用ネ ッ トワー ク

を利用す る医師 の割合」 と 「イ ンターネ ッ トに よる保健 情報利 用」を取 り上げる。

4.1イ ンターネ ッ トまたは医師専用ネ ッ トワークを利 用す る医師の割合

ユ ー ロス タ ッ ト(Eurostat)(欧 州 委 員 会 統 計 局)が 、 イ ン ター ネ ソ トを 利 用 す る 医 師 の 割

合 を調 査 して い る が 、 そ こで は 、 医 師 が イ ン ター ネ ッ トま た は 医 師専 用 ネ ッ トワー ク を利 用 す

る 目的 を 、(1)学 習(Accessinformationfor'continUingeducation)、(2)医 学 雑誌 の 参 照(Consulting

medicaljournals)、 そ して(3)医 師 同 士 の 情報 交 換(Exchangingviewswithotherd㏄tors)の3つ に

分 類 して 、 目的 別 の利 用 率 を 集 計 して い る。

今 回の調査 でデー タが収集 で きた のは欧米7カ 国のみ であ る。(図7参 照)こ の中で、ま

ず 、学習を 目的 としてイ ンターネ ッ トを利用す る医師の割合 をみ ると、そ の割合 が60%以 上 の

第1グ ループは、 ドイ ツ(79%)、 次いで英 国(78%)の2カ 国か ら構成 され てい る。 同割合 が

40%以 上60%未 満 の第2グ ル ープ には、 フランス(56%)、 フ ィンラン ド(56%)、 ス ウェーデ

ン(46%)、 そ して米 国(45%)の4カ 国が入 ってい る。最後 に、学習 を 目的 としてイ ンターネ

ッ トを利用す る医師の割 合が40%未 満 の第3グ ル ープ には、カナダ(24%)1カ 国が入 って い

る。'

次に、イ ンターネ ソ ト利用 の 目的が医学雑 誌 の参 照 であ る医師 の割合 を見 ると、 同割 合 が

60%以 上 となってい る、米 国(78%)、 英 国(74%)、 そ して ドイ ツ(62%)の3カ 国が第'1グ

ループ を形成 してい る。 同割合 が40%以 上60%未 満 の第2グ ル ープには、、フ ランス(47%)、

フィンラン ド(47%)、 ス ウェーデ ン(43%)、 そ してカナダ(42%)の4カ 国が入 り、同40%

未満 の第3グ ループ に入 る国はない。 このた め、多 くの医師がイ ンターネ ッ トを利 用 して医学

雑 誌 を参 照 して い るこ とが分 か る。

利用 目的 として全体的 に最 も低 くな ってい るのが医師同士の情報交換で 、割 合が60%以 上の

第1グ ル ープに入 るのは米国(61%)だ けであ る。一方 、同割合 が40%以 上60%未 満 の第2グ

ル ープに属す る国はな く、同割合 が40%未 満 の第3グ ルー プに、英国(33%)、 ス ウェーデ ン

(23%)、 フ ランス(19%)、 フ ィン ラン ド(19%)、 そ して ドイ ツ(15%)が 入 って い る
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北米では、学習 目的よりも医学雑誌参照を目的としたインターネ ッ トの利用が高く、新 しい

治療法や医薬品に関す る情報を入手するためにイ ンターネ ッ トを活用するケースが多 くなっ

ている。一方、欧州諸国では学習 目的でインターネ ソトを利用す る医師の割合が高 くなってお

り、特に、英国とドイツでは、個人の技術 ・知識向上、または新たな資格取得 といった情報取

得のために、インターネッ トを利用す る医師が多い と考えられる。また、両国の医師が、新 し
『い医学
の情報を、雑誌 ではなく、学会や講義な どか ら入手 している とも考え られ る。
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Sour㏄:英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 フ ィ ン ラ ン ド(2001年 デ ー タ):EuroStat:FlashEurobarometer

lO4"lnfomnationSocietyStatisticsData1996-2001,2002Edition"(2002)「Table6 .7GPswithlnternetordedicatedGP

networkusingtheseforthefollowingprocedures(%)」 。 米 国(2001年 デ ー タ):Harrislnteractive,HealthCareNews
,Vol.

3,IS・u・6,2003・BCGIHarri・ ㎞t・・aCti・・p・ePri・ 助ph声i・iar1・u・v・yS,2001and2002,rphy、i、i、n、 、。。useth,lnt,m,tf。,

keepingupto-dateonmedicalinformation.Doyouusethelnternetto...?」p3。 カ ナ ダ(2000年 デ ー タ):SteveKSingh

"UseofthelnternetbyCanadianPhysiciansandtlielnfl
uenceoftheInternetontheDoctor-PatientRelationship"News

andViews,Volume78,number2,March2001.

図7イ ンターネ ッ トまたは医師専用ネ ッ トワー ク を利用す る医師 の割合
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4.2イ ン ターネ ッ トに よ る保 健 情 報 利 用

ドイツ連 邦厚 生省 が発 表 して いる欧 州諸国5カ 国にお ける調 査結果 が、公的機 関発表 に よる

信 頼度の高いデータであ る。 これ に よる と、イ ンターネ ッ トで保 健情報 を入手 した経験 があ る

市民の害1|合が30%以 上 の第1グ ル ープ は、 ス ウェ■一一・デ ン(38.7%)と フ ィンラン ド(335%)、

同割合が20%以 上30%未 満 の第2グ ル ー プは、英 国(29.4%)と ドイ ツ(24%)、 そ して 同割合

が20%以 下の第3グ ル ープ はフランス(15.3%)と なってい る。 これ ら5カ 国以外の情 報 に関

して は入 手 が不可能 で あ った。(図8参 照)
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図8イ ンターネ ッ トに よる保健 情報利 用
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5.電 子 商 取 引

電子商取引の進展を各国比較するため、ここでは、電子商取引市場規模、国民一人当たりの

電子商取引額 、そ してオンライ ン ・ショッピング利用率の3つ の指標を取 り上げている。

5.1電 子商取引市場規模

15カ 国 ・地域 の電子商取 引市場規模 を見る と、経済大国の米 国 と 日本 にお ける市場規模 が他

国 を圧 倒 してお り、それ ぞれ1兆660億 ドル 、5,186億 ドル となってい る。 ここでは、市場規

模1兆 ドル以上 を第1グ ルー プ、5,000億 ドル以上1兆 ドル 未満 を第2グ ルー プに分類 してい

るので、米国が第1グ ル ープ、 日本 が第2グ ループ にそれ ぞれ入 る ことにな り、それ以外 は全

て市場規模5,000億 ドル未満 の第3グ ループ諸 国 ・地域 とな る。 第3グ ルー プの 中で も市場規

模 が 比較 的大 きいの は、 ドイ ツ(449億 ドル)と 韓 国(367億 ドル)の2カ 国 で あ る。

電子商取引は、企業間(い わゆるB2B)と 、企業 と一般消費者間(B2C)の2種 類に分類す

ることができる。一般的にB2C電 子取引よりもB2B電 子取引の市場の方が大きくなってお り、

例えば、米商務省は、米国の電子商取引のほぼ93%はB2B電 子商取引であるとい う報告を2003

年に行っている。 日本においても、B2B電 子商取引が60兆 円あるのに対 し、B2C電 子商取引

は1兆5,870億 円に過ぎず、B2Bが 電子商取引全体の97%を 占めていることが、総務省情報通

信政策局の調べによ り明 らかになってい る。(図9参 照)
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Source:日 本(2002年 の デ ー タ):日 本 政 府"ITの 経 済 分 析 に 関 す る 調 査"(2003)「B2B電 子 商 取 引 市 場 規 模 」

「B2C電 子 商 取 引 市 場 規 模 」p.81、p.82.(2002年12A31日 時 点 で の 為 替 レー ト1米 ドル=118.75円 で 換 算)。

米 国(2001年 の デ ー タ):米 国 政 府"2001E-commerceMulti-s㏄torRepOrf'(2003)「U.S.Shipments,Sales,

RevenuesandE-Commerce:2001and2000」 。カ ナ ダ(2001年 の デ ー タ):カ ナ ダ 政 府``TheDaily,Electroniccommerce

andtechnology"(2003)「Combinedprivateandpublicsectoronlinesalesin2002」(2002年12月31日 時 点 で の 為 替

レー ト1米 ドル=158カ ナ ダ ドル で 換 算)。 英 国(2001年 の デ ー タ):英 国 政 府"2001e-commercesurvey:online

t,adi,gbyUKb・ ・inessby・e・t・・'・(2002)「T・bl・1・()・li…al・ ・byUKb・ ・inesse・i・then・n-fi・anCial・ect・・s,byb・・ad

sector」(2001年12月31日 時 点 で の 為 替 レー ト1米 ドル=O.688英 ポ ン ドで 換 算)。 フ ラ ン ス 、 ドイ ツ(2001年

の デ ー タ):電 子 商 取 引推 進 協 議 会 「海 外 に お け る電 子 商 取 引 推 進 状 況 調 査 報 告 書2002年 」(2003)「 表1-9欧

州 の 電 子 商 取 引 規 模 と成 長 率 」p.32.IDC,EuropeanInformationTechnologyObservatory。 ス ウ ェ ー デ ン(2001

年 の デ ー タ):ス ウ ェ ー デ ン政 府"FactsabOutinformationandcommunicationstechnologyinSweden2003"(2003)

「5,21ValueoflnternetSalesinSEK,2001」(2001年12月31日 時 点 で の 為 替 レー ト1米 ドル=10.46ク ロ ー ナ で 換

算)。 フ ィ ン ラ ン ド(2001年 の デ ー タ):NordicCounCilofMinisters"NordicInformationSocietyStatistics2002'(2001

年12月31日 時 短 で の 為 替 レー ト1米 ドル=0.89ユ ー ロ で 換 算)。 シ ン ガ ポ ー ル 、台 湾 、タ イ 、マ レ ー シ ア(2002

年 の デ ー タ):電 子 商 取 引 推 進 協 議 会,"海 外 に お け る電 子 商 取 引 推 進 状 況 調 査 報 告 書2002年"(2003)「 表

1-9欧 州 の 電 子 商 取 引 規 模 と成 長 率 」p.38。韓 国(2002年 の デ ー タ):韓 国 政 府"InformatizationWhitePaper"(2003)

「RevenueofOnlineshoppingbusinessＬp.39。 香 港(2001年 の デ ー タ):香 港 政 府 「BusinessR㏄eiptsFromSelling

Goods,ServicesorInformationThroughElectronicMeans2001」 。 中 国(2002年 の デ ー タ):中 国 電 子 商 取 引 年 鑑 編

集 部"中 国 電 子 商 取 引 年鑑2003"(2003)「B2C電 子 商 取 引 市 場 規 模 」p.3,:CCID(2002年12月31日 時 点 で の

為 替 レ ー ト1米 ドル=8.28人 民 元 で 換 算)

図9電 子商取引市場規模
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5.2国 民一人 当た りの電子 商取引額

電子商取引の浸透度を測 る指標 として、国民一人当た りの電子商取引額を利用することがで

きる。前述 した電子商取引市場規模の大きい 日本 と米国が上位2位 を占めてお り、国民1人 当

た りの年間電子商取引額3,000ド ル以上の第1グ ループを構成 してい る。

しか し、第1グ ル ープ に続い て、香港が2,988ド ル 、シンガポール が2,278ド ル 、そ して台湾

では1,283ド ル となってお り、電子商取 引市場で見 られ たよ うな米国 ・日本 とそ の他 の国々 と

の格差 は、一人 当た りの電子商取 引額では縮小 している。香 港 ・シンガポール ・台湾 の3カ 国 ・

地域は、国民一人 当た りの電子 商取引額1,000ド ル 以上3,000ド ル未満 の第2グ ル ープ に入 っ

てい る。

最後 に、同1,000ド ル 未満 の第3グ ルー プには、韓国(760ド ル)、 ス ウェーデ ン(596ド ル)、

フラ ンス(544ド ル)、 英 国(444ド ル)、 フィンラン ド(360ド ル)、 ドイ ツ(350ド ル)、 カナ

ダ(270ド ル)、 マ レー シア(73ド ル)、 中国(17ド ル)、 そ して タイ(3ド ル)が 入 ってお り、

PCや イ ンターネ ッ ト、ブ ロー ドバ ン ドとい ったハー ドイ ンフ ラにお ける普及 率が高 い諸 国で

あって も、電子 商取 引環境 が発 展途上 であるところも多い こ とが読 み取れ る。(図10参 照)
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図10国 民1人 当た りの電子商取引額

5.3オ ン ライ ン ・シ ョ ッピ ン グ利 用 率

オ ランダ政府 による 「lnt㎝adonalICTBenchmark2002」 のオ ンライ ン ・シ ョジピング利用率

の定義 は、16才 以上 のイ ンター ネ ッ ト・ユ ーザ人 口の うち、オ ンライ ン ・シ ョッピングを した

こ とが あるユ・一ーーザ の割合 となってい る。オ ンライ ン ・シ ョッピング利 用率 が20%以 上 の第1グ

ルー プに入 る国は、米 国(33%)、 ス ウェーデ ン(29%)、 ドイ ツ(28%)、 そ して英国(24%)

の4カ 国で ある。 それ に続 いて、同利 用率 が10%以 上20%未 満の第2グ ルー プには、カナダ

(18%)、 日本(17%)、 フ ィンラン ド(17%)、 そ して フランス(12%)の4カ 国が入 ってい る。

シンガポール(9%)は 第3グ ルー プで、オ ンライ ン ・シ ョッピング利用率 は10%未 満 となっ

て い る。

オジライン・シ ョッピング利用率は、今後各国において高まると考えられるが、写真では商

品のイメージが沸かなかったり、クレジ ットカー ド番号や住所などの個人情報 をオンライン上

で送付することへの不安があるなど、オンライン ・シ ョッピングの利用に抵抗を感 じる消費者

もまだ多い。このため、オンライ ン販売を手掛ける企業側でも、個人情報転送におけるセキュ

リティの強化や、商品の取 り揃えの充実、送料無料サービスなど顧客層拡大の努力を続けてお
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り、今後さらにB2C電 子商取引市場が拡大 される可能性が高くなっている。(図11参 照)
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Sour㏄:日 本 、 米 国 、 カ ナ ダ 、 英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 フ ィ ン ラ ン ド、 シ ン ガ ポ ー ル(2001

年 デ ー タ):オ ラ ン ダ 政 府"㎞tem誕ionalICTbenchmark2002"(2002)「Table201ntemetuseandonlineshoppers

amongthepopulationaged16yearsandabove」

図11オ ン ライ ン ・シ ョッ ピン グ利 用 率

6.ITセ キ ュ リテ ィ

ITセ キュ リテ ィの分 野におけ る各 国の進展 を分析す るた め、 「16才以上の人 口10万 人 当た り

のセ キ ュアサーバ数」 と、 「コンピュー タ・ウィルス に感染 した企業 ・団体 の割合 」 の、2つ の

指標 を取 り上 げ る。

6.116才 以 上 の人 口10万 人 当 た りのセ キ ュア サー バ 数

セキュアサーバ とは、ユーザがオンライン上で入力する個人情報(ク レジッ トカー ド番号や

銀行 口座番号)を 暗号化するためのシステムを導入 しているサーバであり、セキュアサーバ数

が増加することで、オンライン ・ショッピングに対する消費者からの懸念を和 らげ、電子商取

一25一



引全般の促進につながる と考 えられ る。

オース トラ リア政府 が行 った調査で は、 日本 、米 国、英 国、 ドイ ツ、 フランス、ス ウェーデ

ン、そ して、フィン ラン ドの7カ 国のデ ー タのみが公 開 され てい る。 これ に よる と、16才 以 上

の人 口10万 人 当た りのセ キュアサ・・一ーーバ数 が200台 以上 と、最 も多い第1グ ル ープに は米 国(312

台)が 入 ってい る。 人 口10万 人 当た .りのセ キュアサーバ数 が100台 以上200台 未 満 の第2グ

ループ には、ス ウェーデ ン(142台)、 フ ィン ラン ド(127台)、 そ して英 国(132台)の3カ 国

が入 り、 同数が100台 未満の第3グ ルー プは、 ドイ ツ(78台)、 日本(63台)、 そ して フラン

ス(33台)か ら構 成 され て い る。(図12参 照)
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Sour㏄:日 本 、 英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン(2001年 デ ー タ)、 米 国(2000年 デ ー タ):オ ー ス トラ

リ ア 政 府 「Numberofsecureserv'ersperIOO,OOOpersons16yearsandoverwithInternetaccess」

図1216才 以 上 の 人 口10万 人 当た りの セ キ ュア サ ー バ 数

電子商取引市場の規模が世界最大の米国においては、セキュアサーバの台数が、第2位 のス

ウェーデンと比べても2倍 以上多 くなっている。米国では、電子商取引市場が元々大きいこと

に加えて、今後 も市場の成長が予測 されているため、セキュ リティに対す るニーズも今後 も拡

大すると考 えられ る。

一26一



第2グ ループに入っている欧州諸国の電子商取引市場規模 とセキュアサーバ数 を比較すると、

欧州内で市場規模の大きな英国で、やはりセキュアサーバ数が多くなっている。 しか し、英国

と同様、電子商取引市場規模の大きな ドイツやフランスのセキュアサーバ数は、比較的少なく

なっている。また、米国に次いで電子商取引市場が大きい 日本で も、セキュアサーバ数は少な

い。 このため、セキュアサーバの数がオンライ ン ・ショッピング率を決定す るとい うよりも、

それ以外の様 々な要因が働いていると考 えなければならないよ うである。

しかし、オース トラ リア政府による同調査では、2000年 から2001年 にかけて、セ キュアサ

ーバ数の増加率が最 も高いのは 日本で前年比174%増
、最も低いのが米国で前年比31%増 とい

う結果も発表 している。つまり、今後 さらなる電子商取引市場の成長が見込まれている 日本で、

セキュアサーバが企業を中心に広い範囲で導入 されているといえる。 日本以外においても、フ

ィンラン ド(92%)、 英国(80%)、 そして ドイツ(71%)が セキュアサーバ数の増加率が目覚

しい。

6.2コ ン ピュ ー タ ・ウ ィル ス に感 染 した企 業 ・団 体 の割 合

最後に、コンピュー タ ・ウィル スに感染 した こ とのある企業 ・団体 の割合 をITセ キ ュ リテ ィ

の進展の代表 的指標 と して取 り上 げる。 コン ピュー タ・ウィル ス とは、電子 メールや イ ンター

ネ ッ トか らのダ ウンロー ドか らコンピュー タに侵入す るコン ピュータ ・プ ログ ラムで、 コン ピ

ュータ内で ウィルスが 自動 的 に 自己複製 し、勝 手に感染 した電子 メール を送信 した り、 コン ピ

ュー タ内のフ ァイル に被 害を及ぼす他、悪性 の ものではハー ドドライ ブの設定 を変えて しまっ

た り、既 存 の フ ァイ ル を削 除 して しま うもの もあ る。

一般的 に ウィル ス に感染 した事実 を企業な どが きちん と報告 しないケー ス も多 く
、デー タ収

集 は困難で あるが、情 報処理振興事 業協会(2004年1月 、 「独 立行 政法人 情報処理推進機 構1」

(IPA:lnformation-technologyPromotionAgencyJapan)と して発 足)が2003年3月 に公表 して

い る調 査報告書 による と、2002年 に コンピュータ ウイル スに感染 した企業 ・団体 の割 合は韓 国

が最 も高 く、63.3%と な ってい る。次 に同割合 が高い のは英 国(44%)、 台湾(41.1%)と 日本

(35%)で 、欧米諸 国 よ りもア ジア諸 国 ・地域 にお いてコ ンピュー タ・ウィル スに感染 した企

業 ・団 体 の割 合 が 高 くな っ てい る。

情報処理振興事業協会の調査報告書のサンプ リング数は以下の とお りである。
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日本:サ ンプ リング数:1757社 、感 染 した数:615社(35%)

米 国:サ ンプ リング数:502社 、感 染 した数:134社(26.7%)

ドイ ツ:サ ンプ リン グ数:484社 、感 染 した数:62社(12.8%)

韓 国:サ ンプ リング数:496社 、感 染 した数:314社(63.3%)

台湾:サ ンプ リング数:499社 、感 染 した数:205社(41.1%)

(英国 と香 港 に 関 して は、元 デ ー タ に上記 の よ うな数値 は公 開 され て いな い)

ここで は便宜 的に感染率25%未 満 を第1グ ルー プ、同25～50%未 満 を第2グ ル ープ、そ し

て同50%以 上を第3グ ル ープ とす る と、感染 率の最 も低い第1グ ル ープ には ドイ ツが入 り、第

2グ ループ に米国 、香港、 日本 、台湾 、英 国の5カ 国、そ して感染率 が最 も高い韓国が第3グ

ル ープ に分類 され る。

しかし、コンピュータ・ウィルスへの理解が高まると同時に、悪性のコンピュータ・ウィルス

が最近増加 し、サーバがダウンした り重要な企業情報が削除されるとい う事件が多発 したため、

ウィルス被害を最小に抑えるための予防策 を取 る企業や機関が各国において増加 している。

(図13参 照)
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Sour㏄:情 報 処 理 振 興 事 業 協 会`海 外 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ウ イル ス 被 害 状 況 調 査 報 告 書"「 コ ン ピ ュ ー タ ウ イ

ル ス に 感 染 した 企 業 ・団 体 の 割 合 」p.31."国 内 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ウ ィル ろ 被 害 状 況 調 査 報 告 書"「 コ ン

ピ ュ ー タ ウ イル ス に 感 染 した 企 業 ・団 体 の 割 合 」p .19.英 国(2002年 の デ ー タ):UKDepanmentofTradeand

lndustry"lnformationSecurityBreachesSurvey2002:ExecufiveSumrriary"Apri12003.香 港(2002年 の デ ー タ2003年

発 表):LegislativeCouncilofHongKongSpecialAdministrativeRegion.ofthePeople'sRepublicofChina"2002Surveys

onITUsageandPenetrationinthehouseholdandbusinesssectors"Januaryl3,2003.
「

図132002年 に コ ン ピ ュー タ ・ウ ィル ス に感 染 した企 業 ・団体 の割 合

`
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IT政 策編第2部





総 論

情報技 術(IT:lnformationTechnology)政 策 は、欧米 の先進 主要国のみな らずア ジア諸 国や 国

際機 関等で も活発 に議論 され てお り、今 や特定な国のみの政策 に とどま らず グローバル なテー

マ となった。また、世界的 なIT不 況 の中でも、各国並 びに国際機 関が経 済発展 の推進力 として

情 報技 術 に寄せ る期 待 は変 わ って いな い。 、

米国では、2001年 の同時多発テロ攻撃をきっかけに、情報システムの保護等のサイバーセキ

ュリティの強化を国家戦略に挙げている。2003年2月 、ホ ワイ トハ ウスは 「サイバー空間セキ

ュア化のための国家戦略」を発表 した。また、カナダでは、CANAR肥(カ ナダ産業省が支援す

る民間非営利機関)に よるネ ッ トワーク ・イ ンフラス トラクチャの開発等、カナダにおけるイ

ンターネ ッ ト接続性 を更に推進 している。

一方
、欧 州 で は、2002年6月 に 「第6次 フ レーム ワー クプ ログラ ム」が 発表 され た 。

2003年1月1日 か ら2006年12月31日 を対象 期 間 とし、ERA(EuropeanResearchArea:

欧州 研 究エ リア)の 設 立 お よび技 術革 新 を 目標 とす る。英 国 では2002UKonlineAnnual

Reportが 報 告 され 、英 国 は世界 にお け る電 子 商取 引の最適 環境 を備 えた 国 と して、米 国 に

次 い で第2位 で あ る こ とが示 され た。英 国政 府 は2005年 まで にす べ て の行 政 サー ビス が

電子 的 に利 用 で きる よ うにす る こ とを 目標 と してい る。ドイ ツで は、2003年3,月 、"Agenda

2010"が 発 表 され た。 これ は 、労働 市場 の 改革 、長期 的 な社 会 保 障制 度 の再 構 築 、経 済成

長 の推進 をめ ざす包 括 的 な政 府 プ ログラ ムで ある。 フ ランス で は2002年11月 、 「情報社

会 にお けるデ ィジタル 共和国構想:RE/SO2007」 を発表 し、情報社 会の実現 に向けた様 々 な

政策 を実施 して いる。2003年 のア クシ ョン ・プ ログラム としては、RE/SO2007の 継続 実施 及

び各省庁 間サー ビス を前提 とした電 子行政の大改革 を掲げ、RE/SO2007の 充実化 をめ ざ してい

る。ス ウェー デ ンで は、2000年6月 、 「全 国 民の ため の情 報社 会 」が可 決 され た。現在 は 、

この地位 を維持 し、かつ将 来 的 に も強化 す る こ とが求 め られ てい る。 この結果 、2003年6

月 、政府 はIT政 策戦 略 グル ー プ(ITPoliticalStrategyGroup)を 選 任 した。 フ ィン ラ ン

ドは 、2003年6.月 、首相 に就任 したマ ッテ ィ ・ヴァンハネ ンに よる政府 プ ログラムを策 定 し

た 。 この政 策 プ ログ ラ ムの 中でIT政 策 に関係 す る の もの は 、情 報 社 会 政 策 プ ロ グ ラム

(lnformationSocietyPolicyProgramme)で あ る。 この政策プ ログ ラムでは、情報社会 の発展 に

は他 の政 策分 野 との 協力 が不 可欠 で あ る こ とが広 く認 識 され てい る。

中国政府 の情報技術政策 は、1986年 の 「七五」(第7次5ヵ 年計画)か ら開始す る。そ
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の後、1991年 か ら 「八五」(第8次5ヵ 年計画)、1996年 か ら 「九五」(第9次5ヵ 年計

画)を 実施 し、現在は、2001年 か ら開始 された 「十五」(第10次5ヵ 年計画)を 実施 中

である。また、香港特別行政 区政府のIT政 策 は、1998年11月 に公布 され た1998Digital

211TStrategyか ら開始 され る。現在は、過去5年 間で高まった機 運を維持 し、ITの もた

らす恩恵を企業、 コミュニティおよび香港政府各々が活用するため、2001Digital211T

Strategyを 見直 してお り、2004年 早々にもこのStrategyを 更新 した2004Digital211T

Strategyを 発表す る計画である。シンガポール政府 のIT政 策は、1980年 代 とい う世界的

に見ても早い時期か ら実施 されている。最初のIT政 策 としては、1980年 に 「国家 コンピ

ュー タ化計画(NationalComputerizationPlan)」 が実施 され、ITの 利用 による行政の改

善 とい う本来の 目的のほかに、ITへ の認識の拡大、IT能 力の養成促進 、地方 におけるIT

産業の需要につながった。現在は2003年3.月 に立ち上げたConnectedSingaporeが 実施

されている。 この政策においては、世界における情報通信拠点のひ とつ としてのシンガポ

ールの地位確立 をめざし、今後3年 間で情報通信産業の発展 を促進す るための短期 目標、

戦略な どが明 らかに され てい る。 台湾政府では、2002年6月 にe・台湾プロジェク トが承

認 された。 このプ ロジェク トは、2002年5月 に策定 された 「挑戦2008年 一6ヵ 年国家発

展計画 の一構成要素 となった。これは、最終的に、最適 なハイテク 「グ リー ン・シ リコン・

アイ ラン ド」を実現 し、アジアのe－リーダーの一国に生 まれ変わることを目指すプロジェ

ク トである。マ レーシアでは、1991年2月 、マハティール首相(1981年 、首相就任、2003

年10月 同退任)に よってマ レーシア政府の長期経済計画であるvision2020が 発表 された。

これは2020年 までにマ レーシアを先進工業国にすることを 目的 とした経済社会開発構想

である。 このVision2020の 一環 として開発 されたプロジェク トがマルチメデ ィア ・スー

パー ・コ リドーである。 タイ政府は、国家の経済お よび社会の発展な らびに競争力の強化

を牽引す る潜在力を持つ もの としてICT(情 報通信技術)を はや くか ら認識 し、1992年

にはNITC(NationalITCommittee:国 家IT委 員会)設 立のためのイニシアチブを開始

した。 また、2002年3月 、内閣は21世 紀最初の10年 にお けるタイのICT開 発政策の枠

組 み と してIT2010を 承認 した。

OECDで は、2002年7月 、 「情報 システ ム及 びネ ッ トワー クのセ キュ リテ ィのた めの ガイ ド

ライ ン」 を発表 した。現在 は、電子商取 引のセ キ ュ リテ ィ、ハ ッキ ング、プ ライバ シー 、サイ

バ ー犯罪 といった周知 の問題 の ほかに、世界 の国々 による情報 システムへの依存 の拡 大、サイ

バ ー ・テ ロへ の不安な ど、ます ます社 会的脆弱性 が肥 大 してい る。これ らの状況 に鑑み 、OECD

は、 このガイ ドライ ンにおいて 、デ ィジタル経済お よび 情報社 会の安定 した発展 のため、全て

の加盟著 聞の"CUItureofSecurity"の 普 及 を要請 してい る。 さらにOECDは 、この情報セ キュ リ
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、

ティ ・ガイ ドラインを、非加盟国を含む世界全体で実施するため、その事業を拡大する必要性

があると認識 している。GBDeは 、1999年 の設立以来活動の中心であった政策策定から、GBDe

の提言に対す る世界中の利害関係者の支持を拡大するプログラムの実施へ と、2003年 、より

バ ランスの とれた活動を行 うことに方 向を転換 した。

表1に 主要国等 における最近の情報技術政策の経緯 を示す。

表1主 要国等における最近の情報技術政策経緯

国・国際機関 発表時期 テ ーマ ・概 要

米 国 2002年2月 rANationOnl拍e」

2001年9月 、1億4,300万 人(人 口の54%)、 イ ン タ ー ネ ッ トを使 用 。1億7,400

万人(人 口の66%)、 コ ンピュー タを使用

2002年2月 「デ ジ タル ・エ コ ノ ミー2002」

景気後退にもかかわらず、米国産業は国内のIT資 本ストックを形成 し続け、経

済基盤の持続的強化をもたらしていると結論

2002年2月 「E-governmentStrategy」

24の イニシアティブ(24の 行政サービス)を 電子政府構想の具体策として発表

2003年2月 「サイバー空間セ キュア化のための国家戦略」

3つ の戦略目標(① 米国の重要インフラに対するサイバー攻撃の防止、②サイバ
一攻撃に対する国の脆弱性の低減、③サイバー攻撃発生時の損害と回復時間の

最小化)

カナダ 2002年3月 「2002-2003年 に お け る計画 ・優 先的 政 策 に関 す る リポ ー ト」

5つ の戦略 目標(① 革新、②接続 性(CANA則Eに よるネ ッ トワーク ・インフラ

ス トラクチャの開発の支援等を通 して達成)、 ③市場、④投資、⑤貿易)

欧州連合 2002年5月 「eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」

広範に利用可能なブロー ドバ ン ド・イ ンフラス トラクチャに基づいたセキュ リ

テ ィの高いサー ビス 、ア プ リケー シ ョン、 コンテンツの開発の活性化。

2002年6月 「第6次 フ レー ム ワー クプ ログラ ム」

研究 開発 予算総額は175億 ユ ー ロ。第5次 と比較 して17%の 増 加

英 国 2000年9月 「UKオ ン ライ ン」
、

5つ の目標提起。①人々の自信、②ビジネスとしての成功、③見本としての政府

等

2001年ll.月 「UKOnline年 次 レポー ト2001年 第2版 」

市場の近代化、国民の能力向上、企業の活性化、政府のオンライン化、世界的

水準のサービス提供とい う5つ の重要課題。3つ の目標を表明

2002年ll月 「UKOnline年 次 レポー ト2002年 第3版 」

3つ の目標(① 英国を電子ビジネスにおける世界のリーダーとして発展させる。

②2005年 までに全ての行政サービスが電子的に利用できるようにする③2005年

まで希望者全員がインターネ ットにアクセスできることを保証する。)

ドイ ツ 2002年2月 「InformationSocietyGermany」

1999年9月 に発表 された 「21世紀 の情報社 会におけるイノベー ションと雇用」

の7つ の 中心的 アクシ ョン ・プ ログラムの進捗状況 を評価.

2002年2月 rlT-Research20①6」

2002年 か ら2006年 ま でに、総額15億 ユ ー ロを研究プロジェク トの助成に投 じ、

さらに15億 ユ ー ロを研究機 関への支援 と して投資

2003年3月 「Agenda2010」

労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成長の推進をめざす包

括的な政府プログラム
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フ ランス 2002年11月 「情報社会 におけるディジタル共和国構想:RE/SO2007」

二大目標。(①フランスの情報化の遅れに終止符を打つ、②全国民のための情報

社会の実現)

ス ウェーデン 2000年6月 「情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案可決」

3つ の優先政策、①1吉報技術への信頼を高めるための政策、②1吉報技術の能力を

高めるための政策、③情報技術へのアクセスを高めるための政策

フィンラン ド 2001年6月 「情報社会諮 問委員会による2001年 レポー ト」

2000年6月 に発表された 時 報社会としてのフィンラン ド」の評価と2つ の政

策分野(① 社会における情報通信技術の幅広い活用②全国民が利川可能な情報

社会のサービスと機会の実現)に おける新たな提言

2003年6月 「情報社会政策プ ログラム」

中 国 2001年 「第10次5カ 年計画」

ハイテクとその産業化の発展を重点的にお しすすめ、情報技術、バイオテクノ

ロジー、先進的な製造技術、新素材技術、航空および宇宙開発技術、新エネル

ギー技術、海洋技術などの発展を目指す

香 港 2004年 初 頭 「2004Digital211TStrategy」

イ ンターネ ッ トで接続 された世界において、世界有数のe-businessコ ミュニテ ィ

かつデ ィジタル都 市 と しての地位確 立を 目指す

シンガポール 2003年3月 「Co皿ectedSingapore」

世 界的 なm伽o㎜Capital(情 報 通/言拠 点)と しての地位確保 を 目指す

台 湾 2002年6月 「e－台湾 プ ロジェ ク ト」

最適なハイテ ク 「グ リーン・シ リコン・アイ ラン ド」を実現 し、アジアの ÷リー

ダーの一国に生 まれ変 わる ことをめ ざす

マ レー シア 1995年8月 「マル チ メデ ィア ・スーパ ー ・コ リ ドー(MSC)計 画 」

サイバージャヤを中央に配 し、シティセンター、プ トラジャや新行政都市 、ク

アラルンプール新国際空港 を結ぶ東西 に15㎞ 、南北50㎞ の地域で、マルチメ

デ ィア技術 を活用 した都 市開発 を行 う

タ イ 2002年3月 rlT2010」

21世 紀 最初 の10年 にお けるタイのICT開 発 政策 の枠組 み

OECD 2002年7月 「情報 システム及 びネ ッ トワー クのセ キュ リテ ィのためのガイ ドライ ン」

新たな9つ の原則(① 認識、②責任、③対応、④倫理、⑤民主主義 、⑥ リスク

アセスメン ト、⑦セキュ リティの設計及び実装、⑧セキュリテ ィマネジメン ト、

⑨再評価)

GBI)e 2002年10月 「第4回 総会 」(ブ リュッセル)

Source:各 国 政府等発表資料 か ら作成

1.米 国

米国のIT政 策 は、各省庁独 自のイニシアチブの他、多機関にまたがるイニシアチブ、連邦政

府、地方政府の施策な どにより、数多 く交錯 して実施 されている。'その中で も、2002度 からの

国家優先課題の1つ である 「国土の安全保障」に取 り組む国土安全保障省、同じく 「テロとの

戦いに対する勝利」に取 り組み、インターネ ット黎明期に大 きな役割を果たした国防総省への

予算配分が多い ことか ら、これ らの省のIT政 策に果たす役割は大きいことがわか る。

ク リン トン政権(1993年1月 ～2001年1月)は 、政権発足 当初 か ら、国内経済 の活性 化に

向 けた 情報技 術(IT)を 重要政 策課題 と して位 置付 け、そ の強化 に積 極 的に取組 んで きた。
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ブ ッシ ュ政 権 が誕 生 して か らは 、2002年2月 に 「ANationOnline」 、 「デ ジタ ル ・エ コ ノ ミー

2002」 、 「E-governnientStrategyj力 宝轍 され た 。

「ANationOnline」 は米国民 にお けるIT普 及 状況調 査の レポー トであ り、2001年9月 時点、

米 国民 の54%が 、イ ンターネ ッ トを使 用 し、66%が コン ピュー タを使用 していた こ とが述べ ら

れ てい る。

「デ ジ タル ・エ コノ ミー2002」 はITと マ クロ経 済 を分析 した レポー トであ り、景気 後退に

もかかわ らず 、米国産 業は国内のIT資 本 ス トックを形成 し続 け、経 済基盤 の持 続的強化 を もた

らして い る と分析 して い る。

「E-governrnentStrategy」 で は24の イ ニ シア テ ィブ(24の 行 政 サ ー ビス)が 電 子 政 府 構 想 の 具

体 策 と して 明 らか に され た。(① レク リエ ー シ ョン ・ワン ス トップ:内 務省(Departmentofthe

lnterior)、 ② 受 給 資格 支 援 オ ン ライ ン:労 働 省(DepartmentofLabor)、 ③ ロー ン ・オ ン ラ イ ン:

教 育省(DepartmentofEducation)、 ④USAサ ー ビス:連 邦調 達 庁(GeneralServicesAdministration)、

⑤EZ納 税:財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartmentofTreasury/lnternalRevenueService)等 の 行 政 サ

ー ビス)

2001年 の同時多発テロ攻撃をきっかけに、情報システムの保護等のサイバーセキュリティの

強化を国家戦略に挙げている。2003年2月 、ホワイ トハウスは 「サイバー空間セキュア化のた

めの国家戦略」を発表 した。戦略 目標 として、以下の3項 目が挙げられている。①米国の重要

インフラに対するサイバー攻撃の防止、②サイバー攻撃に対する国の脆弱性の低減、③サイバ

ー攻撃発生時の損害 と回復時間の最小化。

2.カ ナ ダ

カナ ダ のIT政 策 は、主 に カナ ダ産業省(lndustryCanada)が 推 進 して い る。

2002年3月 、 カ ナ ダ産 業 省(lldustryCanada)は 、 「2002-2003年 に お け る計 画 ・優 先 的 政

策 に 関す る リポ ー ト」(2002-03Estimates-ReportonPlansandPriorities)を 発 表 した。以 下 の5つ

の 戦 略 月 標 に重 点 を 置 い て い る。
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「2002-2003年 にお ける計画 ・優 先的政策 に関す るリポー ト」

①革新 一カナダの革新達成能力を向上 させ る

②接続惟 一カナダをイ ンターネ ッ ト接続1生が世界で最 も高い国にする

③市場一公正かつ効率的な競争力のある市場を構築す る

④投資一カナダを国内お よび国外の投資に適 した場所へ と向上 させ る

⑤貿易一世界貿易のカナダのシェアを増やすためカナダ国民 と共に一丸 となって努力する

5つ の戦略 目標の うち、「接続性」はCANARIE(カ ナダ産業省等が支援する民間非営利機関)

によるカナダにおけるネ ットワーク ・イ ンフラス トラクチャの開発の支援などを通 して達成 さ

れる。(1998年 、CANAR皿 は最大で毎秒40ギ ガ ビットのデータ送信を提供する全国的な光学

的R&Dイ ンターネ ッ トであるCA*net3を 構築 した。)

3.欧 州 連 合

欧州連 合(EU:EuropeanUnion)に お け る情報技術(IT)政 策 は、主に、欧州委員会(European

Commission)の 情報社会総局(lnflormationSocietyDG)と 研究総局(ResearchDG)が 、中心 と

なってその政策 を実施 して きてい る。前者 が情 報社会 の推進 、後者 がITを 含 む研 究開発の推進

を担 当 してい てい る。

1994年 には、 「欧州 とグ ローバル情報社 会」(バ ンゲマ ン・レポー トと呼 ばれ てい る)が 、発

表 されIT政 策 の基本的方 向性 が提示 された。そ の後 、各種 のア クシ ョンプ ラン、 コミュニケ、

指令 等 が発表 され て きた。

現在は、2002年5月 に発表 された 「eEurope2005ア クションプラン」を中心に様々

なIT政 策を打出してきている。eEuropeは 、2010年 までにEUを 雇用環境が改善 され社会的

結束力が強く、また最 も競争力のあるダイナ ミックな知識基盤型経済社会にすることを目標 と

した リスボン戦略の一部 を構成す るものである。

これ によ り、eEurope2005は 、最 終的 に広い地域 で利用 可能な ブ ロー ドバ ン ド・イ ンフラを

基盤 とす る安全 なサー ビス、アプ リケー シ ョンお よび コンテ ンツの活性化 を 目標 とす る。 この

目標 に従 い、eEurope2005の 具体的 なア クシ ョン ・プ ランで は、以下 の4項 目を 目的 とす る。

① 民間投 資お よび雇用 の創 出に好ま しい環境 の整備 、②生産性 の向上、③公共サー ビスの近代

化 、④全 て の人 々 に対 す る世 界的 な情 報社 会 へ の参加機 会 の提 供。
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2002年6月 には 「第6次 フ レーム ワー クプログラム」が発 表 され た。この プログラムは、2003

年1月1日 か ら2006年12月31日 を対象期 間 と し、ERA(EuropeanResearchArea:欧 州研究 エ

リア)の 設 立お よび 技術 革新 を 目標 とす る。

4.英 国

英 国 のIT政 策 は 、e-Ministerを 兼 務 す る貿 易産業省 大 臣 を頂 点 と したDTI(Department

ofTradeandIndustry:貿 易 産 業省)が 中心 とな って実 施 して い る。 このほ か に、1999

・年 に 内閣府 内 に設 立 され たOfficeofthee-Envoy(OeE)が 、直接 首相 、IT政 策 関連 の報

告(例:UKOnlineの 進 捗 状 況)を 行 う。

1996年2月 、英国政府 に よる最初の包括的 な情報技術(IT)政 策 であ る 「情報社 会イニ シア

テ ィブ」が発表 された。ビジネ ス、保健 医療、教育 、行政 等の分 野 をカバー 、5か年計 画(1996-2000

年)と して 開始 した。

その後 、 「情報社会 イニシアテ ィブ」 は、2000年9月 に新 たに 「UKOnline」 とい うIT政 策

に置 き換わ り、現在 で はこの 「UKOnline」 が、英国政府 にお け る包括 的なIT政 策 と位 置付 け

られ てい る。

2001年11月 、 「UKOnline年 次 レポー ト2001年 」(第2版)が 、発表 され た。① 市場 の近

代化、② 国民の能力 向上、③企業 の活性化 、④政府 のオ ンライ ン化、⑤世界的水準 のサー ビス

提供 とい う5つ の重要 課題 を取 り上 げ てい る。3つ の 目標 を表 明 した。

①2002年 までに英国を電子商取 引の世界で もっとも整備 された安全 な環境にす る。

②2005年 まで希望者全員がインターネ ッ トにアクセスできることを保証す る。

③2005年 までにすべての行政サー ビスが電子的に利用できるよ うにす る。

2002年11月 には、 「UKOnline年 次 レポー ト2002年 」(第3版)が 、発 表 され た。3つ の 目

標 を表 明 した。

① 英国を電子 ビジネスにお ける世界の リー ダー として発展 させる。

②2005年 までにすべての行政サー ビスが電子的に利用できるようにし、重要なサー ビスにお

いては高いレベル での使用 を実現 させる。
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③2005年 まで希望者全員 がイ ンターネ ッ トにア クセスで きることを保証す る。

5.ド イ ツ

ドイツ にお ける情報 技術 を含 む産業 政策 は、連 邦教 育研究者(BMBF:BundesministeriumfUr

Bildung皿dForschumg)と 連邦経 済労働 省(BMWA:BundesministeriumftirWi「tschaftundArbeit

(2002年10E、 シ ュ レー ダー 第2期 政権 で連邦経済技術省 と連 邦労働省が統合 し、新 しい型

の連邦経済労働省 とな った。))の2つ の省 に分 かれ て実施 されてい る。連邦教育研 究者 は、

主 に大学や公的研究機 関の研 究活動や研究 プ ロジェ ク トの支援 を担 当 してお り、一方 、連 邦経

済 労働省 は、主 に民 間企業 の研 究 開発 支援 やエ ネル ギー研 究等 を担 当 して い る。

1999年11月 、連 邦経済技術者(現 連邦経済労働 省)が 、連邦教育研究省 と共 同で 「21世

紀 の情報社会におけ るイ ノベー シ ョン と雇 用(■movationandjobsinthelnformationSocietyofthe

21stCentury)」 とい うア クシ ョン ・プ ログラムを発表 した。 これ は2005年 まで の5か 年計画 で

あ り、30億 ドイ ツマル クの予 算 が配 分 され た。

2002年2月 、連邦経 済技術者(現 連 邦締 労働省)と 連邦教育研究省 は 「lnformationSociety

Ge㎜ny」 を発表 した。 この報告 書では 「21世紀 の情報社 会 にお}ナるイ ノベー シ ョンと雇用」

の7っ の中心的 アクシ ョン ・プ ログラム(① 新 しい メデ ィアへ のアクセ ス、②教育 にお けるマ

ル チ メデ ィア、③機密性 とセキ ュ リテ ィ、④ 革新 的雇 用 一 新 しいアプ リケーシ ョン、⑤技術

とイ ンフラス トラクチ ャにお け る先導 的地位 、⑥ 近代的行政 に向けた電子政府 、⑦欧州 お よび

国際 協力)に お け る進 捗 状況 を評 価 してい る。

2002年2月 に、連 邦教育研究者 は、情報通信 技術 分野の研 究助成 プ ログラム、ITResearch2006

(IT-Forschung2006)を 発 表 した。連 邦教育研 究者 は、ITResearch2006プ ログラムの枠 内で、

2002～2006年 の5年 間 に、総 額15億 ユー ロを研究 プ ロジェ ク トの助成 に投 じるほか、 さ らに

15億 ユ・・一・Lロを研 究機 関へ の 支援 として投 資す る予 定 で あ る。

2003年3月 、シュ レーダー首相は、 ドイツ連邦議会で 「Agenda2010」 を発表 した。これは、

経済成長の推進、長期的な社会保障体制の確立、ビジネス拠点としての ドイツの地位強化を目

指す包括的な政府プログラムである。 このプログラムは9つ の主要分野に分けて具体的な政策

を実施 してお り、産業、医療保険及び年金、統合及び移民、教育及び研究、官僚主義の削減の

分野で、IT政 策に関連 した政策 を実施 している。
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6.フ ラ ン ス

フランスのIT政 策は、主にテーマ毎に分けた省庁間委員会において実施 されている。各省庁

がこの委員会に参加することにより、その目標実現に向けて政府全体でIT政 策を実施 している。

1997年8月 、リオネル ・ジ ョスパン(LionelJospin)首相(当 時)が 「野心的なアクション ・プ

ラン」を発表 した。ジョスパ ン首相は 「政府は一連の提言を通 じて、行政機関やその他の社会

組織のために優先度を設定 し、具体策を実施 し、基準を用意 して、国家の側から目的のはっき

りした持続的な介入を実現す る」と述べた。 同首相はさらに 「技術的な レベルの問題 に加 え、

情報社会の出現は政治的にも大きな意味を持ってお り、政府にとっても重要な課題になる」 と

指摘 した。

1998年1月 、最初の情報社会 のための省庁 間委員会が開 かれ 、 「情報社 会のた めの政府 アク

シ ョン・プ ログラム(PAGSI:Programmed'ActionGouvemementalpourlaSoci6tede1'lnfomiation)」

が発 表 され た。 国家が はたす役割 と して、・触媒 と しての役割 。企業や 国民 に情 報社 会 の重要

性 を伝 える。・規 制機 関 としての役割。情報社会 にお けるル ール を確立 し、実施 す る。・主要 な

プ レー ヤー と しての役割 。公共 サー ビス と国民 の間 の関係 を一新 し、サー ビス提供のや り方 を

最新 の ものにす る。 をあ げている。 また、6っ の分野 を優 先事項 と した。① 教 育、② 文化 、

③ 公共 サー ビス、④ 企 業 、⑤ 産業 の現代 化 と技 術革 新 、⑥ 規制 の枠組 み。

2002年6月 、シラク大統領 の直系 と言われ る右 派のジャ ン ・ピエール ・ラフ ァラン(Jean-Pierre

Raf』n)氏 を首相 とす る第2次 ラファラン内閣が発足 した(ラ フ ァラ ン首相 は、 大統領 選 挙

の翌 日2002年5月6日 に任 命 され た。同年5月7日 に組 織 され た 第1次 内 閣は 、左 派 の ジ

ョスパ ン前 首相 辞任 に伴 う暫 定内 閣 であ り、同年6月17日 の 国民議会 選 挙後 に新 たに組 閣

され た)。 この政権 交代 によ り、 「情報社会の ための政府ア クシ ョン ・プ ログラム(PAGSI)」 は

そ の役 割 を終 えた。

2002年11月 、ラファ ラン首相 は、"ElectronicBusinessGroup(EBG)"に 向けた演説の 中で、

新 しい情報 技 術政 策 、 「情 報社 会 にお け るデ ィ ジタル 共 和 国構 想:RE/SO2007」(Pourune

REpubliquenum6riquedanslaSOci6t6de1'information)の 概 要 を接 した。 この構想 は、従来 の

PAGSIを 引 き継 ぎなが らその 問題点 を改め、フ ランス社会 の情報化 に新 たな活 力 を与 える こと

で、 「フランス'の情報化 の遅れ に終止符 を打つ」、 「全 国民の ため の情報社会 を実現す る」 こと

を二大 目標 と して い る。
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7.ス ウ ェ ー デ ン

ス ウェーデ ンのrr政 策 は、主にrr政 策 戦略 グルー プ(ITPoliticalStrategyGroup)に よって

実施 され ている。これは情報社 会 の発展 に戦略的 に取 り組む作業部会 として、2003年6月 に設

立 され た。

ス ウェーデ ンは、情報技術、通信 、ニューメデ ィアで世界 を リー ドしてお り、米 国をも し

のぎ世 界最 強の情報技術 国 と言 われてい る。この主 な理 由の1つ は、ス ウェーデ ンにお けるパ ソ

コ ン改 革(PersonalCorrrPuterReform)が あ る。

パソコン改革では、1998年1月1日 、パ ソコンの使用を促進するための特別な税法を導入 した。

この税法は、コンピュータを購入 した企業が税金控除を受けられるというもので、企業が従業

員 に免税でパ ソコンを購i入し、従業員はそれを自宅に置くことができる。対象 となる従業員は

肩書きに関係 なく全ての人であ り、自宅でコンピュータが必要な従業員だけにとどまらない。

この税法 によって、小売 りよりもかな り低価格でコンピュータが買えるチャンスが従業員に与

え られた。

2000年3月 には、政府 は情報技術 の急速 な発展 に対応す るた め、 「全 国民のた めの情報社会」

(ITBill:"AnlnformationSocietyforNl"、1999/2000:86)と 題 す る法案 において 、将来 の情報技

術政策案 を発表 した。(ス ウェーデ ンの国会 は2000年6月 、 「全 国民のための情報社会」 を可

決 した。)

「全国民のための情報社会」では、スウェーデンの情報技術政策の新 しい 目標 として、「す

べての国民が参加できる情報社会 を世界で初めて実現する国になる」とい う構想を設定してい

る。スウェーデ ンは、世界で最 も情報化が進んだ国の1つ として知られているが、それでも、

スウェーデンが世界初の 「万人のための情報社会」として国際的に認知 されるためには、まだ

多 くの領域で幅広い取 り組みが必要 とされている。

「全国民のための情報社会」では、3つの優先政策(① 情報技術への信頼を高めるための政策、

②情報技術の能力を高めるための政策、③情報技術へのアクセスを高めるための政策)を 示 し

ている。

現在は、この地位 を維持 し、かつ将来的にも強化することが求め られてお り、2003年6月 、

一40一



IT政 策 戦 略 グル ー プ(ITPoliticalStrategyGroup)が 設 立 され た 。

8.フ ィ ン ラ ン ド

フィン ラン ドのrr政 策は、主 に情鮒 会言議 会(lnformationSocietyCouncil)が 実施 してい

る。 しか しなが ら、 フィンラン ド政府 の情報社会政策 にお いては、各省 庁お よび地方政府 に よ

る独 自の電子サー ビス(ES:el㏄tronicservices)戦 略な らび にア クシ ョン ・プ ランの作成 が義

務付 け られ て い る こ とか ら、行政 全体 で のIT政 策 を推 進 す る姿 勢が 明確 にな って い る。

1994年 末、フィンラン ド政府は、同国最初の情報社会戦略 「情報社会に向か うフィンラ

ン ドー国家戦略」を発表 した。(後 の1997年 の春 に、この戦略は国民ではなく技術や競争

力 に重点 を置 きす ぎてい る とい う批判を受 け、幅広 く見 直 され た。)

2000年6月 、情 報社会諮問委員会(ISAB:InformationSocietyAdVisoryBoard)は 「情報社会

としての フィンラン ド」(FinlandasanlnformationSociety)を 発 表 した。 この報告 書の 目的は 、

フ ィン ラン ドにお ける情 報社 会の発 展の全 体的な展望 を示 し、開発お よびア クシ ョンのた めの

プ ロポーザル を作成す る ことであ る。 この レポー トで1ヰ、 フィンラン ドの情報社会 の利点、 問

題及び課 題が述 べ られ てお り、優 先対応策が提起 された。(① 教 育、知識 、お よび研 究の強化 、

②通信イ ンフラ、③運用お よび規制環境 、④情報社 会か らの疎外の防止、⑤公共部 門のサー ビ

ス とカ ス タマー としての公共 部 門)

2001年6H、 情報社 会諮問委員会 は 「情報社会諮 問委員会 に よる2001年 レポー ト」(ReportOf

theInformationSocietyAdvisoryBoard2001)を 発表 した。 同 レポー トでは、 「情報社会 と しての

フ ィンラン ド」 にお け る提言 の実施状況 の評価 と新 たな政策提 案 を行 ってい る。情報社 会諮 問

委員会 は2つ の政策分 野(① 社 会 にお ける情報通信技術 の幅広 い活用、②全 国民が利用 可能な

情 報社 会 のサ ー ビス と機会 の 実現)に おい て新 た に提 言 を行 った。

2001年12.月 、情報社 会諮 問委員会 は、電子政府 計画に関す る レポー ト、 「新 世紀 の公共 サー

ビス ーオ ンライ ン政府推進 のための2002～2003年 アクシ ョン ・プ ログラム」(PublicServicesin

theNewMillemium-ProgrammeofActiontoPromoteONI.INEOOVERNMENT,2002-2003)を 発表

した。同 レポー トでは 、オ ンライ ン政府 の実現 を妨 げ る4つ の問題 領域(① オ ンライ ン ・サー

ビス の開発 、実 装 、配 信 、② オ ンライ ン ・サ ー ビスへ の 需要 とサ ー ビス 品質 、③ ア クセ ス

性 、有用 性 、利 用者 のサ ー ビス活 用 能力 、④ オ ン ライ ン ・サー ビス開発 の先 導 と調 整)と
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オ ン ライ ン政府 推進 の た めの行 動計 画(2002年 ～2003年)に つ い て記 して い る。

2003年6月 、首相 に就任 した マ ッテ ィ ・ヴァンハネ ンに よるフィンラン ド政府 は、政府 プ ロ

グラムを策定 した。この政策 プ ログラムのなか でIT政 策 に関係す るのは、情報社 会政 策プ ログ

ラム(lnformationSocietyPolicyProgramme)で ある。 この政策プ ログラムでは、情報 社会の発

展 に は他 の政 策分 野 との協 力 が不 可欠 で あ る こ とが広 く認識 され てい る。

9.中 国

中国のIT政 策は、各々の政策分野によ り、科学技術部、信息産業部(「信息」は 日本語の 「情

報」に相 当、「部」は 日本語の 「省」に相当)、教育部、交通部などを中心に実施 されている。

中国政府 のIT政 策 は、1986年 の 「七五」(第7次5ヵ 年 計画)か ら開始す る。 この計画 に

おいては 、12の 全 国的情報 システ ムの構築 が決 定 され た。 その後 、1991年 か ら 「八五」(第8

次5ヵ 年計画)、1996年 か ら 「九五」(第9次5ヵ 年 計画)を 実施 し、現在 は、2001年 か ら開

始 され た 「十五 」(第10次5ヵ 年 計画)を 実施 中で あ る。

香港のIT政 策 は、主 に工商業 ・科学技術 局が担 当 し、なかで も情報 ・科学技術 サー ビス部

(ITSD)が 中心 となっ て実施 され て い る。

香港のIT政 策 は、1998年11月 に公布 され た1998Digita1211TStrategyか ら開始 され る。 こ

れ は、行政長 官のIT発 展 に関す るビジ ョン 「未来 の情報世 界 にお ける リー ダー と しての香港の

地位確 立」を実現す る 目的で実施 され た。その後 、このITStrategyは 各イ ニシアチブの成果 を

基盤 として新た な課題 に取 り組 むべ く2001年5月 に更新 されs2001Digita1211TStrategyと し

て公布 され た。 この2つ のITStrategyに よ り、公共部 門 ・民間部 門双方 がITお よびe-business

を活 用す るた めの能力 を修 得 し、イ ン フラ 、環 境 が整備 され た。

現在は、過去5年 間で高まった機 運 を維持 し、ITの もた らす恩恵 を企 業、コ ミュニテ ィお よ

び香 港政府 各々が活用す るため、2001Digital211TStrategyを 見直 してお り、2004年 早々に もこ

のStrategyを 更新 した2004Digital211TStrategyを 発 表 す る計画 で あ る
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10.シ ン ガ ポ ー ル

シンガポール のIT政 策 は、主に情報通信 技術省 において実 施 され ている。特に この管理 下に

設置 され たIDA(lnfocommDevelopmentAuthorityofSingapore)が 中lbと なってIT政 策 を実施

す る。

シンガポール政府のIT政 策は、1980年 代 とい う世界的に見ても早い時期か ら実施 されて

いる。 これは、歴史的に通商が盛んで、長期的に国が繁栄するためには、製造業とサー ビス業

を軸 とする知識集約型産業にお ける世界のハブとしての地位をいち早 く確立す ることが不可

欠であるとの認識 に基づ くと考え られ る。

最初のIT政 策 と して は、1980年 に 「国家 コン ピュー タ化計画(NationalComputerizationPlan)」

が実施 され 、ITの 利用 に よる行政 の改善 とい う本来 の 目的の ほか に、ITへ の認識 の拡 大、IT

能力 の養 成促 進 、地方 にお け るIT産 業 の需 要 につ なが った。

こ の後 、1986年 か ら 「国 家IT計 画(TheNationalITPIan)」 が 、1992年 か ら 「IT2000」 が 、

2000年 か ら 「lnfocomm21」 が 実 施 され 、 現在 は 「ComectedSingapore」 と い う名 称 で 実 施 され

て い る。

また 、 シ ンガ ポ ール の お け るe-Gove㎜ent聯1ま 、 国家IT計 画 と剛 糊 に 開 始 され 、歩 調

を合 わせ て 数 々の プ ロ グ ラム/イ ニ シ ア チ ブ を実 施 して し・る。 最 初 のe-Government政 策 と して

は 、 国 家 コ ン ピュー タ化 計 画(NationalCorrrputeriZationPlan)の 一 環 と して1980年 に 立 ち上 げ

られ たCSCP(CiVilServiceComputerisationProgramme)が 挙 げ られ る。これ は 、2000年 、1㎡beomm1

21の 一 環 と して 開始 され た 第1次e-GovernmentActionPlanに よ っ て置 き換 え られ た。 そ の後 、

第1次e-GovernmentActionPlanが 成 功 裡 に終 了 した こ とか ら、2003年 か ら第2次e-Government

ActionPlanが 実 施 され て い る。

11.台 湾

台 湾 のIT政 策 は 、 主 に経 済 省(MOEA:.MinistryofEconomicAffairs)お よ び 経 済 省 を核

と して 繊 され たNICI(NationallnformationandCommunicationInitiative)委 員 会 を 中心 と して

実 施 され て い る。
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台湾政府 は、2002年6月 に承認 され た 「e－台湾 プ ロジ ェク ト(e-Taiwanproject)」 の ほか に

も、様 々なrr政 策 を実施 している。 特 にIT技 術の 開発 に伴 って、1999年 前後 か らIT政 策 を

積極 的 に 開始 した。

12.マ レ ー シ ア

マ レー シア のIT政 策 は、NITCMalaysia(NationalInformationTechnologyCouncilofMalaysia、

国 家rr協 議 会)を 中心 と し、内 閣 にお い て は 、主 に エ ネ ル ギ ー ・通信 ・マ ル チ メデ ィア省 に お

'い て 実 施 され て い る
。

1991年2月 、マハテ ィール首相(1981年 、首相就任 、2003年10月 回退任)に よってマ レ

ー シア政府 の長期経済計画 であ るVision2020が 発表 され た。 これ は2020年 までにマ レー シア

を先進 工業 国にす るこ とを 目的 と した経済社会 開発構想 で ある。このVision2020の 一環 として

開発 され た プ ロジ ェク トがマル チ メデ ィア ・スーパ ー ・コ リ ドー で あ る。

13.タ イ

タイ のIT政 策 は 、 主 にNITC(NationalITCommittee、 国 家IT委 員 会)に お い て実 施 され て

い る。

タイ政府は、国家 の経済お よび社会 の発 展 な らび に競争 力の強化 を牽 引す る潜在 力 を持つ も

の としてICT(情 報通信 技術)を はや くか ら認識 し、1992年 にはNITC(NationalITCommittee、

国家IT委 員会)設 立 のた めの イニ シ アチ ブ を開始 した。

NITCは 、ICT開 発お よび利用を推進す るための政策ならびに計画策定を任務 とし、1996年2

月には国家初のIT政 策:IT2000を 発表 し、内閣に承認 された。 このIT政 策を実施 した結果、

技術が著 しく進歩 し、経済の全分野にわたってアプ リケーシ ョンが普及 した。

その後 タイは、1997年 か ら始 ま る金 融危機 を経 て著 しい変貌 を遂 げ る一方、世界 もグローバ

リゼー シ ョン、国境 を越 えた商取 引、関税障壁 のな い新 しい体制 の設立 な ど大 き く変化 した。

これ らの状況に鑑 み、ま たタイ がデ ィジタル経済へ の移行 を推進す るため、NITCは 第2段 階

の国家IT政 策の必要性 を認識 した。 これ によ り、2002年3月 、NITC事 務 局は、政策改革セ ン

ター(Policy㎞ovationCenter)と 共同 で、2001年 か ら2010年 までの10年 間 にわ たる国家IT
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政策lIT2010を 検 討 お よび策 定 した。

14.OECD

1992年11月 、OECDは 「情 報 シス テ ム の セ キ ュ リテ ィ のた め のガ イ ドライ ン」(GUidelinesfor

theSecurityoflnformationSystems)を 発 表 した。 同 ガ イ ドライ ン は 、情 報 シ ス テ ム の 急 成 長 に よ

り必 要 不 可 欠 とな っ た セ キ ュ リテ ィの 国 際 的 な基 盤 とな る も の で あ っ た。 同 ガ イ ドライ ン で は、

9つ の 原 則 が発 表 され た 。(① 責 任(Accountability)、 ② 認 識(Awareness)、 ③ 倫 理(Ethics)、 ④

多 面 的 観 点(MUItidisciplimary)、 ⑤ 均 衡(Proportionality)、 ⑥ 統 合(integration)、 ⑦ 適 時 対 応

(Timeliness)、 ⑧ 再 評 価(Reassessment)、 ⑨ 民 主 主 義(Democracy))

2002年7月 、OECDは 「情 報 シ ス テ ム及 びネ ッ トワー クの セ キ ュ リテ ィの た め の ガ イ ドライ

ン」(GuidelinesfortheSecurityoflnformationSystemsandNetworks)を 発 表 した 。 これ は 、1992

年 の ガ イ ドライ ン に 取 っ て 代 わ る も の で あ り、 新 た に9つ の 原 則 を 発 表 し た 。(① 認 識

(Awareness)、 ② 責 任(Responsibility)、 ③ 対 応(Response)、 ④ 倫 理(Ethics)、 ⑤ 民 主 主 義

(Democracy)、 ⑥ リス クア セ ス メ ン ト(Riskassessment)、 ⑦ セ キ ュ リテ ィ の 設 計 及 び 実 装

(Securitydesignandimplementation)、 ⑧ セ キ ュ リテ ィマネ ジ メ ン ト(Securitymanagement)、 ⑨

再 評 価(Reassessment))

15.G別)e

GBDe(GlobalBusinessDialogueone-commerce)は 、1998年6月 に欧州 委員会(European

Commission)の マルチ ィン ・バ ンゲマ ン(MartinBangemann)委 員(当 時)の 呼びか けによりて

そ の設 立の きっか けが作 られ 、電子 商取引の経済 的 ・社 会的な利 益を具現化 す る為 に必 要 とな

る様 々 な法律 ・政 策 的課題 を解決 す る こ とを使命 とす る。

1999年9月 、第1回 総 会が フランス のパ リで開催 され 、翌年 の2000年9月 、第2回 総会 が

米 国 のマ イア ミで開催 され た。2001年9月 、第3回 総会 は、東 京 で開催 され、 消費者 信頼、

コンバー ジェ ンス(通 信 と放送 な どの融合)、文 化的多様性 、サイ'バー倫理 、サイバ ー ・セ キュ

リテ ィ等について提言 した。 第4回 は、ベル ギー のブ リュ ッセル で2002年10月 に開催 され、

有害イ ンターネ ッ トコンテ ンツの規制、消費者の信頼 、コンバー ジ ェンス、サイバ ーセキ ュ リ

テ ィ、デ ィジタル格 差 の解 消等 、9つ の提 言 が発 表 され た。
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1米 国

1.米 国連 邦政府 にお ける情報 技術 政策

1.1経 緯

ク リン トン政権(1993年1月 ～2001年1月)は 、政権発足 当初 か ら、国内経済 の活 性化に

向けた情報技術(IT)を 重要政策課題 と して位 置付 け、その強化 に積極 的 に取組 んで きた。1993

年2月 、 「国家情報 イ ンフラス トラクチ ャ」(NII:Nationallnformationlnfi:astructUrel)を 発表 し

て、米 国産業 の競争 力を強化す るた めには、情報スーパーハイ ウェイ の重要性 を強調 した。 さ

らに、1994年3月 、 ゴア副 大締(当 時)は 、皿J(lnternationalTelecommunicationUnion)の

会合 で 「世界 情報イ ンフラス トラクチャ」(GII:GlobalinformationIhfrastructure)を 発表 して、

世 界規 模 のネ ッ トワー ク推 進 の重要 性 を述 べた。

イ ンターネ ッ トの普及 と伴 に、これ を利 用 した電子商取引の動きが急速 に活発 になってきた。

1997年7月 、 「グn－ バル な電子 商取 引 に向けた枠組」(AFrameworkforGlobalElectronic

Commerce)が 接 され た。電子蘭 引発展の ための民 間主導 による、政府規制 を最低 限 とす る

以 下 の5原 則 を打 出 した。

①

②

③

④

⑤

民間部門が主導す る。

政府 は電子商取引に関する過度の規制を避 ける。

政府の関与が必要な場合、その目的は、予想可能で最低限の、一貫 した、簡素な法的環境

を支え、実現す ることとす る。

政府 はインターネ ッ トに特有の性質を認識す る。

イ ンターネ ッ トを利用 した電子 商取 引を世界 的に促 進す る。

この 「グローバルな電子商取引に向けた枠組」発表以降、米国連邦政府における電子商取引

に関連す る政策が活発化 してきた。

例 えば、電子商 取引の推進 の一環 と して、米 国連 邦政府 内に 「電子商 取引WG」(Electronic

CommerceWorkingGroup)が 設置 され 、1998年11月 、 「電子 商取引WG年 次報 告書(第1版)」

(U.S.GovernmentWorkingGrouponElectronicCommerce/FirstAnnualReport)を 撤 した。 「グロ

ーバル な電子商取 引に向 けた枠組」 の進捗状況 の報 告 と5つ の新 た な課題 を提 示 した
。 ①イ ン

ターネ ッ ト・ア クセス の有 効性 の 向上 、②消費者保護 、③途上 国にお け るイ ンターネ ッ トや電

一47一



子商取引の利用拡大、④インターネ ッ トや電子商取引の経済的影響の理解、⑤ 中小企業や起業

家のインターネ ッ トや電子商取引の利用促進。

さ らに 、1999年12月 、 「電 子 商取 引WG年 次 報 告 書(第2版)」("TowardSDigitale(1}uality"The

U.S.GovernmentWorkngGrouponElectronicCommerce2ndAnnualReport,1999)を 録 した。3

つ の課 題 、① 平 等 なデ ジ タル 機 会 、② 質 の 高 い効 率 的 な 政府 サ ー ビス の提 供 、③ 遠 隔 医療 や 遠

隔 学 習 な ど、社 会 的利 益 を もた ら し うる他 の 用 途 へ の イ ン タ ーネ ッ トの利 用 促 進 、を提 示 した。

そ して 、2001年1月 、ク リン トン政 権 と して最 後 の報 告 書 とな っ た 「電 子 商 取 引WG年 次 報

告 書(第3版)」("LeadershipfortheNewMillemium,DeliveringonDigitalProgressandProsperity,"

thethirdannualreportoftheElectronicCommerceWorkingGroup)を 発 表 した 。 次 の3項 目 を今 後

の 課 題 と して い る。 ① デ ジ タル 機 会 、 ② 電 子 政 府 、 ③ 遠 隔 医 療 ・遠 隔 学 習

一方
、商務省 、経済統計管理局(ESA:EconomicsandStatisticsAdmnistration)が 、 中心 とな

っ て、情 報 技術 、特 に、電子 商取 引 が経 済 に与 え る影 響 につ いて の調 査 を行 って きた。

まず、1998年4月 、最 初の レポー ト「台頭す るデ ジタル ・エ コノ ミー 」(TheEmergingDigital

Economy)が 発表 され た。前年 の1997年7月 に発表 され た 「グ ローー一・バル な電子 商取引 に向けた

枠組」(AFrameworkforGlobalElectronicCommerce)で 示 され たク リン トン政権 の電子商取 引に

対す る取組みの一環 として作成 され た。本 レポー トでは、情報技術 が経済 に与 え る影響 として、

①情報 技術産業 のGDPに 占め る比率、85年 の4.9%か ら98年 の8.2%、 ②全 ビジネ ス機 器投 資

に占め る情報技術投資 、96年 には45%、 ③情 報技術 製品の価格低下、イ ン フ レ抑 制 に効果有 り、

等 と分析 した。

1999年6月 、第2回 目の レポー ト「台頭す るデジ タル ・エ コノ ミーll」(TheEmergingDigital

EconomyII)が 、発表 され た。本 レポー トでは、電子 商取引 と情報技術 業界は 、驚 くべ き速度

で成長 と変容 を続 け、米 国の生産、消費 、通信及 び娯 楽の手段 を根本か ら変化 させ てい る と分

析 した。 米 国GDPの 約8%を 占め るにす ぎないIT産 業(ハ ー ド、通信 機器 、 ソフ ト、サー ビ

ス)が 、95年 ～98年 にか けて経済 成長 に平均35%寄 与 してい る と分 析 して い る。

2000年6月 、第3回 目の レポー ト 「デ ジ タル ・エ コノ ミー2000」(DigitalEconomy2000)

が発表 された。 今回の レポー トか ら、、「Emerging」(新 興)の 言葉が消 えてい る。 これ は、デジ

タル ・エ コノ ミーが今や経 済全体 の駆動力 となってい るこ とを反映 している。本 レポー トでは、
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IT関 連産業 は、米 国経 済 の第一 の駆動力 であ り、イ ンタv・一一・ネ ッ トは、経 済再 生の原 因で もあ り

結果で もある。 さらに、技術 進歩 によ りコンピュー タと通信 の コス トが劇 的に低下 した と分析

した。 なお 、 この レポー トが、 ク リン トン政 権 での最 後 の報告 書 となった。

2002年2月 に は、 ブ ッシ ュ政 権 で の最 初 の レポ ー ト、 本 シ リー ズ 第4番 目、 「デ ジ タル ・エ

コ ノ ミー2002」(DigitalEconomy2002)が 発 表 され た 。

2002年2月 、行政 管理 予算庁(OMB:OdiceofManagementandBudget)はrE-Government

Strategy」を発表 し、以下 の24の イニ シアテ ィブを電子政府構想 の具体策 として明 らかに した。

(24の イ ニ シア テ ィブ とは以 下 の24の 行政 サー ビろを構 築 す る こ とを意味 す る。)

(1)レ ク リエ ー シ ョン ・ワ ン ス トップ:内 務 省(DepartmentoftheInterior)

(2)受 給 資 格 支 援 オ ン ラ イ ン:労 働 省(DepartmentofLabor)

(3)ロ ー ン ・オ ン ライ ン:教 育 省(DepartmentofEducation)

(4)USAサ ・一一・ビス:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

(5)EZ納 税:財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartmentofTreasury/IntemalRevenueService)

(6)オ ン ラ イ ン ・ル ー ル 制 定 管 理:運 輸 省(DepartmentofTranspOrtation)

(7)納 税 ・賃 金 報 告 の 簡 素 化 と統 一:

財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartinentofTreasury/IntemalRevenueService)

(8)連 邦 政 府 資 産 販 売:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesA(lministration)

(9)貿 易 手 続 き合 理 化:商 務 省(DepartmentofCommerce)

(10)ワ ン ス ト ッ プ ・ ビ ジ ネ スtコ ン プ ラ イ ア ン ス 情 報:中 小 企 業 庁(SmallBusiness

Administration)

(11)統 合 医 療 情 報 サ ー ビス:保 健 ・福 祉 省(DepartrnentofHealthandHumanServices)

(12)地 理 空 間 情 報 ワ ン ス トッ プ:内 務 省(DepartmentoftheInterior)

(13)電 子 補 助 金:保 健 ・福 祉 省(DeparmentofHealthandHumanServices)

(14)災 害 支 援/危 機 対 応 ポ ー タル:連 邦 緊 急 管 理 庁(FederalEmergencyManagementAgency)

(15)緊 急 時 通 信 用 ワイ ヤ レ ス ・ネ ッ トワー ク:財 務 省(DepartmentofTreasury)

(16)電 子 個 人 デ ー タ 交 換:社 会 保 障 庁(S㏄ialSecurityAdministration)

(17)電 子 トレー ニ ン グ:人 事 管 理 局(OfficeofPersomlelManagement)

(18)政 府 職 員 求 人 ワ ン ス トップ:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(19)統 合 人 事 管 理:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(20)電 子 出 張 管 理:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdmnistration)

一49一



(21)統 合 調 達 環 境:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdmnistration)

(22)電 子 記 録 管 理:国 立 公 文 書 館(NationalArchivesandRecordsAdministration)

(23)電 子 賃 金 台 帳:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(24)電 子 認 証 と電 子 署 名:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

2001年 の同時多発 テ ロ攻撃 をき っか けに、情報 システ ムの保護等 のサイバーセ キュ リテ ィの

強化 を国家戦略 に挙げて いる。2003年2E、 ホワイ トハ ウスは 「サイバー空 間セキュア化 のた

め の国家戦略」(NationalStrategytoSecureCyberspac)を 発表 した。戦略 目標 は以下の通 りであ る。

(1)米 国の重要インフラに対するサイバー攻撃の防止

(2)サ イバー攻撃に対す る国の脆弱性 の低減

(3)サ イバー攻撃発生時の損害 と回復時間の最小化

さらに、重要優先課題 を次の ように定 めてい る。

(1)国 家サイバー空間セキュ リテ ィ対応システム

(2)国 家サイバー空間セキュ リテ ィ脅威 ・脆弱性低減計画

(3)国 家サイバー空間セキュ リテ ィ意識 ・訓練計画

(4)行 政サイバー空間のセキュア化

(5)国 家安全保障及び国際的サイバー空間セキュリティ協力

表1-1に 米 国政府における主要情報技術政策の経緯を示す。
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表1-1米 国連邦政府 主要情報技術 政策経 緯

発表時期 政 策 概 要
1993年2月 「国家情報イ ンフラス トラクチャ」 米国産業の競争力を強化するためには、情報スー

パーハイウェイの重要1生

1994年3月 「世 界情報イ ンフラス トラクチャ」 世界規模のネッ トワーク推進の重要性
1997年7.月 「グローバルな電子商取引に向けた枠組」

-
電子商取引発展のための民間主導による、政府規

制を最低限とする5原 則

1998年4.月 「台頭 す るデジ タル ・エ コノ ミー 」 インターネットとデジタル技術の発達とマクロ経

済、今後のインターネットと電子商取引の経済的

恩恵

1998年ll月 「電子商取引WG年 次報告書(第1版)」 1997年7月 の 「グローバルな電子商取引に向けた

枠組」を発表し、それ以降の進捗状況の報告と5
っの新たな課題、①インターネット・アクセスの有

効性の向上、②消費者保護等

1999年6月 「台頭す るデジ タル ・エ コノ ミーH」 米国GDPの 約8%を 占めるにすぎないIT産 業(ハ
ー ド
、通信機器、ソフ ト、サー ビス)が 、95年 ～

98年 に かけて経済成長 に平均35%寄 与

1999年12月 「電子商取引WG年 次報告書(第2版)」 3つ の課題、①平等なデジタル機会、②質の高い

効率的な政府サービスの提供、③遠隔医療や遠隔

学習

2000年1月 「デ ィジタル ・デバイ ド」 ク リン トン大統領、00年1月 の一般教書演説で、

デ ィジタル ・デ バイ ドの消滅
・
2000年6月 「デ ジ タ ル ・エ コ ノ ミー2000」 IT産 業、米国経済の第一の駆動力

2000年10月 「FallingthroughtheNet:TowardDigital

Inclusion」(年 刊)

米国民rr普 及 調査、インターネ ッ ト世帯普及率、

98年12月 の26.2%か ら00年8月 には41.5%58.4%

の 増 加

2001年1月 「電子商取引WG年 次報告書(第3版)」

(クリン トン政権最後の報告書)

3項 目を今後の課題、①デジタル機会、②電子政府、

③遠隔医療 ・遠隔学習

2002年2月 rANationOnline」

(前 記 「FallingthroughtheNet:Toward

Dig{tallnclusion」 の 後 糸匿)

(ブ ッ シ ュ 政 権 最 初 の 報 告 書)

2001年9月 、1億4,300万 人(人 口 の54%)、 イ ン

タ ー ネ ッ トを 使 用 。1億7,400万 人(人 口の'66%)、

コ ン ピ ュ ー タ を 使 用

2002年2月 「デジ タル ・エ コノ ミー2002」

(ブ ッシ ュ政権最初 の報告書)

景気後退にもかかわらず、米国産業は国内のIT資

本ス トックを形成 し続け、導入 したrr資 本基盤を

より生産的にする人的スキルやrrサ ービスを結集

して、経済基盤の持続的強化をもたらしていると

結論

2002年2月 「E-GovemmentStrategy」 電子政府戦略に関する24の イニシアティブ

2003年2月 「サ イ バ ー 空 間 セ キ ュ ア 化 国 家 戦 略 」

(NationalStrategytoSecureCyberspace)

3つ の戦略目標、①米国の重要インフラに対するサ

イバー攻撃の防止、②サイバー攻撃に対する国の

脆弱性の低減、③サイバー攻撃発生時の損害と回

復時間の最小化

Source:米 国 連邦 政府 発表資料 か ら作成

一51一



1.2行 政機構

米国のIT政 策は、各省庁独 自のイニシアチブの他、多機関にまたがるイニシアチブ、連邦政

府、地方政府の施策な どにより、数多く交錯 して実施 されている。その中でも、2002年 度から

の国家優先課題のひとつである 「国土の安全保障」に取 り組む国土安全保障省、同 じく 「テロ

との戦いに対す る勝利」に取 り組み、インターネッ ト黎明期に大きな役割を果た した国防総省

への予算配分が多いことか ら、これらの省のIT政 策に果たす役割が大きいことがわかる。その

他、保健 ・福祉省、運輸省 、財務省、エネルギー省、NSF(全 米科学財団)、NASA(ア メリカ

航空宇宙局)な どでも積極的に進め られている。'

以下に米国政府の行政機構図を示す。(図1-1)

大統領

国防総省 国三ヒ安全保障省 エネルギー省 行政管理予算局

運輸省 保健 ・福祉省 教育省 NASA

財務省 住宅 ・都市開発省 労働省 NSF

国務省 内務省 復員軍人省
、

商務省 農務省 司法省

環境保護庁

Source:米 国政府発 表資料な ど

[注釈1

・ 行政 管理 予算局は、大統領官邸(OfficeofthePresident)に 属 す る。

・NASA 、NSFの ほ か に、多数 の独立 した行政機 関が設 置 され てい る

図1-1米 国政府 の行政機構
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2.情 報 技 術 関連 予 算

2.12004年 度 予 算

2.1.1概 要

2003年2月 、2004年 度(2003年10月 ～2004年9月)の 予算案が発表 された。行政 管理

予算局 が発 表 したrBudgetoftheUnitedStatesGovernmentFiscalYear2004」 による と、

2004度 の歳入は、1兆9,220億 ドル(約231兆2,200億 円、2003年6月2日 為 替 レー ト:1

米 ドル=約120.3円 。特記 がな けれ ば、以下の 円換算 額は左 記 の レー トに基づ く、歳 出は2兆

2,290億 ドル(約268兆1,500億 円)で 、それぞれ前年度 比約4.7%増 、約4.2%増 とな ってい

る。

歳入 に関 しては、2001年 及 び2002年 に、過去40年 以上 で初めて2年 連続 して減少 し、特

に2002年 には前年度比 で7%の 減少 とな り、1946年 以降最 も減少 幅が大 きい結果 とな った。

一一方
、2002年 か ら2003年 では 、歳 出 も含 め若干 増 とな って い る。

財政赤字 は、3,070億 ドル(約36兆9,300億 円)を 見込み 、前年度比 で約1%増 とな ってい

る。 この財 政赤字 は、今後5年 間(2004年 度 一2008年 度)継 続す るものの、今 年度 を'ピー ク

に赤 字幅 は縮 小 され る見込 み で ある。(表1-2)

表1-2米 国政府 の財政 見通 し

(単位:10億 ドル)

2002年 度 2003年 度 2004年 度 2005年 度 前年度比
増減額

前年度比
増減率

歳入 1,853 1,836 1,922 2,135 +86 +4.7%

歳出 2,011 2,140 2,229 2,343 +89 +4.2%

財政黒字 '158 ・304 ・307 一208 +3 +1.0%

実質GDP成 長率(%) 一..

2.9 3.6 3.5 … ・ 一 ・

Source:BudgetoftheUnitedStatesGovernment,FiscalYear2004

昨年に引き続き財政赤字 となった要因としては、テ ロとの戦いに対する勝利、国土の安全保

障及び長期にわたる経済成長 という3つ の優先課題に対す る手厚い予算配分、景気回復、並び

に雇用の拡大 をめざす減税政策への財源確保 が挙げ られ る。

2.1.2優 先 課 題

今年度 は、2002年 度同様、以下に示す3つ の国家の優先課題 に継続 して取 り組む:
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・ テロとの戦いに対す る勝利

・ 国土の安全保 障

・ 長期にわたる経済成長

このため、テロ対策及び国土安全保障政策 として国土安全保障予算及び国防費の増強を、景

気 回復政策 として減税政策及び雇用の拡充を実施す る計画 である。

2.22004年 度 研 究 開発 予 算

米国政府の研究開発(R&D)へ の支出総額は、世界で首位に位置 しているのみな らず、G8

諸国のR&D支 出総額を合算 した値 よりも多い。これは、R&Dが 経済を成長させ、生活の質を

改善 させているとい う認識 に基づ くものである。

2004年 度 のR&D予 算 のハ イ ライ トを以 下 に示す。

・ 経済成長及び雇用創 出、国防及び生活 の質の向上 に資す る科 学的発見 、並び に技術 革新 の

推進 の 目的のため、前年度比7%増 で過 去最高の1,227億 ドル を拠 出予定であ る。これ は、

わず か5年 前 の予 算請 求 の60%以 上 に相 当す る。

・ 基礎研 究に重点 を置 き、多機 関に よる基礎研 究 に12億 ドル(約1,400億 円)を 拠 出す る。

これ は 、昨年 度大 幅 に増額 され た 予算 よ りさ らに5%上 乗 せ した額 に相 当す る。

・ 従来 のR&Dに よるデー タ収集 よ りも、 よ り正確 な新 しい知識 及び技術 を、 よ り安 定的 に

創造 できる として、研究 に重 きをお くFederalScienceandTechnology(FS&T)の 役割

を重視 し、2004度 予算 として前年度比2%増 の589億 ドル(約7兆1,000億 円)を 拠 出す

る。

・ 精密機 器、情報 技術、通信 、防衛 技術 、エネル ギー、農業 、環 境 とい った多 くの分野 の発

展 を加 速 させ る こ とを期待 し、 自然科 学部 門 への予 算配 分 を手厚 くす る。 、

・R&Dプ ログラムの生産性 の 向上 を 目指 し、R&Dプ ログラムへ の投 資基準を改善す る とと

もに、プ ログラムの実績 を基 にプ ログラムの強化 また は見直 し、予算配分 の付 け替 えを行

う。一方、NSTC(NationalScienceandTechnologyCouncil)の 指示 を仰 ぎつつ、各機

関 は優 先課題 を設 定 し、他機 関 との協力 関係 を強 化す る。

一54一



2004年 度 研 究開発 予 算 の詳細 は以下 の通 り。(表1-3)

表1-32004年 度 研 究 開発 予 算

(単位:百 万 ドル)

2002年 度

推 定

2003年 度

提案

、

2004年 度

提案

2003-2004

増 減 額

2003-2004

増 減 率

国防省 49,409 57,498 62,753 5,255 9%

保健 ・福祉省 23,497 27,466 28,031 565 2%

航空宇宙局 9,611 10,071 ll,009 938 9%

エネルギー省 8,056 8,076 8,535 459 6%

全米科学財団 3,557 3,692 4,062 370 10%

農務省 2,112 1,911 1,943 32 2%

復員軍人省 1,126 1,188 1,232 44 4%

商務省 1,376 1,304 1,190 一114 一9%

国土安全保障省 266 761 1,001 240 32%

運輸省 774 627 693 66 ll%

内務省 623 575 633 58 10%

環境保護庁 416 627 556 一71 －ll%

その他合計 1,206 1,206 1,100 一106 一9%

R&D小 計 102,029 ll5,002 122,738 7,736 7%

基礎研究 23,849 25,845 27,070 1,225 5%

応用研究 23,774 26,334 26,784 450 2%

開発 49,624 58,005 64,363 6,358 11%

施設/機器 4,782 4,818 4,521 一297 一6%

Source:BudgetoftheUnitedStatesGovernment,FiscalYear2004

2.32004年 度NITRI)プ ロ グ ラ ム 予 算

2004年 度 のMTRD(NetworkingandInformationTechnologyResearchand

DevelopmenDプ ロ グ ラム 予 算 は 、前 年 度 比6%増 の22億 ドル(約2,600億 円)を 拠 出 す る。

これ に よ り、NITRDは 以 下 の 研 究 を重 点 的 に 実 施 す る:

・ ネ ソ トワー ク の 信 頼 性(セ キ ュ リテ ィ、 確 実 性 、 プ ライ バ シ ー)
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・ 安定度 の 高い ソフ トウェア及 び システ ム

・ 埋 め込 み式 マイ ク ロ ・セ ンサー 技術

・ ハイエ ン ド ・コン ピューテ ィング ・プ ラ ッ トフォームの規模 、消費電 力、 コス トを縮 小す

る画期 的 なアー キ テ クチ ャ

・ 情報 技術 の社会 的及 び経 済 的影 響

特 に、2003年 度 に引 き続 きハイエ ン ド・コン ピューテ ィング ・システ ムの開発及 び利 用 に

携 わる機 関は、2004年 度 の事業 として、多機 関に よるハイエ ン ド・コン ピューテ ィング技術

利用 のためのロー ドマ ップ作成、同 システ ムの性 能 ・利便性 の 向上、及 びそれ に関す る協議 を

行 う。

なお 、NITRDの これ まで の主 な業 績 は以 下の とお りで あ る:

・ エ ン ド ・ツー ・エ ン ドの光 フ ァイバ ー ・ネ ッ トワー クの 開発

・ グ リッ ド ・コン ピューテ ィン グを実 現す る新 しい技術 の 開発

・ ネ ッ トワー ク ・セ キ ュ リテ ィ保護 のた めの技 術 開発

・ デ ィジ タル ・ライ ブ ラ リー の管理 及 び利 用 のた めの技 術 開発

2004度 予算における各省庁へのIT投 資額については以下の通 り。(表1-4)

一56一



表1-4米 国連邦政府の情報技術(IT)投 資額

(単位:百 万 ドル)

機関名 2002年 度 実績 2003年 度 提案 2004年 度 提案

国防総省内諸機関
・8

,961
9,857 9,639

米国陸軍
5,424

5,869 5,637

米国空軍
5,645

5,891 6,496

米国海軍
4,063

5,422 6,128

米国陸軍技術部隊
315

379 299

商務省 1,174 1,363 1,541

エネルギー省 2,278 2,517 2,509

国土安全保障省 1,755 3,008 3,753

内務省 760 859 861

司法省 1,772 1,901 1,925

労働省 398 4 ,417

国務省 873 851 940

運輸省 2,539 2,711 2,635

教育省
383

411 427

環境保護庁 418 431 455

保健 ・福祉省 4,113 4,748 4,848

住宅 ・都市開発省 319 412 372

連邦通信委員会 55 70 74

連邦通達庁 428 504 489

国立公文書館 63 72 91

米国航空宇宙局 2,206 2,231 2,157

原子力規制委員会 63 66 68

全米科学財団 32 40 50

人事管理局 lll 134 121

社会保障局 751 856 851

中小企業庁 35 60 57

ス ミソニアン協会 48 61 69

財務省 2,351 2,559 2,610

国際開発局 97 99 105

農務省 1,738 2,136 2,250

復員軍人省 1,257 1,416 1,477

その他の機関(詳 細は不明) 18 18 22

連邦政府のIT投 資纐1,q、41 57,395 59,370

(2003年4月 現 在)

Source:ReportonInformationTechnology(IT)SpendingfortheFederalGovernment
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2.4機 関毎 のFS&T(連 邦政府 の科 学技術)予 算

,主な機関に配分 される科学技術予算は、以下の通 りである。特に米国航空宇宙局(NASA)、

全米科学財団、運輸省の予算の増加が顕著であ り、一芳、国防総省、環境保護局の予算は減少

して い る。

・ 国 立衛 生研 究 所(NIH):279億 ドル(約3兆3 ,600億 円)、 前年 度比:2%増

・ 米 国航 空宇宙 局(NASA):92億 ドル(約1兆1 ,000億 円)、 前年 度 比:5%増

・ 全米 科 学財 団:55億 ドル(約6 ,600億 円)、 前年 度 比:9%増

・ エ ネル ギー省:52億 ドル(約6 ,300億 円)、 前年 度 比:3%増

・ 国防総省:50億 ドル(約6,000億 円) 、前年 度 比:13%減

・ 環境 保護 局:7 .8億 ドル(約938億 円)、 前年 度 比:6%減

・ 運 輸省:6億 ドル(約721億 円) 、前年 度 比:110/.PS.

・ 国土安 全保 障省:FS&T予 算 には含 まれてい ない が、同省 向けR&D予 算 と して10億 ドル

(約1,200億 円)を 要 求

なお、米 国政府 は、民 間部 門に よるR&Dへ の投 資 を促進 す るため、課税優遇 策 を実施 して

い る。2004年 度の予算 にお いて、政府 はR&E(研 究及び実験)に 対す る税控除 を恒久 的に継

続 す る ことを提案 し、これに よ り、2004年 か ら2008年 まで の5年 間で約230億 ドル(約2

兆7,700億 円)を 、2013年 まで には680億 ドル(約8兆1,800億 円)を 拠 出す る予 定であ る。

3.国 土 安 全 保 障 省(DepartmentofHomelandSecurity)

3.1設 立 の 経 緯

2001年9月11日 に発生 した同時多発テロ事件当時の反省 を踏まえ、2002年6月 、大統領

は米国市民及び国家の安全 を保障するため、省 レベルの新 しい行政機関の設立を提案 した。

2002年11月 に、大統領は、同機 関設立を定める"HomelandSecurityAc七 〇f2002"に 署名 した。

2003年1月 、半世紀で最も大規模な政府機関の組織 改正の結果、国内のテロ行為か らの米国

市民の保護 を含む国家安全保障及び海外における国益の保護 を目的 として、国土安全保障省が

新設 され、すでに業務を開始 している。
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3.2組 織

この省 では、22の プ ログラム及び機 関を統合 し、17.9万 人 の職員 を抱 えてい る。外部 か ら

の攻撃 か ら国家 を保護 す るため、緊急事態 に際 しては職員 を即座 に配置転換 す る権 限を課長 に

与 え、要 員管 理 に柔 軟性 を持 たせ る こ とと した。

同省 は、主 に以 下 の4つ の組織 か ら構成 され る。

・BorderandTransportationSecurity(国 境 ・運 輸安 全保 障部)

・EmergencyPreparednessandResponSe(緊 急 時予防 ・対応 部)

・InformationAnalysisandInfrastructureProtection(情 報 分析 ・イ ン フラ保護 部)

・ScienceandTechnology(科 学技 術部)

3.3予 算

2004度 の国土安全保 障省 の予算 として、362億 ドル(約4兆3,500億 円)を 拠 出予定 であ る。

なお＼連邦政府 に よる国土安全保障 プ ログラム資金 と して、約240億 ドル(約2兆8,900億 円)

が配分 され る。 これ は、国防総省への予算配分(約67億 ドル)を 除 く国土安全保障 のための

予算総 額:約350億 ドル(約4兆2,000億 円)の 約69%を 占め る。2002年 は追加 予算 を含 め

約174億 ドル(約2兆1,100億 円)を 拠 出 し、2003年 は約220億 ドル(約2兆6,500億 円)

を拠 出 した と推 定 され 、 同省 へ の予算規模 は大幅 に拡 大 して い る。

関 連website

BudgetoftheUnitedStatesGovernment,FiscalYear2004:http:〃www.whitehouse.gov/

AnalyticalPerspectives,BudgetoftheUnitedStatesGovemment,FiscalYear2004

http:〃www.whitehouse.gov/

ReportonlnfommationTechnology(IT)SpendingfortheFederalGovemment(spreadsheet)

http:〃www.whitehouse.gov/

NITRD:http:〃www.whitehouse.gov/

4.電 子 政 府

「電子 政 府 の拡 大1(ExpandedElectronicGovernment)は 、2001年7月 に 開始 した 政 府 の行 政

改 革 ア ジ ェ ン ダ:President'sManagementAgenda(PMA)の 目標 の ひ とつ で あ る 。

E-Govemmentプ ロ ジ ェ ク トで は 、 以 下 の2っ の 柱 に基 づ い た 取 り組 み を行 っ て い る:
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・e-businessの 原則 に基 づ いた 、政府 機 関 内のIT投 資 の近代 化

・ 機 関 をまた が るIT投 資 の統合

ここでは、E-GovernmentStrategyが 糠 された2002年2月 以降のE-Governmentプ ロジェク

トの成果 、2003年 度及 び2004年 度 の課題 、並 び にその解決 に向 けた戦 略 に焦 点 をあて る。

4.1E-Governmentプ ロ ジ ェ ク トの 成 果

4.1.1政 府 全 体

・FirstGov .gov:3回 の ク リックで行政サ ー ビスが利 用可。Yahooの 非常に役 立つ ウェブサ イ

ト上位50位 内に位 置

・Fr㏄File:納 税者 の60%が 無 料で税 申告。2003年4.月9日 現在 、240万 人の納税者 が利 用

・GovBenefits .gov:4∞ 以 上の政府 の補助金給付 プ ログラムに単一 の窓 口か ら利 用。2002年

春 のサ「 ビス開始 か ら400万 人 以上 が利 用。"USAToday"の"HotSites"の ひ とつ

・Regulations .gov:法 規則案 の検 索及 び コメン トが容 易にな った。2003年lEの サー ビス開

始 か ら260百 万人 以 上が利 用。9,000万 ドル(約108億 円)以 上 の費 用 削減 を予 測

・GoLeamgov:わ ず かな料金 で訓練 を提 供。4.5万 人 以上がユーザ登録 、2002年7月23日 の

サ ー ビス開始 か ら6,000万 人 以上 がア クセ ス

・E-PayroU:22ヵ 所 の政府職 員への賃金計算 セ ンター を2つ のパー トナー シ ップ に統合。12

億 ドル(約1,444億 円)の 費用 を 削減

・FEA(FederalEnterpriseArchitecture)BusinessReferenceModel:市 民向 けに よ り多 くの成 果

をあ げ るITへ の投 資 に焦 点 を絞 る

・E-Govemment法:2002年12月17日 に署名

4.1.2政 府 機 関 内

・ 復員 軍人省 、エ ネル ギー省 、教育省 は、 スコア ・カー ドで黄色 の評価。 全米科 学財 団 は緑

色 の評 価

・ 大多数 の機 関 は、長 期的問題 の徽 及 び市民 中心 蟻 のE-Gove㎜entソ リュー シ ョンにお

い て著 しく進 歩

・ エネル ギー省 、復員 軍人省 及び法務省 は、変革及び成果 の拡 大 を促進 す るた め、CIO(Chief

informationOfflcer)の 役割 を弓li化

・ 復員軍人省及 び国防総省 は、復 員軍人 向 けの シー ム レスなサー ビス提供 のた め、オ ンライ
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ンによる患者の医療記録 を統合

・ 教育省は、市民との連絡業務 の88%を 電子的に実施

・ エネルギー省は、1-MANAGEを 設立し、人員管理、財務管理、調達、設備管理及び予算作

成業務 を統合

・ 最新のシステム ・セ キュ リティ ・プランを備 えたシステムは
、40%か ら61%に 増加

・ 確実に安全性 を認証 されたシステムは
、27%か ら47%へ 増加

なお 、E-Governmentプ ロ ジ ェ ク トの 実 施}こ よ り、FEA(FederalEnterpriseArchitecture)1の 必 要

性 を 認 識 した 。

4.1.3外 部 か らの評 価

・2002年9月 のPewFo皿dationに よ る レポ・一ーート:米 市 民 に よ る連 邦 政 府 の ウェ ブ サ イ ト利 用

者 数 は 、2000年3.月 の4,000万 人 か ら7,100万 人 に 増 加

・2002年6肋 国連 に よ る"BenchmarkingE -Government:AGIobalPerspective"レ ポ ー ト:昨 年

か らのE-Gove㎜entプ ロ ジ ェ ク トの成 果 に お い て 、米 国 は 世 界 の リー ダ ー

・2003年4肋Co皿cil品rExcenenceinGove㎜entに よ る調 査 報 告:E -Governmentユv-一 ・ザ の

75%が"E-Gove㎜ent"}こ よ り情 報 入 手 が 簡 便 化 され 、67%が オ ン ライ ン で の 政 府 との 齢

を 好 む と評 価

・Nielsen/NetRatingsの レ ポー ト:2003∵ 年2月 時 点 で
、 イ ン タ ー ネ ッ ト ・ユ ー ザ の3人 に1人

が連 邦 政 府 の ウェ ブ サ イ トを利 用 。2003年1.月 時 点 で 、全 企 業 の 約 半 数 が連 邦 政 府 との ビ

ジ ネ ス を オ ン ラ イ ン で 利 用

4.22003年 度 及 び2004年 度 の課 題

2003年1月 、 現 在 のE-Governmentプ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ ャー は2001年E-Govemmentタ ス

ク ・フ ォー ス(QuicksilverTaskForce)の メ ンバ ー との会 合 で 、2003年 の 課 題 と して 以 下 の 項

目を指 摘 した:

・ リー ダ ー シ ソプ へ の 支 援:リ ー ド機 関
、協 力 機 関 、CIO(ChieflnformationOfficer)及 びPMC

1連 邦エンタープライズ・アーキテクチャ(FEA)と は、各事業に焦点を当て、連邦政府のITへ の投資を調査 ・

分析 ・管理する枠組みである。これを推進 しているのがOMBで 、GSA及 びCIO評 議会の支援を受ける。FEA

により、政府機関相互及び連邦政府から市 ・郡政府までの政府相互の協力関係が確立できる。
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(PresidentManagementCouncil)相 互の 関係強化、並び にプ ロジェ ク ト実施のた めの機 関

の リー ダー相 互 の協力 体 制 の改 善

・ 偏狭 性 の改 善:自 らの機 関 中心 主義 的思考 を後押 しす る現在 の政策及 び予算作 成 に対 処

・ 資金 提 供:経 済 的及 び人 的資源 を多 く提供 し、予算 作成 の透 明性 ・効率性 を向上

・ コミュニケーシ ョンの強化:E -Governmentイ ニ シアチブ相 互 の関連性 を理解 し、OMB(行

政管理 予算局)と リー ド機 関 とのイ ンター フェース を改 善 し、また米国議会 と結束 力の あ

る効果 的 な関係 を構 築

この他 、政府機 関独 自の ソ リュー シ ョンを多機 関によ るE-Governmentソ リュー シ ョンへ 実際

的 に統合す る こ とも重要 課題 としてい る。

4.3E-Govemmentプ ロ ジ ェ ク トの 戦 略 及 び 目標

4.3.1E-Governmentプ ロ ジ ェ ク トの 戦 略

OMceofE-GovernmentandITlま 、5っ の囎 を戦略 として掲 げ、上記課題 の解 決 をめ ざ して

い る。各 項 目及 びそ の詳細 は以 下 の とお りで あ る。

(1)市 民 向 け業 務 プ ロセ ス の単純 化

e-businessの 原則 に基づ く、市民のニー ズにあったシステム、デー タ、プ ロセ スの統合。プ ロ

グラム ・マネ ジャー、リー ド機 関及び協力機 関 との協 力関係 強化、関係蜆貝1」の適用 、PMC及 び

CIO評 議 会 とい った既 存 の機 関の活 用 が成功 の鍵 とな る。

(2)予 算 プ ロセ ス及 びOMBの その他 要 求事項 の 活用

IT及 びE-Gove㎜ent費 用 を重複す るこ とな く、 よ り効率的 に利用す るため、現在の予算 プ

ロセ ス及 び2002年E-Government法 で規 定 され る権 限 を活用。 この他 、 ビジネス ・ケー スの適

用、資本の計画 ・投資 ・管理(CPIC)プ ロセ スの活用 、連 邦政府 の購 買力 強化 を 目的 とした契

約 手段 を確 立す る"enterpriselicensing"の 活 用 によ り、IT投 資 の成 果 を拡 大。

(3)IT知 識 の豊富な職員 の募集及び維持拡大 によるプロジェク ト成果の改善

OMBは 、人事局(OPM)、 総合サービス局(GSA)及 びCIO評 議会による、情報 リソース

管理及び人事上のニーズの分析、現在のIT訓 練プ ログラムの評価及び強化を支援
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(4)政 府機 関による市民向けビジネ スに対す るIT管 理の近代化推進

OMBは 、一年間の中で企業及び市民のニーズに沿ったIT投 資の統合が可能な項 目を明 らか

にするとともに、調査分析する時期を決定 した。政府機関は独 自のソリューシ ョンを作成する

ための ビジネス ・ケースを準備する必要がある。OMBは 、以下の6つ の項 目でのIT投 資が重

複 していると見な している:

・ 財務管理

・ データ及び統計

・ 人的資源 、

・ 補助金 の給付

・ 犯罪捜査

・ 公衆衛生調査

(5)E-Gove㎜entプ ロジェ ク トを支援 す る政府 機 関の リー ダー シ ップの 活用

OMB及 びCIO評 議 会 は、政府機 関 の リー ダー の持つ知識及び経験 を活用 す る。一方 、OMB

ポー トフォ リオ ・マネ ジャー は、プ ロジェク ト・マネ ジャー及 び政府機 関マネ ジ ャー と協力 し

て、プ ロジェ ク ト実施の要件 を明確 に し、重複 してい る費用 の削減 、統合 計画 の実施 を行 う。

4.3.2E-Governmentプ ロ ジ ェ ク トの 目標

(1)全 体 的 な 目標

各政府幽 のIT投 資の統合 を大いに推進 させ腰 因は、E-Governmentプ ロジェ ク トをサー

ビス提 供 の対象 者 毎 に 、以下 の4つ の共 通 グル ー プに分 けた こ とで あ る:

・G2C(政 府 か ら市 民へ)

・G2B(政 府 か ら企 業 へ)

・G2G(政 府 か ら政 府 へ)

・IEE(政 府 内 の効果 ・効率 化 の向上)

これ ら4つ の グル ー プの 目標 は以 下 の とお りで あ る。

(a)G2C:オ ンラインによる、各市民への情報 ・サービス提供の一本化。具体的には、以

下を目指す。

・ 市民が給付金情報の入手 と給付資格 を確認するまでの時間の短縮

・ 貸 しイ寸け情報にアクセスす るまでのクリック回数の削減
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・ 税 申告 を電子的に行 う市民の拡大

・ リク リエーションに関す る情報入手 までの時間の短縮

(b)G2B:情 報利用の一本化及びXMLを 利用 した電子的コミュニケーションの実現によ

る、企業への負担の軽減。具体 的には、以下 を目指す。

・ 市民及び企業による、規則 、並びに規定を検索 し、コメン トする機 会の拡大

・ オンライ ンによる税 申告の実現による、企業の負担軽減

・ 輸出書類の記入及び情報入手 にかかる時間の削減

・ 規則遵守 に関わる時間の削減

(c)G2G:連 邦政府、州及び市 ・郡政府が協力 して市民へのサー ビス提供 を改善。具体的

には、以下を目指す。

・ 緊急事態への対処に要す る、管轄 区及び部門における対応時間の短縮

・ 出生及び死亡に関す る情報証明のための時間の短縮

・ 電子的に申請できる補助金給付プ ログラムの数を増加

(d)IEE:政 府機関の費用削減のため、政府内の業務プロセスを近代化。特に、政府の業務

に、産業界における最善慣行を適用することに焦点を置く。具体的には、以下を目指

す。

・ 政府職員の訓練プログラムの拡充

・ 通関手続 きの平均時間の短縮

・ 各機 関内におけるE-Travelサ ー ビスの利用拡大

・ 市民による政府関係就職先を検索す る時間の短縮

・ 連邦政府 による物品及びサー ビス購入 のための時間、並びに費用の削減

(2)各 イ ニ シア チブ の 目標

上記 の グルー プ毎 に分類 された政府 の24の イ ニシアチブ及びE-Authenticationイ ニ シアチ ブ

の今 後の 目標 は 、以 下の通 りであ る。

(a)G2C:・

①GovBenefits.gov:受 給資 格支 援 オ ン ライ ン

2004年 第1四 半期 までに、社 会保 障局及 び復員 軍人省 の給付金 申請 フォーマ ッ ト

を統合 し単一 のサ イ トか ら利用 可 能 とす る
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②RecreationOne-Stop:レ ク リエ ー シ ョン ・ワ ン ・ス トップ

・2003年5月31日 ま で に 、 さ らに新 しい 地 図 の 利 用 を 可 能 とす る

・2003年9月30日 ま で に
、 リ ク リエ ー シ ョン ・デ ー タ標 準(RecML)を 完 成

・2003年10月31日 ま で に
、多 機 関 に また が るオ ン ライ ン で の 予 約 シ ステ ム の稼 動

を 再 開 させ 、公 園 サ ー ビス 予 約 シ ス テ ム を停 止

③IRSFreeFiling:無 料 の 税 申 告:特 に な し。

④OnlineAccessforLoans:ロ ー ン ・オ ン ラ イ ン

・2003年9月30日 ま で に
、eLoansGateway(連 邦 機 関及 び 民 間 部 門 の情 報 に リン ク

した 、 政 府 の 貸 し付 け プ ログ ラ ム情 報 を提 供 す る音 声 対 応 の ウ ェブ サ イ ト)の 設

置

・2003年9
.月30日 ま で に 、 政 府 機 関 に よ る リス ク軽 減 デ ・・一ーータ の ウェ ブ上 で の利 用

化

⑤USAServices:USAサ ー ビス

・2003年7月 ま で に
、USAServicesを 公 開

・2004年1月4日 ま で に
、 拡 充 したNationalContactCenterを 設 立

(b)G2B:

①E-RUIemakng:オ ンライ ン ・ル ー ル制 定管理

・2003年7月 ま でに、 共通 のe-docketシ ステ ム の機 能 強化 を完 了

・2003年7月 までに、古 い ウェブサイ トを基盤 とす るシステム部 を連邦政府全 体の

シ ステムへ 統合

・2003年7Eま でに、5つ の ウェブサイ トを基盤 としない システ ム部 を連 邦政府 全

体 の シス テムへ 統合

・2004年9月30日 ま で に、重複 が 明 らか となっ た部局 の統 合 を完 了

②ExpandingElectronicTaxProductsforBusinesses:電 子 的納 税

・2004年1月 まで に、E-FileSystemの 近代化(企 業 による徹底 的 な税管理 の簡便 化

を 目的 と した1120e-fileの 最初 の実行)

・2003年4fiま で に、イ ンターネ ッ ト上でのEIN(EmployerIdentificationNumber)

アプ リケー シ ョンの設置

③FederalAssetSales:連 邦政 府 資産販 売

・2004年1月 まで に、個 人 の資産 販 売サイ トの設 置

・2004年4月 まで に、不 動産 の 資産販 売サ イ トの設 置

・2004年7月 まで に、金 融 資産販 売 サイ トの設 置
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④llternationalTradeProcessStreanlining:貿 易 手続 き合 理 化

・2003年5月 まで に、NAFTAの 証 明書発 行 を 自動化

・2003年4月 まで に、Export.govfBuyUSAを 統合

・2003年4 .月まで に、海 外農 業局(FSA)の コ ンテ ンツ をexport.govへ 統 合

・2003年6月 まで に、フォーマ ッ トの電 子利用化 及び協力機関 のオ ンライ ン化の推

進

⑤One-StopBusinessCorrrpliance:ワ ンス トップ ・ビジネ ス ・コ ンプ ライ ア ンス情 報

・2003年7Eま で に、 トラ ック輸 送産 業 の コンプ ライ ア ンス ・ポv-一ータル を設 立

・2003年5 .月までに、企業 による環境 、保健衛 生 、安全 、雇用 、税制度 に関す る規

則 遵 守 を支 援す るた めの30の 専門 ツー ル を完成

⑥ConsolidatedHealthInformatics:統 合 医療 情報 サ ー ビス

・2003年9月 まで に 、保 健 衛生 に 関す る情 報標 準 をイ ンタ・一・・一・ネ ッ ト上 で公 開

・2003年9月 まで に 、標 準 の維持 及 び 更新 プ ロセ ス を実施

(c)G2G:

①GeospatialOne-Stop:地 理空 間情 報 ワン ・ス トップ

・2003年5月 ま でに 、初期 段 階の メ タデー タを設 置

・2003年5月 ま でに 、初期 段 階の宇 宙 空 間 ワ ン ・ス トップ ・ポ一 夕ル を設 置

②DisasterManagement:災 害マ ネ ジメ ン ト

・2003年4 .月まで に、Disasterhelp.govポ ー タル を再 設 置

・2003年6月 まで に、エ ー ジ ェン トIDツ ー ル を発 表

・2003年6Hま で に、知識 マネジメ ン ト、 レスポ ンダ ・アプ リケー シ ョン基 本 ツー

ル 、及 び レベ ル1の 相 互運 用機 能 を開発

・2003年10月 まで に、災害 マネ ジメン トに関す る組織 知識 、サー ビス及び ツー

ル にア クセ スす る統合 チ ャネル を設 置

・2004年6Eま でに、 レスポ ンダ ・アプ リケー シ ョン、最新 ツール 、及び レベル2

の相 互運 用機 能 を 開発

③ 、SafeCom:緊 急 時 の無線 通信

・2003年7月 まで に、政府 、州、市、郡、部族 レベル における、初期段 階 の レスポ

ンダの相 互運 用 上 の要件 を明確 化

・2003年9月 まで に、既存 の無線 システ ム とレスポ ンダの相互運 用条件 の相違 点 を

明確 化

・2003年9'月 まで に 、全 国規模 の アー キテ クチ ャ を開発
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・2003年10月 ま で に、相 互運用性 を可能 とす る運 用 の概 念 を案 出

④E-～ 弓tal:電 子 認 証

・2004年6月 ま で に、緊急 時電子 認証(EWE)ハ ブの設 立

・2003年10月 までに、 コロンビア州、ニ ュー ジャー ジー州 、ニ ュ・一・一・ハ ンプ シャー

州 にお ける初期 段 階 の電子 的死 亡登録(EDR)記 録 の利 用 化

⑤E-Grants:電 子補助 金1

・2003年6月 ま で に、E-Grants「 申請」指 針 を公 開

・2003年6月 ま で に、FedGrants.govを 再 設置

・2003年10月 まで に、単 一 の統 合補 助金 申請 メカニ ズ ムを実 装

(d)IEE:

①E-Training:電 子 トレー ニ ング

・2003年9月30日 までに、職種毎 に分類 されたCoPs/Knowledgeド メイ ンを設定す

るモ ジ ュール3を 搭載

・2004年9月30日 まで に、既存 のオ ンライ ンによる訓練 システ ムへのイ ンター フ

ェー ス を整備 、 また は 同シス テム の稼 動 を停 止

②RecruitmentOne-Stop:政 府 職員 求 人 ワン ・ス トップ

・2003年8月29日 まで に、求職者のデー タベ7ス ・マイニ ングを実現。政府機 関

に よ る評 価 ツール を完全 に統合 。求職 者 の資 格 を調査

・2003年12月31日 ま でに 、政 府機 関 の求職 エ ン ジ ンを停 止

③EnterpriseHRIntegration:統 合 人事 管理

・2003年5月1日 までに、CIO評 議会の アー キテ クチ ャ委員会 に対 し、デ ータ標準

及 び標 準 コ ンポーネ ン トを提案

・2004年1月30日 までに、CPDFの 置換 、E-payroll及 びE--Clearanceを 支援 す る

EHRI(統 合 人事 管理)レ ポジ トリを設 置

・2004年6月30日 まで に 、標 準化 政策 を確 立

・2004年6月30日 までに、Inter-AgencyEmployeeTransferRequirementを 支援す る

EHRIレ ポ ジ トリを設 置

・2004年6月30日 まで に 、RSMを 支 援す るEHRIレ ポ ジ トリを設 置

④E-Clearance:貿 易手 続 き合理 化

・2003年5月31日 まで に 、全機 関が経歴 調 査情 報 のイ メー ジン グを 開始

・・2003年6月30日 ま でに 、e-QIPを 実施
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⑤E-Payroll:電 子 賃金 台 帳

・2003年7月28日 まで に 、賃金 管理 プ ロセ ス を標 準化

・2003年9月30日 ま でに
、エ ネル ギー省及び環境保護 局の初期段 階の統合 を完 了

⑥E-Travel:電 子 出張 管理

・2003年7月30日 ま でに、エ ン ド ・ツー ・エ ン ドのサー ビス ・プ ロバイ ダを確保

・2003年12月31日 差でに、最 初の正規機 関 を配置 し、全 ての機 関 をエ ン ド・ツー ・

エ ン ドのサー ビス ・プ ロバイ ダに統合 す るパイ ロ ッ ト ・プ ロジ ェク トを完 了

・2003年12H31日 までに、政府 機 関による、政府 全体 のデー タ ・ウエアハ ウスか

らの出張 及 び財 務 に 関す る詳 細情 報 の取得 を開始

・2004年12H31日 まで に、全機 関に よる、エ ン ド ・ツー ・エ ン ドの ソ リュー シ ョ

ンの完全利用、及 び機 関毎の既存 のエ ン ド・ツー ・エ ン ド出張システム の置換 を

終 了

⑦lntegratedAcqUisitionEnvironment(IAE):統 合 調達 環境

・2003年9月30日 まで に 、契約 デ ィ レク トリの周 知 を徹底

・2003年9月30日 まで に、イ ンターフ ェース及びデー タ交換 のためのe-Transactions

標 準 を公 開

・2003年10月1日 まで に 、最新 の マネ ジ メン ト情 報 シ ステ ムを設 置

・2003年10月1日 まで に、最 初の政府 内イ ンター フェース及 びデー タ交換 ポ一 夕

ル を設置

・2003年12 ,月31日 までに、オ ンライ ンに よる、説明書及び証 明書の発 行開始。契

約 書記入 システ ムの 統合/向 上

⑧E-RecordSManagement:電 子 記録 管理

・2003年6月15日 ま でに
、事業全 体のERM(電 子記録管理)シ ステム ・ガイ ドを

配備

・2004年9月30日 まで に 、ERM実 施 に際 した統 一性 に関す る施 策 を確 立

(e)多 機 関に わた るプ ロジ ェ ク ト:E-Authentication(電 子 認 証)

・2003年4月 ま で に、政 府全 体 の認 証 に関す る指 針 を発表

・2003年5月 まで に、E-Authenticationゲ ー トウェイ利 用のた めの最初 のアプ リケー

シ ョンを設置。2003年 度及 び2004年 度 を通 して、 さ らにア プ リケーシ ョンを追

加

・2003年8月 まで に、信 頼 で き る有 資格 プ ロバ イ ダの リス トを作成

・2003年10月 まで に 、E-Authenticationゲ ー トウェイ を完 全 に稼動
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、

関 連website、

E-G・v・mm・ntl・iti・ti・ …http・//whit・h・u・e.9・v/・mb/・9・ ・/2003・g・v -・t・at.pdf

ProceduresforRequestingFundsfiromtheE-GovernmentFund:

http://www.whitehouse.gov/omb/egov/egov
_fUnd」)rocedures.pdf
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llカ ナ ダ

1.カ ナ ダ に お け る情報 技 術 政 策

1.1経 緯

カナダは、1999年 に世界で初めて、国内の全ての公立学校、公共図書館 をイ ンターネ ッ

トに接続するな ど、世界有数のIT先 進国である。

そ して、カナダをIT先 進国へ と導いた情報技術政策を主に推進 しているのはカナ ダ産業

省(lndustryCanada)で ある。 カナダ産業省の職務は主に、情報技術産業 を含むカナ ダの産

業 の促進、研究開発の促進、電気通信政策の策定、投資や貿易の促進、カナダの市場 のサ

ポー トなどである。

カナダ産業省が主に推進 して きた情報技術政策の経緯は以下の通 りである。

1997年9月 、 「接続 性 の課題 」(connectednessagenda)が 、連 邦 政府 に とっ て非 常 に優 先

度 の 高い政 策課題 として発 表 され た。 この情報 技術政 策 では 、2000年 まで に情報 知識 基盤

をす べ ての カナ ダ国 民 に とって ア クセ ス可能 な もの にす るこ とに よ って、 カナ ダ を世 界 中

で もっ とも接続 され た 国 にす る との 目標 を定 めた。

1998年9月 、情報技術政策の一環 である電子商取引の推進 として、「カナデ ィアン電子商

取引戦略」が発表 され た。 この戦略は、①デ ィジタル市場 における信頼の確立②市場ルー

ルの明確化③情報基盤 の強化④機会の実現 といった4つ のテーマか ら構成 され てい る。

1999年10月 、 カ ナ ダ 産 業 省 は 、 包 括 的 な 情 報 技 術 政 策 で あ る 「コネ クテ ィ ン グ ・カ ナ デ

ィ ア ン ズ 」(ConnectingCanadians)を 発 表 した 。 こ の 政 策 は 、 ①CanadaOn-line②Smart

Communities③CanadianC皿tentOn-line④ElectronicCommerce⑤Gover㎜entOn-line⑥

ConnectingCanadatotheWorldの6つ の 柱 か ら構 成 され て い る 。

2002年3月 、 カ ナ ダ 産 業 省(lndustryCanada)は 、 「2002-2003年 に お け る計 画 ・優 先 的

政 策 に 関す る リポ ー ト」(2002-03Esf輌 ㎜tes-ReportonPlansandPriorities)を 発 表 した 。 以 下

の5つ の戦 略 目標 に 重 点 を 置 い て い る。

「2002-2003年 における計画 ・優先的政策 に関する リポー ト」

① 革新一カナダの革新達成能力を向上させ る

② 接続性 一カナダをインターネ ッ ト接続性が世界で最 も高い国にす る

一71一



③ 市場 一公正かつ効率的な競争力 のある市場を構築 す る

④ 投資 一カナダを国内及び国外の投資に適 した場所へ と向上 させ る

⑤ 貿易一世界貿易 のカナ ダのシェアを増やすためカナダ国民 と共 に一丸 となって努力す

る

5つ の戦略 目標の うち、「接続性」はCANARIE(カ ナダ産業省等が支援する民間非営利機

関。詳 しくは4.を 参照)に よるカナダにおけるネ ッ トワーク ・イ ンフラス トラクチャの開

発 の支援な どを通 して達成 され る。

表ll-1カ ナ ダ連邦政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 テ ーマ ・概 要

1997年9月 「接続性の課題」

2000年 までに情報知識基盤iをすべてのカナダ国民にとってアクセス可能

1998年9月 「カナデ ィアン電子商取引戦略」

4っ の戦略 目標

1999年10月 「コネクテ ィング・カナデ ィアンズ」

1997年9月 発表の情報技術の基本政策を更新。世界クラスの情報インフラ、ディジタル・

コンテンツの開発、電子商取引においてカナダを世界の指導者にすること等

2002年3月 「2002-2003年 に お け る計画 ・優 先 的政策 に関す る リポー ト」

5つ の戦略 目標(カ ナダ産 業省 が1998年3月 に発表 した 「1998-1999年 にお ける計画 ・

優先的政策に関す る リポー ト」(1998-99Esdmates,AReportonPlansandPriontie9で 示 し

た 同様の5つ の戦 略 目標 を 引き継 いでいる。)

Source:カ ナ ダ産業省発表資料等 か ら作成

1.2行 政機 関

カ ナ ダのIT政 策 は 、主に カナ ダ産業 省(IndustryCanada)が 推 進 してい る。 この中 でCIO

(ChieflnformationOfficer:主 席 情 報官)は 、情 報 管理及 び情 報技術(MIT)に 関 わ る事 業

を統 括す る任務 を担 って い る1。

特 に、IT関 連 の政策策 定 ・法規 則 立案 の権 限 を有 す るSITT(周 波数 、情 報技術 及 び電気 通

信 局)、 並 び に研 究 開発 及 び技術 革新 に対す る戦略 的 な投 資 を行 うTPC(技 術 パー トナー シ

ップ ・カナ ダ)が 、IT政 策 の実施 に あた り中心 的な役 割 を果 た して い る。

以 下に カナ ダ産 業省 の組 織 図 を示す 。(図ll-1)

1こ の 下 部 組 織 と し て 、CanadaBusinessServiceCentre(CBSC>ClientServicesBranch、GovemmentOn-Line

(GOL)Branch、InformationManagementandBusinessServices、In廿astructureServicesBranch、Strategicand

OperationalPlanningが 設 置 さ れ て い る 。
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政務次官

国務大臣

カナダ産業大臣 産 業ポー トフォ リオ

カナダ産業副大臣

事業法及び

法律顧問

コ ミ ュ ニ ケ

ー シ ョ ン及

び マ ー ケ テ

ィン グ局

競争推進局

倫理審議官

産 業 ポ ー ト

フォ リオ局

産業部門局

投 資パ ー トナー

シ ップ ・カナダ

政策部門局

SITr(周 波数 ・

情報技術及び電

気通信局)

副大臣補

監査及び評価局

CIO

(主席情報官)

コ ミ ュ ニ ケ ー シ

ョ ン ・ リ サ ー

チ ・セ ン タ ー

法人監査役

事務部長

人事管理局

消費者問題局

業務部門局

TPC(技 術 パー

トナー シップ ・

カナ ダ)

Source:カ ナ ダ政府発表資 料な ど

図ll-1カ ナダ産 業省 組織図

関 連website

カ ナ ダ産業省: http:〃www.ic.gc.ca/

2.カ ナ ダ連邦政府 のIT関 連 予算

2003年2月18日 に発 表 され た2003年 度 国家予 算案(Budget2003)で は、 国 内需 要が堅

調 であ った ことを反 映 して、2002年 も経 済 は健 全 に成長 した こ とを誇 らか にア ヒ.一ル して

い る。

国 内 の 経 済 状 況 を 踏 ま え 、OECD(OrganizationfbrEconomicCo-operationand

Development:経 済 協力 開発機 構)及 びIMF(IntemationalMonetaryFund:国 際通 貨 基金)が

予 測 して い る よ うに 、2003年 もG7諸 国 で最 も経済成長 の著 しい 国家 とな る こ とが期 待 さ

れ て い る。2002年12月 に、大蔵省 が 民間の エ コ ノ ミス トを対象 に行 った調 査 に よれ ば、米
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国が2003年 後半か ら2004年 にかけて経済復興 を遂げ ると予測 し、それ によってカナダの

経済成長率は、2002年 に3.3%、2003年 に32%、2004年 に3.5%を 見込んでいる。

ただし、世界の経済復興はゆるやかに進む ことが予測 され、米国の資本市場の縮小、イ

ラク戦争関連の地政学的影響、ベネズエ ラの石油生産の停止 といったマイナス要因が、カ

ナ ダにも影響を与えるだろうと考え られてい る。

2.12003年 度 の 目標

カナダ政府 は、健全な経済成長 が確 固たる社会政策 と密接に結びつ いていることを認識

しつつ、以 下の3つ の 目標 を掲げて、カナダ市民が期待す る国家建設 を推進す る:

・ カナダ市民が高 く評価す る社会の建設。 これは、国民一人ひ とり、その家族及び コミュ

ニティに対 して投資を行 うことで実現する。

・ カナダ市民が必要とす る経済国家 の建設。これは、堅実な財政 を維持 しつつ生産 性及び

技術革新を促進することで実現す る。

・ カナダ市民が当然享受すべきアカ ウンタビリティ(説 明責任性)の 確保。 これは、 これ

まで以上に政府政策の透明性及び説明責任性 を向上 させ ることで実現す る。

カナダが今後 も継続 して発展 してい くためには、G7諸 国内でも低い生産性 を向上 させる

ことが不可欠であ り、 この問題解決のために技術革新 を進める必要があると認識 している。

2.22003年 度 の予 算

2003年 度 の予 算 は 、歳 入 が1,847億 カ ナ ダ ・ドル(約16兆3644億 円 、2003年6

月2日 為 替 レー ト:1カ ナ ダ ・ドル=約88.6円 。 特 記 が な け れ ば 、 以 下 の 円 換算 額 は

左 記 の レー トに基 づ く)、 歳 出 が1,807億 カ ナ ダ ・ドル(約16兆100億 円)と 見 込 まれ

る。 歳 出 に は 、公 債 の支 払 い を除 き1,430億 カ ナ ダ ・ ドル(約12兆6,698億 円)の プ

ロ グ ラム へ の支 出 が 見 込 まれ て い る。

上記 目標 を考慮 しつつ、今年度 は主 に以下の項 目に重点的に予算 を配分す る計画 であ

る。

・ 医療保健 システムへの投資

・家庭及びその コミュニティへの投資

・ カナダの文化及び価値の強化への投資

・ より生産性 の高い持続可能な経済への投資

・ 世界に貢献す るための投資

・ 政府支 出の管理及びアカウンタ ビリテ ィの改善への投資
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・ 不確定な世界 における健全な財政管理へ の投資

表H-2カ ナ ダ政府 の財政 見通 し

(単位:10億 カ ナダ ・ドル)

2001-2002 2002-2003 2003-2004 2004-2005

歳入 171.7 178.7 184.7 192.9

歳出 1635 175.8 180.7 188.0

財政黒字 8.2 3.0 4.0 5.0

Source:Budget2003

2.3カ ナ ダ政府の主な投 資

上記の重点項 目の中でIT関 連は、主 に 「よ り生産性の高い持続可能な経済への投資」に

含 まれ る。政府 は、税制改革及び医療保健制度 の改革の他に、研 究及び技術革新 の拡充、

スキル及び学習支援 を目的 とした投資を継続す る。ただ し、 「ITI関 連を明確に示 した表現

はほとん ど見 られない。研究及び技術革新の拡充、並びにその商用化 を推進す るため、2002

年度を含み今後3年 間でさらに約15億 カナダ ・ドル(約1,330億 円)を 拠 出する計画であr「

る。

2.42003年 度 のIT関 連 予 算

直接 的及 び 間接的 にIT関 連 と考 え られ る項 目へ の予算 と して 、以 下 が挙 げ られ る:

・CFI(CanadaFoundationforInnovation)に 対 して500百 万 カナ ダ ・ ドル(約443億 円)を

拠 出。 これ は最新 の研 究施設 の建設(主 に医療保健 関連 施設)に 使 用

・SchoolNet及 びCommunityAccessProgramに30百 万カナ ダ ・ドノレ(約26億5
,800万 円)

を拠 出

・NRCC(NationalResearchCouncilofCanada)に 対 し
、2年 間 で70百 万 カ ナ ダ ・ドル(約

62億 円)を 拠 出。 これ はhldustrialResearchAssistanceProgramの 強 化 、新 しい地 方イ ノ

ベ ー シ ョン ・セ ンター の設 立 な どに使 用

・ 優秀 な海外 の技 術者 のカ ナ ダへ の受 け入 れ 改善及 び促進 のた め
、41百 万カ ナ ダ ・ドル(約

36億3,200万 円)を 拠 出

関 連website

2003年 度 国 家 予 算 案(Budget2003):http:〃www.fin.gc.ca/

Budget20031nnovationandImmigration:http:〃www.ic.gc.caノ
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3.カ ナ ダ産業省 にお ける情報技術政策

Spectrum,InformationTechnologiesandTelecommunicationsSector(SITT)は 、カナ ダ産 業省

に属す る部署 のひ とつ であ る。この部署 は、その政 策策 定及 び法規 則立案 の権 限 を行使 し、

ま た、市場及 び産業 部 門振 興サ ー ビス を提供 す る こ とに よ り、以 下の 目的 を果 たす:

・ ㎞ovationEngagementS仕ate留 を推進

・ カナダ市民が、世界 レベルの情報通信イ ンフラヘアクセスでき、ネ ッ、トワー ク社会への

参加 に必要 なスキルを取得

・ カナダの情報通信技術産業の国際競争力 を強化

・ 電子商取引の適用及び利用 において、カナダが世界で指導的役割を果たす

・ カナダ社会の全部門において、情報技術の戦略的利用を推進

・ 無線周波数域 を、効果的かつ効率的に使用

SITrは8つ の下部組織によって構成 されてお り、各組織 はさらに小グループに分割 され、

独 自の目標を掲 げてその実現 を目指 している。

(1)ElectronicCommerceBranch:電 子商取引局

包括的な電子商取引戦略 を手がけてお り、電子商取引環境を整え、同取引へ の投 資及び

社会全体への急速な普及 に必要な支援を行 うこ とが 目的。また、多国間の フォー ラム及び

二国間の協定 により国際社会 と歩調 を合わせ 、電子商取引政策及び取 り組みの共通化 を 目

指 している。 当該部局は、信用 を確立 し規則 を明確化す る政策枠組みを さらに改善す るた

め、民間部門、公益事業体 、州及び準州政府 、その他の連邦政府の省庁 と共同で業務 を遂

行 してい る。 この部局 に属す る組織 は以下の通 りである。

(a)Canadiane・BusinessInitiativeSecretaria七(CeBI)

戦 略 的 助 言 、 調 整 、 連 絡 、 ロ ジ ス テ ィ ク ス 及 び 政 府 へ の 指 示 を行 う。

(b)E'BusinessDevelopment

中小 企業 に よる電子 商 取 引の拡大 戦略 を作 成。

(c)CryptographyPolicy&SecurityofE-Commerce

内 閣の指 示 に基 づ き カナ ダ暗 号政 策 を実 施す る と共 に、国 内 の暗号 関連 企 業 の世 界

市 場 への 参入 を推進 。 ま た、電 子 商取 引 に 関す るセ キ ュ リテ ィ問題 に対 す る消費 者及

び 中小企 業 の啓 蒙 を行 う。
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(d)AuthenticationGroup

国 内 向け には 、連 邦及 び州 政 府 にお け る民 間部門 での 電子 署名 に関す る法律 の施行 状

況 を調 査 す る と共 に、電 子認 証 サ ー ビスの利 用及 び拡 大 を支援 す る高 レベル の原則 を設

定 す る 。 国 際 的 に は 、OECD(OrganizationforEconomicCo-operationand

Development:経 済 協力 開発機 構)、APEC(AsiaPacificEconomicCommunity:ア ジ

ア太 平洋経 済 協力 会 議)と い った 国際機 関 と共 に、電子 認 証 に 関す る法 的及 び 政策 的枠

組 み の共通化 、 そ のセ キ ュ リテ ィ問題 へ の取 り組み に指導 的役 割 を果 た して い る。

(e)InternationalPolicyGroup

世 界 レベ ル で電 子 商取 引 の環境 整備 を推 進 す る こ とが 目的。 各 国 間 の政 策 枠 組み 及 び

法規則 を共通化 す るため、WTO(WorldTradeOrganization:世 界貿 易機 関)、FTAA(Free

TradeAgreementoftheAmericas:米 州 自由貿 易圏)と い った 多国 間の通 商 フォー ラム

及び 二 国間協議 に よ り協 力 体制 を築 いてい る。 また、OECD、G8、APEC、 国連 、並び

にGBDe及 びWEF(WorldEconomicForum:世 界経 済 フォー ラム)と い った民 間の 国

際組織 を通 じて、 電子 商取 引分 野 にお け るカ ナ ダの地 位 向上 に努 め る。

(f)PrivacyPolicy

2001年1月1日 に施 行 され たPIPEDA(PersonalInformationProtectionand

ElectronicD㏄umentsAct:個 人情報及 び電子 文 書保護 法)の 実施 状況 を監 督 し、また州

及 び準州 にお け る関連法 の分 析 、並 び に見 直 しを行 う。

(9)SupPlierStrategies

移 動電 話 に よる商 取 引の可 能性 及 びそれ に 関連 す る問題 を調 査す る

(h)EconomicandResearchTeam

カ ナ ダ のe-businessに 関 わ る評価 及 びベ ンチマー キ ング を行 う。 さ らに、 カ ナ ダの

e-businessに 関す る情 報 をOECD及 び 国内 の関係機 関に提 供 し、 また 、民 間部 門に対 す

るe-business研 究及 び そ の発 表 を推 進す る。

(2)InformationandCommunicationsTechnologies(ICT)Branch:情 報通 信 技術 局

カナ ダ のICT産 業 の競 争力 を強 化す る こ とが 目的。 具体 的 には 、主 に以 下 の業務 を行

う:

・CANARIE及 びPRECARN(Pre-CompetitiveAppliedResearchNetwork)プ ログラ

ム を発表(CANARIEに 関 して は 、4.を 参 照)

・CANARIEで 政府 の指導 的役 割 を果 たす

・ カ ナ ダ国内 にお い て、付加 価 値 を有 す る多国籍 企業(MNE)の 経 済 活動 を維 持 す る戦
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略を策定 し、その推進 プログラムを実施

・ICT産 業の発展に資す る品質、標準、世界の市場開拓、戦略的提携 といった分野の産業

部門内における協力体制を支援

・ 多国間及びニカ国間における電気通信分野の貿易拡大 とともに、カナダの国益を増大さ

せ、国内のICT産 業の輸 出市場及び海外技術へのアクセスを支援

・ 情報サー ビス及び製品を開発 し、中小企業の市場参入及び ビジネス ・インテ リジェンス

へのアクセスを拡大

この部局に属す る組織 は以下の通 りである。

(a)AssistiveDevicesIndustryOffice(ADIO)

カナ ダ企業 に よる障害 者及 び 年配 者 向け製 品 、シ ステ ム、並 び にサ ー ビス の開発 を支

援

(b)ICTInnovation

InformationandCommunicationsTechnologiesBranchに 対 す る 政 策 分 析 、 ビジ ネ ス

及 び 経 済 研 究 、支 持 、 並 び に プ ロ グ ラ ム 支 援

(c)InternationalBusinessDevelopment-Investment

ICT分 野へ の投資 の維 持 拡大 及び 戦 略的パ ー トナー シ ップ構築 の推進 、 並び に 国 内に

お ける 同分野 への投 資環 境 の魅 力 を維 持 改 善

(d)InternationalBusinessDevelopment-Trade

国 内 のICT企 業 に よ る 、 海 外 市 場 へ の製 品 及 び サ ー ビ ス の 輸 出 を 支 援

(e)SectorandCorporateAnalysis

ICT分 野 にお け る国 内の産 業部 門 の世 界進 出力 を分析 す る と共 に、企 業 に対す る関連

情報の発 信 、及 び知識 管 理 問題 に対す るICTBranchの 取 り組 み を支援

(3)InformationHighwayApPlicationsBranch(IHAB):情 報 ハイ ウェイ ・アプ リケ ー シ

ョン局

イ ン ター ネ ッ ト及 び そ の他 の情 報通 信 技術 へ の ア クセ ス、並 び に利 用 を拡 大す る こ とに

よ り、カ ナ ダ市民 及び そ の コ ミュ ニテ ィ の技術 革新 へ の対 応 力 を強化 す るこ とが 目的。 こ

の部局 に属 す る組 織 は以 下 の通 りで あ る。 、
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(a)InnovationandInclusion

市 民及 び コ ミュニ テ ィの 生活 の質 を 向上 させ るた め、 情報 技術 の利 用 を、 具体 的 には

以 下の プ ログ ラム に よ り支援 。

・SmartCommunities:医 療サ ー ビスの 向上 、 よ り良 い教 育及び 訓練 の提供 、並 び に

ビジネ スの発 展 の ため 、最新 技術 を活 用す る機会 を最 大 限 にす る。

・Francommunaut6svirtuelles:CanadianContentOn・lineの プ ログ ラムの ひ とつ で

あ り、 フ ランス語 圏及 び アカデ ィア(Acadian)地 方 の コ ミュニテ ィにお い て 、イ ン

ター ネ ッ ト上 で の フラ ンス語 によ るア プ リケー シ ョン、サー ビス、並 び に コンテ ンツ

を作成 す るこ とで、 情報 通信 技術 の利 用 を促 進す る。

・Web-4-all:障 害者 及 び情 報 技術 の知識 に乏 しい市 民 向 けのイ ンター ネ ッ ト ・ア クセ

ス拡大 のた めのパ イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェク ト

(b)CommunityAccessProgram(CAP)

カナ ダ の全市 民 のイ ンターネ ソ ト ・ア クセ ス を実現す る 目的 で1995年 に設 立。 イ ンタ

ー ネ ッ トへ の公 共 ア クセ ス を推 進 す るた め
、政 府 、民 間部 門 、 コ ミュニ テ ィの機 関 との

パ ー トナー シ ップ を結 んで い る。2001年 末 現在 で 、8,800ヶ 所 のイ ンターネ ッ ト ・ア クセ

ス ・サ イ トを設 立 、 また は承認 してい る。

(c)Canada'SSchoolNet

カナダ全 土の教育機 関及び学生双方に対す る教育 リソース。学生のイ ンターネ ッ トに

よる研究及び コ ミュニケー ションの最新スキルを身につけるための学習 と情報技術 との

統合 を奨励す ることを 目的 とす る。 これ に関連す る情報提供 のほか、以下のイニシアチ

ブを実施 してい る。

・ 教師に対す る、オンライン ・プ ロジェク トを拡大す るための資金援助

・ 教育機 関に対す る最新のコンピュータ ・ハー ドウェアまたはソフ トウェア購入支援

・ 学習 と情報技術を統合 させた最高の事例の紹介

(d)LearningAccess

高 品質 の オ ン ライ ン製 品 の開発 を支 援 し、 学生 によ る情 報 技術 へ の ア クセ ス を拡 大 す

る こ とで 、カ ナダ 市民 の学 習 の機 会及 びス キル の向上 を 目指 す。 具 体的 に はComputers

forSchoolsプ ロジ ェク ト
.、Canada'sDigita1Collectionsプ ロジ ェク トとい っ た プ ロジ ェ

ク トを通 して実 現 す る。

(e)BroadbandforRuralandNorthernDevelopment

2005年 ま で にカナ ダの全 コ ミュニ テ ィで の高速 ブ ロー ドバ ン ド ・イ ン ターネ ソ ト ・ア

クセ スを 実現す るた め のパ イ ロ ッ ト ・プ ロ ジェ ク ト。 農 村 部及 び遠 隔地 域 に お け る遠 隔
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医療 、遠 隔教 育 、電 子的手段 に よる行政 サー ビス提供 、並 び にe-businessが 可能 とな る。

(OInformationTechnologySkillsDevelopment

国 内 ・国際 を問わず 、教 育 、 国際社 会 の発 展 、 及び若 年 層 の スキル 向上 とい った分野

での情 報技 術 の利 用 を推進

(4)RadiocommunicationsandBroadcastingRegulatoryBranch(DGRB):無 線通 信 ・放

送規 制局

RadiocommunicationandBtoadcastingActsに 基づ き、周 波数 管理 に関す る規則 上及 び

運 用上 の政 策 、並 び に手続 きを策 定す る ととも に、国 内 の運 用 事業 者 及 び無 線通 信 の ライ

セ ンス保 持者 に よる無 線周 波数 利 用 の計 画立案 、並 び に管 理 、放送 施設 の認 証 を行 う。

この部局に属する組織は以下の通 りである。

(a)DirectorateofAutomatedApplications(DAA)

周 波数 管 理 の認 可 、ライ セ ンス付 与 、資金 運 用 を支援 す るた め、 自動 シス テムの 開発 、

運 用 を行 うと ともに、SpectrumDirectWebSite及 びSITTの ポー タル を開発 ・管理。

また 、代 替サ ー ビスの提供 及び 収 益モ デル 作成 を支援 す るた め、新 システ ム を研 究 開発。

(b)BroadcastingApplicationEngineering

RadiocommunicationandBroadcastingActsに 従い 、全 て のAM及 びFMラ ジオ局 、

テ レビ局 、ケ ーブルTVシ ス テ ムに対 して技術評 価 を行 い、放送 サー ビス を認 可。 また 、

多国 間及 び二 国間協 定 に基 づ き、TV、AM、FMの 周波 数割 り当て に関 して技術評 価 を行

うとと もに 、諸外 国 と情 報 を交 換

(c)RegulatoryPolicyandPlanning(DRP)

周 波数 管理 に関す る戦略 を策 定 し規 制措 置 を実 施

(d)SpaceandInternationalRegulatoryActivities(DSIR)

カ ナ ダの衛 星 システ ム へ の ライ セ ンス付 与及 び カナ ダ人 に よ る海 外 の衛 星 システ ム利

用 へ の認 可 を行 うとともに 、国 際 的 にカナ ダ の周 波数 割 り当て を確 保 し周 波 数管理 に関

す るカナ ダの規則 上及 び 手続 き上 の国益 を維 持 拡大

(e)SpectrumManagementOperations

カ ナ ダ国 内 の無線周 波 数 の利 用 を最 大 化す るた め、 国家 の政 策 、標 準及 び 法的枠 組 み

を策 定 、並 び に施行。 ま た、全 国 規模 での統 一 した周 波数 標 準 の拡 大 、無線 周 波数 域利
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用 のためのライセ ンス付与手続 きを実施

(5)SpectrumEngineeringBranch(DGSE):周 波数エ ンジニア リング局

周波数管理及び電気通信エ ンジニア リング ・プログラムの効果的かつ効率的な実施 に求

め られ る全ての技術的な問題 を解決 し、その標準 を策定。また、干渉評価及び調査プ ログ

ラム用の情報技術 ツール、並びにエ ンジニア リング ・システムを開発。 さらに、無線周波

数 の共同利用に関する二国間及び多国間協議、適合評価 に関す る多国間の相互認可協定の

締結、並びに貿易相手国 との電気通信分野 に関わ る取 り決 めにっいて協議 を行 うと共 に実

施。

この部局 に属す る組織 は以下の通 りである。

(a)AutomatedSpectrumManagementSystems

周波 数 管理 及び 周波数 測 定 の効果 を拡 大 し、効 率化 を進 め る 自動 ツール を開発

(b)Broadcast,MultimediaPlanningandTechnicalPolicy

放 送 及 び 固定衛 星 分野 にお け る周 波数 エ ン ジニア リング 、技術 に 関す る政 策 ・標 準 ・

規則 の作 成 、新 技術 及び 国 際問題 に関わ る協議 を管轄

(c)SpectrumEngineeringProgramOperations

賃 金 に 関す るデ ー タの維 持及 び予算 の評 価 の ほか、全 ての部 局 の 情報 を共 同利用 す る

た めの調整 を担 当

(d)SpectrumPlanningandEngineering

無線電気通信標準の制定、無線周波数利用計画策定、無線通信の国際標準及び規則 に

関す る協議、干渉評価、周波数研究プログラムの実施、電磁波の適合性分析 な どを担当

(e)TelecomEngineeringandCertification

カナ ダ市 場 に出 回 って い る全 ての テ レコム製 品にっ い て認 証 、試 験 、市 場 調査 な どを

行 うほ かごネ ッ トワー ク ・セ キ ュ リテ ィを重 視 した通信 プ ロ トコル を分 析 及 び 開発 。 ま

た、適 合 評価 に関 し、 多国 間 で の相 互認 可協 定 を協議 及 び 実施 。 さ らに、 電気 通信 及 び

情 報技 術 に関す る標 準 を作成 し、端 末機器 への規則 を制 定

(6)Spectrum/TelecomProgramRenewal:周 波 数/電 気通 信 プ ログ ラム更新 局

Spectrum/TelecomProgramに 関わ る義 務事 項、サ ー ビス 、組 織 な ど全 て の項 目を根本

的 に刷 新 し、 また 人的 資源 の保 持及 び拡 大 を容易 にす るツール を開発。
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(7)StrategicPolicyandPlanningBranch:戦 略 的政策 策 定 局

接続性 に関す る枠 組 み及 び 政策 を含 めた 、セ クター 毎 の戦 略的政 策 の策 定 、並 び にそ の

調 整。

(8)TelecommmicationsPolicyBranch(DGTP)1電 気通信 局

電 気通信 に関す る政 策 、勧 告 、規 則及 び 法律 を公 式 化。 また 、電気 通信 産 業 の構 造 、並

び にカナ ダ の電気 通信 施 設及 びネ ッ トワー クの 国内外 での 開発 ・利用 を促 進 す る政策 案 を

作成 。この他 、電 気通信 産 業 の規則 に 関す る政 策提 案や 、そ の決 定 事項 の分析 な どを実施 。

、この部局に属す る組織は以下の通 りである。

(a)BUsinessandRegulatoryAnalysis(DBR)

電 気通信 サー ビスの 競争 力及 び 技術 革新 力 の 向上 、並 び に広 範 囲 にわ た る低 価 格 で の

利 用 を含 む 、電 気通 信 の重 要政 策 を維 持 拡大 。 ま た、 イ ン ターネ ソ トの安 全性 向 上政 策

を推進す る と共 に、イ ン ター ネ ッ トの ドメイ ン ・ネ ー ム制 度 に 関わ る国 内外 の政 策策 定

にカナ ダの 見解及 び 国益 を反 映 させ る。

(b)IndustryFrameworkPolicy

貿易 協議 、GATS(GeneralAgreementonTradeinServices)の 施行 を含 む電 気通 信

に関わ る枠 組 み政策 を維 持 拡大 。,

(c)InternationalTelecommunicationsPolicyandCoordination

カナ ダ の電気 通信 政 策 を策 定及 び分 析 す る と共 に、・国 際社会 にお いて 、多 国 間及 び 二

国間の共 同枠 組 み条約 を締結 し、電気 通信 産 業 の通 商政策 を策 定

(d)SpectrumandRadioPolicy

政府 、産 業 界及 び 市民 に よる無線 通信 サ ー ビス利 用 を支援 す るた め、周 波数 の割 り当

て、利 用 、並 び にサー ビス に関わ る政策 を策定。

関 連website

カ ナ ダ 産 業 省:http://www.ic.gc.ca/
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4.CANARIE

CANARIE(CanadianNetworkfortheAdvancementofResearch,Industryand

EducationInc.)は 、 カナ ダ にお ける最新 のイ ン ター ネ ッ ト ・イ ン フラ及 び アプ リケー シ

ョンの 開発 、並 び に利用 を推 進 す る 目的で1993年 に設 立 され た民 間 の非 営利 機 関で あ る。

競 争力 を維 持 す るた め、企 業 は いわ ゆ る 「情報 革命 」 と取 り組 み 、 自 らの企 業規 模 を拡 大

す る方策 を探 求 しな けれ ばな らな い とい う認 識 に基づ き、CANARIEは 、最 新 のブ ロー ドバ

ン ド ・ネ ッ トワー ク に適 した革 新 的 なア プ リケー シ ョン及 び 技術 を開発す る様 々な イ ニ シ

ア チブ を支 援 してい る。CANARIEは 、産 業省 の支援 を受 けつつ 、産業 界 、研 究教 育機 関

との協力体 制 に よ り業務 を遂行 す る。 その 主な 内容 は以 下の通 りで あ る。

4.1実 績

・ カナ ダの研 究機 関 にお け るイ ンターネ ッ トの通 信速度 を
、1993年 以 降約100万 倍 に改善

・200以 上 の最新 イ ンター ネ ッ ト・アプ リケー シ ョン ・プ ロジ ェ ク トに融 資
。これ に は500

社 以上 の企 業 が関係 し、2,250以 上 のハ イ テ ク関連 の雇用 が創 出 され た

4.2今 後 の 計 画

・ 今後5年 間で、国内の最新イ ンターネ ッ ト・インフラの開発及び利用 を推進

・ 上記の関係機関 との連携 により、特に生涯教育及び電子商取引といった重要な部門にお

ける最新インターネ ッ ト技術の広範な利用を推進

・ 最先端 アプ リケー ションの構造上の障害を解決するアプ リケーシ ョンを開発

・CA*Net4の 推進

4.3CANARIEの 融 資 す るプ ログ ラ ム

CANARIEの 融資す るプログラムの概要は以下の通 りである。(表H-3)
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表H-3:CANARIEの 融 資 す るプ ロ グ ラム

プログラム名 融資総額

(単位:

百万カナダ ・ドル)

実施期間 最高/一 般 的な利用金額
(単位:

千カナダ ・ドル)

プログラムの 目標

ANAST2 8 1999.6.29-

2002.3.31

500/350

、

・高性能 のネ ッ トワー ク構 築の

ための革新的なアプ リケー シ

ョン開発

・教 育、E-business及 び 保健衛生

サー ビスの新 しい提供方式 を

試 験な らび に評価す るた めの

同ネ ッ トワー クの利用

CA*nethlstitute 0.9 2001.1.1-

2002.12.31

100/80 最新かっ独 自の方法でインター

ネ ットの能力を拡大

指示された研究 1.2 2002-2004 250/150 CA*net4の ネ ッ トワークを使 っ

てLightpathsを 管 理及び制御 を

可能 とす る革 新的 な ソ リュー シ

ョンの実施 を奨励

E.business 28 1999-2004 2000/1000 最 新 のE-businessア プ リケーシ

ョン及び サー ビスの開発 を促 進

す るプ ロジ ェク トを奨励

E-contents 6 2001-2004 1000/200 双方向メディアの研究及びアプ

リケーション開発を支援 し、最

新のネ ッ トワークで接続 され る

コンテンツの開発を促進

E-health 5 1999-2004 500/200 最新のネッ トワークによるす ぐ

れた遠隔医療アプ リケーション

及びサービスの採用及び実施を

促進する研究開発プロジェク ト

を奨励

E-leaming及 び

01T3

29 1999-2004 2000/1000 教育及び訓練におけるブロー ド

バン ド・ネッ トワークの開発な

らびに利用を奨励

Source:CANARIEのR&DProgramウ ェ ブ サ イ トよ り

この他 、CANARIEは2003年6H3日 に、ARJMProgram4の9つ の プ ロジ ェ ク トに対 して 、

総 額150百 万 カナ ダ ・ドル を融 資す る と発 表。

2ANAST:AdvancedNetworkApplications,ServicesandTechnologies・

30LT.OfficeofLearningTechnologies

4ARIM(AppliedResearchinlnteractiveMedia)Programは 、CANARIE及 びCanadianHeritage(カ ナ ダ 民 族 遺

産 省)が 共 同 で 設 立 した プ ロ グ ラ ム で 、 ブ ロ ー ドバ ン ド を利 用 し た カ ナ ダ の コ ン テ ン ツ 及 び 文 化 の 配 信 を 拡

大 す る こ と を 目的 とす る 。CANARIE及 び カ ナ ダ 民 族 遺 産 省 のCanadianCultureOnlineProgramが 各 々75百

万 カ ナ ダ ・ ドル(約66.5億 円)を 拠 出 す る 。
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4.4CA★net4

CA*net4は 、CA*net3の 後 継 ネ ッ トワー クで'あ る。

CA*net3は 、1993年 の連 邦予算 によって資金 援助 され た 、光 フ ァイ バー を利 用 す る世界

初 の研 究 ・教 育用 イ ンター ネ ッ ト ・ネ ッ トワー クで あ った が、 ネ ッ トワー ク ・トラ フ ィ ッ

クの急 速 な拡 大及 び超 高 速 帯域 の グ リッ ド ・プ ロジェ ク トの計 画 に よ り、新 しい ネ ッ トワ

ー クの建 設 が求 め られ た
。 このた め、2001年12月14日 、政府 はCA*net4の 設 計 、敷 設及

び運 用 にかか る費 用 と して、CANARIEに110百 万カ ナ ダ ・ドル(約97.5億 円)を 拠 出す

る こ とを発 表 した。 現 在 、 このネ ッ トワー クは 、地方 の研 究 ネ ッ トワー クを相互 接 続 し、

さ らにそれ を通 して大 学 、研 究セ ンター 、政府 の研 究 所 、学校 及 び その他 の施設 を相 互 に

接 続 す る と ともに、世 界 の同等 のネ ッ トワー ク とも接続 され てい る。CA*net'4は 、そ の多

くをOC-192(10Gbps)の 速度 で稼 動 し、初期 段階 で は合 計 でCA*net3の4倍 か ら8倍 のネ ッ

トワー ク規 模 とな る。

CA*net4は 、 「ユー ザ 主導 のネ ソ トワー ク」 とい う概 念 を具 体化 させ 、ユー ザ にネ ソ トワ

ー ク ・リソー ス の ア ロケ ー シ ョン及 びネ ッ トワー ク基盤 型 ア プ リケー シ ョンの技 術 開発 の

権 限 を これ ま で以上 に委ね る予 定 で ある。

CA*net4に 関 して は 、 さ らに文 書が記 述 されれ ば ウェブ サイ トに掲載 す る と してお り、

まだ ウェブ サイ ト情報 は少 ない状況 にあ る。 現在 は、CA*net3に 関す る文 書がCA*net4用

に修 正 され る まで、CA*net3の 文書 をCA*net4用 に読み 替 え る と して い る。

関 連website

CANARIE:http:〃www.canarie.ca/

R&DProgram:http:〃www.canarie.ca/funding/index.html

CA★net4:http://wwv肌canarie.ca/canet4/index.html

ARIMProgram:http:〃www.canarie.ca/press/releases/03 _06_03.htm1
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皿 欧州連合

1.欧 州連合 にお ける情報技術 政策

1.1経 緯

欧州連 合(EU:EuropeanUnion)に お ける情報技術(IT)政 策 は、主 に、欧州委員会(European

Commission)の 情報社 会総局(lnformationSocietyDG)と 研 究総 局(ResearchDG)が 恥 ・とな

ってその政策 を実施 してきてい る。前者 が情報社会 の推進 、後者 がITを 含む研究 開発 の推進 を

担 当 して いて い る。

EUに お ける情 報社 会へ の取 り組 み としては、1993年 に欧州委員会 が、発表 した 「成長 ・競争

力 ・雇 用 に関す る白書」 にお いて情報通信イ ンフラの重要性 が指摘 され た ことが 出発 点 といえ

る。 さらに、1994年 には、 「欧州 とグ ローバル 情報社 会」(バ ンゲマン ・レポー ト(Bungemann

Reportと 呼ばれ てい る。 同氏(欧 州 委員 会委員(産 業 問題/情 報電気通信技術担 当)(当 時))

を委員長 とす るタス クフォースの レポー ト)が 発表 され 、IT政 策 の基本的方向性 が提 示 され た。

1996年 には、 「グローバル情報社 会の最前線 欧州:ロ ー リングアクシ ョンプ ラン」、1997年

には、 「電子 商取引に関す る欧州 イニ シアチブ」、1997年 には 、「第5次 フ レー ム ワー クプ ログ

ラム」が発表 され 、1999年 に は、 「eEuropeイ ニ シアチブ」、 「電子署名指令」、2000年 に は、 「欧

州委員会 と米 国商務省 に よるセー フハ ーバー協 定」、 「電子 商取引指令」、 「eEurope2002ア ク

シ ョンプ ラン」、2002年 には 「第6次 フ レーム ワー クプ ログラム開始」、 「eEurope2005ア クシ

ョンプ ラン」等 の主 要 な政策 を打 出 して きた。(表 皿 一1)

義 血 一1EUに おけ る主要な情報 技術政策

発表時期 情報技術政策

1993年12月 「成長 ・競争 力・雇用 に関す る白書」

1994年5月 「欧州 とグ ローバル情 報社 会」(バ ンゲマン レポー ト)

1995年10月 「デー タ保護 指令」(1995年10月 採 択、1998年10月 発 効)

1996年ll月 「欧州 におけ るグローバル情報社会 へのア クシ ョンプ ラン」

1997年4月 「電子商取引に関する欧州イニシアチブ」

1997年4月 「第5次 フ レーム ワー クプ ログラム」(1998年 ～2002年)発 表

1999年12月 「eEur・peイ ニ シ ア チ ブ 」

1999年12月 「電子署名指令」(1999年12月 採択、2000年1月 発効、加盟国は、2001年7月19日 ま でに

本指令 を遵 守す るた めに必 要な法律 、政令 、規則 を発効(第13条))・

2000年5月 「欧州委員 会 と米国商務省 によるセ ーフハーバ ー協定」

2000年6月 「電子商取 引指令」(2000年6月 採択、2000年7月 発効)

2000年6月 「eEurope2002ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」

2002年5月 「eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 発 表

2002年6月 「第6次 フ レーム ワー クプ ログラム」(2002年 ～2006年)閣 僚理事会採 択

Source:EU発 表 資料 よ り作成
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1.2EUの 組 織

EUのIT政 策は、立法機関としての閣僚理事会 ・欧州議会、行政機関 としての欧州委員会

な ど、様々な機 関が絡み合って実施 されている。規則、指令などは欧州委員会の提案により、

閣僚理事会及び欧州議会の採択後に施行 され る。また、欧州委員会は提案作成において、欧州

議会、経済社会評議会などに諮問し答申を受ける。欧州理事会は、EU各 国の首脳及び欧州委

員会委員長により構成 されてお り、一般的な政治指針を策定 し、閣僚理事会の立法過程 に対 し

て影響を与える。採択 されたIT政 策は、欧州委員会の下部組織である各担当部門において実

施 され る。IT政 策の中核的実施組織である情報社会総局は、政策部門に属する。

欧州理事会(欧 州 首脳理事 会)

EuropeanCouncil

閣 僚 理 事会(欧 州連合理事会)

CounciloftheEuropeanUnion

「立 法機 関1

欧 州議会

EuropeanParliament

[諮問 ・監督機関、立法権 を閣僚理事会 と共有】

欧 州 裁 判 所

CourtofJusticeoftheEuropean

Comm皿ities

同 法 機 関]

経 済社会評議会

EconomicandSocialCommittee

欧 州 委員会

EuropeanCommission

[行政 機 関]

下部 組織:政 策部 門、対外関係部 門、

総合サー ビス部門、対内サー ビス

部門(次 ペ ージ参照)

会 計検査 院

EuropeanCourtofAuditors

*諮 問 機 関:

経 済 社 会 評 議 会(EuropeanEconomicandSocialCommittee)

地 方 評 議 会(CommitteeoftheRegions)

*金 融 機 関:

欧 州 中 央 銀 行(EuropeanCentralBank)

欧 州 投 資 銀 行(EuropeanInvestmentBank)

図 皿 一1EUの 組織
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政策部門

農業総局

競争総局

経済 ・金融総局

教育 ・文化総局

雇用 ・社会問題総局

エネルギー ・運輸総局

企業総局

環境総局

漁業総局

保健 ・消費者保護総局

情報社会総局

域内市場総局

・共同研究センター

司法 ・内務総局

地域政策総局

研究総局

税制 ・関税同盟総局

対外関係部門

開発総局

拡大総局

欧州援助協力局

対外関係総局

人道援助総局

通商総局

対内サービス

予算総局

政策諮問局

内部監査局

合同通訳 ・会・議局

法務局

人事 ・総務総局

翻訳局

欧州 不正対策 局

統計 局(Eurostat)

報 道 ・コ ミュニケーシ ョン局

出版 局

事務総 局

Source:EUの 発 表資料な ど

図皿 一2欧 州 委員会の下部組織

関 連website

欧 州 委 員 会 情 報 社 会 総 局:http:〃europa.eu.intiinformation -society/index-en.htm

欧 州 委 員 会 研 究 総 局:http:〃europa.euinticomm/dgs/research/index _en.html

2.研 究 開発 フ レー ム ワー ク ・プ ログ ラ ム

2002年6月22日 、ThesiXthframeworkprogramrne:第6次 フ レーム ワー ク ・プ ログラムが採

択 され た。 これ は、1984年 か らEUが 開始 した、多年度 にわ た る研 究技術 開発 のた めの フ レー

ム ワー ク ・プ ログラムで、1998年 一2002年 を対象 とする第5次 フ レー ムワー ク ・プログラム

の後継 プ ログラ ムで あ る。
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表m-2第5次 、 第6次 フ レー ム ワー ク ・プ ロ グ ラム の比 較

項 目 FP5(1998-2002) FP6(2002.2006)

重要課題 ・社会的、経済的問題への影響力の強化

・問題解決への取 り組み

・学問分野及び部門のネッ トワーク化

・ERA(EuropeanResearchArea)の 実 現

・ヨー ロッパの研究事業の集 中化及 び統合化に

よる影響力 の強化

・国家、地 方及びその他の ヨーロッパ レベル での

イ ニシアチブの関係 強化

構成 基盤:

・インフラ関連事業を含む4つ の垂直的テーマ別

プログラム
、

・3つ の水平的プ ログラム;

一国際社会における役割

一技術革新 と中小企業

一人間の潜在的可能性及び社会経済的知識基盤

3つ のグループのアクション:

・ECの 研究事業の集中化及び統合化(7つ のテ

ーマ別優先分野及び特定の事業を含む)

・ERAの 構造化(技 術革新、人的資源、インフラ

関連事業を含む)
・ERAの 基盤強化

戦略 ・中核 となるアクション(異 なるプ ロジェク トの

取 り組み のネ ッ トワー ク化)

・テーマ毎のネ ッ トワー ク化

・プロジェクトの統合化(長 期的な高レベルでの

自主的管理を含む)

・すぐれた研究機関のネットワーク化(多 分野に

またがる長期的目標、高レベルでの自主的管理

を含む)

・プログラムの共同実施(国 家及び地方レベルの

プログラム)

・中小企業を対象とする産業同盟などによる共同

研究プロジェク トの実施

参加者 ・国、EC及 び国際レベルの法律に基づいて設立

されたいかなる自然人及び法人

・特別条件を満たす準加盟国

・国、EC及 び国際レベルの法律に基づいて設立

されたいかなる自然人及び法人

・加盟国と同 じ条件を満たす準加盟国

規則 ・資金援助の原則:適 正な費用

・事前管理

・全体的な予算への助成金または統合化助成金

・主に実施中及び実施後における管理

・パー トナーの共同財務責任

・パー トナーの決定によるパー トナ]シ ップの変

更

予算 149.6億 ユ ー ロ(約2.1兆 円)

EU全 体 の4%(1999年)

175億 ユ ー ロ(約2.4兆 円)

EU全 体 の3.9%(2001年)

Souece:EUの 発 表 資 料

第6次 フ レー ム ワー ク ・プ ログラムは2003年1.月1日 か ら2006年12月31日 を対象期 間 と

し、ERA(EuropeanReSearchArea:欧 州研 究エ リア)の 設立及 び技術革新 を 目標 とす る。ERA

設 立の 目的 は、 ヨー ロ ッパ の研 究能力開発 を推進 し、経済 、社 会及 び科 学な ど様 々な分野間の

協力 関係 を改善す る ことに よ り、科学の卓越性 、競争力及び技術革新力 を強化 す る と ともに、
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世界 の研 究界 を牽引 す る経済社 会 と して の ヨー ロ ッパの地位 を確 立す るこ とで あ る。

この 目的 を実 現す るため、EUは 複数 の加盟 国が実施 しセい る研 究 プ ログ ラムへ の参加 を計

画 してい る他 、当該 フ レー ムワー ク ・プ ログ ラムでは、以下の2つ のアプ ロー チを導入す る:

・ す ぐれた研究事業 のネ ッ トワー ク化:「 仮想 的な」"centersofexcellence"(中 核 的研 究拠点)

を通 して研 究事 業 を徐 々にネ ッ トワー ク化 す る

・ プ ログラムの統合化:科 学 的及び技術的 目的の明確 化に焦 点 を当てつ つ、成果 を生み出す

ク リテ ィカル ・マ ス単位 に研 究事 業 を統合 す る

この フ レー ム ワー ク ・プ ロ グラム は、以 下 の5っ の特別 プ ログラ ムか ら構 成 され る:

ERAの 統合 及 び強 化

ERAの 構 造化

JRC(JointResearchCentre:共 同研 究セ ンター)の 事業

原子 力

JRC(EURATOM:EuropeanAtomicEnergyCommmity:欧 州 原子 力 共 同体)用 の事 業

これ らの主なプログラム、情報社会技術(IST)分 野の戦略 目標、及び予算の概要は以下の

通 りである。

2.1主 な プ ロ グ ラ ム の概 要

2.1.1ERAの 統 合 及 び 強 化

これは、以下のテーマ別優先分野毎 に分 けて実施する。

(1)保 健 衛 生 に関 わ る ライ フ ・サイ エ ンス 、 ゲノ ミクス及 びバ イオ テ ク ノ ロジー

これ は、 次 ぎの2つ を 目標 とす る:

・ ヨー ロ ソバ におい て 、生物 の ゲ ノム解 析 の成 果 を公 衆衛 生 目的 に利 用 す るこ とを支援

・ ヨー ロ ッパ のバ イ オ テ クノ ロジー産 業 の競争 力 を強化

(2)情 報社会技術

ヨーロッパ市民が知識基盤型社会の発展に より十分にその恩恵を享受できるよ う、ハー ドウ

ェア/ソ フ トウェア技術及びアプ リケーシ ョンの開発の推進を 目的 とす る。
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(3)ナ ノテクノロジー、知識基盤型 の多 目的用素材及び新 しい生産プ ロセス

ヨー ロッパが、超分子アーキテクチャ、高分子、及びこれ らのアプリケーションに関する研

究を化学、保健衛生などの分野で発展、並びに利用できる十分な段階に到達す ることを目的 と

す る。

(4)航 空及び宇宙

安全性の向上及び環境保護の改善を目的として、 ヨー ロッパ航空宇宙産業の科学技術基盤の

強化を 目的 とす る。

(5)食 品の安全 性及び健康への リスク

より安全で体によい種類の豊富な食糧 を生産及び流通す るために必要な科学技術基盤の構

築を目的 とする。

(6)持 続 可能な開発、地球の気候変動及び生態系

環境上、経済上及び社会上の目的を統合 しっっ、再生エネルギー、運輸、並びにヨー ロッパ

の土地及び海洋資源の持続可能な管理 を含めた、持続可能な開発を行 うことを 目的 とする。

(7)知 識基盤型社会における市民お よび統治 に対す る研究

知識基盤型社会の確立に向けた、経済学、政治学、社会学、人文科学の分野におけるヨーロ

ッパの研 究能力向上を 目的とす る。

(8)広 範囲にわたる研究を対象 とす る特定事業

① 政策支援及び将来の科学技術のニーズへの対応:テ ーマ毎優先分野においては十分対

応できない場合に、ECに よる政策の策定及び実施 を支えることにより、ECの 根本的

な 目標達成 を 目指す

② 中小企業を含めた水平的研究事業の実施:従 来及び新興の中小企業による技術能力の

向上、並びにヨー ロッパ及び世界規模の能力開発への支援 を 目的 とする

③ 国際協力を支援する特別措置の実施:開 発途上国及び地中海沿岸諸国の国際的な研究

への協力を 目的 とする

④ 原子力 とは無関係のJRCに おける事業の支援:ヨ ー ロッパの科学界、国立研究機関、

大学及び企業 との協力関係によ り、科学技術支援を独 自に行 うことを 目的 とする。
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2.1.2ERAの 構 造 化

これは、以下の分野毎に分けて実施する。

(1)研 究及び技術革新:EC全 体、特に開発が進んでいない地方において、技術革新、研究成果

の活用、知識及び技術の移転、技術関連 ビジネスの立 ち上げ推進 を 目的 とす る。

(2)人 的資源及 び移i動性:訓 練 目的の国境 間の人的移動 による人的資源 の開発(マ リー ・キュ

リー ・フ ェ ロー シ ップ)、 及 び知識 移 転 の推 進 を 目的 とす る。

(3)研 究イ ンフラの構 築:ヨ ー ロ ッパ におい て、 よ りアクセ スが可能 な研 究イ ンフラの骨組み

の構 築 を 目的 とす る。

(4)科 学及び社会:倫 理上の問題、予防原則などに関する重要な検討のみならず、科学 と社会

との間の協調関係 の拡大 を目的 とす る。

2.1.3ERAの 基 盤 強 化

これは、ヨーロソバにおける、一貫 した研究技術革新の推進政策及び事業の計画支援、並び

に協力関係の強化 を目的 とす る。

(1)国 家事業の調整:保 健衛生、バイオテクノロジー、環境及びエネルギー といった分野の事

業の調整 を目的 とする。

(2)ヨ ー ロ ッパ ・レベ ル に お け る協 力 関 係:COST(Cooperationinthefieldofscientificand

technologicalresearch)、ESO(EuropeanSouthemObservatory)、EMBL(EuropeanMolecular

BiologyLaboratory)と い っ た 科 学 機 関 の 主 導 に よ る イ ニ シ ア チ ブ の 設 立 を 目的 とす る。

2.2情 報社会技術分野におけ る戦略 目標

2000年 に採択された リスボン戦略では、雇用の機会が拡大 し、社会的結束力が強化 された持

続可能な経済成長を可能 とする、競争力のあるダイナ ミックな知識経済への加速的移行を目標

としている。これには、全ての経済部門、公共部門及び社会全体における、IST(lnformationSociety
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Technologies:情 報社会技術)の アプ リケーシ ョン、並び にサ ー ビスの普及 、拡大 、利 便 性の向

上 が不可欠 で あ る。

このた め、当該 フ レー ム ワー ク ・プ ログラムの情報社会技術分 野においては、総合技術及 び

応用技術 にお ける ヨー ロ ッパの主導権 を確保 しっつ 、 ヨー ロッパ の企業 及び産業界 の技術革新

力、並 びに競争力 を強化 し、全 ての ヨー ロッパ市民 に対す る恩恵 を拡 大す るこ とを 目標 とす る。

具 体的 には 、以 下の4つ の 目標 に取 り組む:

・ 産業界 での主導権 及び技術 面での主導権 を確立 してい る分野 にお ける、 ヨー ロ ッパ の優位

性の強化(例:移 動/無 線通信 、マ イ クロエ レク トロニクス、マイ ク ロンステム、内蔵 シス

テム 、並び に保健 衛 生 、運輸 及 び ビジネ ス ・サ ポー ト ・ツール な どへ のISTの 応用)

・ ヨー ロッパの競争力強化 、及び社会 的問題 への対処 に重要 な役割 を果 たす分野 の弱点克服

(例:総 合 的な ソフ トウェア及 び コンピューテ ィング ・システ ム、コンテ ンツ開発 ツール)

・ 新 しい機 会の利 用及 び新 しい ニー ズへの対応(例:最 先 端の相 互作用技術 、新 しいセ ンサ

ー
、 マイ クロン ステ ム、GRID1基 盤 型 システ ムな ど)

・ 技術 及 びアプ リケー シ ョンの相 互 作用 に よ る高性 能 化

この他 、FET(fUtUreVisionsandemergingtechnologies:将 来 の 見通 し と新 技術)分 野 の研 究 も

支 援 す る。

特 に、当該 フ レー ム ワー ク ・プ ログラムの前半期 に あた る2003-2004年 にお いては、ERA

の 目標 実現 を意識 した、 ヨー ロッパ ・レベルで取 り組 む必要 のある、限 られ た戦 略 目標 に焦 点

を当て る。 この戦略 目標 は、研 究事 業の募集 を行 う段階毎 に明 らかに され てい る。 当該 フ レー

ムワー ク ・プ ログラムの前半期において 、研究事業 の募集 は2003年 に2・回、2004年 に1回 を

予 定 してい る。

2.3予 算

第6次 フ レー ム ワ ー ク ・プ ログ ラ ム(2003年1月1日 一2006年12月31日 を 対 象 とす る)

に 対 す る予 算 は 、総 額175億 ユ ・一ロ(約2.4兆 円 、2003年7,月2日 為 替 レー ト:1ユ ー ロ=約'

139.6円 。 特記 が な けれ ば 、 以 下 の 円換 算 額 は左 記 の レー トに 基 づ く)で あ る。 これ は 、 第5

次 フ レー ム ワー ク ・プ ロ グラ ム の 予 算(149.6億 ユ ーn)の17%増 と な っ て い る。 この うち 、

EC割 当 分 は162.7億 ユ ー ロ(約2.3兆 円 、 同上)、Euratom割 当 分 は12.3億 ユ ーu(約1,700億

1GRID:汎 川 コンピュー タ及び通信イ ンフラの構築 に世界規模のインターネ ッ トを利川 した広範囲の汎用 コン

ピュー タシステ ム
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円、同上)で あ る。特 に、IT政 策 に直接 関わ る情報社 会技術分野 の予算 は、約36.3億 ユー ロ(約

5,100億 円、 同上)で あ る。 「

分野毎の予算額については以下の通 り。(表HI-3)

麦 田 一3第6次 フ レー ム ワー ク ・プ ロ グ ラム の予 算

(単位:百 万ユ ー ロ)

項目 金額

1.ECに おける研究事業の集中化および統合化 13,345

・テ ー マ別優 先 分 野2
11,285

ト

保健衛 生に関わ るライフ ・サイエ ンス、ゲノ ミクスお よびバイオテクノロジー
2,255

情報社会技術3 3,625

ナ ノテ クノロジー、ナノサイエ ンス、知識基盤型の多 目的用素材、新 しい生産プ

ロセスお よび機器
1,300

航空および宇宙
1,075

食品の品質および安全性
685

持続可能な開発、地球の気候変動および生態系 2,120

知識基盤型社会における市民および統治
225

・広範囲にわたる研究を対象 とす る特定事業
1,300

政策支援および将来の科学技術のニーズへの対応
555

中小企業を含めた水平的研究事業の実施
430

国際協力を支援する特別措置の実施 315

・JRCに おける原子力分野 とは無関係の事業支援
760

2.ERAの 構 造 化
2,605

研究および技術革新 290

人的資源および移動性 1,580

研究インフラの構築4 655

科学および社会 80

3.ERAの 基盤強化

事業調整への支援

整合性のとれた政策策定への支援

270

50

320

核 エ ネルギープ ログラム(Euratom) 1,230

合計 17,500

Souece:EUの 発 表 資 料

2国 際 協力の 目的 に、285百 万 ユー ロを含む。

3G6antお よびGIUDの 開発 強化のた め、最 高で100百 万 ユー ロを含 む。
4G6antお よびGRIDの 開発 強化 のた め

、最 高で200百 万 ユー ロを含 む。
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関 連website

6thFrameworkProgramme(2002・2006):http:〃europa.eu.int/pol/rd/index _en.htm

6thFrameworkProgrammebudget(2002-2006):http://fp6.cordis.1噸/home.c㎞

6'hFrameworkProgramme(O伍cialJournaloftheEuropeanCommunities):

角):〃 埼).cordis、lu/pub/documents_r5/natdirOOOOO29/s_1831005_20021107_150652_6FPLO21654en.pdf

2003-2(}O`IW・ ・kP・・騨 ・f・ ・lnf・ ・m・ti・n
.S・ ・i・tyT㏄ ㎞ ・1・9i・・i・th・6由F㎜ ・w・ ・kP・ ・9・amm・

http://www.cordis.lu/fp6/whatisfp6.htm

3.eEurope

2002年6月 、セ ビ リアでの欧州理 事会(ヨ ー ロ ッパ首脳会議)に おいて、eEuropeActionPlan

2005が 採 択 され た5。 このA(nionPlanは 、2000年6月 にフェイラでの欧州理 事会で承認 され た

eEurope2002aCtionplanの 後糸迷プ ランで ある。eEuropeは 、2010年 までにEUを 雇用環境 が改善

され、社 会的結束力が強 く、 また最 も競争 力 のあるダイナ ミ ックな知識 基盤 型経済社会 にす る

こ とを 目標 と した リスボ ン戦略6の 一部 を構 成す る もので あ る。

これに よ り、eEurope2005は 、最 終的に広 い地域 で利用 可能なブ ロー ドバ ン ド ・イ ンフラを

基盤 とす る安全 なサー ビス、アプ リケー シ ョン及 び コンテ ンツの活性化 を 目標 とす る。 この 目
'
標 に従 い、eEurope2005の 具体 的 な ア クシ ョン ・プ ランで は、以下 の4項 目を 目的 とす る:

・ 民 間投 資及 び雇用 の創 出に好 ま しい環 境 の整備

・ 生産 性 の 向上

・ 公 共サ ー ビス の近 代化

・ 全 て の人 々 に対す る世界 的 な情報 社会 へ の参加 機 会 の提 供

生産性及び生活の質の向上、雇用の創出 といった情報社会のもた らす潜在的可能性の実現に

重要な鍵 を握るのが、ブロー ドバ ン ド及びマルチプラッ トフォーム ・アクセスの技術開発 とい

ったインフラの充実、並びにマルチメディア ・サービスの開発である。eEurope2005は 、これ

らの需要 ・供給双方の局面に同時に取 り組む数多 くの政策 を実施する。2005年 の実現を目途 と

した、具体的な政策 は以下の通 りである:

52002年3A 、 バルセロナで開催 された欧州理事会 では、欧州委員会に対 して、以下の項 目に重点的に取 り組

むeEuropeActionPlanの 作成 を求めた:EU全 体 のおけるブロー ドバン ド・ネ ッ トワークの利便性の向上及び

その利用拡大 を2005年 までに実現;イ ンターネ ッ ト・プロ トコル:Hヤ6の 開発;ネ ッ トワー ク及び 情報のセ

キ ュリテ ィの確保;eGovernment;eLeaning;eHealth;eBusiness

62000年 に リスボンで開催 された特別欧州理事会で合意 された、ヨー ロッパの社会モデルを基本 とす る経済、

社 会および持続 可能な開発 をめ ざす10ヶ 年 計画

一96一



公 共サー ビスの オ ン ライ ン化

ダイナ ミ ソクなe-business環 境 の整備

競争価 格 によ るブ ロー ドバ ン ド ・ア クセ スの利 用拡 大

安全 な情 報イ ンフ ラの構 築

eEurope2005作 成 の基礎 とな ったeEurope2002の 成果、及 びeEurope2005の 詳細 な政策

は以 下 の通 りで あ る。

3.1eEurope2002の 成 果

eEurope2002の ほ とん どの 目標 は達成 され てお り、未達成 の項 目は2002年 末まで に終 了す る

見込 みで あ る。eEurope2002の 実施 期 間にお け る具体的 な成果 は、以 下 の通 りで ある:

・ 家 庭 にお け るイ ンターネ ッ ト普及 率 は2倍 に増加

・ 電 気通信 の枠 組 み を構 築

・ イ ンターネ ッ ト ・ア クセ ス価格 が下落

・ ほぼ全 て の企 業及 び 学校 がイ ンターネ ッ トに接 続

・ ヨー ロ ッパ は世 界 で最 も高速 の研 究バ ックボー ン ・ネ ッ トワー クを備 え る

・e -co㎜erceの 法 的枠組 み を ほぼ構 築

・ 政府 サー ビスの オ ンライ ン化 を推進

・ スマ ー トカー ドのイ ン フラの発 展

・ 加 盟 国 に よる ウェブサ イ トの ア クセ ス性 に関す るガ イ ドライ ンの採 択 及 び勧 告

3.2eEurope2005の 政 策

eEurope2005の 目標 には、"informationsocietyforall":「 全て の市 民 を対 象 とす る情報社会J

な どeEurope2002の 目標 を踏 襲 したものも多い が、 さらにそれ をよ り高い発 展段 階で実施す る

こ とに務 めてい る。

3.2.1公 共 サ ー ビス の オ ン ライ ン化

(1)e-government

(a)背 景

・2001年11E
、 欧 州 委 員 会 及 び 蔽 国ベ ル ギー はe-gove㎜entcon允renceを 開 催 。 参 加 閣
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僚 は、基本 的な公 共サー ビスのオ ンライ ン化 につ いての好事例の交換 、同サー ビスの普

及 及 びセ キ ュ リテ ィの確保 の必要性 に 関す る宣言 を採択

・2001年10月 、 閣僚 理 事会 は、e-inclusionに 関す る決 議 を採 択

・2002年3月 、"WebAccesSibilitylnitiativeguidelines"の 実施 を加 速 化す る決 議 を採 択

・'IDA(lnterchangeofDatabetweenAdministrations)プ ログラムに よ り、総務関連事務 手続

き の相互運 用性 、 ヨー ロ ッパ 全 体 にお け るサ ー ビス の標 準 化及 び提 供 を支援

・IST(lnformationSocietyTechnologies)プ ロ グラム に よ り、研 究事 業 に資金援 助

・ バルセ ロナ での欧州理事会 において、各国首脳 は単一 窓 口に よる"EuropeanJobMobility

lnformationWebSite"の 開設 を決 定。 これ とEUの ポー タルに よ り、多言語 によ る情報及

び サー ビスへのオ ンライ ン ・ア クセ スが可能

(b)今 後のアクシ ョン ・プラン

・ ブロー ドバ ン ド接続12005年 までに加盟国は、全公共機関をブロー ドバン ドで接続

・ 相互馴 性の推進:2003年 末までに欧州委員会は、ヨー ロッパ全体におけるe-gove㎜ent

サー ビスの提供を支援す る相互運用性の枠組みに関する合意事項を発表。 これにより、

情報 コンテンツの問題 と取 り組み、EU全 体の行政機関に関す る情報統合のための技術政

策及び仕様 にっいても勧告

・ 双方向性を持つ公共サー ビスの提供:2004年 末までに、ブロー ドバン ド・ネ ッ トワーク

及びマルチプラッ トフォームの機能を利用 した、基本的な公共サービスの双方向性を確

保 し、場合によって全ての関係者のアクセスを可能にす る。 これにより、総務関連部門

の再編成、障害者及び高齢者な どのアクセス問題 に対処

・ 公共調達の実施:2005年 末までに、加盟国は大部分の公共調達のオンライン化を実施。

閣僚理事会及び欧州議会は、調達 に関する法律案を可及的速やかに採択

・ 公共インターネ ッ ト・アクセス ・ポイン ト(PIAPs)の 設置:全 ての市民による、地方 自

治体での容易なPIAPへ のアクセスを実現(ブ ロー ドバ ン ド接続が望ましい)。欧州委員

会は、研究プログラムの技術開発、及びPROMISEプ ログラム(ヨ ーロッパの情報社会

推進のための多年度にわたる支援プログラム)の 後継 プログラムを通 して好事例の紹介

を支援

・ 文化及び観光業の振興:欧 州委員会は、ヨーロッパの振興及び利用 しやすい公共の情報

提供 を目的 とするe-serviceを 決定。 これは、相互運用が可能なインターフェースを基盤

とし、ブロー ドバン ドを利用 した全てのディジタル端末か らのアクセスを可能 とす るサ

ー ビスで
、2005年 までに実現
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(2)e-leamingservices

(a)背 景

・ バルセ ロナで開催 され た欧州理事会 にお いて
、2003年 末 までにEUの 学校 にお ける教育

目的の コン ピュー タを生徒15名 に1台 配 置す る 目標 を設 定

・ 欧州委員会 は、ISTプ ログ ラム、eLealmingイ ニ シアチブ、及びeLeamingActionPlanに 基

づ くそ の他 の事 業 に対 して資金援助

・EUに よる支援策 と して、機器 の提供 、好事例 に関す る情報交換 、教 師へ の訓練 、教 育学

的研 究 、e-leamingコ ンテ ン ツ及 びサ ー ビス の開発 を実施

(b)今 後 の ア クシ ョン ・プ ラン

・ ブ ロー ドバ ン ド接続:2005年 末まで に加盟国 は
、全 ての学校及 び大学 にお いてブ ロー ド

バ ン ド接 続 に よる教育 目的のイ ンターネ ッ ト・ア クセ スを実現 ,美 術館 、 図書館 、アー

カイ ブな どで もブ ロー ドバ ン ドに接続

・e -Learningプ ログラムの実施:2002年 末 まで に、欧州委員会 は、e-Leaming特 別 プ ログ

ラム案(2004-2006年 を対象)を 採択。 また、欧州 委員会 は、 ヨーuッ パ のe-learning

市場 に関す る分 析 を発 表

・ 全学生 向けの仮 想 キャンパ スの実現:加 盟 国は、e-Learr血gプ ログラムお よびeTENプ

ログラム(以 前のTEN-Telecomプ ログ ラム)の 支援 に よ り、2005年 末 まで に全大 学が学

生及 び研 究者 にオ ン ライ ン ・ア クセ ス を提供 す るこ とを確 認

・ 大学及 び研究機 関の コン ピュー タによる協力体制 の実現:2003年 末 までに欧州委員 会は
、

高性 能の コン ピュー タ ・イ ンフラ及びGR[D(汎 用 コン ピュー タお よび通信 イ ン フラの

構 築 に世界 規模 のイ ンター ネ ッ トを利 用 した広 範囲 の汎用 コン ピューテ ィ ング システ

ム)技 術 を基盤 と した 、 ヨー ロッパ全 体 にお けるコン ピュータ ・ネ ッ トワー ク及 びプ ラ

ッ トフ ォー ムの構 築 を可能 とす る研 究 、並 び に試 験 的事業 を開始

・ 知識社 会に向 けたスキル の取得:2003年 末まで に加 盟国は
、失 業者及び再就職 を 目指す

女性 な ど成 人 を対 象 に、知 識社 会 に必要 な重 要 なス キル を提 供

(3)e-healthservices

(a)背 景

・10年 以 上の研 究 開発 に よ り、地方 にお け る保健衛生 情報ネ ッ トワー クの統合 、電子的 医

療保 険記録 の標 準化 、信頼性 ・効 率 性の高 い遠隔 医療 、市民向け健康状 態 の管 理サー ビ

ス を実 現

・ 薬 事 関連規 則制 度 にお け るテ レマ テ ィ クス の利用 改 善
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・eEuropeで は、ア クシ ョン ・プ ラン実施 後 に明確 な成果 を得 るため、複数 の事 業 をひ とつ

の戦 略 に統 合

(b)今 後のアクション ・プラン

・ 電子的な健康保健カー ドの発行:バ ルセロナでの欧州理事会での合意に基づき、欧州委

員会は、2003年 春の欧州理事会開催 までに、EU内 の加盟国で治療を受ける際に必要 と

した、紙面による健康保健カー ドを電子化す る提案を提出。また、この実現に向けた支

援 を行 う

・ 医療保健情報ネ ッ トワークの構築:2005年 末までに、加盟国は、医療に関わるポイン ト

(病院、研究所、家庭)間 の医療保健情報のネ ットワーク化を実現(ブ ロー ドバ ン ド接

続が望ま しい)。同時に、欧州委員会は、ヨーロッパ全体の公衆衛生に関するデータのネ

ッ トワークの構築、及び健康を脅かす問題 に対 してヨー ロッパ全体で早急に対応する共

同事業 の実施を計画

・ 保健衛生サービスのオンライン化:2005年 末までに、欧州委員会及び加盟国は、市民向

けの保健衛生サー ビスをオンライン化。欧州委員会は、加盟国による同サービスの提供

状況 を調査

3.2.2ダ イ ナ ミ ッ ク なe-business環 境 の 整 備

(1)背 景

・1997年 にe-co㎜erceに 関す るコ ミュニケが発 表 されて以来、欧州委員会 は、包括的な政

策 を作成。 例 と しては 、情報社会 にお け るサー ビス提供 のための域 内市場 の構築 を 目標 と

す る数 々の指令 、 自己規制 を推進 す る法律 に よ らないイ ニシアチブ、 中小企 業支援 のため

の"GoDigital"イ ニ シア チブ 、e-commerceに 適 した課 税制度 の実施 な どが挙 げ られ る

・ 欧州 委 員会 は、消費 者 に対す る将来 の政 策 、規則 及 び施行 に関 し意見 交換 を実施

・ 欧州委員 会 は、 プライ バシー を保護 しつつ情報通信 技術 、人的資源及 び新 しい ビジネスモ

デ ル への投 資 を通 じて 、 ヨー ロ ッパ にお け るe-businessを 支援

(2)今 後 のア ク シ ョン ・プラ ン

・ 法的問題 へ の対処:欧 州委員会 は、2003年 開催 予定のe-businesssummitを 契機 に、企業 に

よるe-businessの 利 用 を妨 げ る要 因の 明確 化及 び排除 を 目的 と した 関係 法 の見直 しを実施

・ 中小企業へ の支援:2003年 末 までに、欧州委員会 は、 ヨー ロ ッパ のe-business支 援ネ ッ ト

ワー クを構 築

・e-skillsの 分析:2003年 末まで に、欧州委員 会は、 ヨー ロ ソバ におけるe-skillの 需 給状況の
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分析を発表

・ 相互運用性の実現:2003年 末までに
、民間部門は、欧州委員会及び加盟国の支援により、

商取引、セキュリティ、署名、調達、清算に関する相互運用が可能なe-businessソ リューシ

ョンを実現

・ 信用及び信頼性の醸成:2003年 末までに、欧州委員会は、民間部門、消費者団体及び加盟

国 と共同で、 ヨーロッパ全体における紛争解決制度のオンライン化を検討。 また、欧州委

員会は、法的問題に関するオンライン情報システムの構築を支援するとともに、消費者の

電子商取引への信頼 性に関す る勧告を鑑み、信頼性認証の要件を検討

・" .eucorrrpany"の検討:2003年 末までに、欧州委員会は、.euド メインネームに関連す る付加

的な機能、及び信用制度を例 とするその他の支援業務をヨー ロッパの企業に提供する可能

性 を検討

3。2.3安 全 な 情報 イ ン フ ラの構 築

(1)背 景

・EUで は、ネ ッ トワー ク ・セ キュ リティ、イ ンターネ ッ ト犯罪 、現在及び将来 の電子通信 に

関 わるデー タ保護 の方 向性 に関す るコ ミュニケ を基に、包括的 な戦略 をすで に実施。 これ

は、2002年1,月28日 の閣僚理事会決議 によ り、また、 同年4月 の欧州 委員会 に よる情報

システ ム犯 罪 に関す るCouncilFrameworkDicisionへ の提 案 に よ り拡 大

・ 上記1月 の決議 を基 に実施 され た数多 くのイ ニシアチブ(サ イバ ー ・セ キュ リテ ィ ・タス

クフォー スの設 立、啓蒙キ ャンペー ンな ど)は2002年 末 に終 了予定。安全 なスマー トカー

ド ・イ ン フ ラを さ らに拡充 し、 アプ リケー シ ョンを積極 的 に利 用

・ セ キュ リテ ィに関す るECの 研 究事業は、第6次 研究開発 フ レー ム ワー ク ・プ ログラムに

よ り継 続。 この優 先分野 は、新技術 に よるネ ッ トワー ク及び 情報イ ンフラの信 頼 性向上、

イ ンフ ラの脆 弱性 及 び相 互 依存性 の明確 化 で ある

(2)今 後 の ア ク シ ョン ・プ ラン

・ サイバ ー ・セ キ ュ リテ ィ ・タス クフォー ス(CSTF)の 設 立:2003年 半 ばまでに
、CSTFの

運用開始。 閣僚理事会及 び欧州議会 は、部 門にまたがるネ ッ トワーク ・情報 セ キュ リテ ィ

を考慮 に入れ た、必 要 な法 的措 置 を採択

・ 「セキ ュ リテ ィ文化 」の醸成:2005年 末ま でに、情報通信 関連 の製品設計及び 製作 に、 「セ

キ ュ リテ ィ文化 」の概念 を組 み入 れ る。 欧州委員 会は、全 てのユー ザに関わ るセキ ュ リテ

ィ上の リスクについての意識 向上に務め、 またそのプ ロジェ ク トを支援。 進捗 状況 に関す
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る中間報告は2003年 末に、また最終評価 は2005年 末までに報告

・ 公共サー ビスの安全な通信環境の整備:2003年 末までに、欧州委員会及び加盟国は、政府

情報の情報交換を 目的 とす る安全な通信環境の整備 について検討

3.2.4競 争 価 格 に よ る ブ ロー ドバ ン ド ・ア クセ ス の利 用拡 大

(1)背 景

・ バルセ ロナでの欧州理事会において、「EU全 体で、ブロー ドバン ド・ネ ットワークの有用

性 の向上及び利用の拡大を2005年 までに実現す る」 ことを確認

・ 欧州委員会は、「加盟国は、ヨーロッパにおけるブロー ドバン ド・ネ ットワークの開発を加

速化するため、市内電気通信ネ ッ トワークの効果的な競争 を実現す る」 ことを勧告

・ 公共政策では、競争化推進 を焦点 とし、投資の拡大、技術革新及び低価格化 を 目指す

・2003年7Eか ら全加盟国に適用 される新 しい規制の枠組みは、ブロー ドバン ドの持つ統合

性を十分考慮 しつつ、インフラへの効果的な投資の拡大及び技術革新の推進を 目指す

・ 欧州委員会は、第6次 フレームワーク ・プログラムによ り、科学界でのブロー ドバ ン ド・

ネッ トワーク利用を支援。具体的には、光ファイバー ・ネ ットワーク技術、並びにブロー

ドバン ドによる移動無線サービス及び衛星システムのア ップグレー ド、IPv6へ の移行な ど

固定及び移動通信ネ ソトワークの統合、セキュ リティ及びプライバシー問題への取 り組み

などが挙げ られる

・ 欧州委員会はすでに、IPv6に 関するコミュニケにおいて、次世代インターネ ットの支援に

必要 とされ る措置を開始

(2)今 後 のアクション ・プラン

・ 無線周波数政策:欧 州委員会は、W-LANsな ど無線ブロー ドバン ド・サー ビス用の周波数

の有用性及びその効果的な利用、並びに加盟国による同サー ビスの導入に際 しての協力関

係の構築を 目的 として、新 しい無線周波数政策の規則枠組みを活用

・ 恵まれない地域へのブロー ドバン ド・アクセス:加 盟国は、恵 まれない地域、特に遠隔地

方におけるブロー ドバン ド・アクセスの提供を支援。必要に応 じ構造的基金 または奨励金

を利用

・ ブロー ドバ ン ド提供への障害の縮小化=加 盟国は、法律上の規制を解除することにより送

電線用地、支柱、導管へのアクセス性を緩和。欧州委員会は、農村部及び地方における実

施例の情報交換、並びに官民間のパー トナーシ ップの強化 を奨励

・ マルチプラットフォーム ・コンテンツの提供:加 盟国の公共機関及び民間部門は、双方向
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ディジタルTV、 第3世 代移動通信(3G)と いった異なる技術プラッ トフォームにおける

コンテンツの提供 を目指す。欧州委員会は、デモンス トレーション及び研究プロジェク ト

を支援 し、またディジタルTVを 双方向サー ビスに利用する上での規制上の障害を明確化

・ ディジタル化:加 盟国は、ディジタルTVへ の移行を加速化す るため、ディジタル化の条

件 を明確に し、2003年 末 までに実施計画、市場調査な どを含 めディジタル化を表明

3.3eEurope2005の 後 方 支 援

3.3.1好 事 例 の 開発 、分 析 及 び普 及

商用及び公共のアプ リケーションの開発、支援プログラムの実施、試験的アプ リケーション

の利用 といった事例は知識の源 となることから、eEurope2005で は、これ らの事例はeEurope

の 目標実現のための基盤 として、政策を補完する役割を担 う。 この事例の活用には、以下の3

段 階の取 り組みが提案 され ている:

・ 好事例の明確化及び選択

・ 選択された好事例の適用性の向上、及び好事例のテンプ レー トまたはガイ ドライン作成を

目的 とする分析の実施

・ 好事例及びプロジェク ト分析結果の普及(こ れは、会議/ワ ー クショップの開催、ネ ット

ワーク支援、 ウェブサイ ト設立 を基に実現)

3.3.2ベ ンチ マ ー キ ン グ の充 実 化

(1)背 景

ベ ンチマーキ ングは、政策 策定 を 目的 とす る。eEuropeの ベ ンチマー キングは、以下の3段

階の プ ロセス を経 る が、eEurope2005に お い て もそ れ を踏 襲 す る:

・ イ ンジケータの定義:政 策 目標 の改正に合 わせ て
、eEurope2005の イ ンジケー タ も修正。

特 に、eEurope+が 終了す る2004年 以降は、新 しいイ ンジケー・一・一タ ・リス トが加 盟候補 国の基

本 イ ンジケ ー タ とな る

・ イ ンジケー タの評価 分析:eEurope2005の イ ンジケー タ評 価 の品質 強化 を 目的 と して
、

Eurostatな どの公 式統計 を よ り積極的に活用。欧州委員会 は、2002年 末まで に、加盟 国に

よる比較可能 な定期 的デー タ収集 の ための法的措 置を提 案。 また、イ ンジケータ分析は政

策策 定に重要 な鍵 を握 ってい ることか ら、加盟 国による 自 らの分析 を可能 にす る 目的で各

分析結 果をeEuropeウ ェブサイ トに定期的 に掲載。欧州委員会及 び加盟 国は、地方にお け

るベ ンチマ ー キ ン グの拡大 を奨 励
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・ 政策策定:欧 州委員会は、政策策定の好事例を明らかにす る目的で、ベンチマーキングの

結果 を分析

(2)今 後 のア クシ ョン ・プ ラ ン

・2002年 末 まで に、閣僚理事会 は、イ ンジケー タ ・リス ト及 びベ ンチマー キングの手順 を採

択

・2003年 始 めまでに、欧州委 員会 は、eEurope2002ア クシ ョ」ン ・プラ ンの評価 を発表 し、

eEurope2005の 進 捗状 況評 価 の た めの分 析基盤iを提供

・ 欧州委員会 は、ベ ンチマー キ ングを実施 し、2004年 前 半に 中間報告 を発表 す る とともに、

eEuropeウ ェブサ イ ト上 で定期 的 にベ ンチマー キ ング ・デ ー タ を更新

関 連Website

eEurope2005:Aninformationsocietyfora11:http:〃europa.eu.int/information_society/index_en.htm

eEurope2002:Aninformationsocietyforall:http:〃europa.eu.int/information_society/index..en.htm
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IV英 国

1.英 国政府 にお ける情報技術政 策

1.1経 緯

1996年2月 、英 国政府 に よる最初 の包括的な情報 技術(IT)政 策 であ る 「情報社 会イニ シア

テ ィブ」が発表 され た。ビジネス、保健 医療 、教育、行 政等の分野 をカバー 、5か年 計画(1996-2000

年)と して開始 した。

その後 、 「情報社 会イ ニシアテ ィブ」は、2000年9月 に新た に 「UKOnline」 とい うIT政 策

に置 き換 わ り、現在 で は この 「UKOnline」 が、英国政府 にお け る包括 的なIT政 策 と位置付 け

られて い る。

1998年12月 、白書 「競争の未来:知 識集約型経済の構築」が発表 された。政府の課題を次

の ように設定 した。

①2002年 まで に英 国 を電子 トレーデ ィングに とって最適 の環 境 にす る。

②ITを 活用す る ことに よって、英 国の 中小企業 をG7の 中で も トップの レベル に 引き上げ

る。

1999年3月 、 「政府 近代化 白書 」が発表 された。 白書 は、政府がIT戦 略 を確 立す る予定 であ

るこ とを明 らか に した。 この戦略の もとに、市民や企業 に電子 サー ビス を提供 し、 「情 報時代

に向けた 中央/地 方地方 の協約 」を設 定す る。 さらに、デー タ標 準、デ ィジタル署名 、スマー ト

カー ド、デ ィジタルTV、Webサ イ ト、政府 のゲー トウェイ とポ一 夕ル 、企業 向けのオ ンライ

ン ・サー ビスな ど、 さま ざまなテーマ について枠組 み とな る政 策 とガイ ドライ ンを導入 す る。

また市民 と政府の間の決 済について も電子化 し、デー タの保護 を図 る。 ター ゲ ッ トは2008年

に定 め られ た。

1999年9月 、内閣府 の業務 推進 ・刷 新 部 門(PerfbrmanceandInnovationUnitintheCabinet

Offlce)は 、報 告 「e-commerce@its.best.Uk」 を発表 した。 この幸階 に は、 上記 の 「競争 の未

来:知 識 集約型経済 の構 築」白書 にお い て設 定 され た、電子 商 取 引 に関す る政府 目標 達成 の

た めの 戦 略 を明確 に した。

一105一



2000年9月 、 「UKOnline年 次 レポ ー ト2000年 」(第1版)が 、発 表 され た。 こ の レポ ー ト

はe-Ministerの バ トリシ ア ・ヒ ュ ー イ ッ ト(PatriciaHewitD(2003年1月 現 在 、貿 易 産 業 大

臣(TheSecretaryofStateforTradeandlndustry)・e-Minister)とe-Envoyの ア レ ック ス ・ア ラ ン

(AlexAllan)(当 時)(2003年1月 現 在 、e-Envoyは 、ア ン ドル ー ・ピ ン ダ ー(AndrewPinder))

に よ って 監 修 され 、 政 府 や 産 業 界 の パ ー トナ ー との協 力 の も とに 作 成 され た。 本 レポ ー トは 英

国 を オ ン ラ イ ン化 す る た め の 戦 略 を 詳 細 に 定 め 、 以 下 の5つ の ゴー ル を提 起 して い る 。

5つ の コール

① 自信に満ちた人々:情 報通信技術へのアクセスに加えて、情報通信技術を使 う上での

信頼、スキル 、モチベーシ ョンが必要になる。

② ビジネスの成功:経 済の各分野で情報通信技術をビジネスに利用 して成功 している企

業。

③ 見本 としての政府:公 共セ クターにおける最先端のテクノロジー の活用。

④ 世界一級の供給センター:IT、 電子、通信の供給センター。イノベーティブでダイナ

ミックで常に成長 していること。

⑤ 近代的な市場:消 費者(企 業や政府 との関係における個人)を 保護 し、企業の競争 と

イ ノベー ションを促進す る市場の枠組み。

2000年9月 、 「UKOnlirieキ ャンペー ン」が発 表 され た。3つ のイ ニシアテ ィブに よって構成

されてい る。(1)国 民をオ ンライ ンにつ な ぐ、(2)企業 をオ ンライ ンにつ な ぐ、(3)政府 をオ ンライ

ンにつ な ぐ、であ る。 この政策 にお いて、2005年 まで に政府 のサー一・一・ビス をすべて オンライ ン化

す る と 目標 を定 め てい る。

2001年11月 、 「UKOnline年 次 レポー ト2001年 」(第2版)が 、発表 された。(注:英 国内

閣府のe-Envoy局(Othceofthee-Envoy)の サイ トでは、本 年次 レポー トは2001年12月 発表

とあるが、実際の レポー トで はll月 発行 と記述 されてい る。本資料 では実 際の レポー トの記述

を優先 した)① 市場 の近代化 、② 国民 の能力 向上 、③企 業 の活性 化、④ 政府 のオ ンライ ン化、

⑤世界 的水準 のサー ビス提供 とい う5つ の重要課 題 を取 り上 げてお り、下記の3つ の 目標 を表

明 した。

①2002年 までに英 国を電子商取 引の世界で もっとも整備 された安全な環境にす る。

②2005年 まで希望者全員がインターネ ッ トにアクセスできることを保証す る。
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③2005年 までにすべての行政サー ビスが電子的に利用できるよ うにす る。

2002年11月 、 「UKOnline年 次 レポ ー ト2002年 」

目標 を 表 明 した。

(第3版)が 、発表 され、下記 の3つ の

① 英国を電子 ビジネスにおける世界の リーダー として発展 させ る。

②2005年 までにすべての行政サービスが電子的に利用できるようにし、重要なサービスに

おいては高い レベル での使用 を実現 させる。

③2005年 まで希望者全員がインターネ ットにアクセスできることを保証す る。

表IV-1に 英国政府 にお ける主要情報技術政策の経緯 を示す。
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表IV-1英 国政府 主要情報 技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要

1996年2月 情報社会イニシアティブ 英 国 政府 に よ る最初 の包 括的 な取 り組 み であ り、 ビ ジネ ス、保 健

医療 、教 育 、行 政等 の分 野 を カバー 、5か 年計 画(1996-2000年)

と して開 始 、5,800万 ユ ー ロの 予算

1998年12月 「競争の未来:知 識集約型経済の構築

白書」

・2002年 まで に英 国 を電子 トレーデ ィ ングに とって最 適 の環 境 に

す る。

・ITを 活 用す る ことに よっ て 、英国 の 中小企 業 をG7の 中で も ト

ップ の レベ ル に引 き上 げ る。

1999年3月 「政府近代化 白書」 市民や企業に電子サービスを提供し、「情報時代に向けた中央/地

方地方の協約」を設定、ターゲットは2008年

1999年9月 e<ommerce@its.best.uk 内閣府の業務推進 ・刷新部門による。上記の 「競争の未来」にお

いて設定された、電子商取引に関する政府目標達成のための詳細

な戦略

2000年9月 UKOnline年 次 レポー ト

2000年 第1版

、

e大 臣のバ トリシア ・ヒューイットとe公 使のアレックス ・アラ

ンによって監修され、政府や産業界のパー トナーとの協力のもと

に作成

5つ のゴール
・人々の自信:情 報通信技術へのアクセスに加えて、情報通信技

術を使ううえでの信頼、スキル、モチベーションが必要になる。
・ビジネスとしての成功:経 済の各分野で情報通信技術をビジネ

スに利用 して成功している企業

・見本としての政府:公 共セクターにおける最先端のテクノロジ

ーの活用

・世界一級 の供給センター=IT、 電子、通信の供給センター。イ

ノベーティブでダイナミックで常に成長していること

・近代化された市場:消 費者(企 業や政府との関係における個人)

を保護 し、企業の競争とイノベーションを促進する市場の枠組み

2000年9月 UKOnlineキ ャ ン ペ ー ン

'

3つ の イ ニ シ ア テ ィブ

・国 民 をオ ン ライ ンにつ な ぐ1家 庭 や職 場 か ら誰 もが ア クセ ス で

き るオ ン ライ ン・トレー ニ ン グ コー ス 「leamdir㏄t」 を設 置

・企 業 をオ ン ライ ンにつ な ぐ:面 談 や オ ン ライ ン、 あ るい は電 話

に よる 専門家 の ア ドバ イ スを提 供す る こ とに よ り、企 業 が新 しい

テ ク ノ ロジー を活 用す る のを助 ける。2000年 に1,650万 ユー ロ、

そ の後2年 間 に2,490万 ユー ロを支 出(旧 名 称:theInfbrmation

SocietyInitiative)

・政 府 を オ ンライ ンにつ な ぐ:2005年 ま で に政府 の サ ー ビス をす

べ て オ ン ライ ン化 。 今 後3年 間 に17億 ユ ー ロの 予 算

2001年ll月 UKOnline年 次 レポ ー ト

2001年 第2版

市場の近代化、国民の能力向上、企業の活性化、政府のオンライ

ン化、世界的水準のサービス提供という5つ の重要課題。3つ の

目標を表明

2002年11月 UKOnline年 次 レポー ト

2002年 第3版

3つ の 目標 を表 明。(① 電 子 ビジネ ス 、② オ ン ライ ン行 政サ ー ビ

ス 、③ 国 民 の イ ンター ネ ッ ト ・ア クセ ス に 関す る 目標)

Source:英 国 政府等発表 資料か ら作成

1.2DTIの 組 織

、

英 国のIT政 策 は、e-Ministerを 兼務す る貿易 産業省 大臣 を頂点 と したDTI(DepartmentofTrade

andlndustry:貿 易産業省)が 中心 となっ て実施 してい る(D皿 は、市民、企業 な どすべ て の顧

客 に対す る効率 的 なサ ー ビス向上 の た め、組 織 を変 更 した)。

このほか に、1999年 に 内閣府 内に設 立 されたOe6ceofthee-Envoy(OeE)が 、直接 首相 、IT

政 策 関連 の報 告(例:UKOnlineの 進捗 状 況)を 行 う。(図IV-1)
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貿 易 産 業省(DTD

.貿 易 産 業 大 臣lPatriciaHewitt

(e-Minister)

科学技術庁(OST)

研究 評議会総裁

科学エンジニアリング基盤グループ

部門間科学技術グループ

戦略局(5)

首 相:TonyBlair

事 務 次 官 ・RobinYoung

Officeofthee-Envoy

e・EnvoylAndrewPinder

e-Champions

法務局

技術革新グループ
技術革新推進課

技術革新及び持続可能な開発課
英国宇宙センター

特許局

公正な市場担当

ヨーロッパ及び世界の貿易政策(1)

適正規則課(中 小企業向け規則を含

む)

競争化及び消費者政策課(3)

企業法及び企業審査課

雇用関係課

低賃金改善委員会

ビジ ネ ス ・グル ー プ

ビジネ ス 関係 課

一 コ ミュニ ケ ー シ ョン

ーCII外 の 部 門 チ ー ム

ー郵 便 事 業

ビジネ ス ・サ ポ ー ト課

中小 企 業 サ ー ビス課

地方関連業務課

無線通信局(4)

・情 報 産 業(Cll)チ ー ム

Source:英 国 政府 の発 表資料 な ど

エネルギー ・グループ(2)

エネルギー政策課

石炭課

石油 ・ガス課

原子力産業課

原子力関連負債及びBNFL課(6)

エ ンジニアリング査察団

サー ビス ・グループ

人事及び管理体制の改正担当課

財務課

内部監査課

IT課

総務課

重複支払防止業務課

給与住宅課

ACAS(和 解調停サー ビス顧問)

雇 用関係裁決業務課

破産業務課

輸出管理及び核拡散禁止業務課

図IV-1DTI組 織 図
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(1)ヨ ー ロッパ及び世界の貿易政策グループの局長は、FMグ ループ内で、公正な市場グループの局長 と同等

の権限 を有す る。2つ のポス トは2003年6月 まで存在

(2)目 的 は、2004年 ま でにエネルギー ・グル ープの移行 を実施す る ことであ る。

(3)競 争 化政策及 び消費者 問題 グルー プは、統 合の過程 にある。

(4)後 にOFCOM(OfficeofCommunications、 情 報伝 達局)に 移動 され る。

(5)ま も な く新 しい最高経済顧 問が任命 され る予定で ある。

(6)BNFL:英 国 核燃料株式 上場会社

関 連website

内 閣 府e-Envoy:http:〃www.e℃nvoy.gov.Uk/

貿 易 産 業 省:http:〃www.dti.gov.uk/

2.UKonline

2㎜ 年9.月 に英国政府がUKonlineを 発表 して以降、年 次報 告書(AlmualReport)は 、2002

年11Hに 報告 された2002UKonlineAnnualReport:「2002年UKonline年 次報 告書」で第3版

を迎える。 この年 次報告書 は、今 日の世界経済 にお け るリー ダー と して の英 国の地位 を確 立す

るとい う包 括的 な 目標 に基 づ いて、政府 、 企業及 び市民 とい う主要分 野毎 に設定 され たUK

online戦 略の進捗状況 、並びに今 後の課題 、ひいては将来 のUKonline戦 略 について記載 して

い る。

今般発表 された2002年UKonline年 次報告書では、以下の2点 でこれまでの報告書 とは異な

る.

・e-Gov㎝ment政 策 による公共サー ビス提供の変容及び政府 自体の業務の効率化 とい う別々

の課題 を、政府全体に よる公共サー ビスの包括的改革 として統合 した。

・ 英国を世界の電子商取引に最適な国として位置付ける上での、重要なデータを提示 してい

る。つまり、昨年度実施 した調査により、政府、企業及び市民のIT能 力に影響を与える重

要な要因が明らかにされ、英国は、世界における電子商取引の最適環境を備 えた国 として

米国に次いで第2位 を占めていることが示 された。

政府、企業及び市民の分野では、各々以下の 目標を定めてお り、それに沿った戦略を策定 し

ている:
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政府 の 目標:全 行 政サー ビスの電子的利用 を2005年 までに実現,特 に重要なサー ビスの利

用 を推進

企 業 の 目標:e-businessの 分野 に お ける世 界的 リー ダー と して の英 国の地位 確 立

市民 の 目標:イ ンタ・一一・・ネ ッ ト ・ア クセスを希望す る市民全員 へのア クセス提供 を2005年 ま

で に実現

以下に、この分野毎に設定 された戦略、その進捗状況及び今後 の計画を示す。

略戦

府政

1

-
⊥

1

2

2

(1)政 府 の変革

これは、以下により実現す る:

・ 行政サー ビスのオンライ ン化 に対する政府の役割についてのビジ ョンの見直 し

・ 行政サー ビスの利用方法の変更及び政府 自体の業務 の効率化

・2005年 以降のe-Govemmentプ ログラムの方針に関す る長期的な ビジ ョンのイ乍成

(2)ユ ーザ中心の政府

これは、以下によ り実現す る:

・ 国 レベル及び地方 レベル における重要な行政サー ビスの充実化

・ 中核 となるe -Governmentプ ログラムを確実に提供するとともにリスクを最小化するため、

中央政府 による リーダー シップの発揮

・ 変革を妨 げる障害の克服

・ 市民の求める方法による行政サービスの提供

・ 民主主義的プロセ スの強化

(3)政 府 自体の業務 の効率化

これは、以下によ り実現す る:

・ 重要な行政サー ビスの利用 を促進

・ 仲介業者 を経 由 した、ユーザの選択する方法での行政サー ビス利用 の促進

・ サー ビス提供基準の共通化

・ 政府 間における共通インフラの提供'
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2.1.2進 捗 状 況

(1)2003年3月 一7月 現在 まで

・D皿(DepartmentofTradeandindustry:貿 易産業省)は 、6月19日 に締結 したEUDirectiveon

PrivacyandElectrQnicCommunications:「 プ ライバ シー及び電子 的 コ ミュニケー シ ョンに関す

るEU指 令」 の施行 に関わ る協議 を実施。 これはspam(迷 惑メール)の 対処 に関す るもの

で、英 国で は この指 令 を10月 末 前 まで に施 行す るこ とが義務 付 け られ てい る

・7月1日 、AllPartylnternetGroupの 主催 によ り"SpamS㎜mit"を 開催。EU及 び米政府代表

者 も参加,

・6月 、RadiocommunicationsAgency(無 線 通信 局)は 、3.4GHzの 無線ブ ロー ドバ ン ド・ライ

セ ンス の競 売 を成 功

・6月 、e-GIF(e-GovernmentinteroperabilityFramework:e-Govemment相 互靭 性 に関す る枠

組み)の 第5版 を発行。 これ は、公共部 門にお け る全 て のICTシ ステ ムに対す る技術 ガイ

ドライ ン及び仕様 を示 す もの である。今回 、新 たにスマー トカ ー ド、e-leaming、 無線 ネ ッ

トワー クの実現 に関す る助 言 とい っ た分野 を追加

・6月 の月次報告 作成 時点 にお けるOeE(OMceofe-Envoy)の 最新 の調査 に よれ ば、省 庁 の

63%の サー ビス がオ ン ライ ン化。 これ は2002年 春 の調 査 時 よ り10%以 上改 善

・5 ,月末時点 においてブ ロー ドバ ン ド利 用者 は2百 万人 を超 え、週 に約3万 人のペー スで新

規利用 申込み者 が増加。一方 、同時 点において、100社 以上 のイ ンターネ ッ ト ・サー ビス ・

プ ロバ イ ダがADSLを 提供

・5月29日 、OeEは 、e-Gover㎜entサ ー ビス提 供にお1ナる仲介 業務 の枠組み に関す る公 的諮

問文書 を発表。これ は、全て の省 庁赫 々の包‡甜 なe-Goverriment戦 略 の一環 と して仲介

業務 に関わるこ とを 目的 とす る。仲 介業務 は、ユーザが 自ら望 む方法及 び機 関に よって行

政 サー ビス を利 用す る こ とを可能 にす る。

・5月 、DTI内 にRuralBroadbandTeamを 新設 し、DEFRA(DepartmentforEnvironment,Foodand

RuralAffairs:環 境食糧省)及 びRDA(RegionalDevelopmentAgencies:地 方 開発局)と の

共同 に よるブ ロー ドバ ン ド利 用推 進 ア ジ ェンダ を支援

・100%の 行政 サー ビスのオ ンライ ン化 を2005年 まで に実現す る 目標 に対 し、DTIの 進 捗状

況 に関す る最新調査結果 を発表。 これ によれ ば、2002年 夏 の調査 以降、2002年 末 まで に

63%の サ ー ビスが オ ンライ ン化

・5月 の地方選挙 において、17のe-votingパ イ ロッ ト・プ ロジ ェク トを実施。全 体の5分 の1

の有 権者 が電 子投 票 を利 用

・ 電子サー ビス提供小委員 会は 、e-Gov㎝ment提 供 プ ログラムの将来計画 を承認。 同時 に、
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電子 サ ー ビス提供 に関す るPSA目 標 の実現状況調 査 に対 す る1よ り正式 な手続 きを導入

・ 初期 段 階にお ける全行政 サー ビスの利用状況 を明 らか に し、他の2っ の省庁 とともにそ の

利 用 戦 略 に関す る試 験 的 ワー クシ ョップ を開始

・5 .月、英 国全体 の地 方政府 に関 して包括 的な調査結果 を発 表。 この中で、地 方政府 に よる

e-Gover㎜entの 実 施 方法及 び 直面す る問題 を概 説

・5A 、仲介 業務 に関す る明確 な政 策枠組 み を発表。 この 中で、政府 と仲介業者 の共 同事業

に関 す る規則 及 び原 則 を概説

・4月 、DotP(DeliveringonthePromise:多 数の政府 ウェブサイ トをホス トす る中心 的イ ンフ

ラ)プ ラ ン トフォー ムを設 立

(2)2002年11月 一2003年2月

・ 電 子 サー ビス提供 小 委員 会 は、e-Governmentサ ー ビス提 供 プ ログ ラムの設 立 を承 認

・1月 、プ ログラム理事会 は、多機 関 にまたが るe-Governmentの 重要分野(リ ー ダー シ ップ、

信用 、ユーザ利用 、マー ケテ ィング及び コ ミュニケー シ ョンな ど)の 諸問題 に対処す るた

めの初 期計 画 を承認

・1 .月31日 までの1年 間 で、電子 的方法を利用 したSA(SelfAssessment)に よる確定 申告数

は約69万 件 で、前年 の4倍 以上に増加。 この うち、約32万 件 がイ ンターネ ッ ト経 由、そ

の残 りが 内国歳 入 局 の電子 サー ビス経 由であ る

・11fi27日 、NationalStrategyforLocale-Government(地 方にお けるe-Government国 家 戦略)

を発 表

・ 英 国政府 は、OSSSIG(OpenSourceSoftwareSpeciallnterestGroup)を とお してOSS政 策(2002

年7月 にそ の第1版 を発 表)に 対 す る啓 蒙活 動 を積極 的 に実施

2.1.3今 後 の 計 画

6月2目 付 けのUKonlineActionPlan発 表時点にお ける今 後 の計画 は、以下 の通 りで あ る:

・6E初 旬 、OeEは 、サー ビス利用 戦略及 びその予測に関す る省庁全 体の ワー ク シ ョップ を

開催

・OeEは 、省庁 及び 地方政府 向けにデ ィジタルTVコ ンテ ンツに関す るガイ ドライ ンを作成

・ODPM(OfficeoftheDeputyPrimeMinister)は
、全ての評議 会 による主要な電子 サー ビス及

び技 術 イ ンフ ラへ の ア クセ ス に関す る国 家プ ロジェ ク トを実施

・OeEは 、単 一決 済 エ ン ジ ンの初 期利 用 に向 けた業務 を推 進
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略職

業企

工

2

2

2

2

(1)企 業 の 変 革

これ は 、UKonlineforbusiness事 業 を とお して 、企 業 のe-commerceか らe-businessiへ の 移 行

を 支 援 す る こ とで 実 現 す る。

(2)プ ロs-一ードバン ドの開発

これは、産業界 と共同で英国のブロー ドバン ド市場の規模拡大及び競争力強化を継続するこ

とで実現す る。

(3)枠 組み構築への支援

これは、e－㏄onomyの ニーズを満たすため、英国の法規則上及び財政上の枠組みを近代化す

ることで実現す る。

(4)ス キルの強化による生産性 の向上

これは、英国がICTス キル提供の第一人者 として、生産性向上のための戦略を実施すること

で実現す る。

2.2.2進 捗 状 況

(1)2003年3月 一7月 現在 まで

・7 .月現在 、UKBroadbandTaskforceは 、DTI内 にブ ロー ドバ ン ド統合 プ ロジェク トを作成中。

これ は、ブ ロー ドバ ン ド ・サー ビス利 用 の要望 を統合 して調 達 を行 うメカニズムを構築す

るこ とによ り、市 民のブ ロー ドバ ン ドの利便性 拡大及 びブ ロー ドバ ン ド接続 に関わ る費用

削減 を 目指す。これ を推進す るための法的機 関:DesignofSPV(SpecialPurposeVehicle)を

現在 設 立 中

・4月 、予算 におい て、ICTに 対す る初年 度 の資本 控 除 を さ らに1年 延 長

・4月 、OFCOM(OfficeofCommunications:通 信庁)はContentBoardを 設 立 し、OFCOMの

副議 長 を務 めるRichardHooper(リ チ ャー ド ・フー バー)氏 を議 長 に任 命

1こ れ まで、英国政府はe・commerceと い う表現を使っていた。 しか しこれは、主にオンライ ン上での商取引

を意味す るもので、ICTを 顧客管理、調達 、サプライ ・チェーンなどのよ り広範な分野 において利川す るとい

う観点か ら、e-businessと い う表現 に変更 され た。
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・3月
、D皿 はEUDirectiveonPrivacyandElectronicComrriunicationsの 実 施 に 関 わ る公 的臓

会 を 開 催

・3 .月、 内務 省 は 、 プ ライバ シ ー 及 び 尊 重 と犯 罪 か らの 市 民 保 護 との 両 立 を 目指 す2つ の公

的 諮 問文 書:"AccesstoCommunicationData"及 び'ConsUltationonaCodeofPracticefor

voluntaryretentionofcommmicationsdata"を 発 表

・3
.月一4月 、UKonlineforbusinessは 、 ビ ジネ ス へ の ブ ロー ドバ ン ド利 用 が もた らす利 点 に

対 して の 啓 蒙 キ ャ ンペ ー ン を 実 施

・4月
、OFTI7EL(OthceofTelecommunications:電 気 通信 局)は 、7別 こ施 行 予 定 のECDirectives

onelectroniccommmications:「 電 子 的 コ ミュニ ケー シ ョ ン に 関す るEC主 旨令 」 に 関 す る業

務 の 一 環 と して 、 ブ ロ ー ドバ ン ドの 卸 売 市 場 に 関 す る レ ビ ュ ー を 発 表

・4 ,月、e-SkillsUK及 びSEM]FA(ICT分 野 に お け るエ レク トロニ クス 及 び エ ン ジ ニ ア リン グ

を担 当 す る機 関)がSectorSkillsCouncilsと し て の ライ セ ン ス を取 得。 これ に よ り、両 者 は

ICT産 業 に お け る ス キル の ニ ー ズ の 明確 化 及 び 開 発 を 付 託 され た。

・5月
、StephenTirnms(ス テ フ ァ ン ・テ ィ ム ズ)氏 、AlunMichael(ア ラ ン ・マ イ ケ ル)氏 が

農 村 部 へ の ブ ロー ドバ ン ド導 入 に 関 し、DEFRAに 対 して証 言 し、ま た 、二 氏 に よ る共 同 声

明 書 を発 行

・3月
、3Gサ ー ビス の利 用 にお い て 、英 国 は 、 イ タ リア と と も に初 め て 主 要 な 市 場 とな る

(2)2002年11.月 一2003年2.月

・BusinessLinkOrganisationsを 通 じて 行 わ れ る助 言 の継 続
、 及 びe-businessclubの 設 立

・UKonlineforBusinessに よ るLocalGovernmentOnlineNationalProject:"Delivering

e-Procurement"へ の 支 援

・1月
、OFCOM理 事 会 を設 立 し、StephenCarter(ス テ フ ァ ン ・カ ー ター)氏 を理 事 長 に任 命

く

・UKBroadbandTaskforceを 設 立(11月 一1 ,月の期 間中。 明確 な時期 は不 明)。 この 目的 は英

国全 土 にお けるブ ロー ドバ ン ドの利用 推進

・1月 、大規 模 なIT分 野 にお け る女性 会議 を開催

・11月 、 大規模 なブ ロー ドバ ン ド会議 を開催。公 共部門 、民 間部 門 か らの代表者 が参加 。

2.2.3今 後 の 計 画

6月2日 付 けのUKonlineActionPlan'発 表時点 にお ける今後 の計画は 、以 下の通 りで ある:

・6 .月、OFTELは 、ダイ ヤル ・ア ップ及びブ ロー ドバ ン ドによ るイ ンターネ ッ ト ・ア クセ ス

のベ ンチ マー キ ン グに関す る報 告 を発表
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・7月 、 この報告 に基 づいたイ ンターネ ッ ト ・ア クセ スの見直 し後 、OFTELは 、ブ ロー ドバ

ン ド卸 売市 場 に関す る最 終提 案 を発表

・6月 、RadioCommunicationAgencylま 、15の 地方 にお け る固定無線ア クセスの ライセ ンスの

競 売 を実施

・6/7月 、OFCOMが 実務 開始

・6月 、プ ロ■一一・Lドバ ン ド統合 プ ロジェク トでは、公 共部 門にお け るブn・一 ドバ ン ド利 用への

要 望 の統 合方 法 に関 す る最 終 的 な見通 しを立 て る

・ 公 的諮 問に従 い、DTIは 、プ ライバ シー及び電子 的 コ ミュニ ケー シ ョンに関す るEU指 令

の施行 の ため 、第3四 半期 に英 国議会 に対 して規 則案 を提 出

略戦

民市

1

3

3

2

2

(1)イ ンターネ ッ トに関す る啓蒙

これは、市民がアクセスできる行政サービス及びその場所について、市民に情報提供するこ

とで実現す る。

(2)家 庭 、職場 、移 動 中及 び コ ミュニ テ ィ内で のイ ンター ネ ッ ト ・ア クセ ス環境 の充 実

これ は、PC、 デ ィジタルW及 び公共 のイ ンタ■一一・ネ ッ ト ・アクセ ス ・ポイン トを含 めた様 々

なア クセ ス ・チ ャネル の提 供 を支 援す る こ とで実 現す る。

(3)ICTス キルの向上

これは、インターネッ トを利用する上で必要なスキル及び 自信 を得る機会を市民に提供する

ことで実現す る。

(4)イ ンターネ ッ トに対す る信頼性 の醸成

これは、インターネ ッ トを安全に利用す る最善方法を市民に広め、消費者の信頼性を向上 さ

せ る整合}生の とれた規則枠組みを構築す ることで実現す る。

2.3.2進 捗 状 況

(1)2003年3月 一7.月 現 在 ま で

・5月
、 市 民 に よ るイ ン タ ー ネ ッ ト利 用 を 促 進 す る"GetStartedCampaign"を 実 施
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・5
.月一6月 、"GetStartedCampaign"の 一 環 と して 、Arriva、BT、DiXons、BBCな ど が各 々 宣

伝 広 告 、 移 動 セ ン タ ー の 提 供 な ど を行 う

・5月
、e-serviceの 提 供 を支 援 す るUKonlineセ ン ター(コ ミ ュニ テ ィ 内 に設 立 され る無 料 ま

た は 低 料 金 で イ ン タ ー ネ ッ ト ・ア クセ ス が可 能 な施設)に 関す る調 査 事 業 を入 札 に か け る

・5月
、ALP(AdultLearnersPortal)を 設 置 。AdultLearners週 間 を とお して 、 この利 用促 進 を

実 施

・3月
、NewOppOrtUnitiesFundが 正 式 に150の デ ィジ タル ・コ ンテ ン ツ ・プ ロジ ェ ク トを開

始 。 この プ ロ ジ ェ ク トは 、 生 涯 教 育 を 支 援 す る 革新 的 な コ ン テ ン ツ の 提 供 を 目的 とす る

(2)2002年ll月 一2003年2月

・1月6日 、内務省 は、第2段 階 の児童保護 に関す るオ ンライ ン ・キャンペー ンを実施。 こ

れ は 、2003年3月 ま で継 続

・2002年 後半、イ ンターネ ソ トの初 期段階の利用を推進す るUKonline"五rststeps"の 最初のパ

イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェク トを実 施

・11月 、DTIは 第2段 階 の"SafelnternetShopping"キ ャンペー ンを開始。これ は、2003年5/6

月 ま で継 続

2.3.3今 後 の 計 画

6月2日 付 けのUKonlineActionPlan発 表 時点にお ける今後 の計画 は、以下 の通 りであ る:

・6月 、DfES(DepartmentforEducationandSkills、 教育雇用訓練省)は 、ICTス キル の役割 の

見直 しを含 めたNationalSkillStrategyを 発表

・OeEは 、職 員 による家庭 でのPC購 入 を促進す る政府一 産業 界共同の ワー キング ・グルー

プ を設 立

・7月 、e-serviceの 提供 を支 援す るUKonlineセ ンター の能 力 に関 す る調 査 を開始

・ 第3四 半期 に、OeEは 、イ ンターネ ッ トの利 用及び利点 に関す る行 政サー ビスのガイ ドラ

イ ン改正事 業 を推進

2.4UKonline戦 略 の 進 捗 状 況

UKonlineannualrq)ort2002発 表 当時 のUKonline戦 略 の進捗 状況 は、以 下の通 りで あ る

・ 英 国 の従 業 員 の91%が イ ンターネ ッ トに接続 され た企 業 に雇 用 され て い る

・ 企 業 の73%が 業務 をオ ン ライ ン化
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企 業 の62%が ウェブサ イ トを設 立

企 業 の51%が オ ン ライ ン上 で購 入 を経験

企 業 の30%が オ ン ライ ン上 で販 売 を経験

電子商 取引の取引高は184億 ポン ド(約3.7兆 円、2003年7月2日 為替 レー トllポ ン ド

=約201 .8円 。 特記 が な けれ ば、以 下 の 円換 算額 は左 記 の レー トに基 づ く)に 上 る

一般家庭 の45%が イ ン ターネ ッ トに接続

昨年38%だ った習慣 的 にイ ンター ネ ッ トを利 用 す る成人 の割 合 が47%に 増加

2000年9月 に2,000ヶ 所 だ っ たUKonlineセ ン ター を、6,000ヶ 所 に増設

・ イ ンターネ ッ トとPCと の普 及 率 の格 差 が4年 前 の23%か ら約11%に 縮 小

関 連website

UKOnlineAnワualReport2002:http://www.e-envoy.gov.uk/

UKOnlineActionPlan:http://www、e-envoy.gov.uk/

UKOnlineMonthlyReport:http:〃www.e-envoy.gov.uk/

3.e-Envoy

Officeofe-Envoy(OeE)は 、PIU(PerformanceandInnova七ionUnit)の レポー ト:

e-commerce@its.best.ukの 勧告 に従い、1999年9月 に内閣府内のPrimeMinister'sDelivery

andReformteamの 一部 として設 立 され た組織 で ある。OeEは 、2005年 まで に全市 民のイ ン

ターネ ッ ト・ア クセス を実現す る とい う英国政府 の 目標 に基 づ き、オ ンライ ン化 した政府 サー

ビスを統合す るこ とによって、市民、企業な ど英国全体 に提供す る公 共サー ビスを改善 し、長

期的 に費用 を削減す るこ とをその主な任務 としてい る。2001年1月 には、AndrewPinder氏

がe-Envoyに 任 命 され 、現在 に至 る までOeEを 指揮 してい る。

OeEの 主 要 な 業 務 分 野 は 以 下 の 通 り で あ る:

e.Communications

e-Delivery

e-Economy

e-Gover㎜entstrate留

e-Democracy

Gettinggovemmentonline
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上記の業務分野の主な内容は以下の通 りである。

3.1e-Communications

3.1.1目 標

e-Communicationsグ ル ー プは 、以 下の5つ の 曝 を設 定 して い る:

・ 多数 のチ ャネル に よ り、UKオ ン ライ ンの双 方 向サー ビス の開発及 び提 供

・KnowledgeNetWork(KN)イ ンフ ラを提 供す ることに よ り、政府 内の情 報共有化 を拡 大

・OeE内 外及 び政 府 内 にお いてOeEの コ ミュニ ケー シ ョン推進 力 を強化

・UKオ ン ライ ン ・プ ログ ラム(特 に市場 開発 、 ブ ラシ ド化 及 び キ ャンペ ー ン)の 指揮

・ 全政府 の ウェブサイ トの品質 を向上す るための共同事業 の調整 、最善 慣行及 び技術革新 の

推進 、e-commmicatorsに よる専P『組 織 の設 置

3.1.2実 績

e-Commmicationsグ ル ー プ は 、2005年 を 目標 とす る政府 サ ー ビス の オ ン ライ ン化 に指 導 的役

割 を 果 た して い る。 同 グ ル ー プ は 、MarketingCommunicationsteam、DigitalProductsteam、

KnowledgeNetworkteamに 分 か れ て い る。 各 々 の チ ー ム の 実 績 は 以 下 の 通 りで あ る。

(1)MarketingCommunicationsteam

・UKオ ンライ ンをブ ラン ドとして立ち上げ、TV、 ラジオ 、イ ンターネ ソ トで のマー ケテ ィ

ング及 び宣伝 キャンペー ンを実施。これ に よ り、2001年 に33%だ ったUKオ ンライ ンの認

知 率 は45%に 上昇

・ 内務省 のイ ンターネ ッ ト上での児童の安全性 キ ャンペー ン、DTIの イ ンターネ ッ トでの安

全 な シ ョッピング ・キ ャンペー ンな ど、UKオ ンライ ンによ る企 業及び省庁 の共同 キャン

ペ ー ン を実 施

・2001年 秋 、UKオ ンライ ン推進 キ ャンペ ー ン と して"Let'sallgetoncampaign"を 実施

(2)DigitalProductsteam

・ 全 政 府 の ポv-一ータル:www .Ukonline.gov.Ukを 管 理

・2002年 春
、 ア クセ ス 性 、 利 便 性 向 上 の た めukonline.gov.Ukを 再 設 計

・2001年4月
、UKオ ン ライ ン に よ る 双 方 向 の デ ィ ジ タルTVウ ェ ブ サ イ トを設 置

・2002年
、GuidelineforUKGovernmentWebsiteを 発 行
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(3)KnowledgeNetworkteam

・ 政 府 機 関相 互 の リア ル タ イ ム情 報 共 有 化 の推 進

・ 政 府 向 け に効 率 的 な法 律 業務 を提 供す るLION(LawyersInfbrmationOnlineNetwork)の 構

築

卵

標
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・ 政府サー ビスの改善に資す る、政 府変革のための技術提供

・ リアルタイムのウェブサイ ト運用管理業務の支援により、高品質な政府のウェブサービス

を提供

3.2.2実 績

e-Deliveryteam(eDt)ほ 、OeEに よ る プ ロ ジ ェ ク トの 実 施 及 び 運 用 を任 務 とす る。

・GovemmeritGateway 、Ukonline.gov.Uk、 及 びDotP(DeliveringonthePromise)イ ニ シ ア チ ブ

の 推 進

・ 規 模 の 経 済
、 最 高 技 術 の 提 供 及 び 政 府 の ウ ェ ブ サ ー ビス の 加 速 化 を 実 現 す る 共 通 の

e-governmentイ ン フ ラ を 開 発

3.3e-Economy

e-Economyは 、主にe-Economyグ ループ とe-Strategyグ ルー プが担 当す る。e-Economyグ ル

ー プは
、e-M皿ster(PatriciaHewitt)及 びe-Envoy(AndrewPinder)に 対 して広範 な分野 にわた

るe-Economyの 責任 事項に関す る戦 略的支援 を行 う。また、首相 に対 して月次報告及 び年 次報

告 を提 出 し、ア ク シ ョン ・プ ランの 更新 、e-championsネ ッ トワー クを管理 す る。

一 方
、e-Strategyグ ルー プは、公共機 関、民 間機 関及び任意 団体 、並び に国際機 関 と共 同で、

英 国政府 による電子 ビジネ ス環境 の最 善化 を進 め る。e-Strategyで は 、イン ターネ ッ ト ・ア ク

セス、市場 の近 代化及び市場分析 の3つ の分野 に注 目してい る。 この3分 野 にお ける業務 は以

下 の通 りで ある。
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3.3.1イ ン タ ー ネ ッ ト ・ア ク セ ス

これ は、MarketingDevelopmentteamが 管轄 す る。同チー ムは、他 の省 庁及 びパー トナー の協

力 によ り、2005年 までの全 市民ヘイ ンターネ ッ ト・アクセ スの実現に向けた政 策 を策定 し、プ

ロジェ ク トを実施 す る。

3.3.2市 場 の 近 代 化

これ は、MarketingAnalysisteamが 管轄す る。同チー ムは 、政府 の政策決 定が信頼で きる正確

なe-Co㎜erce調 査 及 び分 析 に基 づし・て確実 に行 われ るよ う支 援す る。

3.3.3市 場 分 析

これは、MarketingFrameworkteamが 管轄す る。同チー ムは、適切 な規 制環境 を整 え消費者 の

信 頼 性を向上 させ るこ とに焦点 を当てたMarketingFrameworkPolicyを 策 定す る。 これ によ り、

e-Co㎜erceを 活肌 た活気 と競争 力の あるビジネ ス界 を構 築す る指導 的役害ilを果たす。 また、

同 チー ムは 、首相 に対 して月 次 報告 及 び年 次報告 を提 出 し、 ア クシ ョン ・プ ラ ンの更新 、

e-championsネ ッ トワー クを管理 す る。

3.3.4そ の 他

上記 の業務 の他 、MinisterialBusiness局 は、全般的 な職 務に対 す る連絡業務及 びOeEの ヘル

プデ ス ク管 理 を行 う。PrivateOfficeは 、e-Envoyに 対 して行 政 上 及び 戦略 上 の支援 を行 う。
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3.4e-Governmentstrategy2

e-GovemmentStrategyチ ー ム1ま、e-Gov㎝mentプ ログラムの 中心 とな る鹸 及 び戦略的方針

の策定 を任務 とす る。 また同チー ムは、他 の省庁 と協力 してe-Governmentプ ログラム及び公

共サー ビスの長期的包括的 ビジ ョンを作成 す る とともに、その実現方 法 を検討す る。 これ まで

に も、OeEと 大蔵省 との関係 を改善 し、また内閣の電子サー ビス提 供小委員会(sUb-committeeon

ElectronicSerViceDelivery)に よる作業 プ ログラムの作成 及び共 同の概 要説 明において 、OeEの

指導 的役割 を果 た した。

また、SecurityandAuthenticationUnitは 、e-governmentサ ー ビスのイ言頼 性を保証 す るた め、必

要 な認証 政策 を策 定す る とと もにセ キ ュ リテ ィ上の枠 組 み を構 築 す る。

3.5e-1)emocracy

これは、電子投票による市民の投票機会の拡大、インターネ ッ トを通 じた政府情報の収集及

び意見交換、並びに政府及び英国議会による市民の意見、知識、経験に関する情報入手のため

の新 しい場 を提供す る。e-Democracyの 政策案には、以下の3つ の目標が示 されている:

・ 市民による民主主義的プロセスへの参加を拡大:市 民による公共情報の入手、行政手続き、

政治問題 に関す る議論、政府事業の調査、投票 などの簡便化

・ 民主主義的 コミュニケー ションの新 しいチャネル導入による市民参加の拡大

・ 市民 と国会議員 との関係強化 による市民参加の高 レベル化

3.6Gettinggovernmentonline

政府 に よるe-Governmentを 提供す るための現在の主なフ.ロジェ 外 は、以 下の通 りで ある。

2GovernmentStrategyは 、 主に以下の政府 発表において明 らかに され てい る:

・1999年3月 発行 のModernisingGover㎜entWhitePaper:公 共 サー ビスの近代化及び新技術利1羽に関

す る政府 ビジ ョン、 な らび に2008年 の政府 サー ビスのオ ンライ ン化 実現 を示す
・2000年3月30日 開催の知識経済に関す る閣議により、首相は政府サービスのオ ンライン化実現 を2008

年 か ら2005年 に前倒 しす ることを決 定
・2000年4月 発表のe・GovernmentStrategicFramework:全 省 庁にe-business戦 略 に関する詳細 な実施

方法の明示 を義務付 ける
・2000年9月 発表のe・gov:ElectronicGovernmentServiceforthe21⑨tCentury:電 子 的なサー ビス提供の

・ 潜在的可能性 の実現 に向けた包括的戦 略を示す
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3.6.1e-BusinessStrategies

全 省 庁 はe-business戦 略 の 策 定 が 義 務 付 け られ て い る。e-BusihessStrategiesに1ま 、各 省 庁 の詳

細 なe-Business戦 略 の 実 施 方 法 が 明 らか に され て い る

3.6.2ESI)報 告 書 の 作 成

OeEは 、2005年 の 政 府 サ ・一一・ビス の オ ン ライ ン化 実 現 に 向 け た 事 業 の 進 捗 状 況 を示 すESD

(ElectronicServiceDelivery)報 告 書 を 年 に2回 作 成 す る。

3.6.3地 方 政 府 の オ ン ライ ン 化

地 方 政 府 も中 央 政 府 と同 様 に オ ン ラ イ ン化 を推 し進 め る3。

3.6.4GovernmentGateway 、

政 府 の ゲ ー トウェ イ に登録 す る こ とで 、イ ン ター ネ ッ トに よ る英 国政 府 の サ ー ビス を利 用 可

能 とす る。

3.6.5ukonlinegov.uk市 民 向 け ポ ー タ ル

現 在 オ ン ラ イ ン化 され て い る政 府 の 情 報 及 び サ ー ビス 全 て を利 用 す る た め の 主 要 な 窓 口 と

な る ウ ェ ブ サ イ トを提 供 す る。

3.6.6KnowledgeNetwork(KN)

KNは 、 省 庁 を 電 子 的 に接 続 し、 政 府 関連 情報 へ の ア クセ ス を よ り拡 大 す る。 ま た 、省 庁 内

3Locale-govStrategyは 、 主に以下 の政府発表資料 で明 らかに され ている:

・2001年12月 発 表のWhitePaper・StrongLocalLeadership:QualityPublicServices-:中 央 政府及び地

方政府 間のパー トナ ーシ ップを基に した21世 紀 初頭 の地方行政 サー ビスの ビジョンを示す

・2002年4月 発表の諮問文書e-gov@local:Towardsanationalstrategy£orl㏄ale'government:地 方 政府

のe・governmentサ ー ビス提 供の枠組み を示す

'2002年11月 発 表のnewnationalstrategy£orl㏄ale・government -wwwl㏄alegovgovuk:地 方政府の

オ ンライ ン化戦 略及び それ を支援す るプ ログ ラム を示す。
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外の協力関係 を強化 し、オンライン化 された情報及び知識を共有するためのサイ トを設立する。

3.6.7情 報化時代 に適 した法律 の近代化

成 文 法 で は 、書 面 に お け る署名 、 文 書作 成 な どが規 定 され て お り、e-cornmerce及 び

e-governmentの 障 害 とな っ て い る。 この た め 、ZOOO年 のElectronicCommunicationsActに よ りこ

れ らの障害を排除するとともに、よ り効率的かつ安価な方法への移行 を進 めている。

関連website

e-Envoy:http:〃www.e-envoy.gov.uk

UKonlineStrategy:http://www.e-envoy.gov.uk
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Vド イ ツ

1.ド イツ連邦政府 における情報 技術政策

1.1経 緯

1996年2E、 ドイツ連邦政府 は、 ドイツにおいて情報社会 を実現す るた めの最初 のア クシ

ョン ・プ ランを発表 した。 このアク シ ョン ・プランには 「イ ンフォ2000:情 報社会 への ドイ

ツの道 」 とい うタイ トル が付 け られ た。

1999年11月 、連邦経済技術省(現 連邦経済労働省)が 、連邦教 育研 究省 と共 同で 「21

世紀 の情 報社 会 にお けるイ ノベ ー シ ョン と雇用(InnovationandjobsintheInformation

Societyofthe21stCentury)」 とい うアクシ ョン ・プ ログラムを発表 した。 これは2005年 ま

で の5か 年 計 画 であ り、30億 ドイ ツマル クの予 算 が配 分 され た。

1999年12月 、連邦経 済技術省(現 連邦経済労働省)は 、 「情報社会 」 と題 す る新 しい フ

ォー ラムを発足 させ た。 これは、1996年 にス ター トした 「フォー ラム ・イ ンフォ2000」 を引

き継 ぐもの である。フォー ラムは、6つ の作業 グルー プ(教 育、民主主義/行 政、女性 、文化 、

高齢者 、最 新 技術)の も とにその活 動 を続 けてい る。

2000年3月 、 ドイ ツ政府 とIT業 界は、共 同で緊急 のアクシ ョン ・プ ログラムを設 定 し、外

国人技術者 が ドイ ツで臨 時的に働 くことを許可 した。この行動 プ ログラムは 「グ リー ンカー ド」

イニ シアテ ィブ と呼ばれ 、その骨子はIT関 連 の学位 を持つ20,000人 の外 国人プ ログラマーや

エ ン ジニ アに3年 か ら5年 の労働 許 可 を与 え るこ とにあ る。

2002年2月 、連邦経済技術省(現 連邦経済 労働省)と 連 邦教育研 究者 は 「Information

SocietyGermany」 を発表 した。 この報告 書では 「21世 紀 の情報 社会 にお け るイ ノベー シ ョン

と雇用 」の7つ の 中心 的アクシ ョン ・プログラム(□ 新 しい メデ ィアへ のア クセ ス、□教 育に

お け るマルチ メデ ィア、口機密性 とセ キュ リテ ィ、口革新的雇 用 一 新 しい アプ リケー シ ョン、

口技術 とイ ンフ ラス トラクチ ャにおけ る先 導的地位、口近代的行政 に向けた電子政府 、1]欧州 及

び 国際 協力)に お け る進捗 状況 を評 価 してい る。

2002年2月 に、連邦教育研 究者 は、情報通信技術分野 の研 究助成プ ログ ラム、ITResearch

2006(IT-Forschung2006)を 発 表 した。連邦教 育研究省は、ITResearch2006プ ログラムの
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枠内で、2002～2006年 の5年 間に、総額15億 ユー ロを研 究プ ロジェク トの助成 に投 じる

ほか、 さらに15億 ユー ロを研 究機 関への支援 と して投資す る予定であ る。

2003年3月14日 、シュレーダー首相は、 ドイツ連邦議会で 「Agenda2010」 を発表 した。

これは、労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成長の推進をめざす包括的な

政府プログラムである。このプログラムは、以下の9つ の主要分野に分けて具体的な政策を実

施 している:

・ 労働市場 、

・ 産業

・ 課税制度

・ 医療保健及び年金

・ 環境

・ 家庭及び児童

・ 統合及び移 民

・ 教育及び研 究

・ 官僚主義の削減

表V-1に ドイツ連邦政府における主要情報技術政策 の経緯 を示す。
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表V-1ド イ ツ連邦政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1996年2月 「イ ンフォ2000:情 報社会への ド

イツの道」 アクシ ョン ・プ ラン

情報社会を実現するための最初のアクション ・プ ラン。テ

レコ ミュニケー ション市場の開放、技術の研 究開発が不可

欠、国境 を越 えたテ レコ ミュニケーシ ョンと情報サー ビス

の発展等 を強調。

1999年11月

一

4

「21世 紀 の情報社会におけるイノ

ベ ーシ ョンと雇用」アクシ ョン ・

プ ログ ラム

連邦経済技術省(現 連邦経済労働省)が 教育科学研究技

術者と共同発表。2005年 までの5か 年計画であり、30億

ドイツマルクの予算が配分。7つ のアクションプラン。口

新しいメディアへのアクセス、口教育におけるマルチメデ

ィア、口機密性とセキュリティ、口革新的雇用 一 新 しい

アプ リケーション、□技術とインフラス トラクチャにおけ

る先導的地位、口近代的行政に向けた電子政府、「]欧州及

び国際協力

1999年12月 情報社会 フォーラム 連邦経済技術省(現 連邦経済労働省)、 「情報社会」と題

する新 しいフォーラムを発足。 これは、1996年 に スター

トした 「フォー ラム ・イ ンフォ2000」 を 引き継 ぐもの

6つ の作業 グループ(教 育、民主主義/行 政、女性 、文化、

高齢者 、最新 技術)か ら構成

2000年3月 グ リー ンカー ド・イニシアテ ィブ IT関 連の学位を持つ20,000人 の外国人プログラマーやエ

ンジニアに3年 から5年 の労働許可を付与

2002年2月 InformationSocietyGermany 「21世 紀 の情報社会におけるイ ノベーシ ョンと雇用」の7

つ の 中心的アクシ ョン ・プ ログラムの進捗状況 を評価

2002年2月 IT・Research2006 2002年 か ら2006年 までに、総額15億 ユー ロを研究プロ

ジェク トの助成 に投 じ、 さらに15億 ユ ー ロを研 究機関へ

の支援 として投資

2003年3月 Agenda2010 労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成

長の推進をめざす包括的な政府プログラム

Source:ド イ ツ連邦政府 等発表資料か ら作成
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1.2行 政機構

ドイツのIT政 策は、主に経済労働省及び教育研究省で実施 されている。 これ らの省及び内

閣の組織は以下の通 りである。

1.2.1内 閣

首相:GerhardSchr6der

副 首相:Joseph(Joschka)Fischer(外 務 大臣 を兼務)

内務省

司法省

財務省

経済労働省

教育研究省

国防省

消費者保護 ・食糧 ・農業省

家庭 ・高齢者 ・女性 ・青年省

運輸 ・建 設 ・住宅省

環境 ・自然保護 ・原発安全省

経済協力 ・開発省

Source:ド イ ツ連邦政府 の発表 資料

図V-1内 閣 組織 図
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1.2.2経 済 労働 省 の 組 織

経 済労働大 臣:WolfgangClement

政 務 次 官:

DitmarStaffelt,

GerdAndres,

RezzoSchlauch

DGZ

中央行政局

DGIV

貿易 ・産業 ・環境保

護 局

DGV田

中小企業 ・手工業 ・

サービス業 ・自由業

及 び教育政策 局

DG

経済政策局

DGV

対外経済政策及び

欧州統合政策局

DGDく

エ ネル ギー局

行 政 担 当 副 大 臣:

Dr.AlfredTacke

Dr.AxelGerlach

RudolfAnzinger

Georg-WilhelmAdamowitsch

DGn

労働市場政策 ・失業

保険・外国人の雇用

局

DGVI

技術及び技術革新

政策;ド イツの新 し

い州担当局

DGX

欧州及び国際社会

における雇用政策

局

DGm

労働法 ・職場の健康

及び安全局

DGV∬

電気通信 ・郵便事業

局

Source:ド イ ツ連 邦政府 の発表資料

[参 考]こ れ らのDG(総 局)はMinisterialdirektor(局 長)を 最 高 責任 者 と し、最 大4っ の部 局

(Ministerialdirigent:副 局 長を責任者 とす る)を 下部組織 として有する。各部局は課 に分かれている(総 数

約150課)。

図V-2経 済労働 省 組織 図
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1.2.3教 育 研 究 者 の組 織

教育研 究大 臣:EdelgardBulmahn

政 務 次官:ChristophMatschie

副 大 臣:Wolf-DieterDudenhausen

Z、F、1、4及 び5を 担 当

副 大 臣:Dr.Wolf-MichaelCatenhusen

LS、2、3及 び6を 担 当

Z

中央戦術局

中央戦術局担当副局長

及びベル リン支局の中

央戦術調整官

F

研究機関、科学評議会

研究機関、科学評議会

担当副局長

LS

政府職員;戦 略局

政府職員局

戦略局

2
職業訓練;教 育改革局

教育改革局

職業訓練局

1

欧州及び国際問題局

欧州及び国際問題局担当副局長

4

研究;運 輸、航空宇宙研究局

基礎研究局

運輸、航空 ・宇宙研究局

3

高等教育;教 育継続局

高等教育局

生涯教育、教育継続局

5

情報通信;新 技術局

新技術局

情報通信局

6

保健衛生、ライフサイエンス、持続可能性研究局

保健衛生、ライフサイエンス局

持続可能性に関する研究;科 学 ・社会局

Source:ド イ ツ 連 邦 政 府 の 発 表 資 料(http:〃www.bmbf.delpub/orgplan_engpdf、2003年7月1日 現 在)

図V-3教 育研究者 組織 図

関連website

連 邦教育研究者(BMBF):http:〃www.bmbf.de/

連 邦経済労働省(BMWA):http:〃www.bmwi.de1Homepage/Startseite.jsp

2.Agenda2010

2003年3A14日 、シュ レー ダー首相 は、 ドイツ連邦議会 で 「Agenda2010]を 発表 した。

これは、経 済成長の推進 、長期 的な社 会保障体制 の確 立、 ビジネス拠点 としての ドイ ツの地位

強化 を目指す包括的な政府プ ログラムである。
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このプログラムの具体的な目標は、 ドイツ経済の活 性化、雇用の創出、社会制度の近代化及

び賃金 コス トの削減である。

このプ ログラムは、以下の9つ の主要分野に分けて具体的な政策 を実施 している:

・ 労働 市場

・ 産業

・ 課税制度

・ 医療保健及び年金 、"

・ 環境

・ 家庭及び児童

・ 統合及び移民

・ 教育及び研究

・ 官僚主義の削減

この うち、IT政 策に関連 した政策 を実施 しているのが、産業、医療保健及び年金、統合及び

移民、教育及び研究、官僚主義の削減の分野である。上記主要分野の概要及びIT政 策に関わ

る事項は、以下の通 りである。

2.1労 働 市 場

雇 用 の創 出及 び失業者 の縮小化、PSA(PersonnelServiceAgency)の 設置 、関連法 の整備 、

失業 保 険/社 会保 障給 付金 の付 与 規則 に関 す る改正及 び統 合化 を行 う。

業企小中

業産

1

2

2

2

2

中小企業 とは、最 高499人 の従業員 を抱 え、年 間売上が最 高50百 万ユー ロ(約68億 円、2003

年8月4日 為替 レー ト:1ユ ー ロ=約136.5円 。特記がなけれ ば、以下の 円換算額 は左 記の レ

ー トに基 づ く)ま で の企 業 を示 す
。

ドイ ツでは、全労働者数 の約70%に あた る2,000万 人以上が 中小企 業 に雇用 され てお り、若

年層 全体 の80%に あた る130万 人 に近 い青年 が、同企業で訓練 を受 けてい る。しか しなが ら、

需要 の落 ち込み、費用 の増加 、少 ない資本金な ど、経済活動 のマイ ナス要因 の影響 を大幅 に受

け るの も事実 で あ る。

このた め連邦政府 は、これ らの企業 に対す る事業推進及び支 援プ ログ ラム:"promittelstand"

一131一



programmeを 実施す る。 その内容は以下の通 りであ る:

・ 官僚主義的な規則及びガイ ドラインの最小化

・ 行政の近代化

・ 課税制度の改革 を含む長期的財政支援

・ リベー ト法の廃止及び不当な競争防止法の改正 など

IT政 策 関連 と しては 、以 下 を実施 す る;

・ 中小 企業の技術革新及び将 来の技術 イニ シアチブ(lnnovationundZukunftstechnologien

imMittelstand);こ れ によ り、新興 のテク ノロジー企業 は財政 基盤 を確保 で きる一方 、中

小企 業 の研 究 ネ ッ トワー ク及び 技術 産業 部 門の技 術移 転 が改 善 され る

・e"magazine 、e-economyに お け る中小企 業イ ニ シア チブ(Mittelstandsoffensive)

2.2.2投 資

連 邦政府 は 、 「将 来の債務 ではな く、将 来への投 資」をモ ッ トー に、イ ンフラ、教 育及 び科

学分野 に対 し、 高 レベ ル の投 資 を継 続 す る。具 体的 な投 資 内容 は以 下 の通 りで あ る:

・ 旧東 ドイツ都市再建 プ ログラム(StadtumbauOst);2002年 一2007年 に約27億 ユ ー ロ

(約3,700億 円 、同上)を 拠 出予 定

・ 旧東 ドイツ再建一括 政策へ の継続支援 のため、2005年 一2019年 に総額1,566億 ユー ロ(約

21兆 円、同上)を 拠 出

・ 都 市再 開発及 び 住宅 再建 のた め、150億 ユー ロ(約2兆 円 、 同上)を 拠 出予 定

・2003年 、移動 性 に関す る将来 のプ ログラム(ZukunftsprogrammMobilitat)に 対 して900

億 ユー ロ(約12兆 円、同 上)を 拠 出 し、道 路 整備 に投資

・2004年 の研 究政策 へ の支援 として再度 、マ ックス ・プランク研 究所及びそ の他 の研 究機 関

の予算 を年 間3%増 額

・ 手工業 法 の近代 化 に よ り、手工 業部 門 にお け る個 人 の起 業 を推進

IT政 策 関連 と して は、以 下 を実施 す る:

・ 連邦政府 は、バ イオテ クノロジー 、情報技術 、保 健衛 生研究 とい った将来 の重 要分野 にお

ける研 究支i援を拡大す る。 なお2002年 、教育研 究省 は、 ドイ ツ連 邦成 立以来最 高の84億

ユー ロ(約1.1兆 円 、同上。1998年 度 比;15%増)の 自由裁 量予算 を得 た
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2.3課 税 制 度

第二次世界大戦以降最大の税制改革(例:中 流及び下層階級の家庭、並びに中小企業向け減

税政策)を 実施す る。

2.4医 療保健及 び年金

2003年1月 に施行 した 「保険金負担率保持 に関す る法律(Beitragssatzsicherungsgesetz)」

に よ り、健康 保険の財政基盤 強化及 び健康保 険サー ビス構造 の近代化 を 目指す。特に、IT政 策

関連 と して は、以 下 を実施 す る:

・ 健 康保 険 カー ドの電 子 化

・ 薬 局 で入 手 で きる医薬 品 のオ ン ライ ン販 売

・2006年 ま でに 医療 保 健記録 の電子 化 を実施(2003年3月14日 の政 府 声 明 によ る)

2.5環 境

2000年4月1日 に施行 された 「再生エネルギー利用法」及び2002年 に施行 された 「原子力

エネルギー利用停止に関する法律」に基づき、原子力エネルギーの利用停止、並びに再生可能

なエネルギー利用を推進する。原子力発電は2020年 に全廃、再生可能なエネルギー発電は2010

年に全体の12.5%を 占めることを目標 とする。また、京都議定書の早期批准に努める。この他、

自然環境の保護、環境及び体 にや さしい食糧の生産 を推進す る。

2.6家 庭 及び児童

新育児手当法の承認、児童手当、育児手当及び教育訓練支援法(BAf6G)の 改正により、勤

労者の育児支援、児童手当の充実、27歳 までの子供への訓練手 当の支給 を推進す る。

2.7統 合及 び移 民

連邦政府は、2003年1月 に移民法(ImmigrationAct)の 再法制化に着手 した(2003年5

月、 ドイツ連邦議会において最終的な法案の協議を予定)。 この法律は、難 民収容プロセスの

スピー ドア ンプ、新 しい移民の流入制限、就労 目的の移住プ ロセスの柔軟性拡大、EU市 民及

び高度な資格 を保持する外国人を優遇する規則の適用を目的 とす る。 これにより、高度な資格

一133一



を有する外国人の ドイツ国内での就労が容易になる。この他、2000年1月 の近代化された新

ドイツ国籍法の施行により、伝統的な血統主義のみならず、出生地主義に基づく国籍付与が可

能 となる。また、成人 した外国人は、これまでの15年 か ら8年 の国内居住後に帰化する資格

を与えられ る。

IT政 策関連 としては、上記の移民法の再法制化による、高度な資格を有する外国人の ドイツ

国内での就労を推進するとともに、すでに実施 しているGreencardInitia七ive(海 外の優秀な

技術者の国内就労推進イニシアチブ)の 充実化 を図る。

2.8教 育及び研 究

ドイツでは、全人口に占める大学卒業人 口の割合が非常に小 さい。また、大学進学へのイン

センティブの不足、大学研究の国際的な方向付け及び応用の機会が非常に乏 しいこと、研究機

関の設備不足な どによ り、高度な資格 を有す る研究者 は海外へ流出す る傾 向にある。

一方
、 ドイツ国内における高度な資格 を有する人材への需要は、2015年 までで240万 人に膨

れ上がる。この うちほぼ100万 人分が学士以上の高度な資格を有す る人材への需要である。こ

のため、IT政 策関連 としては、以下により上記 の問題 に対処す る:

・ ドィ ッ教育訓練支援法(BAf6G)及 び大学フ レーム ワーク法の改正

・ 大学設立への投資、博士号以上 の学位 取得者への財政支援

・ 高度 な資格を有す る人々の大学入学への門戸を開放

2.9官 僚主義の削減

2003年2月26日 、連邦 内閣は、官僚主義 を廃す るイニ シアチ ブの重要項 目:中 小企業 の事

業推進 、雇 用 の創 出、 市民社 会 の 強化(Mittelstandf6rdern-Beschaftigungschaffen-

BUrgergesellschaftstarken)を 採択 した。今後 、このイ ニシアチブ を効率的 に実施す るため、

常設のSta七eSecretaryCommi七teeを 設 立す る予定 である。 この機 関は、戦略及 び個 々の プ ロ

ジェク トを策定 し、そ の実施状 況 を調査 し、 内閣に定期 的に報告書 を提 出す る。 このイニ シア

チブ にお ける、IT政 策 関連 の主 なプ ロジ ェク トは以 下の通 りで あ る:

・ 所得税 の 申告手続 きの近代化:こ れ は電子 コ ミュニケー シ ョンを広範 に利用 す るこ とに よ

り、所得 税 の 申告 、税 控 除 のた めの 申告 、 申告 内容 の査 定 を簡 素化 す る

・ 公式 な統 計提供 の簡素化:こ れは、統計 資料のオ ンライ ン化、薬局 で入 手で きる医薬 品の

オ ンライ ン販 売 、健康 保 険 カー ドの電子 化 な どに よ り実施
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・E-governmentinitiativeBundOnline2005:こ れは
、行政サー ビスのオ ンライ ン化 を通 じ

て業務 のス ピー ドア ップ及び簡 素化 を 目指す。連邦政府 は、す でに170の 行政サー ビスを

オ ン ライ ン化 済 み であ る。

関 連Website

Agenda2010:http:〃eng.bundesregierung.de/frameset/index.jsp

3.連 邦教育研 究省 のIT政 策

1999年9月22日 、 ドイツ連邦政府は、「21世紀の情報社会における技術革新及び雇用」と

題するアクシ ョン ・プログラムを採択 した。 これが、 ドイツの研究教育政策の骨子 となるプロ

グラムである。

これに基づき、教育研究省では、必要な組織の設立及び拡大、教育方針の作成、並びに個人

及び団体への支援 など様々な形で、教育 ・研究政策を実施 している。

教育部門においては、活用できる優秀な才能の開発及び利用を最重要 目標 とし、訓練への支援

(BAfdG)及 びその充実化(AFBG)、 博士課程以上研究者の海外での研究に対する財政支援

などを行っている。

一方
、研究部門においては、特別財政支援プログラムにより、技術革新プロジェク ト及びア

イディアへの支援を行っている。

以下に、 「21世紀の情報社会における技術革新及び雇用」アクシ ョン ・プログラム、並びに

上記の教育部門及び研究部門におけるIT政 策関連のプログラムの概要 を示す。

3.1「21世 紀の情報社会におけ る技術 革新 及び雇用」 アクシ ョン ・プ ログラム

1999年9月22日 、 ドイ ツ連邦政府 は、 「21世 紀 の情報社会 にお け る技術革新 及び雇用」 と

題す るアクシ ョン ・プ ログラムを採択 した。 このプ ログラムは、以下 に示す 主要 な4分 野 にお

け る、将 来 を視 野 に入 れ た研 究教 育 政策 を段 階毎 に示 した もの で あ る:

・IT教 育

・IT技 術

・ITサ ー ビス

・ITイ ンフ ラ
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この主な内容は以下の通 りである

3.1.11T教 育

2000年3月20日 、 「教 育における メデ ィア」 と題 す るプ ログラムを開始 した。 これ は、学

校 、高等教育機 関及び職 業訓練機 関にお ける教 育学習 ソフ トウェアの開発 、試験 、並び に広範

な利用 を 目指す ものであ る。 しか し、 この実 現には、全教育機 関にお けるマル チ メデ ィア ・コ

ンピュー タ及びイ ンターネ ッ トの接続 、高品質 の教育用 ソフ トウェアの利 用、高度 なIT技 術

専門家 の派遣、新 しいマルチ メデ ィア を基盤 とす る教育学習 方法の開発及 び利 用 といった課題

を解決 す る必 要 があ る。

この プ ロ グ ラム の一 環 と して 、"SchoolsOnline"、"MarketplaceforSchools"、"Internet

Classroom"な どのプ ロジェク ト及び産業界 の支援サー ビスを実施す るこ とで、高品質のハー ド

ウェア、イ ンター ネ ッ ト接続 が実 現す る。 また 、 「情報社会 におけ る潜在 的な雇 用 の可能性」

と題す る対話 での合意 内容 に基づ き、IT訓 練 の機 会 を増や し、IT訓 練 の財 政的支援 を拡 大す

ることで、情報 技術分野の高度なIT技 術 を有 す る人材不足へ の対策 を実施す る。 なお、 これ

らの政策 は、連 邦政府 の グ リー ンカー ド ・イ ニ シア チ ブを通 して支援 を受 け てい る。

3.1.21T技 術

データ ・トラフィックの急速な拡大、ユーザのより高速で効率的かつ高品質の情報移転への

需要に対応するため、コンピュータ ・システム及び情報技術の基本的な技術分野における研究

開発事業が非常に重要な役割を担っている。 このため、教育研究者では、当該分野の研究開発

に財政支援を行っている。これによって、特に、より高速かつ効率的なコミュニケーシ ョン ・

ネ ットワー ク、インテ リジェン ト・インターネ ッ ト技術 に対す る技術基盤の構築をめざす。

3.1.31Tサ ー ビ ス

他の先進諸国 と比較 して、IT分野の雇用が伸び悩んでいる。このため、教育研究省では、2000

年初頭に開始 した 「知識集約型サービス」 と題す る優先的融資事業によ り、従来型サー ビスに

おける情報技術を近代化する。また、科学界 とサービス産業界 との協力関係を強化 し、初級及

びそれ以上のレベルにおける訓練用の新 しいコンテ ンツ、並びにプロセスを開発 ・試験する。
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3.1.41Tイ ン フ ラ

情報社会 では、マルチ メデ ィア ・アプ リケー シ ョンを可能 とし、ネ ッ トワー クにお けるデー

タ ・トラフ ィックの拡大 に十分対応 でき るコ ミュニ ケー シ ョン ・ネ ッ トワー クの構 築が最 も必

要 とされ てい る。 特 に、遠隔教育 、遠 隔医療 、 メタ ・コン ピューテ ィング、 ヴァーチ ャル ・リ

ア リテ ィ分野 では 、高 品質 の帯域 及 び安 定 したサ ー ビス品質 が求 め られ る。

このた め、 ドイ ツ研 究ネ ッ トワー クを、初期 段階において毎秒2.5ギ ガ ビッ トの伝送速 度 を持

つ全 国 レベル の高性 能ネ ッ トワー クに拡 大す る。 これ に よって、科 学界 の新 しいネ ッ トワー

ク ・アプ リケー シ ョンの開発推進 、ネ ッ トワー ク技術及びサー ビス分野 におけ る経験 の蓄積 が

期 待 され る。

3.2教 育研究省 の教育政策

教育研究省の中核 となる 目標は、青年(障 害者 を含む)、障害を持つ児童、外国籍の児童、

東 欧諸国か らの移住者、女性に対 して平等 な教育の機会を提供す ることである。

特に、教育政策においては、新メディアに対す る適切な能力の習得を重要な 目的として掲げつ

つ、マルチメディア教育訓練プログラムの作成を推進 し、教育訓練システムでのコンピュータ

利用を拡大す る。教育研究者が財政支援を行 う具体的なプロジェク トは以下の通 りである。

3.2.1教 育分野 にお ける新 メデ ィアの利用

この 目標の1つ は、新メディアが引き金 となる ドイツの構造改革のスピー ドア ップである。

この分野の具体的なプ ログラムは以下の通 りである。

(1)教 育分野にお ける新メディアの利用

これ は、2000年3月 に開始 した同名 の融資 プログラムを基 とす る。

(a)学 校 向け

学級指導のための、教育/訓 練用 ソフ トウェアの開発

(b)職 業教育及び訓練用

雇用主及び労働組合間で合意 によ り選択 された職業分野の教育/訓 練 ソフ トウェアの

開発
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(c)高 等教育向け

研究プログラムの一環 として、一般教養教育のための教育/訓 練 ソフ トウェアの開発

(2)一 般教養教 育にお ける新メデ ィアの利用

これは、「教育における新メディア」融資プログラムに基づ く、高等教育機関における新マ

ルチメディア教育/訓 練形態の導入、開発及び試験プロジェク トである。融資は、高等教育機

関及び部門、並びに一般教養担当の教師向けに行われる。特に、パー トナーが 自ら有する技術

開発/移 転の専門知識、教育経験、ノウハ ウなどをマルチメディアによるコンテンツ開発に利

用できる、ワークシェア リングを基本 として組織 される協力体制に対 して優先的に融資する。

(3)SchoolsOnline

これは 、学校 にお け る電子的手段/マ ル チ メデ ィア に よる情報利 用化 プ ロジェク ト

(lnfoSCHUL)で ある。 同プロジェク トでは、中等教育 レベルの授業おける電子的手段/マ

ルチメディアによる教材の体系的導入を目的 とする教育方針及び一連の教授法の開発 ・試験的

実施、並びに容易な知識移転及び普及 を目的 とす るマルチメディア教育の成果 に関する文書の

作成 に対 して融資す る。

(4)マ ルチメデ ィア ・ブ ック

これは、マルチメディアの知識に関す る科学的 ・技術的書籍作成の充実化プロジェク トであ

る。同プロジェク トでは、テキス ト、画像、音声及び動画を統合 した機能的なマルチメディア

製品を作成するため、既存の書籍の静的な形態 を高度化することを 目的 とす る。

(5)情 報及び図書館サー ビスの専門化

この基本概念は、世界規模で利用可能な科学情報への瞬時の包括的アクセスを容易にするデ

ィジタル ・ライブラ リーの段階的な建設である。 このプログラムにおいては、知識へのアクセ

ス及び利用の推進、研究開発の品質及び効率の改善、並びに科学及び産業における技術革新を

目的とした研究開発の活用促進のためのプロジェク トに対 して融資する。具体的な融資事業は

以下の通 りである:

・"GlobalDigitalLibrary"の ための科学的 ・技術的情報ス トラクチャの開発推進

・ 科学蔵書 の電子的情報サー ビス及び文書配送サー ビスの拡大

・ 電子的手段及びマルチ メデ ィアによる出版

・ 研究能力及び電子情報利用の拡大
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(6)連 邦政府及 び州政府委員会による遠隔教育

これは、遠隔教育課程及び遠隔教育用教材の開発、並びに試験、一般教養教育におけるテ レ

コーポ レーション及び管理のためのコンピュータ ・ネッ トワークの利用といったプロジェク ト、

また、その協力的な組織形態に対 して融資する。特に、地方における遠隔教育学生への助言及

び指導、遠隔教育学生 と教師間の連絡体制の確立、大学における遠隔教育プロジェク トに関す

る情報の普及な どに対 して融資す る。

(7)教 育訓練 プロセスにおけるメディア及び情報通信技術 の体系的統合(SEMIK)

このプロジェク トの最も重要な 目的は、学生による自発的な生涯教育の実現である。これは、

メデ ィア及び情報通信技術を積極的に活用 した、持続可能な新 しい学習、並びに学校文化の拡

大プ ロジェク トに対 して融資す る。 これは、以下の5つ の優先分野に分 けられ る:

・ 教育課程の作成

・ 教師への訓練及び現職教育

・ 学校の拡大

・ 教育理念

・ 技術的なツール

3.2.2技 術 革 新 支 援

一般教育制度内での技術革新支援パイロット・プロジェク トは
、連邦政府及び州政府の共同

事業である。 これは、1970年1月1日 に施行 された基本法(BasicLaw)第91条 に基づ く、

教育計画及び研究推進のための連邦政府及び州政府委員会(BLK)の 管轄下で実施 される。特

に、教育的側面及び教育政策の観点から包括的に取 り組む必要がある重要な問題への対策に焦

点を当て、技術開発の成果の早期利用及び実施、これ らの成果の広範な経済的 ・社会的利用の

長期的支援に対 して融資する。一般教育における分野毎の研究では、経済及び社会における持

続 的 ・加速的構造変化か ら生 じる問題に取 り組む。主なプ ログラムは、以下の通 りである。

(1)一 般教育を提供す る学校

BLKは 、5年 間のパイ ロッ ト・プ ログラム として、以下の6つ の優先的プログラムを支援:

・ 教育訓練プロセスにおけるメディア及び情報通信技術の体系的統合(SEMIK)

・BLKの プ ログラム:「 メディア時代の文化的教育」

・ 数学及び科学における学校教育の効率化(SINUS)

・ 学校及び学校制度 の品質 向上(Quiss)
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・BLKに よる 「21」プ ログラムー持続可能 な発展のための教育

・ 「学校一経済/労 働生活」 と題するプログラムに基づいた青年向け職業訓練の推進 を目的

とする技術革新支援

(2)職 業教育及び訓練

(a)BLKに よる教育計画及 び研究推進 のためのパイ ロッ ト・プ ログラム

これは、職業学校 における革新的で、より一般的に採用 され る教育方針の策定に対 して

融資す る。

(b)職 業訓練 に対する企業のパイ ロッ ト・プログラム

初期段階及び継続的な職業訓練の品質改善に資する、会社業務の革新的な理念の策定に

対 して融資す る。

(3)高 等教育機関における技術革新

(a)高 等教育部 門のモジュール化

これは、BLKの 「モジュール化」プログラムで、新 しい情報通信メデ ィアの利用支援、

並びに新 しい構造的アプ ローチの開発及び試験 を優先事項 とす る。

(b)BLKの 「新学習過程」プ ログラム

これは、教育界及び産業界の協力関係による新 しい訓練形態による教育過程、並びに勤

労学生のための定時制による教育過程の開発及び試験的実施 を優先事項 とす る。

(c)「高等教育機関におけるコンピュータ ・サイエンス学習課程の作成のための緊急アクショ

ン ・プ ログラム」

これは、2000年6.月19日 、教育計画及び研究推進に関するBLK会 合において、連邦政

府及び州政府が共同で採択 した、情報技術分野における高度なIT技 術専門家不足に対処

するためのプログラムである。

(4)一 般教育の継続

以下の分野における革新的な措置 に対 して融資す る:

・ 生涯学習、 自発的学習、能力開発 学習のためのインフラ改善

・ 一般教育の継続制度改革

・ できるだけ多 くの市民による教育及び生涯学習活動継続 のための動機付け、並びにその実

現

・ 成人の一般教育における新 メディアの利用

・ 継続教育関係者間の協力関係の緊密化
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・ 政治教育、外国語 といった社会的発展に特に重要な分野の発展拡大

3.3教 育研究省 の研究政策

研究政策の主な分野は、基本的科学研究、持続可能な開発、新技術、情報通信技術及び教育に

おける新メディア、ライフサイエンス、運輸、宇宙事業、技術革新支援及び技術移転などであ

る。IT政 策 としては、主に情報通信技術及び教育における新メディア分野、並びに技術革新支

援及び技術移転分野の研究政策が関係す る。 この主な内容は以下の通 りである。

3.3.1情 報通信技術及び教育 にお ける新 メデ ィア

(1)情 報通信技術 における基本的技術の開発

これは、基本技術の研究開発及び革新的なシステム開発に対 して融資す る。具体的には、以

下の事業に融資す る:

(a)革 新的な光通信ネ ッ トワーク

光学的及び光電子通信手段による情報の送信、交換、処理及び格納のための技術開発を

行 う。 このアプ リケーションの分野としては、新 しいブロー ドバン ドによる光学的シス

テム及びネ ッ トワー ク ・インフラが挙げ られる

(b)移 動通信 システム

マルチメディア ・サービスへのアクセスを容易にするブロー ドバン ドの移動通信システ

ムの開発及 びこれ らの新 しいディジタル移動通信サー ビスの開発 を行 う

(c)デ ィスプ レイ技術

平面デ ィスプレイの開発及びその応用分野への参入を検討す る

(d)新 技術分野

大 きなエネルギー ・ギャップを有するセ ミコンダクタ及び新 しい量子構造を開発する

(2)情 報 通信 アプ リケー シ ョン(ICTア プ リケー シ ョン)一 イ ン ター ネ ッ ト技術

イ ンタ■一一・ネ ソ ト技術 の アプ リケー シ ョン(e-services)の 研 究及 び将来 のニー ズへのイ ンター

ネ ッ ト技術利用 を 目的 と した通信イ ンフ ラ開発の充実化 に対 して融 資す る。特 に、イ ンテ リジ

ェン ト ・イ ン ター ネ ッ ト技術 及 び ドイ ツ研 究 ネ ッ トワー クに 関わ る研 究 に重 点 を置 く。

(a)イ ンテ リジェ ン ト ・イ ンター ネ ッ ト技 術

・ 特別 なネ ソ トワー ク構築:イ ンターネ ッ ト上 でのイン トラネ ソ ト/イ ンフ ラネ ッ トの開

発 、既 存のネ ッ トワー クへ の設備 、通信 媒体 、機器及び ロボ ッ トの即時的統合 、標 準 の
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設定な どへ融資

・ 新興企業向けのインターネ ッ ト技術支援:イ ンターネッ ト・スキルの向上及び ビジネス ・

アイデアの発案を目的として、主に大学及び研究機関に対 して融資。また、科学者及び

学生による新 ビジネス分野の開拓、並びにICT分 野での起業 に対 して融資

・``MobileAgent":2000年 夏に開始予定の`MobileAgent"の 財政支援。これは、複雑なオ

ンライン業務 を遂行す る団体に対 して融資

(b)ド イツ研究ネ ッ トワーク

教育研究者の支援により、 ドイツ研究ネ ットワーク推進委員会(DFN)は2.5ギ ガビット

の帯域を持つ全国 レベルの研究ネ ッ トワークを設立。これは、高等教育機関、応用科学の研

究を行 う大学、大学以外の研究機関、学校及び図書館のような小規模の研究教育機 関を相互

接続 している。将来は、汎用のメインフレーム ・コンピュータに接続 され る計画である。

(3)ソ フ トウェア技術(情 報通信 システム)

ドイツの情報技術研究の科学的 ・技術的基盤の強化及び新 しい科学的発見の商用化を 目指 し、

情報処理、ソフ トウェア開発、新 しい情報技術 システム、関連するプロトタイプ ・アプ リケー

シ ョンの革新的方法の開発 に対 して融資。具体的 には、以下の事業に融資す る:

(a)ソ フ トウェア技術

制御可能で信頼性のある安全な ソフ トウェアの効率的開発のための方法及びツール、既

存のアプ リケーシ ョン ・ソフ トウェアの保守及び再利用方法の開発、並びに技術製品の

ソフ トウェア開発ツール に対 して融資す る

(b)高 性能 コンピューティングのアプ リケー ション

アプリケーション関連のよ り効率的なシミュレーション ・モデル、ヴァーチャル ・リア

リティ法、改良 した数学的方法、全国レベルでの高性能コン ピューティングのアクセス

に対 して融資する

(c)イ ンテ リジェン ト・システム

情報技術分野の複雑なタスクのソリューシ ョンに対応 した実際的なアプ リケー ション

におけるナ レッジ ・プロセッシング法の活用、画像の分析及び評価、技術 システム及び

処理の管理、並びに設計、知識管理及び機能低下に対する技術的要因の認識、非特定の

フレームワーク上の条件に基づ くアクシ ョン ・プランニング及び管理に対 して融資する

(d)ス ピ・一一・チ ・テクノロジー

自然な発話の自動認識及び翻訳のための 自動言語処理、並びにスピーチ ・テクノロジー

に対 して融資す る
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(e)ヒ ューマ ン ・コンピュータの双方向性に関す るプ ロジェク ト

自然な発話、身ぶ り、物まね及び触覚 による情報の発信/着 信、実際に近い形態での複

雑な環境のヴァーチャルな表現といった分野における、人間の感覚の効率的な利用及び

合成技術に対 して融資す る。現在、5つ の主要なプロジェク トにおける、人間 と情報技

術 システム との新 しい相互作用 に関する開発研究に対 して融資 している

(0ヴ ァーチャル/拡 大 リア リテ ィ

ヴァーチャル/拡 大 リア リティ分野における革新的システム及びアプ リケーシ ョン開

発の発案支援に対 して融資する

(g)生 物学的原則 に従 った情報処理

生物学的進化によって 自然 に発達 した人間のスキル及び メカニズムの情報処理への利

用、並びに情報の格納、検索及び処理に対 して融資す る。

(4)教 育分野における新 メデ ィア

2000年3月 に開始 した 「教育分野における新メディア」融資プログラムに基づいた、学校

教育、職業教育、高等教育におけるマルチメディア教育コンテンツの開発プロジェク トに対 し

て融資す る。具体的には、以下の事業 に融資す る:

・ 学校教育:授 業における教育学習 ソフ トウェアの開発

・ 職業教育:雇 用主及び労働組合 間で選択 に合意 した職務部門の教育学習 ソフ トウェア

・ 高等教育:教 育課程の一環 としての高等教育のための教育学習 ソフ トウェア

(5)IT情 報サー ビス

新 しい知識の最適な処理及び提供、研究開発プロセスの品質 向上及び効率化、科学界及び産

業界の改革のための研究開発成果の商用化推進プロジェク トに対 して融資する。これは、ディ

ジタル ・ライブラリーの建設 を指針 とす る。具体的な融資先は以下の通 りである=

・"GlobalDigitalLibrary"の 科学的 ・技術的情報ス トラクチ ャの開発推進

・ 電子的な情報サー ビス及び科学ライブラ リーの文書提供サー ビスの拡大

・ 電子的手段及びマルチメデ ィアによる出版

・ 電子情報の研究及び利用 に要す るスキル の開発支援の充実化

3.3.2技 術革新へ の支援及 び技術移転

(1)発 明及び特許への支援

発明品/知 的財産権の保護強化及び利用推進、並びに一般市民による発明家及び特許への理
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解 の浸透 を 目的 とす る措 置 に対 して融 資す る。 具 体 的 には 、以 下の事 業 に融 資す る:

・INSTI技 術 革 新

・ ドイ ツ研 究 の た め の フ ラ ウ ンホ ー フ ァ ー特 許 セ ン タ ー(PatentstellefUrDeutsche

Forschung)に よる発 明促 進

・INSTIネ ッ トワ・一一・ク

・ 中小 企業 に よ る特許 申請

・INSTI利 用

(2)InnoRegio

1999年 、教育研 究省 は、 ドイ ツ連邦 共和国の新 しい州 を対 象 とす るInnoRegioコ ンテス ト

を開始。 これ は、地方 の技術革新 の可能性及 び能力 開発 を 目的 とす る。具体 的には 、教 育界、

研究界、経済界及び行政 間の協 力関係 を推進 す る ことに よ り、地方 にお ける新製 品、プ ロセ ス

及びサー ビスの共 同開発 、並 びに新 ビジネス及び雇 用の拡大 を 目指す。 これ に関連 す るプ ロジ

ェク ト及び事業 に対 して、2005年 までで総額255百 万ユー ロ(5億 ドイツマル ク。約348億

円、2003年8月4日 為替 レー ト:1ユ ー ロ=約136.49円 。特記 がなけれ ば、以下の 円換算額

は左記 の レー トに基 づ く)の財 政支援 を行 う。InnoRegioコ ンテス トは、資格認 定段階 、開発段

階及 び実施段 階 の3つ の段 階 か ら成 り立 って い る。

(3)革 新的な地方の発展のための中心的事業

革新的な地方の発展を目的とする中心的事業の一環 として、旧東 ドイツ地域における技術革

新 を目的とした連合組織に対 して融資する。

(4)EXIT－ 大学を基盤 とする起業

この 「EXIT－ 大学を基盤 とする起業」プログラムでは、革新的な企業の設立を支援 し、大

学と、大学が設置 されている地方の産業界及び研究界における外部パー トナー との協力関係の

強化に取 り組んでいる。 このプログラムの主な4つ の目標は以下の通 りである:

・ 大学の教育、研究及び管理部門における持続可能な 「起業家精神文化」の創造

・ 科学研究の成果の、経済的な付加価値 としての体系的な商用化

・ 大学及び研究機関において潜在す るビジネス ・アイディア、並びに起業家の蓄積の、体系

的な拡大支援

・ 革新的な企業の設立支援及びそれ を誘因 とす る新 しい安全な雇用の創生
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(5)高 等教育及び研究への第3次 特別融資プログラム並びに追加施策

このプログラムでは、以下に示す5つ の優先分野の政策を支援す る

・ 高等教育体制 の改善

・ 応用科学分野 の大学の拡大

・ 欧州及び国際 レベルでの協力 関係 の強化

・ 若い科学者への支援

・ 女性の地位 向上

この他、2001年 か ら2003年 において、以下のプ ログラムを実施す る

・ 女性 による教育及び研究分野への平等な参加機会の確保

・ 応用科学分野の大学の拡大推進

・ 新 しい州及びベル リンにおける革新的な研究体制の推進

・ 高等教育にお ける革新的な組織の構築推進

・ 大学で利用す る新 しい教材の開発支援

・ 大学院 レベルの教育課程の充実化支援

(6)女 性による教育及び研究分野への平等な参加機会の拡大支援

これは、女性による教育及び研究分野への平等な参加機会の拡大を目的とした、戦略的政策、

並びに体制の構築に対 して融資す る。現在は、以下の事業に対 して融資 している:

・ 教育、科学及び研究分野への女性の就学

・ 科学、研 究及び技術分野への女性の平等な参加機会の拡大事業

・ 国際的な女性大学 「技術及び文化」

・ 情報社会における女性、女性のオンライン利用(女 性によるインターネ ット利用推進キャ

ンペー ン)な ど

・ 訓練及びキャ リア開発に対する女性の機会の拡大政策

・ 平等 な機会取得及 び新 しい啓蒙のための効果的な戦略の開発 、並びに試験的実施

関 連Website

教 育 研究省:http:〃www.bmb£de/el1/index.php3

4.連 邦経 済労働省 のIT政 策

ドイツ連邦政府は、新 しい情報通信技術が ドイツのグローバルな競争力と雇用の拡大に多大
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な影響 を持つ とい う認識 に立 ち、情報社 会の実現 に向けた一連 の政策 を実施 している。 その骨

子 とな るのが、1999年9月 、 ドイ ツ連 邦政府 が 旧経 済技術省(BMVVA,2002年10月 以降、経 済

労働省 として組織改正、以下同様)及 び教 育研 究者(BMBF)の 監督 下に よ り作成 ・発表 した、

「21世 紀 の 情 報 社 会 に お け る 革 新 と 雇 用 の た め の ア ク シ ョ ン ・プuグ ラ ム:

Aktionsprogramm"InnovationundAtbekGplatzeinderInformationsgesellschaftdes21.

Jahrhunderts"」 である。この 目標 は、デ ジタル 時代 にお け る リー ダー的存在 としての ドイ ツの地

位確 立 、将 来 を見す えた 高 レベル の雇 用 水準 の達 成及び 全市 民の情報社 会へ の参加 で あ る。

これ は、政 治 ・経 済 ・社 会が一体 となって今後5年 間で実現す る、以 下の7つ の行動方針 か

ら構成 され る:

・ 新 しい メデ ィアへ のア クセ ス拡 大

・ 教育 にお け るマ ル チ メデ ィア活 用 の助成

・ 法整備 に よる信 頼性 及 び安 全性 の強 化

・ 革新 的 な雇用 の創 出

・ テ ク ノ ロジー及 び イ ン フラ にお け る最 高 の地位確 立

・ 全 国規模 の近 代化 推進

・ 欧州 内及 び 国際社 会 にお ける協力

これ らのア クシ ョン ・プ ログ ラムの 目標 を具体的 に示 してい るのが、2000年9月18日 に連

邦首相が提 出 した10項 目か らな る 「全市 民 にイ ンターネ ッ ト」プ ログラム:"lnternctfUrAlle'`

で あ る。

この後 、2002年3月6日 、連 邦内閣 は、旧経済技術者 と教育研 究省 が作成 した進捗状況 に関

す る報告 書 「情 報社会 と して の ドイ ツ:"lnformationsgesellschaftDeutschland"」 を通過 させ た。

これは、上記 の連 邦政府 のア クシ ョン ・プ ログラムの成功 について報告 す る と同時 に、情 報社

会 の今 後 の展 開 につ い ての 考察 、及 び将 来 に向 けた 中心 的政 策課題 を示 した もので あ る。

また2002年8月 、連邦 政府 はCDU/CSU(キ リス ト教 民主同盟/キ リス ト教社 会 同盟)か ら提

出 された質 問文書 「デ ジ タル経済 におけ る ドイ ツのチ ャンス と展望 情 報技術 、マル チ メデ ィ

ア 、イ ンタv・一一ネ ッ ト、テ レコ ミュニ ケー シ ョン):℃hancenundPerspektivcndcrdigitalcn

Wi鵬cha葺(Informationstechnologie,Multimcdia,Intcrnet,Teleko㎜tmikation)inDeしrtschland"」 に対

し、上記 の進捗状況 に関す る報告書に基づ いた、2002年 夏 までの ドイ ツ情 報社会 の順調 な発展

及 び将 来 のIT政 策 の重 点事 項 につ いて 回答 した。
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-一
4.1「21世 紀 の 情 報社 会 に お け る革 新 と雇 用 のた めの ア ク シ ョン ・プ ロ グ ラム 」

し

この行動方針の概要は以下の通 りである。

4.1.1新 しいメデ ィアへ のアクセス拡大

規制緩和の拡大によるインターネ ッ ト・アクセス料金の値下げ、経済労働省の 「情報社会 フ

ォニラム」 を一例 とす る対策 などにより、全市民による情報社会への参加 を目指す。

4.1.2
,教 育 にお けるマルチ メデ ィア活用 の助成

公共部門と民間部門が協力 して行った 「学校にインターネ ッ ト」プログラムにより2000年

末までに新たに2万 校でインターネ ット接続が可能にならた。すべての教育分野においてこの

マルチメデ ィアの活用を継続 してい く予定であ る。

4.1.3法 整備 に よる信 頼性及 び安全性 の強化

電子商取引、消費者保護、データ保護、電子署名の分野において迅速な法整備を行 うととも

に、特に、ミュラー連邦経済大臣により発足された 「安全なインターネ ット経済とともに」プ

ログラムを継続 し、 この問題 に取 り組む企業の自主的な努力(イ ニシアティブD-21)を 助成

す る。

4.1.4革 新的 な雇用 の創 出

特に、「電子商取引推進センター」を通 じて中小企業への助言 と情報提供を継続実施す る。

起業活動については、特に 「マルチメディア起業コンテス ト」や、毎年CeBitで 授与 される 「ド

イツ ・イ ンターネ ッ ト賞」によ り支援する。 さらに、企業へのテ レワーク導入を促進す る。

4.1.5テ ク ノロジー及びイ ンフラにおけ る最 高の地位確 立

この重要な分野は、無線インターネ ッ トを可能にする第三世代移動通信(UMTS)、 デジタル ・

ラジオ、研究機関を結ぶ最高速ネ ットワークの構築の他、半導体、インターネ ッ ト検索エンジ

ン、新 しいソフ トウェア といった基礎技術開発に対す る個別支援である。
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4.1.6全 国 規模 の 近 代 化推 進

ドイツの情報社会化には、国が先駆的役割 を担 う必要がある。その一環 として、すでに、オ

ンライ ン確 定 申告 システ ム を導 入 し、 現在 は ヴァー チ ャル ・コ ミュニテ ィにお いて

Media@Ko㎜ パイ 吟 ト・プロジェク トを実施中である。まもなく公的部門の電子的発注を

実施する予定である。

4.1.7欧 州内及 び国際社 会にお ける協力

連邦政府は、欧州及びその他の世界のパー トナー との協力関係をインターネ ット戦略の基本

要素とみな し、欧州の情報社会確立を目指すEUのe-Europe行 動計画、世界のデジタル格差

是正 を目指すG8の 沖縄憲章への支持を表明 している。

また、OECD(経 済協力開発機構)、WTO(世 界貿易機関)、欧州委員会、グローバル ・ビジネ

ス ・ダイアローグ(GBDe)と いった機関において、特に 「サイバー犯罪」、「自由貿易 とインタ

ーネ ット」
、「消費者保護」とい うテーマにっいて協議 している。インターネ ッ トの管理に関し

ては、ICANN政 府委員会に協力 している。

これ らの施策を通 じて、国際的な情報社会における ドイツの指導的地位 を確立す るとともに、

全市民の情報社会への参加及び持続的な雇用創 出を 目指す。

4.2「 全 市 民 に イ ンター ネ ッ ト」 プ ロ グ ラム

4.2.1デ ジ タル ・イ ンテ グ レー シ ョン(市 民 のデ ジ タル 社 会 参 加 促 進)

(1)デ ジ タル ・イ ンテ グ レー シ ョン ・キ ャンペー ン

これ は、2001年 、旧経 済技術省が実施 した、一般市民 のイ ンターネ ッ ト社会へ の参加推進 を

目的 とす るキャ ンペ ー ンで あ る。

(2)デ ジタル ・チ ャ ンス ・ネ ッ トワー クの構 築

ドイ ツ赤十字 との協力 に よる高齢者向 けのイ ンターネ ッ ト教育セ ン ターの設立 、ブ レー メ ン

大 学 にお け るデ ジタル ・チ ャ ンス ・ネ ッ トワー クの構築 な ど幅広 い事 業 を展 開 して い る。

(3)ベ ル リンにおける相談窓 口の新設

これは、 ドイツ全域におけるイ ンターネ ット・アクセス及び教育を可能にする教育センター

を福利厚生施設内に設立す る民間福祉団体 を支援するプロジェク トである。このプロジェク ト
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は、 旧経済技術省 の 「赤 十字でイ ンターネ ッ ト!」事業 の延長線 上にあ り、 ドイ ツの20の 赤十

字地 方支 部 にお い て2001年 秋 か ら無料 のイ ンター ネ ッ ト ・コー ス が設 け られ てい る。

(4)バ リアフ リーのインターネ ット

これは、障害者による新 しい情報技術利用の推進 を目的とす る。2001年9月 、旧経済技術省

は障害者のインターネ ソトに対す る期待と障害について広範囲にアンケー ト調査を実施 し、そ

の結果を冊子 として公表 した。

4.2.2情 報 社 会 フ ォー ラ ム

これは、情報提供、問題提起、モデル開発及び市民が幅広 く参加 して討論を行 う場 として位

置づ けられている。

4.3そ の他 の 情 報 社 会 政 策

4.3.1eビ ジネ ス の推 進

電子商取引(eビ ジネス)は 、新 しいデジタル情報通信技術の応用分野の中で も最 も重要な

分野のひ とつである。経済労働省は、これを推進するため、以下を中心とする種々のプログラ

ムを実施 している。

(1)中 小企業に対する助言 と情報提供

経済労働省は1998年 以来、中小企業による電子商取引推進を目的として ドイツ全域におけ

る4つ の地域電子商取引推進センターのネ ッ トワークを支援 している。中小企業及び手工業者

は、地元に設置されたこの電子商取引推進センターにおいてeビ ジネス参入のための中立的な

助言、研修及び具体的で専門的な支援を無料で受けられる。 これは2000年 に地域をまたぐ3

つの分野別センター(旅 行、商業、自由業)に 統合 された。2003年 中頃か らは、基本的な助言

(情報提供、助言、セ ミナー)の 他、重点項 目及びeロ ジスティック、ITセ キュリティ、オン

ライン関連法、電子市場など、新 しい応用分野に関する専門的な情報提供も行 う。 この他、電

子商取引に対する不安感を取 り除 き、中小企業の電子商取引参入 を促進するため、 「電子商取

引ガイ ド 中小企業のために」 と題す るパンフレット及び 「電子商取引:中 小企業が電子商取

引でインターネ ソトを活用する際の実用ガイ ド」を発行 した。また、MediaMitプ ログラム(ド

イツ商工会議所連合会が行 うプログラム)に より、電子商取引のチャンスについて中小企業向

けの催 し物 で情報 を提供 してい る。
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(2)モ デル計画支援

経済労働省は、「中小企業における電子商取引支援のためのモデル計画」(2000年4月 開始)

を推進。これは、中小企業及び手工業者のニーズを考慮 した電子商取引分野における革新的な

モデル ・ソリューションの開発 を 目的 とす る。

(3)法 的枠組みの整備

連邦政府は、革新的な経済セクターである情報通信サー ビス部門の法律の近代化を目的 とし

て、情報通信サービス関連の法律を見直 した。 この法的基礎 となるのが、情報通信サー ビス法

(luKDG)と メディア ・サー ビス州間協定(MDStV)で ある。これに関係する主な法律は以下

の通 りである(な お、これ らの法的基礎 の公式文書については、「情報通信サー ビス法(luKDG)

ガイ ド」に示 されてい る)。

(a)電 子商取引法(EGG)

2001年12月21日 に発効。これにはテレサービス法(TDG)及 びテ レサー ビス ・データ

保護法(TDDSG)の 重要な変更が含まれ る

(b)テ レサー ビス法(TDG)

これは、許可不要の原則、サー ビス提供者の責任及び符号に関 して規定

(c)テ レサー ビス ・データ保護法(TDDSG)

当該法は、データ保護法にさらに新 しいテレサービス分野(シ ステム ・データ保護、デ

ー タ提供回避、匿名性/偽名性、電子的同意)の 個別の規定を追加 した法律である

(d)署 名法

2001年5月21日 に発効。 これは、電子署名の枠組み及びその他の規定変更に関する法

律である。EUの 電子商取引に関す る指令 をEU域 内で最初に国内法化 したのが新署名

法 である

(e)ア クセス制限付サー ビス及びアクセ ス制限サー ビスの保護に関す る法律(ZKDSG)

これは2002年3月23日 に発効

① その他

民法の形式に関す る規則の見直 し、並び に価格割 引法及び景品令を廃止 した。

現在は、情報通信サー ビスの分野の状況変化への適応、その他の分野(特 に連邦データ

保護法)の 規定変更への対応及びEU指 令の国内法化の必要性に鑑み、新 しいサー ビス

に関す る法規定に向けた準備作業を実施 している。
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(4)電 子 商取 引 に関す る一般 的 な情 報提供

(a)電 子 商取 引 に関す る情 報提 供パ ンフ レッ ト(e-facts-lnformationenzumE-Commerce")

これ は、経済労働省 が電子商取 引の可能性 、危険 な どの疑 問に対 して回答 した冊子 であ

る

(1))ECIN電 子 商取 引情報 ネ ッ トワー ク(ECI]N-ElectronicCommerceInfoNet)

ここでは、最新のニ ュー ス及び レポー トの提 供、電子商取 引の現 状に関す る専門家の意

見 の掲 載 に よ り、イ ン ター ネ ッ ト上 で電 子商取 引 に関す るあ らゆ る情 報 が入 手可能

(c)eビ ジネ ス標 準調 査報 告 書(StandardstudieE-Business)

これ は、 ドイ ツのeビ ジネ ス標 準 が明 らか に され た報告 書 で あ る

4.3.2マ ル チ メデ ィア 支 援

経済労働省において、マルチメディアは行動計画の基本要素 として重要分野のひとつを成す。

その目的は、最新の情報通信技術の活用及び拡大推進、インターネ ットによる起業の機会の積

極的活用である。経済労働省 は、以下に示す基本方針に従いつつ、重点分野に対 して予算の許

す範囲で財政支援 を行ってい る。

(1)基 本方針

・ 技術政策的に革新性の高いプ ロジェク ト計画に対 して
、公募による財政支援 を行 う

・ 一定の条件を満足 した、マルチメデ ィア分野におけるその他の革新的プロジェク ト・アイ

デアに対 して財政支援を行 う。

(2)重 点分 野

現在 、重点 が置 かれ て い る分 野及 び そ の具体 的事業 は 、以 下 の通 りで あ る。

・ 起業 の促 進:マ ル チ メデ ィア起業 コンテ ス ト
、マル チ メデ ィア 起業 ガイ ド

・ パイ ロッ 障 業例及び賠 慣行例の普及:MEDIA@Ko㎜
、電子 的発 注 、MobilMedia、 ド

イ ツ ・イ ンターネ ッ ト賞 な ど

・ テ レコー ポ レーシ ョン及 びテ レワー クの拡充:中 小企 業にお けるテ レワー ク
、OnForTe(テ

レワー ク ・オ ンライ ン ・フ ォー ラム)、DArEL、LERNETな ど

・ 技術 に よるセ キュ リテ ィ及 び操作 性の 向上:MAP 、MUMASY、VERNET、FairPay、 電子

投 票 な ど

・ ナ レッジ ・マネ ジメ ン ト:効 率 的 な知識 開発 と知識 処理 のた めの新 しい 手法

・ ヴァー チ ャル ・カンパ ニー:テ レコーポ レー シ ョン ・ネ ッ トワー クの ソリュー シ ョンのた
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めの新 しい技術 と組 織

・ ブ ロー ドバ ン ド ・サー ビス:ブ ロー ドバ ン ド ・ネ ッ トワー クにお ける複雑 なアプ リケー シ

ョンの た めの新 しいマル チ メデ ィア ・サー ビス

関 連Website

経 済 労 働 省 のIT政 策:lnformationsgesellschaft(情 報 社 会):httpY/ww.bmwi.de/NaVigation/Service/english.html
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フランス





VIフ ラ ン ス

1.フ ラ ン ス政 府 に お け る情 報 技 術 政策

1.1経 緯

フ ランス政府 は、1994年9月 に ミニテル1の 発案者 であ るフランス ・テ レコムの元総裁 ジェ

ラル ド ・テ リに情報技術政策 レポー トの作成 を依頼 した。 同 レポー ト 「フ ランスにお ける情報

ハイ ウェイ ・サー ビス」 では、光 ファイバに開発 に向けた野 心的 な計画 を提唱 し、サー ビスの

展 開 を国家 がサ ポー トすべ きであ る と述 べ てい る。

1997年8月 、リオネル ・ジョスパン(LionelJospin)首 相(当 時)が 「野心的なアクシ ョン ・

プラン」を発表 した。 ジョスパン首相は 「政府は一連の提言を通 じて、行政機関やその他の社

会組織のために優先度を設定 し、具体策を実施 し、基準を用意 して、国家の側か ら目的のはっ

きりした持続的な介入を実現する」と述べた。同首相はさらに 「技術的な レベルの問題に加え、

情報社会の出現は政治的にも大きな意味を持ってお り、政府にとっても重要な課題になる」 と

指摘 した。

1998年1,月 、最初 の情報社 会のための省 庁間委員会が開かれ 、 「情報社 会のた めの政府 ア ク

シ ョン ・プ ログラム(PAGSI:Programmed'ActionGouvernementalpourlaSoci6t6de1'information)」

が発表 され た。 国家 が果 たす役 割 と して、

・ 触媒 と しての役 割
。企 業や 国民 に情報社 会 の重要性 を伝 え る。・規 制機 関 と しての役割。

情報 社会 にお け るル ー ル を確 立 し、実 施す る。

・ 主要な プ レーヤー として の役割
。公共 サー ビス と国 民の間 の関係 を一新 し、サー ビス提

供 のや り方 を最新 の もの にす る。

を挙げてい る。 また、6つ の分 野 を優先事項 と した。① 教 育、② 文化、③ 公共サー ビス 、④

企 業 、⑤ 産業 の現 代化 と技術 革 新、⑥ 規制 の枠組 み。

2000年7A、 フランス政府 は、情報 格差(デ ィジタル ・デバイ ド)を 解 消す るた めに、以 下

の政策 を発表 した。 これ に関連 した予算 として 、3年 間に6億1,300万 ユ ・一ロを計 上 した。

1ミ ニテル:イ ンターネ ッ ト以前にフランスが世界に誇っていた情報通信端末
、1983年 に フランスの国営企業

フランス ・テ レコムが、紙製電話帳の代 りにフランス全土で約450万 台 を無料で配布 した。 この端末機 の名前

が ミニテル、電話回線 に接続 された小型ディスプレイ、キーボー ドで各種情報がオンラインで入手する ことが

で きた。
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一教 育

一国民全員 のイ ンターネ ッ ト接続

一新 しい雇 用 とICTト レーニ ング

ーICTと 第 三セ クター

-IPロ ー カルル ー プの ア ンバ ン ドリング

ー国際協 力(南 北問題)

-e-Europeに 向 けた新 しい道 を フ ランス政 府 が提 案

－ICTの 新 しい用 途 に関す る研 究 開発

2002年6月 、シラク大統領 の直系 と言われ る右派 のジャン ・ピエ ーノ?・ラフ ァラン(Jean-Pierre

Raffarin)氏 を首相 とす る第2次 ラフ ァラン内閣が発足 した(2002年5月 に発 足 した第1次 内

閣は左 派の ジ ョスパ ン前首相辞任 に伴 う暫定 内閣)。 この政権 交代 に よ り、 「情報社会 のための

政府 ア ク シ ョン ・プ ログ ラム(PAGSI)」 はその役 割 を終 えた。

2002年11月 、 ラフ ァラン首相 は、★"ElectronicBusinessGroup(EBG)"2に 向 けた演

説 の 中で、新 しい情報技術 政策 、 「情報 社会 にお け るデ ィジタル 共 和国構想:RE/SO2007」

(PouruneREpubliquenum6riquedanslaSOci6t6de1'information)の 概 要 を発表 した。こ

の構想 は、従来のPAGSIを 引 き継 ぎなが らその問題 点 を改 め、フ ランス社会 の情報化 に新 た

な活力 を与 え ることで 、 「フ ランスの情報化 の遅れ に終止符 を打つ 」、 「全 国民のた めの情 報社

会 を実現す る」こ とを二大 目標 としてい る。特 に、2003年 のア クシ ョン ・プ ログ ラム と しては、

RE/SO2007の 継続実施及 び各省 庁間サー ビス を前提 とした電子行 政の大改革 を掲 げ、新 しい機

関 の設 立 によ りRE/SO2007の 充 実 化 を め ざ してい る。

表VI-1に フランス政府における主要情報技術政策の経緯 を示す。

2"ElectronicBusinessGroup"イ ン タ ーネ ッ トを事業 に 活 用 して い る フ ラ ンス企 業 と外 国企 業

300社 以 上 か ら成 る団 体 。
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表VI-1フ ランス政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1994年9月 「フ ランスにおける情報ハイ ウェイ ・サー ビ

ス」

ジェラル ド・テ リにIT政 策 レポー トの作成 を

依頼、テ リはフランス ・テ レコムの元総裁で

あ り、 「国民すべ てに ミニテルを」のプ ロジェ

ク トの発 案者

光 ファイバに開発に向けた野心的な計画 を提

唱 し、サー ビスの展 開を国家 がサポー トすべ

き

1997年8月 「政府 に よる野心的なアクシ ョン ・プラン」 技術的なレベルの問題に加え、情報社会の出

現は政治的にも大きな意味を持ってお り、政

府にとっても重要な課題になる

1998年1月 「情報社会のための政府アクション ・プログラ

ム」(PAGSI)

国 家 がはたす役 割
・触媒 としての役割。企業や国民に情報社会

の重要性 を伝 え る。

・規制機関 としての役割。情報社会 における

ルール を確 立 し、実施す る。

・主要なプ レーヤー としての役割
。公共サー

ビスと国民の間の関係 を一新 し、サー ビス提

供のや り方 を最 新の もの にす る。

6つ の分野 を優先

1.教 育,2.文 化,3.公 共 サ ー ビス,4.企 業,5.

産 業 の現代化 と技術 革新,6.規 制 の枠組み

2000年7月 ISプ ログラムの今後の優先課題 デ ィジタル ・デ バイ ド解 消の政策

一教育

一国民全員 のイ ンターネ ッ ト接続

一新 しい雇用 とICTト レーニ ング

ーICTと 第 三セ クタ一

-IPロ ー カルルー プのア ンバ ン ドリング

ー国際協 力(南 北問題)

-e-Europeに 向 けた新 しい道 をフランス政府

が提 案す る

－ICTの 新 しい用 途 に関す る研 究開発

予算

3年 間に6億1,300万 ユ ー ロ

2002年11月 「情報社会 にお けるデ ィジタル共和国構想:

RE/SO2007」

、

二大 目標。

「フランスの情報化の遅れに終止符を打つ」、

「全国民のための情報社会を実現する」

Source:フ ラ ンス政 府発表資料 か ら作成

関 連website

internet.gouv.fr:http://www.internet.gouv.fr/f㌃ancais/index.html
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1.2行 政組 織

2002年5月7日 、ジ ャ ック ・シラク大 統領後継者 である、 ジャン ・ピエールiラ フ ァラン

(Jean-PierreRaffarin)首 相 が就任 し、 同年6月 、 ラ フ ァラ ン内閣が誕 生 した。

フランスのIT政 策は、主にテーマ毎 に分 けた省 庁間委員会 において実施 されて いる。各省 庁

が この委員会 に参加す る ことに よ り、その 目標 実現 に向けて政府全体でIT政 策 を実施 している。

内閣 、各省 庁 委員 会及 びIT政 策 に関連 す る機 関 の組織 は以 下の通 りで ある。

1.2,1内 閣

首相:Jean-PierreRaffarin

社会問題 ・雇用連帯省

国防 ・退役軍人省

青年 ・教育 ・研究者

運輸 ・住宅 ・観 光 ・水産省

エコロジー ・持続可能な開発担当者

公衆衛生 ・家庭 ・障害者担当者

農 業 ・食糧 ・漁業 ・地方 問題省

公共事業 ・国家改革 ・国土整備省

Source:フ ラ ンス政府 の発表 資料(2002年6月17日 現 在)

図VI-1内 閣 組 織 図
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1.2.2情 報社会 実現のための省庁 間委員会

首 相:Jean-PierreRaffarin

CISI

(Comit6sInterminist6rials

pourlaS㏄i6t6d'lnformation,

情 報 社 会 の た め の 省 庁 間 委

員 会):

包 括 的 な 情 報 社 会 の 問 題 に

取 り組 む

＼＼

CIRE

(Comit6sinterminist6rials

pourlaR6formedeIEtat,

国 家改革 のための省庁間

委員会):

政 府 近代化政策 の観点か

ら情報技術及び通信 問題に

取 り組む

↑↓

CIADT

(Comit6sInterministξrials

d'am6nagementetde

d合velopPementdutenitoire,

国 土 の 整 備 ・発 展 の た め の 省

庁 間 委 員 会):

全 国 に お け る 情 報 社 会 へ の ア

ク セ ス 及 び ブ ロ ー ドバ ン ドの

開 発 に 取 り組 む

〃
電子政府:ADAE(1)

電 子 商取 引(デ ィジタル経 済のた めの ミッシ ョン):MEN(2)

情 報 通信技術 の開発:DIGITIP(3)

渉 外:(外 務 省の)局 長 管轄に よる情報通信技術 ミッシ ョン担 当

情 報社 会のた めの政府 ア クシ ョンの実施 に対す る支援:DDM(4)

技 術 革新及び研究 開発:CSTI(5)

情 報 システムのセ キ ュ リテ ィ:SGDN(6)

イ ンターネ ッ トへ の公 共ア クセスの拡大:公 共 アクセスのための省庁間 ミッシ ョン(7)

国 土整備 ・ブ ロー ドバン ドの推進:DArAR(8)、DIGITIP

↑↓

中央政府内
内閣内相

一閣外相

「情報社会」 ミッシ ョン担当顧問
・地方政府内

内県の情報通信技術 ミッション担当者

地方政府内の情報社会担当者:

Source:フ ラ ンス政府の発表 資料

(1)ADAE:Admnistration61ectroniqueete-gouvernment、 電 子 行 政 及 びe-gove㎜ent(言 羊糸田に っ い て は 、 後 述 の

1.2.4ADAEを 参 照)

(2)MEN:Commerce61ectroniqueMissionpourl'6conomienum6rique、 デ ィ ジ タ ノレ経 済 の た め の 電 子 商 取 引 ミ ッ シ

ョ ン

(3)DIGITIP:DireCtionG6n6ralede1'industrie,destechnologiesde1'inforrnationetdesPostes、 産 業 ・情 報 通 信 ・郵 便
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電 信 総 局(詳 細 に つ い て は 、 後 述 の1.2.5経 済 ・財 政 ・産 業 省 及 び1.2.7DIGrrlPを 参 照)

(4)DDM:DirectiondeDξveloppemCntdesM6dias、 メ デ ィ ア 開 発 局

(5)CSTI:ConseilStrategiquedesTechnologiesde1'lnformation、 情 報 技 術 戦 略 会 議(詳 細 に つ い て は 、 後 述 の3.

CSTIを 参 照){

(6)SGDN:Secr6tariatG6n6raldelaD6fenseNationale、 国 防 事 務 総 局'

(7)Missioninterministeriellepour1'acoespUblicalamicrΦinformatique,al'internetetaumUltim6dia、 ミ ク ロ情 報 科

学 ・イ ン タ ー ネ ッ ト ・マ ル チ メ デ ィ ア へ の 公 共 ア ク セ ス の た め の 省 庁 間 ミ ッ シ ョ ン

(8)DArAR:D616gationa1'am6nagementduterritoireetal'actionr6gionale、 国 土 整 備 ・地 域 事 業 諮 問 委 員 会(組 織

図 に っ い て は 、 後 述 の1.2.3公 共 事 業 ・国 家 改 革 ・国 土 整 備 省 を 参 照)

(1)各 省 庁 間委員 会 の活 動

各省庁 間委 員会 の活 動 の概 要 は、以 下 の通 りで あ る。

(a)CISI

「デ ィジタル 共和 国」 目標 の実現 に向けた施策 として、2003年7月10日 、首相 は3年 ぶ

りに、 しか も現政権 誕生以来初 めて、第4回CISIを 召集 した。同会合 は、研究 ・新技 術担 当

大臣補佐 のク ローデ ィ ・エニ ェール(ClaudieHAIGNERE)氏 が家庭 問題担 当大臣補 佐 ク リ

スチ ャン ・ジャコブ(ChristianJac(カ)氏 及 び国家 改革担 当閣外 大臣ア ン リ・プ ラニ ョル(H㎝li

Plagnol)氏 の協力 を得 、また メデ ィア開発 局の支援 を受 けて 開催 され た ことか らもわ かる と

お り、政府 全 体が情 報社 会 の発 展 に 関与す る姿 勢 を表 して い る。

CISIは 、情報技術 の普及 と一般化 を主要な任 務 としてお り、特 に国民及び家庭のイ ンターネ

ッ トに対す る信頼性 強化 、並び によ り多 くの国民 による情報技術 の利 用を 目標 とす る70件

以 上 の様 々 な措置 を実施 して い る。

(b)CIRE

国家改革は政府の優先事項であるとの認識 に基づき、2003年2月19日 の閣僚会議におい

て、国家改革を目的とする新 しいサービス機 関の設立が決定された(詳 細については、後述

の2.2電 子行政の大改革を参照)。その後の閣僚会議な どで国家改革の具体的な準備が

整え られる一方、この秋に開催 されるCIREで は、電子行政の発展に関する戦略計画が採択

され る予定。

(c)CIADT

2003年9月3日 に開催 され たCIADTで は、地方 におけ る電子行政 の立 ち遅れ に対処す る

ため 、政府 は 、4年 以 内 の実現 目標 と して以 下 の項 目を設 定 した:
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① 都市部人 口の99%を 対象 とす る移動電話の利用環境整備

② 行政の支援を受けていなかった15百 万人のフランス人を対象とす る、ブロー ドバ

ン ドによるイ ンターネ ッ トの 自由な接続

③ 商業地域及び幾つかの人 口密集地に対す るブ ロー ドバ ン ドの提供

(2)各 省庁間委員会の運営

各省庁間委員会は、首相が議長 を務め、大臣、大臣補佐、担当の高級官僚で構成 されている。

会合で決定 された事項は、閣議に報告 される。なお、各省庁間の事務調整のため、以下の会合

が毎 日召集 され る:

① 各省庁間会合:首 相が主催す る閣僚会議のメンバーまたは首相官邸事務局長が議長を

務 める会合で、明確な議題 に関係する各省庁事務局のメンバーによって構成 される

② 特別委員会:大 統領 またはその権限によって、首相、大臣、高級官僚が招集 され、各

省 の特別委員会または閣僚会議で論議 され ることにな る特定の議題 を協議す る

③ 各省庁間委員会:特 定の分野に絞って、関連する大臣 と高級官僚を招集 し協議する。

関 連Website

CISI:http://www.intemet.gouv.fr/rubrique.php3?i(Lrubrique=213及 びhttpV/www.recherche.gouv.fr/cisi/2003/index.htm

CRE:http://www.intemet.gouv.fr/rubrique.php3?id _rubrique=212及 び

http:〃www.premier-ministre.gouv.fr/fr/p.cfin?ref≒40426#2

CIADT:http:〃www.intemet.gouv.fr/rubrique.php3?i(1 _rubrique=204、

http:〃www.internet.gouv.fr/article.php3?id _article=1016及 び

http://www.datar.gouv.fr/datar _site/dataし 丘amedefnsfγwebmaster/ciadt_f}amedeC-vf?OpenD㏄ument
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1.2.3公 共事 業 ・国家 改 革 ・国 土整 備 省

公共事業 ・国家改革 ・国土整備大臣: 国家改革担当閣外大臣:
ジャン ーポール ・デ ュル ヴォ ワィエ アン リ ・プ ラニ ョル

(Jean-PaulDelevヴe) (HenriPlagn・1)

大臣官房 閣外大臣事務局

'

DGAFP ADAE DMGPSE
ン

(Directiong6n6ralede (Agencepourle (D616gationala
1'administrationetdela DeveloPPementde modemizationdelagestion

fbnctionpublique) 1'Administration publiqueetdesstructuresde

行政 ・公共事業総局 Electronique) 1'Etat)

電子行政発展機関 行政管理 ・行政構造の

近代化諮問委員会

DArAR DUSA

(D616gationaram6nagementdutenitoire (D616gationauxusagersetauxsimplincations

etal'actionregionale、
administratives)

国土整備 ・地域事業諮問委員会)
ユーザ ・行政事務簡略化諮問委員会

Source:フ ラ ンス政府 の発 表資料

図VI-2公 共事業 ・国家 改革 ・国土整備省 組織 図

1.2.4ADAE

ADAE(AgencepOurleDeveloppementde1`AdministrationElectronique:電 子行政発展機 関)は 、

2003年2月21日 付 け政令 に基 づい て設 立 され た各省 庁 間サー ビス機 関の ひ とつ で ある。

この機 関は、技術機 関 と して のArlCA(Agen㏄pourlesTechnologiesdel'Infb㎜ationetdela

Commmicationdans1'Admnistration:政 府機 関内情報通信技術推進局)、 並 びに行政担 当機 関 と

してのDIRE(D61egationInteminist6riellealaReformede1'Etat:国 家改革のた めの省庁 間諮問委

員会)及 びCosa(CommissiondeSiixplificationadmnistrative:行 政事務の簡 略化委員会)を 統合

して組織 され た。

ADAEは 、国家 改革担 当閣外 大臣が管轄 し、ジャ ック ・ソ レ(JaequesSAURET)氏 が理事長

を務 め る。 この機 関は、理事会 と4つ の部 門か ら構 成 され る。 この機 関の方針 は、各省庁 、地

方 自治体、公共機 関、利 用者 、企 業のそれ ぞれ の代表及び専 門家 で構成 され る方針決定会議 に

お いて決 定 され る。
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ADAEの 主 な業務 は 以 下の通 りで あ る:

・ 情 報 システ ムの 開発 を奨励

・ イニ シアテ ィブ の推 進 、調 整及 び 評価

・ ニー ズ の明確 化
、プ ロジェ ク トの構 想 な どに関 し、政府機 関 を支援

・ 行 政 手続 きの電子化 及 び情 報 シス テ ムの相互接 続性 に 向 けた措 置 を提 案

・ フ ァイル転送 、 ドメイ ン名の管理 、 メ ッセー ジ機能、デ ィ レク トリー 、情 報 アプ リケー シ

ョンへの アクセ ス、デ ィジタル ・リソー スの レジス トリー といった分野 にお ける、相互接

続 及 び共有 リソー ス のオペ レー シ ョン ・サー ビス業務 を管理

理事会

理 事 長:ジ ャ ッ ク ・ソ レ

(JacquesSAURET)

戦略部門

将来の展望に関するミッシ ョン

財政支援に関するミッシ ョン

法律に関するミッション

ネットワークの拡大に関するミッション

ユーザ及び公共機 関向けサー ビス部門

ユーザ向けサービスに関するミッション

公共機関向けサービスに関するミッション

官公庁向けサー ビス部門 コ ミュニ ケー シ ョン部 門
・ 照 会に関す る ミッシ ョン ・ 市民 との コ ミュニ ケー シ ョンに関す る ミ

・ 資金 セ ンターに 関す る ミッシ ョン
ツ シ ョ ン

・ 運営 に関す る ミッシ ョン ・ 官公 庁 との コ ミュニ ケー シ ョンに関す る

ミ ッ シ ョ ン

'ウ ェ ブ マ ス タ ー

Source:フ ラ ンス政府 の発表資 料

図VI-3AI)AE組 織 図

関 連Website

ADAE:http:〃www.adae.pmgouv.fr/spip/index.php3
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1.2.5経 済 ・財 政 ・産 業 省

経済 ・財政 ・産業大臣:フ ランシス ・メール(FrancisMER)

貿 易 担当大臣補佐:

フ ランソワ ・ロース

(FrancoisLOOS)

予 算 ・予算改革担 当

大臣補 佐:

ア ラン ・ランベール

(AlainLAMBERT)

中小 企業 ・通商 ・手工業 ・自由

業 ・消費活動担 当閣外大 臣:

ル ノー ・デ ュ トレイユ

(RenaudDutreil)

産 業 担 当大臣補佐:

ニ コル ・フォンテーヌ

(NicoleFontaine)

MEN

(Co㎜erce61ectroniqueMission麺

r6conomienum6rique)

デ ィ ジ タ ル 経 済 の た め の 電 子 商 取 引

ミ ッ シ ョ ン

事務総局

通商 ・産業に関す る監督総局(注) 鉱山業担当理事会 情 報 技 術 理 事 会

(CGTI:Conseil

G6n6ralDes

Technologiesde

L`infbmlation)地方事業及びPMI担 当局(注) エネルギー ・原料担当総局

産 業 ・情 報 技 術 ・郵 便 電 信 総 局(DIGI皿P:

Dir㏄tionG6n6raledel'indu… 亮he,des缶c㎞ologes

dePinfbrmationetdesPostes)

原子力安全 ・放射能防護担

当総局

技 術 ・情 報 社 会 局(STSI:Servi㏄des

technologesetdelas㏄iet6dePin品 ㎜tion)

ユニバーサルな郵便サービスに関す

る調停機関

(注)貿 易担当大臣補佐、予算 ・予算改革担当大臣補佐、中小企業 ・通商 ・手工業 ・自由業 ・消費活動担当閣

外大臣及び事務総局にも、各々関係する下部組織が設置されている。

Source:フ ランス政府の発表資料

図VI-4経 済 ・財 政 ・産 業 省 組 織 図
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1.2.6DIGITIP及 びSTSI

産 業 ・情報技術 ・郵便電信総 局長

ジャンヌ ・セイ ヴェ(JeameSEYV日 「)

戦 略 ・コ ミュニケー

シ ョン ・調整担当補

副総局長

事務総局 産業政策監督局 官房長

工 業 ・郵 便 事 業 部 局

(S】MAP:Servicedes

industries

manufacturieresetdes

activit6sp・stales)

技 術 ・情 報 社 会 局

(STSI:Servicedes

technologiesetdela

s㏄i6邑del'lnfb㎜don)

技 術 革 新 ・競 争 化 政 策

局(SPIC:SerW㏄des

politiquesd'innovation

etdecompetitivit6)

産 業 分 野 関 連 研 究 ・

統 計 局(SESSI:

ServicedesEtudeset

desStatistiques

Industrielles)

ネ ッ トワーク ・マルチ

メデ ィア ・オンライン

通信 担 当分科局

電子部品 ・ソフ トウ

ェア ・電子技術専門

家担当分科局

電子通信の規制及び

将来の展望に関する

分科局

制度関係担当分科局

(注)SIMAP、SPIC及 びSESSIに も 、各 々関係す る下部組 織が設 置 され てい る。

Source:フ ランス政府 の発表資料

図VI-5産 業 ・情 報 技 術 ・郵 便 電 信 総 局

(1)1GITIP:1)irectionG6n6raledel,industrie,destechnologiesde1'informationetdesPostes)

組 織 図

1.2.7DIGITIP

DIGITIP(DirectionGeneralede1'industrie,destechnologiesdel'informationetdesPostes、 産 業 ・

情 報 技 術 ・郵 便 電 信 総 局)は 、1998年11.月2日 、経 済 ・財 政 ・産 業 省 内 に 設 立 され た。 この

目標 、 組 織 及 び 具 体 的 業 務 は 以 下 の 通 りで あ る。
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(1)目 標

以下の項 自に関す る特別事業 の提案及び実施 を目標 とす る:

・ フランス国内の産業発展 に好 ま しい環境の創生

・ フランス国内における産業の競争力の強化

・ 工業 ・郵便 ・通信分野にお けるフランス企業の国際競争力の強化

(2)組 織

以 下 の4つ の 局 か ら構 成 され る:

・ 工 業 ・郵 便 事 業 部 局(SIMAP:Servicedesindustriesmanufacturiさresetdesactivit6s

postales)

・ 技 術 ・情 報 社 会 局(STSI:SeWicedestechnologiesetdelasoci6t6del'lnformation)

・ 技 術 革 新 ・競 争 化 政 策 局(SPIC:Servicedespolitiquesd'innovationetde

comp6titivit6)

・ 産 業 分 野 関 連 研 究 ・統 計 局(SESSI:ServicedesEtUdesetdesStatistiquesIndustrielles)

(3)具 体的 な業務

・ 国内外 の産 業分 野 の長期 的 な発 展 に関す る研 究

・ 研 究者 及び公共機 関 との連携 によ り、産業 にお ける研 究 ・技術革新 の発展 に関わる全政策

の提案 、 並び に実施

・ 社会問題 ・雇用連帯省 及び 公共事 業 ・国家 改革 ・国土整備省 との連携 によ り、雇 用 の拡 大

に関す る研 究 、並 び に推進

・ 標準 化政 策 の監督 、 品質 向上 化事 業 の提案 及 び実施

・ エ コ ロジー ・持続 可 能 な開発 担 当省 との連 携 に よ り、持続 可 能 な開発 を推 進

・ 郵便 及 び電気 通信 分 野 の政府 政 策 の立案 、並 び に監督

・ 郵便及 び電 気通信 分 野 に 関す る規則 の 立案 、並 び に実施

・ 地方 中小企業局(DARPMI:Directionr6gionaledelapetiteetmoyenneindustrie)と の連携 に よ

り、地方産業 ・研 究 ・環境 局(DRIRE:Directionr6gionaledel'industrie,delarecherch6etde

1'environnement)の 事業 推進 な ど

関 連Website

DIGITIP:http:〃www.telecom.gouv.fr/presentation/index.htm
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1.2.8STSI

STSI(Servicedestechnologiesetdelasoci6t6de1'information、 技 術 情報 社 会 局)は 、DIGITIP

の 下 部 組 織 で あ る。 そ の組 織 及 び任 務 は 以 下 の 通 りで あ る。

(1)組 織

以下の4つ の分科局か ら構成 され る:

・ ネ ッ トワーク ・マル チメディア ・オンライン通信担 当分科局

・ 電子部品 ・ソフ トウェア ・電子技術専門家担当分科局

・ 電子通信の規制及び将来の展望に関する分科局

・ 制度関係担 当分科局

(2)任 務

・ 電子部品、エ レク トロニクス、情報、オーディオビジュアル、電気通信、インターネ ッ ト

の産業分野 に関する将来性の分析

・ 技術及び情報社会のための政府政策の構想化
、並びに実施 を支援 し、この分野における需

要 と供給の拡大を促進

・ 電気通信産業の活動 に対する規制の検討及び実施

・ 情報社会分野プログラムの管理に関わる他の省庁 とともに、国際活動及びEU域 内活動に

参加。具体的な例 としては以下が挙げられ る:

PCRD(EU研 究開発 プログラム)

TENTelecom(EU電 気通信ネ ットワー ク ・プログラム)

PROMISE(情 報社会の促進プ ログラム)

IAP(安 全なイ ンターネ ソトを目指す行動計画プログラム)

デ ィジタル ・コンテンツの発展 を目指すe-Contentプ ログラム

関 連Website

STSI:http:〃www.telecom.gouv廿/presentation/index.htm

2.2003ア ク シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム

フ ラ ンス 政 府 のIT政 策 は 、 リオ ネ ル ・ジ ョスパ ン(LionelJospin)前 首 相 の政 権 下 に お い

て はPAGSI(Programmed'actiongouvernementalpourlasoci6t6de1'i㎡brmation:情 報 社

一165一



会 のため の政府 ア ク シ ョン ・プ ログラ ム)を 柱 と して実施 され て きた。

その後、2002年6月 に、 シラク大統領 の後継 と見 な され るジャ ン=ヒ 。エール ・ラファラン

(Jean-PierreRaffarin)氏 を首相 とす る新政権 が誕 生 した。 同年11月 、首相 は、 「情報社会 に

お けるデ ィジタル共和 国構想:RE/SO2007」 を発表 し、情報社会 の実現に向 けた様 々な政策

を実施 して い る。

前政権下においてPAGSIに 基づく政策及び事業の中には終了 したものもあるが、現在継続

中のものもあ り、フランス政府のIT政 策は、新政権の誕生とともに中断 され ることなくPAGSI

からREISO2007へ と引き継がれている。 さらにRE/SO2007で は、PAGSIで 決定 されなか

った事項及び新 しい政策 を追加 し、 さらに積極的にIT政 策 を進 めている。

現在、政府 は情報社会 の発展 に向けた アクシ ョン ・プ ログラム(L'actiondellEtatpourle

d6veloppementdelasoci6t6de1'information)の 柱 と して、 次 の3項 目を掲 げ てい る:

・ 法 律及 び規 制上 の枠組 み の改 正及 び採 択

・ 全 国 民の ため のイ ン ターネ ッ トの普及

・ 情 報社 会 の 当事者 と しての 国家 の直接 介 入

特 に、2003年 のアク シ ョン ・プ ログラム としては、RE/SO2007の 継 続実施及 び各省 庁間サ

ー ビスを前提 とした電子行政 の大改革 を掲 げ、新 しい機 関の設立 によ りRE/SO2007の 充実化

を 目指 して い る。

RE/SO2007の 実施内容及び電子行政 の大改革の概要は以下の通 りである。

2.1RE/SO2007

2002年11月12日 、ジャン ・ピエ ール ・ラファラン(Jean-PierreRaf価n)首 相は、REISO2007

(pouruneREpubliquenum6riquedanslaSOci6t6de1'information:情 報社会 におけ るデ ィジタル共

和 国構想)を 発表 した。 このプ ランの 目標 は、 「自由、平等 、博愛」 の精神 に基づ く、 「デ ィジ

タル共 和 国」の 建設及 び繁 栄 で あ る。 これ は、以 下 の3つ の基本 戦略 か ら構 成 され る:

・ 技術 革 新 に よる付加価 値 の保 証

・ 情 報社 会 当事者 の エネル ギー の 自由 な発 散

・ 全 て の市 民の た めの情報 社 会
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各項 目の概要は以下の通 りである。

2.1.1技 術 革 新 に よ る付 加 価 値 の保 証

技術革新によって、市民、企業、民間機関、市民社会などの持づ創造的活力に新たな息吹を

吹き込むことが期待できる。さらにこれを推進す るため、またディジタル ・ヨー ロッパの発展

にも貢献するため、2003年 、フランス政府は、以下に関するEU指 令の国内法化を目的とした

3つ の法律案 を提出す る:

・ 電子商取引

・ 新 しい技術 の普及 と適合化

・ テ レコム関連一括指令

2.1.2情 報社会 当事者 の活力 の 自由な発散

これは情報社会の 「提供者」を対象 とするものであり、主に研究開発の当事者、公共部門及

び民間部門のパー トナーシップを対象 とする、研究、投資、技術革新に適 した環境の整備 を目

標 とする。具体的には、インフラ、コンテンツ及びサービスの提供拡大に好ましい環境を整備

す るため、以下の項 目を中心的政策 として実施する:

・ 起業の振興

・ 信頼性 の向上

・ 技術革新への支援

2.1.3全 て の 市 民 の た め の情 報 社 会

これは、情報社会の 「利用者」を対象とするものである。 フランス政府は、ディジタノレ領土

整 備の枠内において、障害者を含む全ての市民に対するインターネッ ト/新 技術利用への適応

及び拡大 を、学校 、並びに 「生涯学習」における優先事項 として位置付 けている。

2007年 までの 目標は、以下の通 りである:

・ 全てのフランス国民がインターネ ソト及び電子政府を基盤 とするサー ビスの利用を可能 と

す る

・ コンピュータを国公立及び私立の高等中学校における3人 の生徒に対 して1台
、大学では

2人 の学生に1台 、就学児童のいる各家庭 に1台 の割合で普及 させ る

・ 全企業がインターネ ッ トに接続 し、電子商取 引を行 う企業数を3倍 に拡大す る
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2.1.4RE/SO2007の こ れ ま で の 実 績

・2002年12月18日 付 閣僚会議 で 「経 済イ ニシ アテ ィブに対す るアクシ ョン」法案 を採択

・2002年12月13日 付 特別各省 庁連絡 会 でデ ィジ タル領 土整備促進 のた めの新方針 を採 択

・2002年12月11日 付 閣僚会議 で、青年 起業家 による研 究開発支援 のための技術革新 プ ラン

を採択

・2002年12月 、 中小企業 ・通 商 ・手 工業 ・自由業 ・消費活動担 当閣外大 臣:ル ノー ・デ ュ

トレイユ(R、enaudDutreil)氏 は起業 の振興 を 目的 とす る法案 を提出(2003年7月21日 に

採択)

・ 研 究開発及 び技術移転 サー ビスに関す る考察、発案 、事業の活 性化、特 に フランス経済 を

全体的に発展 させ るダイナ ミックなデ ィジタル ・エ コノ ミー の実現 を 目指 す、以 下の包 括

的措置 を実 施:

一ニ コル ・フォ ンテーヌ(NicoleFontaine)産 業大 臣補佐 はデ ィジタル ・エ コノ ミー の信頼

性 向上 の た めの法案 を提 出(2003年1月15日 付 閣僚 会議 で採択)

一 中小企 業 に対す る情報 通信 技術 分野 にお け る研 究 網 の開放

一優 先 的研 究分 野 の明確 化

・2003年 春 、情 報社 会 に関 す る以 下 の2つ の新 しい法案 を前期 国会 に提 出:

一情報 社会 にお け る著 作権 及び 著作 隣接 権 に 関す る法 案

この法 案は、2001年5月22日 付 けEU指 令 を国 内化す る もので、ジ ャン ・ジャ ック ・ア

イヤ ゴン(Jean-JacquesAillagon)文 化 ・通信 大 臣 が起 草

一新 しい技術 の普 及 と適 合化 問題 に関す る法 案

この法案 はク ローデ ィ ・エニ ェール(ClaudieHaignere)研 究 ・新技 術担 当大 臣補佐 によ

って提 出 され る予定で、特に障害者 に対す る行 動計画 は、2003年4.月25日 に発表 された

・ その他 、以 下 に関す るプ ログ ラム を多数 実施:

一テ レ ビ ・ゲー ム産業 の支援

一障 害者 に よ るイ ンター ネ ッ トの利 用 拡 大

一デ ィジ タル 共和 国 にお ける学 校 の統 合化 推 進

2.2電 子行 政の大改革

2003年2月19日 付の閣僚会議において、RE/SO2007は 、情報社会の実現のために政府 を 「電

子政府 に向けた第二段階」に移行す る時期にきていることを確認 した。

第一段階では、首相に直属す る7つ のサー ビス機関、すなわち、国家改革の各省庁間代表に
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よる5つ のミッション、行政事務の簡略化を目指す委員会、行政における情報通信技術 を担当

する機関が、国家改革に関する方針に従って業務を遂行 してきた。 しか し、この組織体制では

行政上の作業を調整す ることが困難になってお り、特に行政の簡素化及び電子行政双方のサー

ビスでは多 くの業務が重複 している。

このため、2003年2月21日 、国家改革担当閣外大臣は、国家改革を 目的 とする省庁間サー

ビス機 関の設立に関する政令を提出した。 この政令の目的は、政府が採択 し大統領が声明で確

認 した国家改革に関する方針 を、憲法で定められた行政諸機 関に導入すること、並びに国家改

革政策を実施する首相直属 のサー ビス機 関の明瞭性及び効率性 を改善することにある。

第二段階では上記の政令 に従い、首相に直属する国家改革を目的 とした3つ のサービス機関

(DUSA、DMGPSE及 びADAE)が 新設 され、国家改革担当大臣が監督する(こ れ らの組織に

ついては、前述の1.2.3公 共事業 ・国家改革 ・国土整備省 を参照)。 これ らのサー ビス

機関は、既存の7つ のサv-一・ビスに代わ り、以下に示す基本的優先事項に対応 した新 しいサー ビ

スの提供 を目指す:

・ 行政の近代化:行 政管理 を近代化 し、行政構造を新 しい地方分権 の形態 に適合 させ る

・ 市民の側に立ったサー ビス提供:電 話、電子メール、窓口での対応、サー ビスの品質及び

即応性の改善、並びに行政文書の簡素化 と明瞭化を目指す

・ 新 しい情報通信技術の利用拡大:電 子行政の発展を目的 とす る機関は
、RE/SO2007に 従い、

電子手続 きの年間計画を実行す る

特 に、行政 ・国家 改革担 当省 は、国家改革 担当閣外大 臣事務 局の主導 に よ り、以下 に示す5

つ の課題 に積 極 的 に取 り組 む こ とを決 定 した:

・ プ ロジェ ク ト"monservicepublic .fr"

・ 日常生活 の ため のサ ー ビス一 覧表:"cartedevieQuoti(tienne"

・ 住 所 変更 手続 き

・ 関連 団体 の ため の補 助 金請 求

・ 公 共 サイ トでの電子 メール の 管理

この課題の概要は以下の通 りである。

2.2.1プ ロ ジ ェ ク ト"monservicepublic.fr"

これは、特にユーザに対する行政関連情報及びサービスの電子化プロジェク トである。 ポー

タルの設立により、公共情報及びサービスへの電子的アクセスを可能にすることで、電子行政
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の拡大及びユーザ と行政機関 との間の関係改善を目指す。

2.2.2日 常 生 活 の た め の サ ー ビ ス 一 覧 表:"CartedeVieQuotidienne"

これ は 、村 及 び地 方 に 住 む ユ ー ザ に 対 して 、 この サ ー ビ ス一 覧 表 に よ り利 用 が 容 易 に な る一

連 の 地 方 行 政 サ ー ビス の 提 供 を 目的 とす る。な お 、この テ ・一・一・マ に 関 して 、ADAE(Agencepourle

DeveloppementderAdministrationElectronique:電 子 行 政 発 展 機 関)は キ ャ ンペ ー ン を 実 施 。

2.2.3住 所 変 更 手 続 き

このプ ロジェク トは、電話及 びイ ンターネ ッ トによ り、ユーザの住所変 更を簡素化す るこ と

を 目的 とす る。

2.2.4関 連 団体 のための補助 金請求

このプロジェク トは、補助金請求手続きの短縮化を目指す。これは、補助金請求の特別用紙、

その取 り扱い方法の統一化、根拠 となる書類の縮小化のほか、特にインターネ ット利用により

実現する。

2.2.5公 共 サ イ トで の電 子 メ ール の管 理

省庁内での電子メール管理担当表を作成 し、電子メールの取 り扱い状況が明確でない点を明

らかにする。複数の機 関で一貫 した対応を行 うため、役に立つ通信プロ トコル、システム、論

理的プ ラッ トフォームを明示す る。

関 連Website

ア ク シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム2003:http://www.internet.gouv.fr/sommaire.php3

国 家 改 革 の た め の 省 庁 間 サ ー ビ ス 機 関:http:〃www.internet.gouv.fr/sommaire.php3

3.CSTI情 報技術戦略 会議

CSTI(ConseilStrat6giquedesTechnologiesde1'information:情 報 技 術 戦 略会 議)は 、2㎜ 年7

月10日 、 主 に情 報 技 術 分 野 に お け る諮 問及 び 調 査 を行 うこ どを 目的 と して 、 情 報 社 会 に 関す
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る政府 委員 会 によって設 立 された機 関であ る。最終 的な 目標 は、国際社会 にお けるIT分 野 の リ

ーダー と しての フランスの地位確 立であ り
、 これ は、 「すべ ての市民へ のイ ンターネ ッ トー し

か もいます ぐに!」 とい うス ローガ ンで言 い換 えられ る。この機 関の概 要は以 下の通 りで ある。

3.1任 務

この機関の任務は、rrに 関する技術革新及び研究開発の戦略的方向性について調査するとと

もに政府に勧告 し、情報技術の訓練及び教育に関 して助言することである。特に、以下を遂行

す る:

・ 産業界 との活発な対話の継続

・ 民間及び公共部門の研究者間、並びに公共機関の研究者 と産業界 との間の協力関係 の強化

・ 国家の優先事項の効率的かつ正確な決定及び必要な措置を強化すべき分野の明確化 を目的

とした、製造業者 と研究者 との聞及び前者 と行政官 との間にお ける直接的情報交換

3.2組 織

議長:ジ ャ ン ーピエール ・ラフ ァラン(Jean-PierreRaffarin)(首 相)

事務 総長:ジ ャ ン ーミッシェル ・ユベ ール(Jean-MichelHubert)(CGTIの 副 総裁)

作業 部会:以 下 の4つ の課題 を各 々担 当す る作 業部 会か ら構成 され る

A－ イ ン フラ及 びネ ッ トワー ク

B－ アプ リケー シ ョン及 びサー ビス

C－ 専門技 術者 の必要 性

D－ 研 究 開発

委員 の構 成:産 業 界及 び研 究機 関の優 秀 な人材

CSTIの 事 務 作 業:常 設 の 行政 機 関で あ るCGTI(Conseilg6n6raldestechnologiesde

l'information:情 報 技 術理 事会)が 行 う

組織 図を以下に示す。
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議 長:Jean-PierreRaffarin(首 相)

事 務 総 長:Jean-MichelHub飢(CGTIの 副 総 裁)

A－イ ン フ ラ 及 び ネ ッ トワ ー ク 作 業 部 会

フ ァ シ リ テ 一 夕 ー:ThierryBreton

ラ ポ ー タ ー:Fr6d6ricPlatet

専 門 ア ドバ イ ザ ー:FabienneJonieux

CL専 門 技 術 者 の 必 要 性 に 関 す る 作 業 部 会

フ ァ シ リテ ー タ ー:BemardLarrouturou

ラ ポ ー タ ー:G6rardCorrξ

専 門 ア ドバ イ ザ ー:ColetteLaury

B－ア プ リ ケ ー シ ョ ン 及 び サ ー ビ ス 作 業 部 会

フ ァ シ リテ ー タ ー:Anne-SophiePastel

ラ ポ ー タ ー:Jean-ClaudeGorichon

専 門 ア ドバ イ ザ ー:LaurentZanello

D－研 究 開 発 作 業 部 会

フ ァ シ リテ 一 夕 ー:G6rardRoucairol

ラ ポ ー タ ー:Jean-MichelPetit

専 門 ア ドバ イ ザ ー:Joξll{amelin

Souece:フ ラ ンス政府 の発表資料

図VI-6CSTI組 織 図

3.3ワ ー ク ・プ ロ グ ラ ム

これ は、CGTIの 提案 に基 づき2001年4月11日 の会合 にお いて決 定 され、CSTIに 委託 され

た もので 、各 々担 当す る作業部 会 が実 施す る。

3.3.1イ ン フ ラ 及 び ネ ッ トワ ー ク

(1)イ ンターネ ソ ト・アクセス及びユニバーサル ・サー ビス

・ ユーザに対 し、三ーズに応 じた通信速度で、かつ低料金のインターネ ット・アクセス ・サ

ー ビスをできるだけ短期間に提供す る。 このため、ユーザに保障する通信速度、並びにそ

れを提供するまでの期間及び技術、ブロー ドバン ド提供の必要性、アクセスの方法などに

ついて検討す る

・ 家庭 のPC台 数の増加、低価格 で利用が簡単な端末機器利用の推進

(2)将 来 のイ ン ターネ ッ ト ・プ ロ トコル

現在のIPv4の 後継 プ ロ トコル と して、 ヴァージ ョンア ップ したIPv4ま た は新 しいIPv6へ
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の移 行 を検 討 す る。な お 、 これ に関 す る研 究 開 発 は、RNRT(R6seauNationaldelaRecherche

enT616communications:国 立 電 気 通 信 研 究 ネ ソ トワー ク)、RNTL((R6seauNationaldes

TechnologiesLogicielles:国 立 ソ フ トウ ェ ア 技 術 ネ ッ トワー ク)及 びRIAM(Rechercheet

■movationenAudioVisueletMUItim6(lia:オ ー デ ィオ ビ ジ ュア ル 及 び マ ル チ メデ ィア の 研 究 ・

技 術 革 新 ネ ッ トワー ク)で 実 施 され て い る。

3.3.2ア プ リ ケ ー シ ョ ン 及 び サ ー ビ ス

一般市民
、中小企業、大企業及び政府の全てのレベルにおけるインターネ ッ ト利用を促進す

るため、政府は、産業界 とのパー トナーシップにより、全面的な支援策を実施 している。CSTI

は、具体的に以下を実施する:

・ フランス最大 の就職斡旋機 関として、実績を示す

・ コンテンツの作成及び情報交換 を促進す るための
、平等な競争条件 を確立す る

・ 産業界が参入できる市場環境の整備 を目的 とする様 々な機関 と共同の事業を行 う

・ ブロー ドバン ドな どの技術革新 を支援す る一方
、情報技術へのアクセスを拡大する

・ 公共のサイ トにより市民 と政府 間の対言舌及び交流 を推進す る(e -gove㎜en間 違)

・ 信頼性 の確立、技術のわか りやすい説 明などによ り、市民の技術理解 を推進す る

・ フ リーウェア、シェア ウェアなど利用が簡単なプログラムに対する消費者 の理解及びアク

セスを促進す る

・ 特に知識及び学習分野におけるディジタル ・デバイ ドを是正す るため
、インターネ ッ トを

活用す る

・ 一般市民のスキル向上のため、ITに よる訓練を促進する(教 育関連)

・ スキルに乏 しい労働者を労働力 として組み入れ、経済発展及び成長を推進する(雇 用関連)

3.3.3専 門 技 術 者 の必 要 性

今後のIT専 門技術者の市場は不透 明ではあるが、現在、ネ ッ トワーク、電気通信及びインタ

ーネ ット利用分野の専門技術者が非常に不足 してお り
、現在の初期 レベルの訓練では近い将来

の需要に間に合わない。

また、IT専 門技術者の活動は、経験豊かなユーザ と密接につながっている。産業界及び政府は

日常的にrrを 利用 し、また児童もIT利 用に必要なスキルを難なく身に付けていることか ら、

この2つ のグループが情報社会発展のぺ・・一一・スメーカーとしての役割 を担っている。一方で、教

育界、特に教師は、ITを 取 り入れる方法の検討を求められている。
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ITを 初期段階及び継続的に教育分野に組み入れるためには、授業形態を大幅に変更 し、また

関連するディジタル ・コンテンツ、利用が簡単なソフ トウェア及びハー ドウェアを取 り入れる

ことが必要 となる。E-leamingに おいては、経済の全ての部門が関わり、地方政府 と中央政府 と

の間の協力関係 を強化す ることが求め られ る。

これらのことに鑑み、IT専 門技術者養成のため、産業界、行政機関など各関係部門の協力を

得つつ、ITを 利用 した教育環境を整 えることが早急に対処すべき課題 となってい る。

3.3.4研 究 開 発

研究 開発及 びその成果 で ある技術革新 は、rr分 野の競争力 を維持す る重要 な鍵 である。 この

認識 に立ち、 これまでフ ランスは、公共 の研 究機関 であるCNET(CentreNationald'EtUdesdes

T61ξcommunications:国 精 気通信研究セ ンター)に よ り、その維 持 にっ とめてきた。今 日、そ

の役割 の一部 を共 同研 究ネ ッ トワーク3に 移行 し、さらに研究 開発及 び技術 革新 に力 を注 いでい

る。

このほか、以下の課題 に取 り組む:

・ 国家及び欧州 レベルで他の競争相手国 と比較 しつつ、フランスのIT研 究開発への適正な投

資規模 を検討

市場 の動向を考慮 しつつ資金の適切 な提供 を 目的 とす る、適正な資金管理手法の確立

研究成果 を十分活用す る企業の設立に対する効果的な支援

これ らの課題に対 しては、政府全体 としても、IT分 野への支援をより効果的に実施するため

の施策 を検討する必要がある。

3.3.5そ の 他:ワ ー ク ・プ ロ グ ラ ム の 基 盤

ワー ク ・プ ログラムは、EUのIT政 策 を基盤 と し、 これ に沿 った 目標 を設 定 し、プ ログラム

を実 施す る とと もに、評価 を行 う。 そ の例 は以下 の通 りであ る:

3こ の ネ ッ トワー ク は 、公 共 機 関[INRIAOnstitutNationaldeRechercheenInformatiqueetenAutomatique:フ ラ ン

ス 国 立 情 報 処 理 自動 化 研 究 所)、GET(GroupedesEcolesdesT616communications:電 気 通 信 学 校 グル ー プ)、CNRS

(Centrenationaldelarecherchescientifique:フ ラ ン ス 国 立 科 学 研 究 セ ン タ ー な ど]及 び 企 業 の 研 究 所 に お け る 研 究

開 発 員 相 互 の 交 流 を 推 進 す る た め 、 近 年 設 立 さ れ た ネ ッ トワ ー ク で あ る。
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・ 情報技術 ア クセス及び利用 の進 捗状況 の評価:2000年6月 フェイ ラで採択 され たeEurope

プ ログ ラムに従 った 、評 価 イ ン ジケー タを採 用

・ 優先 目標 の設 定:第6次RTDフ レー ム ワー ク ・プ ログ ラム に沿 った優先 目標 を設 定

3.4CGTI

CGTI(ConseilG6n6ralDesTechnologiesdeL'information:情 報技術 理事会)は 、1996年 の電

気通信 分野 にお ける組織 拡大の一環 として設立 され 、現在 、経 済 ・財 政 ・産業省の組織 下にあ

る。 この機 関 の概 要 は以 下の通 りで ある。

3. 、4.1目 的 及 び 任 務

・ 電気通信 、郵便 、コン ピュー タ技術及びマルチ メデ ィア問題 に関わ る担 当省庁 の業 務支援 、

並 び にIT分 野 に関す る高度 な専 門知識 の提供 及 び助 言 を行 う当該省 庁 の能力 の 強化

・ 以 下の3つ の機 関 か らな る電 気 通信分 野 の高等 教育組 織GET(GroupedesEcolesdes

Tξ16communications:電 気 通信 学校 グル ー プ)の 麟:

EcoleNationaleSuperieuredesTelecommunications:国 立電気 通信 専 門学校;

EcoleNationaleSuperieuredesT616commmicationsdeBretagne:国 立ブノレター ニュ電気 通信 専

門学校;

lnstitUtNationaldesT616communications:国 立 電気通信 研 究所

・ 公共機 関の研 究政 策 へ の積極 的参 加

・CSTIの 監 督

・ フ ラ ンス内外 のIT分 野 に関す る助 言 、研 究 、情報 収集 、評 価 な ど

3.4.2組 織

・ 理 事会 総裁:産 業 大 臣

・ 最 高経 営責任 者(副 総裁):総 合 エ ンジニア の 中か ら任命
。GETの 理 事会 総裁 を兼 任

・ 電気 通信 分 野のEngineerGenerals(総 合 エ ンジニ ア):10名 程 度

・InspectorGenerals(総 合 監 督官):15名 程 度(行 政機 関 出身者)

lnspectionCommittee:議i長 は総合監督官 、事務総局及び3つ の部 門(経 済 ・法律部 門、科

学技 術部 門 、技術 革 新 ・起 業部 門)か ら任命

・ その他:外 部 の機 関 も
、 上記 の部 門 の事 業 に参加 可能 で あ る。
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関 連Website

CSTI:http:〃www.csti.pm.gouv.fr/uk/home-uk:.html

CGTI:http:〃www.cgti.org/
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ス ウ ェー デ ン

 

皿





VHス ウ ェー デ ン

1.ス ウェーデ ン政府 にお ける情報技術政策

L1経 緯

ス ウェーデ ンは、情報技術 、通信、 ニュー メデ ィアで世界 を リー ドしてお り、米 国 をも しの

ぎ世 界最 強 の情報 技術 国 と言 われ て い る。

1994年3月 、情報技術委員会が創設 された。首相を議長とし、 「国民の生活を豊かに し、ス

ウェーデンの国際競争力 を強化するために、情報技術の利用を促進す る」 ことを 目的とした。

1994年8月 、情報技術委員会 は 「情報技術:人 間の能力 を飛翔 させ るもの」 と題す る レポー

トをま とめた。 この レポー トは情報社 会へ 向けたス ウェーデ ンの ビジ ョンを明 らか に し、 「教

育 と研 究」、 「法制」、 「一般行政」、 「保 健 医療」、 「通信ネ ッ トワー ク」、 「商工業」 「情報技術 リ

サ ーチ 」 の7つ の領 域 につ いて提 言 してい る。

1996年3月 、情報技術委員会による提言に基づき、政府は議会に情報技術議案を提出 した。

これはスウェーデンとしての最初の情報技術戦略を定義す るものであり、情報技術の普及 と発

展 のための政策 を提起 した。'

1996年3月 、運輸通信大臣を議長 とする第三期の情報技術委員会がスター トした。1996年

の6月 には、政府の情報技術議案の結果 として、情報技術委員会に新 しい 「枠組み」が提起さ

れた。

1998年 、第四期情報技術委員会がスター トした。委員会の議i長は産業雇用通信省が務める。

任期は3年 から5年 に延長 され、よ り長期的なベースで活動できるようになった。委員会は政

府 と協議 して、年間プログラムを作成す る。政府 とは定期的に協議 し、毎年活動 レポー トを作

成する。委員会事務局は各分野で活動す る作業グループを助 け、協力する。最終 レポー トは2003

年5,月 までにまとめる。

1996年 か ら1999年 にかけての情報技 術イニ シアテ ィブの主 な もの と して は、(1)教 育 にお け

る情報 技術 「ス ウェーデ ンの学校 に情報 通信技術ICTを 導入す るための 国家 ア クシ ョン ・プラ

ン」、(2)文 化にお ける情報 技術 「カルチ ャーネ ッ ト・ス ウェーデ ン」、(3)行政 にお け る情報技術
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「行 政の 電子化 」 と 「24時 間 ×7日 の政 府 サー ビス」 等 が ある。

2㎜ 年3.月 、政府は情報技術 の急速 な発 展 に対応す るた め、 「全国民のた めの情報社 会」(IT

BiU:"AriInformationSocietyforNl"、1999/2000:86)と 題す る法案 にお いて、将来の情報技術

政策案 を発表 した。(ス ウェーデ ンの 国会 は2㎜ 年6月 、 「全 国民のための情 報社 会」 を可決

した。)

2003年6月 、情報化社会 の発 展に向 けて 、戦略 的な さ らな る取 り組みの必要性 を認識 し、IT

政策戦 略 グルー プ(ITPoliticalAdvisoryGroup)を 選任 した。その後、2003年12月 、同 グ

ループは活動計画 を発表 し、任期 が終了す る2006年11月 までの同 グループ の活動 、役割 、 ビ

ジ ョン、 目標 に 関す る方針 、 重点分 野 を提 示 した1。

表珊 一1に ス ウェーデン政府における主要情報技術政策の経緯を示す。

1こ の 計 画 は
、 成 長 政 策 研 究 協 会(ITPS:InstitutetfOrtillvaxtpolitiskastudier)のIT政 策 の 評 価 、2003年

10月 の 同 グ ル ー プ に よ る2つ の 公 聴 会 「IT政 策 と は(VadarIT-politik)」 、 並 び にIT委 員 会 の 最 終 報 告 書

「デ ジ タ ル ・サ ー ビ ス ー そ の 場 合 は(Digitalatjtinster-hurda?)」 を 特 に 考 慮 し て 作 成 さ れ た 。 な お 同

計 画 は 、 任 期 中 に 毎 年 改 定 さ れ る 予 定 で あ る 。
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表W-1ス ウェーデ ン政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1994年3月 情報技術委員会創設 首相を議長とし、「国民の生活を豊かにし、ス

ウェーデンの国際競争力を強化するために、

情報技術の利用を促進する」ことを目的。

1994年8月 情報技術委員会 「情報技術:人 間の能力を飛翔

させるもの」レポー ト

情報社 会へ向けたス ウェーデンの ビジ ョンを

明 らか に し、 「教育 と研 究」、 「法制」、 「一般

行 政」、 「保健 医療 」、 「通信 ネ ッ トワー ク」、

「商工業」 「情報技術 リサーチ」の7つ の領域

にっいて提 言。

1996年3月 情報技術議案提出 スウェーデンとしての最初の情報技術戦略を

定義。

優先課題
・法律制度

・教育

・社会全体に対する情報の提供

1996年3月 運輸通信大臣を議長 とする第三期情報技術委

員会スター ト

1996年 の6月 には、政府の情報技術議案の結

果として、情報技術委員会に新 しい 「枠組み」

が提起。
'1998年

第四期情報技術委員会スター ト

'

委員会の議長は産業雇用通信省。任期は3年

から5年 に延長され、より長期的なベースで

活動できるようになった。政府とは定期的に

協議し、毎年活動 レポー トを作成する。最終

レポー トは2003年5月 。

1999年 教 育 におけ る情報技術

「ス ウェーデ ンの学校にICTを 導 入するため

の 国家 ア クシ ョン ・プ ラン」

2001年 ま で続き、学校 の通信インフラス トラ

クチ ャの強化 を 目的。

・政府の助成によって学校のインターネ ッ ト

接続 をより高速にす る(特 に地方 自治体の開

発努力 を支援す る)。
・生徒 と教師が全員 自分の電子メール ・ア ド

レスを持つ よ うにす る。

・義務教育 と高校 の教師60
,000人(全 体 の

40%)を 支 援 して、教育スキル の向上に努 め

る。

1998年 文 化 にお け る情 報技術

「カル チャーネ ッ ト ・ス ウェーデ ン」

実験段階 を終了 して、 「ス ウェーデン文化 に

関す る全国協議会」が常設の 「カルチ ャーネ

ッ ト ・ス ウェー デン」 を運営。

「カルチャーネ ット・ス ウェーデ ン」は1997

年 一1999年 にわたる3か 年のプ ロジェク トと

してス ター トし、ス ウェーデンの文化資産へ

のお よそ5,000の リンクが張 って あ る。

1999年 行政における情報技術
「行政の電子化」

「スウェーデン行政開発庁」の監督のもとに、

各省庁はいっせいに行政の電子化に乗 り出し

た。

2000年1月 行 政 にお ける情報技術

「24時 間x7日 の 政府 サー ビス」

全国民に開かれた 「24時 間 ×7日 の政府サー

ビス」 のプ ロジェク トをス ター ト。

2000年3月 情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案

発表

政府は情報技術の急速な発展に対応するた

め、将来の情報技術政策案を発表 した。

2000年6月 情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案

可決

3っ の優先政策、①情報技術への信頼を高め

るための政策、②}青報技術の能力を高めるた

めの政策、③情報技術へのアクセスを高める

ための政策

Source:ス ウ ェーデ ン政府等発表資料 か ら作成
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関 連website

産 業 雇 用 通 信 省:http://naring.regeringen.se/inenglish/index、h}m

1.2行 政 組 織

ス ウェーデ ンのrr政 策 は、主 にrr政 策 戦略 グル ープ(ITPoliticalStrategyGroup)に よって

実施 されて いる。これ は情報社会 の発展 に戦略的 に取 り組 む作業部会 と して、2003年6月 に設

立 された。ス ウェーデ ンの内閣、産業雇用 通信省 及びIT政 策戦略 グループ の組織 は以下の通 り

であ る。

1.2.1内 閣

首 相:G6ranPersson(ヨ ー ラ ン ・パ ー シ ョ ン)

副 首 相:MargaretaWinbe㎎(マ ル ガ レ一 夕 ◆9ウィ ンベ ル ク)

総理府

法務省 教育科学省

外務省 農業食糧水産省

国防省 文化省

保健衛生・社会保障省 環境省

財務省 麟 雇用通信省.

Source:ス ウ ェーデ ン政府 の発表資料

図W-1内 閣 組 織 図
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1.2.2産 業雇 用 通 信 省

産 業雇用 通信大臣:LeifPagrotsky

(産 業 貿易 担当)

産 業雇用通信 大臣:UlricaMessing

(通信 ・地方政策 担 当)

産 業雇 用通信 大臣:HansKarlsson

(雇用 担 当)

IT・ 研 究開発課(1) エ ネ ル ギー ・林業

・第1次 産業課'
事 業 開発

・シンプ レックス課
事務局(2)

インフラ課 労働市場政策課 男女共同参画課

[亙 璽 コ[=璽 憂コ 地方開発 ・観光課

労働法 ・労働環 境課

(1)IT政 策 戦 略 グルー プ(ITPoliticalStrategyGroup)は この下部組織 と類推 され る。

(2)事 務 局の下部組織は、行政サー ビス局、研究分析局、情報 ・広報局、欧州 ・国際協力局、予算局、調整用に

よ り構 成 され る。

Source:ス ウ ェーデ ン政府 の発表 資料

図VII-2産 業雇 用通信省 組 織図

2.IT戦 略 グル ー プ

スウェーデ ンは、国会年度2000年 に策定 され たrr政 策 目標 として 「国 と して初 めて情報社

会 とな る」 こ とを掲 げた。現在 は、 この地位 を維持 し、かつ将来 的に も強化す るこ とが求 め ら

れ てい る。 このため、ス ウェーデ ン政府 は、情報社会 の発展 に向けて戦略的 に取 り組 む作業部

会 を指名 す る必要性 を認識 した。この結果、2003年6月 、政府 はIT政 策戦 略 グルー プ(ITPolitica1
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StrategyGroup)を 選任 した。 その後2003年12月4日 、同グル ープ は活動計画 を発表 し、任 期

が終了す る2006年11月 までの同 グル・一一・一プの活動 、役 割、 ビジ ョン、 目標 に関す る方針 、重 点

分 野 を提 示 した。

この活動計画 に基づ く同グループの活動の概要は以下の通 りである。

2.1ビ ジ ョ ン

IT政 策戦略 グループは、以下のビジ ョンを掲げている

「スウェーデンのIT政 策は、社会の発展を目指す政策の本質的部分を成す ものであり、あらゆ

る政策分野と社会部門におけるrr政 策の取 り組みは最優先 され、共通の方針の下に推進 されて

いる。スウェーデ ンの意思決定責任者は、今 日すでに経済学 と法律学が市民権 を得ているよう

にごく当然のこととしてITを 考慮す ることにな る。」

標目的期短

標目

1

2

2

2

2

・ 成長 しつつある情報社会について民主的な議論 を促す

・ あらゆる社会部門のITとIT政 策 に前向きな見解をもた らすための世論 を形成す る

・ 内部的には部門間の協力体制 を築 く

・ 対外的には(特 に作業部会を通 じて)産 業界、地方 自治体及び州評議会との協力体制を築

く

・ すでに実施済み及び現行の公共/そ の他の業務の再検討 を行 う

・ 将来の課題 と長期 的業務の必要性 について概略 を示す

・ 成長 をもた らすIT活 用の優れた実例のカタログ/デ ータベースを作成す る

・ 国際社会におけるス ウェーデンの存在感 を高める

^
＼

2.2.2長 期 的 目標

・IT政 策 を他のあ らゆる政策分野 に統合す る

・IT政 策 目標 を達成するために政府が役割 を果たすべき分野 を特定す る

・ 作業部会は、それぞれの活動 について特定 目標の実現を助ける手段を定期的に提案 し、関
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係部門と共に実施を促す

2.3任 務

IT政 策戦略グループは、上記の 「国として初めて情報社会 となる」 とい うIT政 策 目標の実

現、国民の成長及び利益の長期的維持を目的 とした、スウェーデ ン情報社会の継続的な発展の

推進 をその任務 とす る。具体的には以下の任務を担 う:

・ITを 基盤 とした連携体制及び協調的環境の活性化による
、競争力、並びに革新性向上への

支援

・ 自由市場の枠組みの中で、アクセス性、競争上ノ技術上の中立性を持つ電子通信ネ ッ トワ

ークの構築

・ 本来いずれの機関や当局の責任 目標にも該 当しない部分のブロー ドバ ン ド拡大促進を目的

とす る、国家が役割 を果 たすべき分野 の特定

・ITの 信頼性向上のための
、国が役割 を果 たすべき分野の特定

・ 生活の質
、共同体、文化な どを促進する必要 性に配慮 し、情報社会の社会的及び文化的影

響に関す る リスク、並びに可能性の判断

・IT政 策 と情報社会の概念についての将来の展望に関す る提案

2.4戦 略

同グループは、その活動の主要戦略 として次の3項 目を挙げている:

・ 活動の重点分野(グ ループの作業で最優先 されるIT政 策分野)の 特定

・ 特定され優先されたrr政 策分野に対する
、包括的視野の重点項 目に沿った作業部会の組織

化(こ の作業部会は、戦略グループの活動に関連付けられ、戦略グループのメンバーが少

なくとも1名 各作業部会に加わる。作業部会の他のメンバーは、作業部会の重点分野に直

接対応す る機関 と活動から集 められる。各作業部会は、その活動に対 して、関係部門との

協議 により作成 され る特別 な指示 を受ける)

・ 作業部会及び関係部門との共同による
、個々のプロジェク ト、並びにIT政 策 目標への定量

的かつ測定可能な詳細 目標 の設定

2.5作 業 の 方 法

作業の中核 を成すのが、「調整及び助言」、並びに 「情報、世論の形成及び討論」の2つ の方
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法である。その概要は以下の通 りである。

2.5.1調 整 及 び 助 言

この内容 としては、以下が挙げ られ る:

・ 当局、産業界、研究界、その他公共部門/機 関及び委員会による調整 を目的 とした会合の

設定、並びに調整 グループの設置

・ 公共サー ビス部門及び民間サー ビス部門の統合 のための環境整備

・ITに よる公共情報の利便性 向上への支援

今後、以下の具体的なプロジェク トの実施 を目指す:

・ あらゆる政策分野のITに 対す る閣僚基盤 の強化

各政策分野におけるrr政 策の側面に注 目を集めるため、全閣僚に対 して、体系的かつ構造

的に、基礎デー タ及びIT政 策情報を提示

・ 国務次官 との対話

IT政 策プ ロジェク ト及び活動に関 して、各種部門の国務次官に定期的に情報 を提供

・ 政策 専門家 との対話

通信 ・地方政策担当大臣ウル リッカ ・メッシング(UlricaMessings)のIT政 策担当政治専

門家の諮問を受けつつ、それぞれの政策分野におけるIT政 策の取 り組みについて、他部門

の政治専門家 と討論

・ 部門内のIT政 策調整グループの活用

他の部門の窓口担当者 との積極的なフォ・・一ーラムを設置。IT統 計の必要性について他の部門

内の認識 を強化

・ 公共部門内の調整 に貢献

関係官庁間、地方 自治体、その他公共部門間の協力をサポー トする 「公共電子サー ビスの

ための委任」 を支援

・ 作業部会の設置

優先的IT政 策分野の重点項 目に基づ く作業部会を組織化

・ 情報セキュ リティの課題 に関す る認識の確実な向上

OECDの 情報セキュ リティのための基本理念(riktilinjerfdri㎡formationssakerhet)をスウェ

ーデン語に翻訳
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2.5.2情 報 、 世 論 の形 成 及 び討 論

この内容 としては、以下が挙げ られ る:

国内世論 を肯定的な方向に向け、スウェーデンの情報社会の可能 性と起こりうる問題 に対す

る認識を高めることに努め、具体的には以下の事項を行 う:

・ 国内外へのス ウェーデ ンのIT政 策の取 り組 みに関す る情報を公開

・ 国内外に対する情報社会 としてのスウェーデ ンの高い評価の印象付 けを強化

・IT社 会の発展、並びにその長所及び短所についての公開討論の場を設け、予測、将来の分

析、その他討論の基礎 となる事実を提示

・ 世論 を形成 し、産業界 と社会におけるITの 役割 にっいて肯定的な見解 をもた らす

今 後 、以 下 の具 体的 なプ ロジ ェク トの実施 を 目指す:

・ 討 論番 組 の制 作

Web及 び ラジオ 、テ レビで配信 され る、世論の形成、IT政 策課題 の重要 性、そ の課 題への

取 り組 み な どに対 す る認 識 向上 を 目的 とす る、IT政 策の重点分野 に関わ る討論番組 の制作

を提 案す る

・ 国 際会 議Ne伽orkS㏄ie砂Fo㎜ の開1崔

4年 連続 で世界 トップの 「情報社会 」(ll)ClnforrnationSocietylndexの 評価)と して 、世界

の 政治 家 、産 業界 リー ダー 、学 術界 有識者 が集 う、年 次会議 の最適 なホ ス ト役 を務 める

・イ ン ター ネ ッ トのIT政 策 ポv-一・タル

関連組織 との協力 によ り、あ らゆるIT政 策プ ロジェク ト及び 関連 情報 を集 め る総合 ポー タ

ル をhttp:〃www.regeringen.se/に 開設

・ 公 聴 会/セ ミナ ー/討 論 記事

教 育 と世論 の形成 を 目的 と した 、公聴会及 びセ ミナーの開催 、並び に重点分 野につ いての

討 論 記事 作成 に関す る必 要性 を検 討

2.6重 点 分 野

IT政 策戦略 グループは、活動計画の重点分野 として以下の8項 目を掲げてい る:

・ 利便性 と信頼性

・ 成長

・ 環境 とエ コロジーに配慮 した社会

・ 医療 と社会福祉
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・ 民主主義

・ 学校 と教育

・ 文化

・ 開発援助政策 とデジタル ・デバイ ド

この中でも、任期初年度 に作業部会 で活動 を開始するのは、以下の4項 目である

・ 利便性 と信頼性

・ 成長

・ 医療 と社会福祉

・ 学校 と教育

これ らの重点分野の概要は以下の通 りである。

2.6.1利 便 性 と信 頼 性

(1)戦 略

・ITの 信頼性及びITイ ンフラの利便性 向上のために国が役割を果たすべき分野の特定

・ 信頼性 に関す る措置 の効果測定方法の開発促進

・ 電子通信に関する法の適用 に従い、取 り組みが可能な分野 を指摘

・ 自由市場の枠組みの中でアクセス性、競争上/技 術上の中立性を持つ電子通信ネッ トワー

クの構築 を目指す、話 し合い、共同作業、 自発 的合意のためのフォー ラムの開催

・ 基準を形成 し、ITと インターネッ トが作 り出す社会的/文 化的モデルへの国民の信頼 性向

上のための情報を普及

・ 共通の論理的イ ンフラ構築を支援

(2)活 動

・ITイ ンフ ラ及 び ブ ロー ドバ ン ドの課題 に取 り組 む作 業部 会 の指名

・ イン ターネ ソ トの信頼 性向上 な ど、イ ンターネ ッ ト政策 に関す る作業部会 の指名(産 業雇

用 通信省 のIT、 研 究 開発 担 当部署 及 び他 の 関連 部 門 との共 同取 り組 み)

・ ネ ソ トワー ク ・オペ レー ター、ネ ッ トワー ク管理者 な どITイ ンフ ラ関連企業 に対す る、IT

イ ン フラの定 期的 コンサル テ ィン グ

・ ネ ッ トワー ク構 造 、役 割 、ネ ッ トワー ク階層 の 開発

・ 家庭及び企業 の持 つ公 開IPア ドレスの重 要 性、効果及 び必要性 の分析、並び にブ ロー ドバ
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ン ド製 品にあ りうる制約事項の調査

2.6.2成 長

(1)戦 略

・ITを 基盤 として研究
、革新性、競争力を強化する、部門をまたがった連携体制及び協調的

環境 を活性化

・ 新たな成長分野、サー ビス、製品を作 り出すためのIT活 用支援

・ 効果及び生産性の向上、産業部門/公 共部門間の共同作業増強のための、IT活 用方法の明

確化

・ 「国民のための情報社会」のフォローアップを可能にする定量的かつ測定可能な目標設定

の支援

・ 労働力不足時代に対応できる
、 さらに有効なITの 活用

・ 公共情報の利便性 向上 による、すべての国民及び企業への新たな情報サー ビス提供

・IT政 策 とIT概 念 、及び情報 とサー ビスの社会についての将来の展望に関す る提案

(2)活 動

・IT分 野にお ける研究及び技術革新推進のための重要な要因の明確化

・ 発展 を促進する リソース としてのITの ための作業部会の指名

・ ス ウェーデ ンのIT及 び通信部 門の国際競争力強化のための作業部会の指名

・ 中小規模企業におけるIT能 力及びIT活 用の促進

2.6.3環 境 とエ コ ロ ジー に 配 慮 した社 会

(1)戦 略

・ITが 持続可能な社会の発展に貢献できる 目標の設定

・IT及 び環境保護団体のフォーラムでの作業に参加

・ 環境基準 目標及び持続性のある生産/消 費基準の達成のための効果的なツ・一一・ル としてのIT

の活用支援

(2)活 動

・IT及 び環境のための作業部会の指名
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2.6.4医 療 及 び社 会 福 祉

(1)戦 略

・ 医療及び社会福祉におけるIT活 用のための共通の全国的ビジョン、戦略、アクシ ョン ・プ

ランの作成を支援

・ 医療及び社会福祉部門のIT能 力の向上を推進

・ 同部門におけるIT活 用 を目指す定量的かつ測定可能な 目標設定への協力

・ 同部門におけ るオープ ンなITイ ンフラ、並びにサ…一・ビスを目指す協力体制の強化

(2)活 動

・ 医療及び社会福祉 における全国的ビジョン、戦略、アクション ・プログラムの推進 を目的

とす る、ITに 関す る作業部会の指名

2.6.5民 主 主 義

(1)戦 略

・ 国内外に対す る、民主主義の変革へのITの 作用 の明確化

・IT社 会の発展、その民主主義についての公開討論の場を設け、予測、将来の分析、その他

討論の基礎 とな る事実の提示に寄与

・IT政 策 による民主主義 と公平性、生活水準、機会均等 と多様性の拡大 を推進

(2)活 動

・ITと 民主主義 に関す る作業部会への支援

・ デジタル ・デバイ ド緩和戦略作業部会の提案 に関す る知識 の深化及び普及

・ 情報社会の新たな社会的構造に関する公聴会/セ ミナーの開催

・ 特別需要のあるグループを対象 としたIT活 用拡大のための作業プログラムの提 出促進

2.6.6学 校 及 び 教 育

(1)戦 略

・ 教育及び学校の場における、教育活動、並びにその教育プロセスへのrrの 利活用を継続 さ

せる目標の設定

・ 教育活動における、ITの 活用拡大への支援
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教育部 門にお けるIT能 力の向上

教育分野のための柔軟 なインフラの拡大及び調整への寄与

教育ツール としてのITの 活用方法についての知識の深化、並びにその活用促進

(2)活 動

・ 学校及び教育におけるITに 関する作業部会の指名(こ こでは
、ITisプ ロジェク ト以降の継

続的な国内政策 を策定する方法 について提案を行 う)

2.6.7文 化

(1)戦 略

・ 文化活動 に対す るITの 有用性に関する特殊 な目標設定の必要性 を分析

・ デジタル文化遺産の長期的保存のための条件 を分析

・ 国民のための情報社会を目指す先進国としてのスウェーデンの役割強化を目的とした
、世

界の言論の 自由及び民主的プロセスに対す るITの 役割 を注視

(2)活 動

・ 文 化 及 びITに 関 す る 作 業 部 会 の 指 名

・ ス ウェ ー デ ン ・ラ ジ オ(SverigesRadios)
、 ス ウェ ーデ ン ・テ レ ビ(SverigesTelevisions)、 教

育 ラ ジ オ(Utbildningsradio)の ア ー カ イ ブ の デ ジ タル 形 式 で の 保 存 及 び そ の 利 用 化

2.6.8開 発 援 助 政 策 とデ ジ タル ・デ バ イ ド

(1)戦 略

・ 開発途上国における
、スウェーデンでのITに 関する経験 の有用化

・ 開発途上国におけるrrの 統合及び活用化、並びにその支援による先進情報社会 としてのス

ウェーデ ンの地位確保

・ スウェーデンが
、優れたIT機 能拡大への支援を行 う先進情報社会であることを国際社会に

おいて実証

・ 先進情報社会としての地位確保 を目指す、国際社会における優れたIT機 能拡大への積極的

支援
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(2)活 動

・ 外務省 、S皿)A(TheSwedishlnternationalDevelopmentAuthority:ス ウェーデ ン国際開発局)

な どとの協力関係強化 を 目的 とす るフォー ラムの設 置(こ こでは、EUの 統合 、開発途 上国

にお けるIT発 展 につ いて討 議)

・ 開発 途上 国 にお け るIT知 識 の提供 方 法 に関す る会議
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フ ィ ン ラ ン ド

 

皿





V皿 フ ィ ン ラ ン ド

1.フ ィ ン ラ ン ド政 府 に お け る情 報 技 術 政策

1.1経 緯

1994年 末、 フィンラン ド政府 は、同国最初のIS戦 略 「情 報社会 に向か うフィンラン ドー国

家 戦略 」 を発表 した。5つ のア ク シ ョン ・ライ ン を提示 した。

アクシ ョン ・ライン1:民 間及び公共部門の更新において、ツール として機能する情報技術

及び情報ネ ッ トワーク

アクシ ョン ・ライ ン2:経 済活動 の重要部門 となるべ き情報産業

アクシ ョン ・ライン3:情 報通信技術のプロフェッショナルな専門知識を全体的に高い レベ

ルで維持 し、特に抜 きん出た分野をい くつかもっこと

アクション ・ライン4:全 国民が、情報社会のサー ビスを利用する機会を与えられ、サー ビ

スを利用す るための基本的なスキル を身につけること

アクション ・ライン5:競 争力を発揮 し、高品質のサービスを提供できるよ うになるための

情報イ ンフラ

1996年5月 、情報社会問題国家委員会が設立された。民間、公共部門、研究部門の代表者で

構成 されている。委員会の委員長はジョウニ ・パ ックマン行政大臣、事務局は大蔵省に設置さ

れ た。

委員会 の業務は、以下の通 りである。

一情報社会 の発展 と影響 に関す る情報 と討議の促進

一情報社会 に焦点を当てた国家 レベルの開発プロジェク トの推進

一新 しい構想 を目指 した開発 と活動

一国内及び国際的な協力の推進

1997年 の春、1994年 発表のIS戦 略が幅広く見直 された。当初の情報社会戦略は、国民では

なく技術や競争力に重点 を置きすぎているとう批判を受け、また、地域や地方の局面を無視 し

ているだけでなく、さまざまな国民層一高齢者、障害者、失業者のニーズも無視 しているとい

う批判 を受けてのものである。
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1998年12月 、 フィンラン ド研 究開発 国家財 団(S情 報技術RA)は 、 「クオ リテ ィ ・オブ ・

ライ フ、知識 及び競争カ ーフ ィンラン ドの情報社会 の戦略的発展 のための前提 条件 と目的」

を発 表 した。 この戦 略 の基盤 は、 以下 の4つ のキー ワー ドで ま とめ られ る。

・国民に照準:情 報社会の発展は、国民のニーズを基盤に していることが明らかでなければ

な らない。

・地方分権:情 報社会は地方分権の形で発展する。発展の調整を行 うことは不可能であり、

調整する必要もない。 ただ し、中央集権的な方法 も一部、必要である。

・改修:発 展速度が早いため、戦略は常に改修す る必要がある。

・協力:フ ィンラン ド国内及び国際的な状況における公共部門と民間部門間、個人間、企業

間、業界 と行政 間の徹底 的な協力が重要である。

1999年4月 、文部省 は、新 しい情報 戦略プ ログ ラム 「2000年 一2004年 教育 のための国家

戦略 」 を発 表 した。

・国民のための情報社会スキル

・テ ィーチング ・スタッフのための訓練

・情報技術産業及びデ ィジタル情報専門家のための訓練

・バーチャル大学

・バーチャル ・ス クール

・情報ネッ トワー ク及び コンテンツの作成に関す る学習環境

1999年 に発表された 「最先端プロジェク ト」の実現が、2000年 の初めに実際に開始 された。

最先端プロジェク トにはそれぞれ独 自の担当組織があり、この組織が、関連する省庁、企業、

研究機 関、その他の組織 と協力 してプロジェク トを推進す る。

9つ の 最 先端 プ ロ ジ ェク ト

1電 子 翻訳 サー ビス/電 子 政府

2.パ ー ソナル ・ナ ビゲー シ ョン ・サー ビス

3電 子 学習

4地 方 の情 報社 会

5.コ ンテ ンツ産 業

6.知識集 約型 労働
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7.テ レワー キ ング

8.環境 を損 なわ ない情 報社 会

9.ビ ジネ ス ・ネ ッ トワー キ ング

2㎜ 年6月 、情 報 社 会 諮 問 委員 会(ISAB:lnforrnationSocietyAdvisoryBoard)は 「情 報 社 会

と して の フ ィ ン ラ ン ド」(FinlandasanllformationSociety)を 発 表 した。 報 告 書 の 目的 は 、 フ ィ

ンラン ドにおけるISの 発展の全体的な展望を示 し、開発及びアクションのためのプロポーザル

を作成す ることである。提案 された実現するべき一連の対策が詳細に述べられている。 これ ら

の対策は、政府プログラムのISプ ロジェク トを補佐 し、eEurope構 想をサポー トす るものであ

る。"

優先 順位

1.教育、知識、及び研究の強化

2.通信インフラ

3.運用及 び規制環境

4情 報社会か らの疎外の防止

5.公共部 門のサー ビスとカスタマー としての公共部門

2001年6.月 、情報 社会諮 問委員会 は 情 報社 会諮 問委員会に よる2001年 レポー ト」(R、eportOf

theInformationSocietyAdvisoryB(xrd2001)を 発表 した。 同 レポ・一一・トでは、 「情報 社会 と しての

フィン ラン ド」にお ける提言 の実施状 況の評価 と新 た な政策 提案 を行 って いる。 情報社 会諮問

委員会 は2つ の政策分野(① 社会 にお け る情報通信 技術の幅 広い活用、②全 国民が利 用 可能な

情報 社 会 のサー ビス と機 会 の実現)に お い て新 た に提言 を行 っ た。

2001年12月 、情報社会諮 問委員会 は、電子政府計 画に関す る レポー ト、 「新世 紀の公共 サー

ビス ーオ ン ライ ン政府推進 のための2002～2003年 アクシ ョン・プ ログラム」(PublicServicesin

theNewMillemium-ProgrammeofActiontoPromoteONLINEGOVERNMENT,2002-2003)を 発表

した。 同 レポー トでは、オ ンライ ン政府 の実現 を妨 げ る4つ の問題領域(① オン ライ ン ・サー

ビス の開発 、実装 、配信 、② オ ンライ ン ・サー ビスへの需要 とサー ビス品質 、③ ア クセ ス性 、

有用性 、利 用者 のサー ビス活用能力、④オ ンライ ン ・サー ビス開発 の先導 と調 整)と オ ンライ

ン政府 推進 の た めの行 動 計画(2002年 ～2003年)に つい て記 して い る。

2002年 末、情報社会諮問委員会は、2003年3月 の選挙後成立する次期政府において、一人
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の 閣僚の監督 下で情報社会 プ ログラム を実施す る ことを提言 した。 これ を受 けて 、2003年9

月4日 、マ ッテ ィ ・ヴァンハネ ン新 内閣は、首相 官邸 にお ける情報社会評議 会(1㎡ormation

SocietyCounci1)の 設 置 を決 定 した。

2003年6,月23日 に首相に就任 したMattiVANHANEN(マ ッティ ・ヴァンハネン)に よるフ

ィンラン ド政府は、政府 プログラムを策定 し、省庁横断的に関連する最 も重要な分野 として4

つの政策 プログラムを立ち上げた:

・ 情報社会政策プログラム(担 当機関:首 相)

・ 雇用政策プログラム(担 当機関:労 働大 臣)

・ 起業政策プログラム(担 当機関:通 商産業大臣)

・ 市民参加政策プログラム(担 当機 関:法 務大臣)

表W-1に フィンラン ド政府 における主要情報技術政策の経緯 を示す。

表V皿一1フ ィンラン ド政府 主要情報 技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要

1994年 末 「情報社会に向かうフィンラン ドー

国家戦略」

.

フ ィンラン ド最初のIS戦 略 。

5つ のア クシ ョン ・ライ ン

1.情 報 技術及び情報ネ ッ トワーク,2情 報 産業,3.情 報

通信技術のプ ロフェッシ ョナル な専門知識4.全 国 民の

情報社会のサービスを利用する機会,5.高 品質の情報イ

ンフラ

1996年5月 「情報社会問題国家委員会」 民間,公共部門,研究部門の代表者で構成。

情報社会に焦点を当てた国家レベルの開発プロジェク

トの推進,新しい構想をめざした開発と活動等。

1997年 春 1994年 発 表 のIS戦 略 の見直 し フィンランド研究開発国家財団(S情 報技術RA),1994

年に制定したフィンランド情報社会戦略の大々的な評

価 と見直 し。

1998年12月 「クオ リティ ・オブ ・ライフ、知識 、

及び競争カ ーフィンラン ドの情報社

会 の戦略的発展のための前提条件 と

目的」

4つ の キー ワー ド。

・国民 に照準

・地方分権

・改修

・協力

1999年4月 「2000年 一2004年 教 育のための国

家戦略」

文部省、2000年 か ら2004年 にかけての新 しい情報戦略

プ ログラムを発 表。

・国 民のための情報社 会ス キル

・テ ィーチング ・スタ ッフのた めの訓練

・情報技術産業及びディジタル情報 専門家のための訓

練
・バーチ ャル大学

・バーチ ャル ・ス クール

・情報ネ ッ トワーク及び コンテ ンツの作成 に関する学

習環境

2000年 初 め 最先端プロジェク ト ア クション・ライ ンを具体化す べき9つ のプ ロジェク

ト。
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2000年6月 「情 報社会 と してのフィンラン ド」 フィンラン ドの情報社会の利点、問題及び課題を明記。

優先順位 としては、教育、知識、及び研究の強化等。

eEurope構 想 をサポー トす るもの。

2001年6月 「情報社会諮問委員会による2001年

レポー ト」

「情報社会 としてのフィンラン ド」の評価 と2つ の政
'

策分野(① 社会における情報通信技術の幅広い活用②
全国民が利用可能な情報社会のサービスと機会の実

現)に おける新たな提言

2001年12月 「新世紀 の公共サー ビス・オンライン

政府推進のための2002～2003年 ア ク

シ ョン ・プ ログラム」

オンライン政府の実現を妨げる4つ の問題領域 とオン

ライン政府推進のための行動計画(2002年 ～2003年)

2003年6月 「情報社会政策プログラム」 情報技術の効果的利用及び情報社会サービスの振興を

通 じて、以下の 目標実現をめざす:
・ 産業界、行政、教育、医療保健及び日常生活にお

ける情報社会サービスの利用推進による一般市民

の福祉の向上
・ 一般市民による、基本的情報技術のスキル、メデ

ィア ・リテラシー、及び情報技術サービスの利用

に必要なスキルの取得
・2005年 末を目途とした、一般市民による広範囲に

わたる高速通信網への低料金でのアクセスの実現
・ 電子商取引/データ・ネットワークの安全性、及び

市民の電子サービスへの信頼性確保
・ 公共/民間部門のサービス ・レベル、事業の生産性/

効率性、及び競争力の改善
・ 全労働者による情報社会に必要な高レベルのスキ

ルの取得、及び短期的に求められる訓練を受けた

労働力の供給確保
・ 行政機関相互及び関係機関との協力による、経費

削減、リアルタイムでの運営を目的とした、顧客

志向型公共サー ビスの提供
・ 研究及び製品開発への投資拡大、並びにその効果

的な利用による、最先端の情報社会発展国として

のフィンラン ドの地位の維持
・ 国際的に高い評価を得るフィンランドの地位確

保、及び国際社会発展のための独自の情報社会政

策の活用

Source:フ ィ ンラ ン ド政府等発表 資料 か ら作成

1.2行 政 組 織

フィン ラン ドのff政 策 は、主 に情報社会言議 会(InformationSocietyCouncil)が 実施 してい

る。 これ を補佐 す る機 関 と して 、特 に過去 には財務省(例:国 家情 報社会委 員会 の設立)、 現

在 は運 輸通信省 、通商産業省 、教育省 が挙 げ られ るが、フィンラン ド政府 の情報社 会政策 にお

いては、各省庁 及び地 方政府 に よる独 自の電子サー ビス(ES:electronicservices)戦 略 、並 び

にアクシ ョン ・プ ラ ンの作成 が義 務付 け られて いるこ とか ら、行 政全体 でのIT政 策 を推進す る

姿 勢が 明確 にな って い る。
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フィンラン ドの内閣、情報社会評議会及び関連機 関の概要は以下の通 りである。

1.2.1内 閣

2003年6El9日 、ヤー ッテー ンマ キ内閣が総辞 職 した後 、同月24日 、マ ッテ ィ ・ヴァ ンハ

ネ ン(MattiVANHANEN)を 首相 とす る新 政府 が誕 生 した。

首相:MattiVANHANEN(マ ッテ ィ ・ヴァンハネ ン)

副 首相:AnttiKALLIOMAKI(ア ンテ ィ ・カ ッ リオマ キ)(財 務 大 臣を兼務)

外務省 運輸通信省 農林省

法務省 労働省 通商産業省

地方行政省 外国貿易省 環境省

財務省 内務省
1厚 生省

文化省 教育省 防衛省

Source:フ ィ ンラン ド政府 の発表 資料

図珊 一1内 閣 組 織 図

1.2.2情 報 社 会 評 議 会(lnformationSocietyCouncil)

2002年 末 、情 報社 会諮 問委 員 会[以 下 、1.2.3(1)情 報社 会 諮 問委 員会(ISAB:

InformationSocietyAdvisoryBoard)を 参照]は 、2003年3月 の選挙後成 立す る次期政府 に

おいて 、一人 の 閣僚 の監督 下 で情報 社会 プ ロ グラム を実施 す るこ とを提 言 した。

これ を受 けて、2003年9月4日 、マ ッテ ィ ・ヴァンハネ ン新 内閣は、首相官邸 にお ける情

報社会評議会(lnformationSocietyCounci1)の 設置 を決 定 した。 これは、 旧情報 社会協議会

(ConsultativeCommitteeontheInfbrmationSocie七y)の 後継 機関で、政府 プ ログラムにお

いてその選任 が合意 され た。 この機 関の任 期 は、 ヴァンハネ ン内閣の任期 と同 じで 、その任務

は以下の 通 りで あ る:
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・ 情報社会の発展の主要政策に関する検討

・ 情報社会の発展、その影響、可能性、脅威に関する調査研究及び評価、並びに省庁間の協

力関係 を強化するためのイニシアチブの推進

・ 情報社会の発展 に関する省庁横 断的なイニシアチブ及び法律提案についての検討

・ 国際的な情報社会の発展 との協調及び フィンラン ドの政策 に関する提案の提 出

・ 情報社会 の発展プロジェク トにおける企業 と行政機 関との間の相互 関係 の強化

・ 情報社会プログラム及びその進捗状況に関する評価
、国の情報社会発展状況に関す る政府

への報告

同評議会の構成は以下の通 りである:

・ 議長:首 相

・ 総裁

・ 常任専門官

・ その他の構成員:運 輸通信大臣、財務大臣、国防大臣、教育大臣といった閣僚をは じめと

して、医療保健、地域振興、研究開発、地方教育、産業振興、起業、消費者問題など、関係

する分野 の機 関の職員及び関連企業の代表者

関 連Website

lnformationS㏄ietyCounci1:http://www.vnk.fi/vn/listonA)ase .1sp?r=41389&k=en

1.2.3情 報社 会 を推進 す るためのそ の他 の関連機 関

(1)情 報社 会諮 問委員会(ISAB:InformationSocietyAdvisoryBoard)

1996年 に、フィンラン ド政府 の情報社会政 策 の策定及び評価 を支i援す る 目的 で設 立。同委 員

会 は、閣僚が議長 とな り、事務次官 、中央及び地方政府にお ける上級職員 の ほか、rr産 業の リ

ー ダー に よっ て構 成 され る。

(2)フ ィ ンラ ン ド技術 庁(TEKES:NationalT㏄hnologyAgencyofFinland)

フィン ラン ドの大 学及び企業 にお ける研 究開発 プ ロジェク トに対 して資金援 助 を行 う機 関。

これ らの資金 は、通 商産 業省 を通 じ国家予算 か ら配 分 され る。 同庁 の年間予算 は、380百 万ユ

ー ロ(約520億 円、2004年1月5日 為 替 レー ト:1ユ ー ロ=136.79円 。 特記 がな けれ ば、以 下

の 円換 算額 は左 記 の レー トに基 づ く)で 、約2,000件 の プ ロ ジェ ク トに割 り振 られ る。

なお 、フ ィンラン ド技術庁 は、海 外 にもオ フィスを設立 し、そ のひ とつは東京 に設 立 され て
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いる。ここでは、フィンラン ドと日本双方の企業、大学、研究機関の技術協力の推進に努めて

いる。主な専門分野 としては、以下が挙げ られ る:

情報技術.

エ レク トロニクス

製造及び材料技術

プロセス技術(紙 パルプ ・化学工業)

環境技術

バイオテ クノロジー

(3)フ ィ ン ラン ド情 報社 会発 展 セ ンター(TIEUa:FinnishInformationSocietyDevelopment

Center)

情報社会 にお いて利 用で きるITツ ール及び専 門知識 の創 造 を 目的 とした公 共/民 間部 門の

事 業支援 を行 う中立的立場に立 った非営利機 関 と して、公 共/民 間部 門相互 のネ ッ トワー クを

構 築す る役割 を果 たす。

2.情 報社会政策 プログラム

2003年6月23日 に首相に就任 したMattiVANHANEN(マ ッティ ・ヴァンハネ ン)に よるフ

ィンラン ド政府は、政府プログラムを策定 し、省庁横断的に関連する最も重要な分野 として4

つの政策プログラムを立ち上げた:

・ 情報社会政策プ ログラム(担 当機 関:首 相)

・ 雇用政策プ ログラム(担 当機 関:労 働大臣)

・ 起業政策プ ログラム(担 当機 関:通 商産業大臣)

・ 市民参加政策プ ログラム(担 当機関:法 務大臣)

この政策 プ ログ ラムの 中でIT政 策 に関係 す る ものは、'繍 社会政策 プ ログ ラム(Information

SocietyPolicyProgramme)で あ る。 この政策 プ ログラムで は、情報社会 の発 展 には他 の政策分

野 との協力 が不可欠で あるこ とが広 く認識 され ている。 また、世界 規模 で情報通信 技術 が発展

す る状況 にお いては、EU、OECD(経 済協 力開発機構)、 その他 の フォー ラム との協力関係 が

重要 と考 えそお り、特 にEUの リスボン戦略及 びeEurope2005ア クシ ョン ・プラ ン1に対 して、

1EUは 、全 市 民 の た め の 情 報 社 会 に 向 け たeEurope2005ア ク シ ョ ン ・プ ラ ン の 実 施 を 採 択 した 。 こ の ア ク シ ョ

ン ・プ ラ ン は 、e-government,e-learningサ ー ビ ス,e-heal酎 一 ビ ス 、 ダ イ ナ ミ ッ ク なe-business環 境 、 低 料 金 で

のブ ロー ドバ ン ド・アクセスの利用拡大 、安 全な情報 ス トラ クチ ャを主な項 目としてい る。
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政府 は積極的にその実現に努めている。

この情報社会政策プ ログラムの概要は以下の通 りである。

2.1目 標

フィンラン ド政府は、情報社会の発展、並びにそれがもた らす情報技術及びスキルが持つ潜

在能力が、福祉社会の構造を現代化 させる牽引役となり、またサー ビスの提供手段 となると考

え、特に、情報技術の効果的利用及び情報社会サービスの振興を通 じて、以下の 目標実現を目

指す:

・ 産業界、行政、教育、医療保健及び日常生活における情報社会サービスの利用推進による

一般市民の福祉 の向上

・ 一般市民による、基本的情報技術のスキル、メデンア ・リテラシー及び情報技術サービス

の利用に必要なスキルの取得

・2005年 末を目途 とした、一般市民による広範囲にわたる高速通信網への低料金でのアクセ

スの実現

・ 電子商取引/デ ータ ・ネ ッ トワークの安全性及び市民の電子サー ビスへの信頼性確保

・ 公共/民 間部 門のサー ビス ・レベル、事業の生産性//効 率性及 び競争力の改善

・ 全労働者による情報社会に必要な高 レベルのスキルの取得及び短期的に求められる訓練を

受 けた労働力 の供給確保

・ 行政機関相互及び関係機関との協力による、経費削減、 リアルタイムでの運営を目的とし

た、顧客志向型公共サー ビスの提供

・ 研究及び製品開発への投資拡大、並びにその効果的な利用による、最先端の情報社会発展

国 としでのフィンラン ドの地位 の維持

・ 国際的に高い評価 を得るフィンラン ドの地位確保及び国際社会発展のための独 自の情報社

会政策の活用

2.2情 報社会政策 プ ログラムの実施計 画

情報社会政策プログラムは次の8つ の分野か ら構成 される。

・ 電気通信イ ンフラ及びディジタルW

・ 市民による情報社会の活用力向上及び情報社会サー ビス利用推進方法

・1訓練、労働 生活及び研究開発
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・ 行政機関にお ける電子サー ビス

・ 社会福祉及び医療保健

・ 電子商取引及びデ ィジタル ・コンテンツ/サ ー ビス

・ 政府によるITサ ー ビス

・ 法的措置

各分野のプログラム実施計画 は以下の通 りである(括 弧内は担 当省庁)。

2.2.1電 気 通 信 イ ン フ ラ及 び デ ィ ジ タルTV

・2003年 末までに、技術上 中立的なブロー ドバ ン ド戦略を立案(運 輸通信省)

'・ ブロー ドバン ド戦略を実施 し
、2005年 中に全市民による低価格の高速通信回線利用を実現

(同上)

・ 学校、図書館及び公共サービス窓 口における高速通信回線の段階的導入(教 育省、内務省)

・2004年9月30日 を期限とす る、アナログTV運 用の停止、ディジタルTVへ の移行及びフ

ィンラン ド放送会社の位置付 けに関す る議会内委員会の報告書作成(運 輸通信省)

・ ディジタルTVに よる行政サー ビスの普及及びその実施計画に関する報告書作成(総理府、

財務省)

2.2.2市 民に よる情報社会 の活 用力拡大及び情報社 会サー ビス利 用推進方法

・ 様々な教育部門におけるメデ ィア教育の拡充(教 育省)

・ 基本的情報技術のスキル、情報管理、メディア ・リテラシー、電子サー ビスの利用 といっ

た情報技術 スキル を証 明するツールの作成(同 上)

・ 電子サー ビスへの啓蒙推進及び同サー ビス改善のための情報キャンペー ンの実施(同 上、

ただ し産業界及び地方当局 との共同による)

・ 学校、図書館、公共サービス窓 口、政府機関、市役所な どにおける一般市民へのサービス

窓 口の開放、並びにインターネ ッ ト接続及び相談サー ビスの提供(教 育省 、内務省)

・ 電子認証の方法及びその展望、並びに新法制定の必要性に関する報告書、実施プログラム、

提言の作成、(運輸通信省、財務省、内務省、外務省、法務省、教育省、総理府、ただし産

業界 との共 同による)

・ 国家情報セキュリテ ィ戦略の実施

・ デー タ保護 オンブズマンへの財源 の追加(法 務省)
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2.2.3訓 練 、 労 働 生 活 及 び 研 究 開発

・ 高度 のスキル を有す る労働力供給のため、教育機関における能力協定の活用(教 育省)

・ 情報通信技術訓練への資金割 当(労 働省)

・ 労働者への訓練の補充及び情報技術分野への配置転換訓練の提供(教 育省 、労働省)

・ 労働生活の改善に伴 う、組織上の手続き変更の促進(労 働省)

・ 教育における情報通信技術の利用拡大及びインターネ ッ ト教育(バ ーチャル大学/専 門学

校/職 業学校な ど)の コンテ ンツの改善(教 育省)

・ ネ ットワーク支援による公共セ キュリティ機関への訓練の実施及び共同のバーチャル教育

機 関へのサー ビス提供(防 衛省)

・ 公共部門への研究開発資金提供についての全体的な状況に関す る報告書及びそれ を基にし

た提案 の作成(通 商産業省、教育省)

・ 公共部門へ の研究開発資金の増額及び基盤の強化(同 上)

2.2.4行 政 機 関 にお け る電 子 サー ビス

・20(m年 内を目途 とする、イ ンターネッ トなどで提供 され る/地 方 自治体のサー ビスに関す

る戦略の作成及び報告(総 理府、内務省、財務省、ただし地方 自治体などとの共同による)

・ 公共機関において合意 されたネ ッ トワーク ・サー ビスの定義及び導入(財 務省
、内務省)

・ 公共機関の共同サービス ・チャネル としてのSuomi .fiポータルの拡充及びその普及(財 務

省)

・ 双方 向サー ビスの情報源 としてのEnterpriseFinland.fiポ一夕ルの拡充(通 商産業省)

・ 特に地方 当局 におけるLomake .fiポータルの利用拡大(財 務省、内務省)

・TYVIサ ービス(企業 と公共機関 との情報フロー)の拡充及び中小企業に対する市場開拓(財

務省)

・ 地方 における情報社会パイ ロッ ト・プ ロジェク トへの支援(内 務省 、総理府)

・ 全図書館に対する共同の全 国情報ポータルの段階的開発(教 育省)

・ 徴兵サー ビスの電子化(防 衛省)

・ 電子的な法手続 き及び顧客サー ビスの拡大(法 務省)

・ デ ィジタル/ビ デオ技術 の試験的利用の促進(法 務省)

・ 電子的雇用サー ビスの拡大(労 働省)

・ 選挙情報サー ビスの拡大(法 務省)

・ 税関連事業の電子化(財 務省)
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KELA(フ ィンラン ド社会保障機 関)サ ー ビスの電子化

公共機 関へ のXML戦 略の実施(財 務省)

フィンラン ドのビザ制度の最新化及びシェンゲン協定2によるビザ制度 との調整(外 務省)

2.2.5社 会福祉及び 医療保健

社会福祉及び医療保健の一貫 したシーム レスなサービスの実施(厚 生省)

電子カルテ及び紹介 一治療フィー ドバ ック ・システムの導入推進、並びに互換 性強化(同

上)

処方箋情報の電子化パイ ロッ ト・プロジェク トの実施(同 上)

情報通信技術の利用による自立 した生活の推進方法に関す る研究及びその実施計画の作成

(厚生省、総理府)

・ 医療保健分野における電子的運用モデル(例:デ ィジタル画像処理)の 導入推進(総 理府、

厚生省)

2.2.6電 子 商 取 引及 び デ ィ ジ タル ・コ ンテ ンツ/サ ー ビス

情報社会プログラムの最善慣行 ウェブサイ トの設立(総 理府)

首相 による各年度の最 善慣行賞の表彰(同 上)

国家の電子商取引制度の現状及び将来の課題に関する報告書作成、並びに全産業分野での

新 しい技術、スキル、実務方法を活用するための戦略の作成及び実施(通 商産業省、運輸

通信省 、総理府)

・ 電子インボイス及び関連標準の導入促進[通 商産業省、財務省、総理府、ただ しTIEKE(フ

ィンラン ド情報社会発展セ ンター)と の協力による]

・ 中小企業における情報通信技術、新 ビジネスモデル、業務運用方法の導入推進(通 商産業

省、労働省)

電子サー ビス ・セ ンターの設立推進(財 務省、内務省、総理府)

公共部門における情報の再利用及び商用化に関する報告書作成(財 務省、教育省、運輸通

信省 、法務省、農林省)

・ 全ての食糧生産チェー ンを網羅する食糧の品質及び安全 性に関す る情報の管理、並びに相

21995年3月26日 、ル クセンブルグのシェンゲンにおいて締結 されたEUの 協 定。 この協定により、協定国

間で の国境 にお ける出入国審 査が廃止 され ることとな った。
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互利用 プロジェク トの実施(農 林省)

・ 全国的な地理情報戦略の作成(同 上)

・ オーデ ィオ ビジュアル ・コンテンツ制作の推進(教 育省)

・ 著作権制度及び知識基盤の拡充業務の開始(同 上)

・ 国家文化遺産のディジタル化プロジェク トの実施(同 上)

2.2.7政 府 に よ るITサ ー ビ ス

・ 政府文書の電子管理及び情報システムへの適合

・ 政府ネ ットワーク ・サー ビスの共通識別及びユーザ管理に関す る報告書
、並びにその実施

計画の作成

・ 政府の財務管理の電子化及び情報システムへの適合
、また必要に応 じた電子サー ビス ・セ

ンター による同財務管理(財 務省)

・ 情報システムへの政府 の人事管理の適合化、また必要に応 じた電子サービス ・センターに

よる同管理(同 上)

・ 政府調達業務の電子化

・ 政府部門への情報技術の調達に関するさらに詳細な指示

・ 営利企業による政府データ転送サー ビスの利用及び治安 当局間の情報転送のための国有デ

ータ転送会社の活用

・ 電子商取引の管理手続 き、アーキテクチ ャ、インター フェースの明確化

・ 基本登録の互換性、機能性 の強化

・ 情報セ キュリテ ィ向上のための政府プログラムの作成及び実施(同 上)

・ 緊急 時の政府情報管理 のための指示書作成(防 衛省、財務省、通商産業省)

・ 政府情報管理手続 きの作成及び全体的な協力体制の推進(財 務省 、防衛省、総理府)

2.2.8法 的 措 置

・2003年 中 に、労働 生 活 にお け るデ ー タ保 護 に関す る法 律 を最新 化(労 働 省)

・2003年 中に 、電子 商 取 引に 関す るデ ー タ保 護 法 を施 行(運 輸 通信 省)

・ 著作権 に関す る法律 を最 新化(教 育省)

・ シー ム レス ・サー ビス ・チェー ンの試験的利用のための法律 の適用範 囲 を拡大(厚 生省)

・ 欧 州評 議 会(CouncilofEurope)に よるサイバ ー犯罪 協定 の実 施(法 務 省)

・ 当局 との 電子 商取 引 に 関す る規則 の制 定

一203一



2.3政 策 プ ログ ラム の運 営

これらの政策プログラムの実施命令及び調整は、総理府のプログラム ・ディレクターの補佐

を受けつつ、首相を議長 とする大臣レベルのグループ組織が担当す る。一方、その行政上の決

定は政府が行 う。また、政策プログラムの策定及び実施に関わるその他の省庁は、その任務を

担当する政府職員を任命することができる。 さらに、これ らの大臣レベルのグループ組織及び

プ ログラム ・デ ィレクターは、政策プログラムの作成、実施、調査を担当する部署及びその組

織についての決定を行 う。

なお 、情報 社会評議会(lnformationSocietyCouncil)が 、情報社 会の発展 を牽 引 し、行政機 関

相 互、並 びに行 政機 関、任意 団体及 び企業 間の協 力関係 を強化す るた めの交渉機 関 としての役

割 を果 た して い る。

上記の政策プ ログラムの 目標達成状況に関 しては、政府及び外部の関係機関が、国独 自の指

標及びEUに よる情報社会の発展度を判断する指標を使って、毎年調査を行 う。 この政策プロ

グラムの実施の促進及び調査 は、以下の機関が担当する:

・ 首相 を議長 とする、情報社会 プログラムに関す る大臣 レベルのグループ

・ 情報社会評議会

・ 情報社会プログラム運営調査グループ(構 成:プ ログラム ・デ ィレクター、政策プログラ

ムの担当省庁の代表者)

・ 政府情報管理を担 当す る運営組織、政府及び地方当局

・ 各プ ログラム分野の作業部会

2.4政 府 戦 略 ドキ ュ メ ン ト(GovernmentStrategyDocument)

政府 プ ログラムの実施及 び調 査 に つい ては 、政府 戦略 ドキ ュメ ン ト(Gov㎝mentStrategy

D㏄ ㎜ent)に おいて明確 に示 され てい る。 この ドキュメン トは、政策 プ ログラム、その他の省

庁横断的 な政府政策、並び に政府 プ ログラムの年 間計画及 び施策 か ら構成 され、各 々のプ ログ

ラム及び プ ロジェク トな どの具体 的な 目的 を明 らか に してい る。 なお、 これは、 これ まで政府

プ ログラムの調 査に際 して扱 って きた政府 プ ロジェク ト・ポー トフォ リオ(GovernmentProject

Portfolio)の 後 継 であ る。

ヴァンハネ ン内閣は、2003年6月 に、現 内閣初の政府戦略 ドキュ メン トの構成 につい て検討
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し、2003年9月 、 同 ドキ ュ メ ン トを採 択 した。

人
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IX中 国

1.中 国政府 にお ける情報技術 政策

1.1経 緯

中華人 民共和国政府 のIT政 策 は、1986年 の 「七五」(第7次5ヵ 年計画)か ら開始す る。こ

の計 画 にお いては、12の 全国的情報 システ ムの構築 が決定 され た。 その後 、1991年 か ら 「八

五」(第8次5ヵ 年計 画)、1996年 か ら 「九五」(第9次5ヵ 年計画)を 実施 し、現在 は、2001

年か ら開始 された 「十五」(第10次5ヵ 年計画)を 実施中である。

表D(-1に 中国政府にお ける主要情報技術政策を示す。

表IX-1中 国政府 主要情報技術政策経緯

発表時期
1986年

1991年

1993年

政 策

第7次5カ 年計画

第8次5カ 年計画

三金計画

概 要

(1)12の 全 国的情 報システムの構 築を決定
・ 国家情報 システ ム

・ 郵 電部(郵 政省)通 信 システ ム

・ 宇 宙空間測定制御 システ ム

・ 電力 ネ ッ トワー ク監視 システ ム

・ 気 象情報システ ム

・ 科学 技術情報検索 システム

・ 公安情 報システム

・ 軍事用 システム

・ 財政税 務システム

・ 金融情 報シろテム

・ 鉄道部(鉄 道省)業 務処理 システ ム

・ 中国民航 ・乗 客サー ビス ・システ ム

(2)科 学技術部では、1986年3月 からハイテク分野の研究開発を推進する
863計 画を実施。この主な目標は以下の通 りである:
・ 世界のハイテク産業 レベル との格差是正

・ 次世代における高レベルの科学技術分野の人材育成

・ ハイテク産業の科学技術開発推進

・2】 世紀の経済/社会発展のための高度な技術基盤の構築、ハイテク技

術開発に好ましい環境の形成
・ これらの成果をその他の拡大//応 用プログラムに利川 し、短期間に

おける生産力の向上、経済効果の拡大を導く

なお、2003年 の現在でも第2次863計 画の下で、8分 野20項 目にわたる

プログラムが実施 されている。

(3)国 務院は電子工業生産発展専用基金を設け、IC、コンピュータ、電子

交換機、ソフ トウェアの4品 目に限って資金を供給することを決定

科学技術部は以下のプロジェク トを策定及び実施
・EDI及 び関連する情報化取り組みプロジェク ト

・CADの 応用プロジェクト技術開発及び応用モデル

・CIMS応 用モデルプロジェク ト

・ 都市流通分野の電子商取引技術研究開発及びモデルプロジェク ト

三金計画とは、中国近代化促進プロジェクトで、以下の3つ の計画から構
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1996年

1998年

2001年

第9次5カ 年計画

情報産業部の設置

第10次5カ 年計画

成 され る:
・ 金橋工程(金 融ネ ッ トワー ク計画)

・ 金関 工程(税 関のネ ッ トワー ク計画)

・ 金カー ド工程(ク レジ ッ トカー ドに関す る計画)

(1)第8次5カ 年計画 の科 学技術部 によるプロジェク トの継 続

(2)第9次5カ 年計画の一環 として、1995年12月 に 国家半導体プロジェ

ク ト 「909計 画 」を策定

大規模な省庁再編。電子工業部と郵便・電気通信部が 「情報産業部」に統

合。電子情報産業、通信業、ソフ トウェア産業の振興を図る

(1)情 報産業関連

[目標]
・ 情報化によって工業化を促す

・ 情報産業の市場規模:2倍

・ 固定電話及び移動電話網の容量:世 界第1位

・ 全体の電話契約数:5億 契約

・ 電子情報産業販売高:1 .5兆元(約20兆 円)
・ インターネットの普及:利 用者;2億 人超、年平均成長率;76%
・ 電信、テ レビジョン、インターネット網の融合、波長分割多重、第

三世代移動通信 ・IP技術の利用、高速 ・広帯域情報網の実現

[政策]
・ 情報産業の育成及び振興(特 に、IT、バイオテクノロジー、新素材

等のハイテク産業の発展;ソ フ トウェア産業の発展;ITイ ンフラの

強化等)
・ 関連法規の制定/整備

・ 標準化及び規格化

(2)電 子政府関連

[プロジェク ト]
・ 電子政務モデルプロジェク ト

・12項 目の金字プロジェク ト(金税プロジェク ト、金関プロジェク ト

など)

(3)電 子商取引

[政策]
・ 電子商取引及び現代物流に関する、政府のマクロコントロールと市

場運用の有機的な結合の推進
・ ハイテク技術産業開発区を総合応用モデルの重要基地とする、電子

商取引の全面的な発展の推進
・ 区域性のある電子商取引及び現代物流の情報プラットフォームの構

築
・ 電子商取引に関する法律、法規、スタンダー ド及び規格の強化
・ 金関プロジェク トを重点とする、対外経済貿易電子政務の構築ペー

スを加速化 〃
・ 対外経済貿易公共情報サービス体系の構築を強化

・ 国際電子商取引応用の宣伝 と育成を強化

[プロジェク ト]
・ 電子商取引及び現代物流技術の研究開発モデルプロジェク ト

(4)IT教 育

[目標]
・ 天網地網(衛 星ネ ットワークと地上ネ ットワーク)の 全国的構築

・ 情報技術教育の普及、全国民の情報設備応用能力の向上などによる、

国の経済及び社会の発展
・ 健全かっ完全な教育情報化の管理体制及び運用メカニズムによる、

現代化国民生涯教育体系の構築
・ 教育情報化のレベル向上

[プロジェク ト]
・ 現代遠隔教育プロジェク ト
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・ 小 中学校の 「枝枝通(=学 校間通信)」 プロジェク ト

(5)IT運 輸

[目標]
・ 交通産業のグレー ドアップ

・ 交通情報資源の整合性向上及び開発を強化

・ 地方、市レベル以上の交通主管部門の主要な事務手続きの電子化、

ネ ッ トワーク化を実現
・ 五大情報システムの建設を完全化

・ インテリジェン ト型交通の発展の加速化

・ 交通企業の生産、管理、マーケティング方式の最適化
・ ソフ ト環境開発事業の発展

Source:中 国 政府 発表資料 か ら作成

1.2行 政 組 織

中国のrr政 策は、各々の政策分野により、科学技術部、信息産業部(「信息」は日本語の 「情

報」に相当、「部」は 日本語の 、「省」に相 当)、教育部、交通部などを中心に実施 されている。

なお、情報通信産業に関しては、'特に国務院情報化産業指導グループを設けている。 中国の行

政機 関及び科学技術部の組織は以下の通 りである。

1.2.1 行政機関

国務院総理:温 家宝(オ ン ・カホウ)

国務院副総理(4名):曾 培 炎、黄菊 、呉儀、 同臭玉

[亙 コ[三≡コ 信息産業部

[蓮 口[=亟 口

西
水利部 国家発展 ・改革委員会

[蓮 コ[三百コ[璽 コ 国防科学技術工業委

科学技術部 労働社会保 画 国家民族事務委員会

国 国土資源部 面 国家人口・計画出産委員会

国家安全邦画 衛生部 会計検査署

[璽 コ[=蓮 コ[亟 コ 中国人民銀行

Source:中 国 政府の発表 資料

図D(-1中 国 政 府 行政機構
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【参考1

中国の行政機関は、中央人民政府及び地方人民政府からなる。国務院は、中央人民政府であり、国の最高行

政機関に位置付けられる。国務院は、国務院弁公庁、29の 部及び委員会などのほか、17の 直属機構、8つ の執

務機構、その他の直属事業部門によって構成 される。上記は、国務院に属する部、委員会、行、署を示す。

1.2.2科 学 技 術 部 の組 織

執行部 開発計画部 基礎研究部

人事部 設備関連資金調達 ハイテク ・新技術産業化推進部

国賊 油川 政策 ・規則 ・改革部 農村及び社会発展推進部

Source:中国政府の発表資料

図D(-2科 学 技 術 部 、組 織 図

1.2.3情 報通信産業 に関連す る行政組織

・ 国務院情報化産業指導小 グループ

2002年1月 、国務院宿報化指導小 グループは第一回会議を開催 し、国家情報化専門家語詞.

委員会 の設立を決定。

2002年7月 、国務院 情報化指導小グルs-一ープは第二回会議を開催 し、中国初の情報化発展計

画である 「我が国電子政務建設の指導意見」、「国民経済 と社会情報化専門計画」を採択。

さらに、第10次5ヵ 年計画の実施期間における三大任務(情 報技術の推進、拡大、応用、

現代情報インフラ設備の建設及び電子情報産業の発展の加速化、並びに完成)を 明確に し

た。

・ 信息産業部

電子情報産業の育成(旧 電子工業部)

通信事業に関す る規制(旧 都電部)一

・ 国家発展 ・改革委員会(高 技術産業発展司)

情報産業に関するマクロ政策

携帯電話 ・デ ィジタルテ レビジ ョンな どの基本戦略

大型プ ロジェク トの推進(3,000万 ドル以上、認可、資金配分)
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・ テ レビラ ジオ 総局

テ レ ビジ ョン、 ラジオ 、映画 な どの放 送運 営管 理

・ そ の他

公安 部(コ ン ピュー タ情 報セ キ ュ リテ ィ)

安全 部(国 家 秘密 保 守)

2.第10次5ヵ 年 計 画

'

中国政府は、「第10次5カ 年計画」(2001年 ～2005年)に おいて、ハイテクとその産業化の

'発 展を重点的にお しすすめ
、情報技術、バイオテクノロジー、先進的な製造技術、新素材技術、

航空及び宇宙開発技術、新エネルギー技術、海洋技術などの発展 を目指す。 とりわけ経済の発

展を支え、世界における競争力を高め、国力及び国の経済 と社会の安全とかかわ りρ ある戦略

的技術等を重点的に発展 させ る。

特に、2002年11Hに 開催 された十六大(=中 国共産党第16回 全国代表大会)に おいて、今

後5年 間は 「情報化をもって工業化をもたらし、工業化をもって情報化を促進する」とい う発

展戦略が提出され、併せて 「情報産業を優先的に発展 させ、経済及び社会の領域で広範 に情報

技術 を応用す る」ことが強調 された。

政府は、この情報産業の生みだす先進的情報技術をフルに利活用することにより、電子政務

(電子政府)、 教育及び運輸 をは じめ とす るIT化 を進 めている。

「第10次5カ 年計 画 」 の概 要 は以下 の通 りで あ る。

2.1情 報 産 業

中国では情報産業を、通信サービス業、電子情報製品製造業(コ ンピュータ、通信機器、映

像機器、部品を含むハー ドウェア産業、ソフ トウェア産業、サー ビス産業)の2分 野からとら

え、その発展及び応用に尽力 している。

2.1.1目 標

・ 情報化によって工業化 を促す

・ 情報産業の市場規模:2倍

・ 固定電話及び移動電話網の容量:世 界第1位
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・ 全 体 の電話 契約数:5億 契約(移 動 電話 加 入者:2 .6～2.9億 、電 話 普及 率:40%)

・ 電子情報 産業販 売高:15兆 元(約20兆 円、2003年ll.月15日 為替 レー ト:1中 国元=約

13円(100円=7.6577中 国元 、ChinaEconomy:http://ce.cei.gov.cn/よ り)。特記がな けれ ば、

以下 の 円換 算額 は左 記 の レー トに基 づ く)

・ イ ンターネ ッ トの普 及:利 用 者;2億 入超 、年 平均 成長 率;76%

・ 電信 、テ レビジ ョン、イ ンターネ ッ ト網の融合 、波長分割多 重、第三世代移動通信 ・IP技

術 の利 用 、高速 ・広 帯域 情報 網 の 実現

特 に、2003年 は以 下 を 目標 と して掲 げる:

・GDPに 占め る情 報産 業拡 大:5 .9%(6,320億 元)(約8.2兆 円 、同上)

・ 新 規電話 契約:8
,500万 件 契約 、 固定;3,300万 件 、携 帯;5,200万 件

・ 電 子情報 産 業販売 収入:19%増 の1 .64兆 元((約21兆 円、 同上)

2.1.2政 策

情報産業の主体は企業であり、政府はその発展を支援する役割 を担っている。政府は、各分

野の情報産業の育成及び振興のほか、関連法規の制定/整 備、標準化及び規格化、人材育成、

並びに研究開発 に注力する。

(1)情 報産業の育成及び振興

(a)携 帯電言舌

・ 移動体通信事業にお ける競争導入

・ 電話製造事業 における国産化 の推進

・ 次世代携帯電話の研究開発 への支援

(b)ソ フ トウェア

・ 財政金融面の支援(ベ ンチャー資金、政府のイ ンフラ整備な ど)

・ 税制面での支援(関 税免除、企業所得税減免な ど)

・ 直接金融環境の整備(ベ ンチャーキャ ピタル、店頭市場 ・上場基準の整備)

・ 人材の育成(教 育機関の整備、社会人教育の強化、留学 ・研修制度、起業化の促進)

・ 雇用政策(能 力に応 じた処遇 、ス トックオプションの奨励)

・ 知的財産権政策(著 作権 の登録制度、海賊版の取 り締 ま り)
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(2)関 連 法 規 の制 定/整 備

これ まで、コン ピュー タ、イ ンターネ ッ ト、電信産 業な どに関連す る法規 を制 定 して きたが、

今 後 さらに以 下 を実 施 す る:

・ 「電 信業 務 分i類 目録 」 を更新(2003年4月1日 施 行)

・ 電信 法 を制 定

・ 政府 ソフ トウェア調 達弁 法 を発表

(3)標 準化及び規格化

・ 電子商取引及び現代物流 に関する標準の研究及び確立

・ 情報セ キュ リティに関す る技術標準の確立

・ 国内産業の各分野の標準 とグローバル スタンダー ドとの整合化

・ 資源 ライブラ リーの構築な どによる
、技術標準に関わるオンライン情報の提供

2.2電 子政務(電 子政府)

2002年7H、 「第10次5カ 年計画」の国家重大科学技術取 り組み項 目として、科学技術部は

「電子政務モデルプロジェク ト」を正式に発足 させた(こ れに先立ち3月 、「電子政務モデル

プロジェク ト」指導小グループが成立し、同プロジェク トの事務作業を担当している)。同月、

国務院情報弁公室が公布 した電子政務建設に関する指導書において、以下の三大措置が明記 さ

れている:

・2つ の統一 した電子政 務ネ ッ トワー ク ・プラ ッ トフォーム を建設

内部ネ ッ トワー ク処理事務手続 き、外部ネ ッ トワー ク処理部門聞及び企業、公衆サニ

ビス義務

・12項 目の金字プ ロジェク ト(金 の字の入 ったプロジェク ト)の 建設の推進

金税プロジェク ト、金関プロジェク ト(輸出入許可証発行及び管理、輸出商品割当て入札、

加工貿易オンライン 審査許可、輸出入貿易統計な どのネ ットワーク化)、金財プロジェク ト、

金審プロジェク ト、金衛プロジェク ト(遠 隔医療、病院管理システムの向上など)他(こ

れ ら金字プ ロジェク トは2005年12Hに 終了予定)

・ 重要な戦略的デー タベース構築のペースの加速化

人 口情報 ライブラ リー、農業情報 ライブラ リーな どの構築 な ど。

なお、電子政務の構築は、電子商取引の発展に とっても重要 な意義をもっている。政府の管

理及びサー ビス機能のオンライン化を通 じて、政府の管理機能及び業務フローを規定 し、企業
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が電子商取引を順調に実施できるよう保証 しなければならない。また政府は、企業の情報化建

設及び電子商取引の応用に とって模範的な役割を率先 して果たす必要がある。

2.3電 子 商 取 引

中国における電子商取引は1990年 代初めのEDI(電 子データ交換)に 始まる。これは、1998

年 、インターネ ッ トを基礎 とした発展段階に進んだ。

政府は、電子商取引の発展の重要性 を認識 してお り、江沢民前国家主席は 「電子商取引は未来

の貿易の発展方向を代表」することを明確 に指摘 している。また、李嵐溝前副総理も、1999年

に開催 された中国国際電子商取引博覧会の席上で 「中国政府は電子商取引を大々的に発展 させ

る」 と明言 している。

今後は、国内のみならず、世界においても電子商取引を発展させることが、中国の経済発展

の鍵 となる。この電子商取引発展 を牽引するのは産業界である一方、それを推進するのが政府

である。そのため、政府及び産業界が各々、または共同 して電子商取引発展のための課題に取

り組む必要がある。政府の政策 、これ までの実績及び今後の課題 は以下の通 りである。

2.3.1政 策

・ 電子商取引及び現代物流に関する、政府のマクロコン トロール と市場運用の有機的な結合

の推進

・ ハイテク技術産業開発 区を総合応用モデルの重要基地とする、電子商取引の全面的な発展

の推進

・ 区域性のある電子商取引及び現代物流 の情報プラ ットフォームの構築

・ 電子商取引に関する法律、法規、スタンダー ド及び規格の強化

・ 金関プ ロジェク トを重点 とす る、対外経済貿易電子政務の構築を加速化

・ 対外経済貿易公共情報サー ビス体系の構築を強化

・ 国際電子商取引応用の宣伝 と育成 を強化

2.3.2実 績

科学技術部は、「第8次5カ 年計画」及び 「第9次5カ 年計画」において、国際的な発展の

動態 と趨勢を追跡することを基礎 とし 「応用を掴み、環境 を創 り、発展を促 し、効果を見る」
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とい う原則に従い、EDI及 び関連する情報化取 り組みプロジェク ト、CADの 応用プロジェク ト

技術開発 と応用モデル、CIMS応 用モデルプロジェク ト、都市流通分野の電子商取引技術研究

開発及びモデルプロジェク トな どを策定/実 施 した。

「第10次5カ 年計画」において、同部は、電子商取引技術発展の全体計画 を策定 し、重大

科学技術取 り組み項 目として 「電子商取引及び現代物流技術の研究開発モデル プロジェク ト」

を実施 した。 これは、以下を全体 目標 としたものである:

・ 「応用 を掴み、環境 を創 り、発展を促 し、効果を見る」 とい う原則 に従 うこと

・ 電子商取引、現代物流、企業の情報化システム ・インテグレーシ ョンとをもって発展の糸

口とす ること

・ 各部門及び地方の資源、並びに力を生か し、システム ・インテグレーション及びモデル応

用 を通 じて、一連 の重大な応用技術に集 中的に取 り組むこと

・ 流通、製造業、国際貿易などの業界及び若干の典型地域の電子商取引 と現代物流 との応用

モデルプ ロジェク トを組織すること

・ 国情、地域、業界の特色に適 した電子商取引及び現代物流発展のための技術サポー ト体系

の初歩 を築 くこと

・ プロジェク ト組織の運用メカニズムを創造 ・革新 し、プロジェク トの成果である産業化 と

市場化発展 のための基礎を打ち立てる、こと

これ ら一貫 した電子 商取引発展政策 によ り、以下 に示す通 り電子商取 引の取引額 は大幅に拡

大 した:

・2002年 電 子商取 引の取引額:1
,809億 元(約2.4兆 円、 同上)[2001年:同1,088億 元(約

1.4兆 円、 同上)、66%増]

・B2C取 引額:2001年 が13 .15億 元(約171億 円、同上)、2002年 が25億 元(約325億 円、

同 上)、 年 成長 率 は90%

・B2B取 引額:2001年 が1 ,075億 元(約1.4兆 円、同上)、2002年 が1,784億 元(約2.3兆 円、

同 上)、 年成 長 率 は60%

2.3.3今 後 の 課 題

(1)政 府に よる取 り組 み

・ 明確な発展戦略 と有力な技術、経済政策の策定

・ 電子商取引に関する法律、法規、スタンダー ド及び規格 の継続強化
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・ 電子商取引の市場経済環境 、運用環境の完備

・ 電子政務の構築推進

(2)企 業による取 り組 み

・ 企業による合理的かっ長期 的な視野 に立った電子商取引発展計画の策定

・ 企業管理メカニズムの市場経済の要求への適応

・ 現状に立脚 した正確 な措置を講 じ、企業の当面の主要な任務 と応用の重点を確定

・ 企業資源の有効活用、業務フローの再構築、内部管理の最適化 を含む企業 改革の深化

・ 企業の情報化及び コンピュータ応用水準の向上

2.41T教 育

中国政府は、教育の情報化及び現代遠隔教育事業を非常に重視 してお り、「中共中央国務院

の教育改革を深化 し、素質教育を全面的に推進することに関する決定」では 「教育技術手段の

現代化 レベル及び教育の情報化の程度を大幅に向上 させる」と明確に指摘 している。教育部は

「21世紀に向けた教育振興行動計画」の一環 として、 「現代遠隔教育プロジェク ト」を立ち上

げた。1999年1月13日 、国務院は関係機関のサポー トを得るべ く、これ を各関係機関に通知

した。この結果、教育情報化のためのインフラ設備 の建設、ネ ットワーク教育学院のモデル、

教育資源 の開発などの面において、教育情報化の発展のペースを大幅に速めることとなった。

教育部 は、教育情報化建設事業に対する一括 した計画とマクロ管理をよ り一層強化 し、教育

情報化の発展のペースを速めるため、国家情報化発展の方針 と要求に基づいて『教育情報化 「十

五(第10次5カ 年計画)」発展計画(綱 要)』 を制定 し、教育情報化発展の全体 目標 を明確に

打ち出した。この全体 目標及びこれに基づいた 「第10次5カ 年計画」の具体的な 目標、これ

までの実績及び今後の課題は、以下の通 りである。

2.4.1目 標

(1)全 体 目標

2010年 の実現 を目途 とした全体 目標 は以下の通 りである:

・ 天網地網(衛 星ネ ッ トワークと地上ネ ッ トワーク)の 全国的な構築

・ 情報技術教育の普及、全国民の情報設備応用能力の向上、情報化人材への需要を満足する

ことにより、国の経済及び社会 を発展
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・ 健全かっ完全な教育情報化の管理体制及び運用メカニズムが
、国の経済及び社会の発展需

要 に適応す る現代化国民生涯教育体系を構築

・ 大量の教育 ソフ トウェア産業の開発拠点 と情報産業集団が形成 され、教育 情報化の初期 レ

ベル と発展段階 レベルを発展途上国の中では最 も進んだ レベルに推 し上げ、普通高等学校

と発達地域の小 中学校 のそれを先進国の レベル に持 ち上げること

(2)「 第10次5カ 年計画」の具体的な目標

・ 農村のセ ンタースクール(初 級中学)コ ンピュータ ・ネ ッ トワーク情報サイ トの建設を推

進(合 計1万 ヶ所):こ れにより、二つのセンター(基 礎教育及び職業育成の遠隔教育セ ン

ター、農村経済及 び農村政務 の情報セ ンター)と しての役割 を果 たす

・ 教育政務の情報化システムを構築:具 体的には、事務手続き情報網(例:関 係機関相互の

業務のオ ンライン化)、 業務資源網(例:遠 隔教育、学歴認証)、公衆情報網(例:ウ ェブ

サイ ト建設)、 情報資源 ライブ ラリーの建設 など

・ 情報インフラ設備建設の継続的強化:具 体的には
、中国教育及び科学研究コンピュータ網

(CERNET)の 拡大プロジェク トの実施な ど

・ ネ ッ トワーク教育学院の建設及びネ ッ トワー ク教育の学校経営 レベルの向上

・ 教育情報資源の開発及び教育 ソフ トウェア産業の発展の加速化:産 官学による共同体制を

構築 し、大量の優秀な教育教学ソフ トウェア及びその他の教育情報資源を開発す るほか、

教育資源 の整合性向上及び共有 を実現

2.4.2実 績

(1)初 期段階における包括的な現代遠隔教育ネ ッ トワー クの確立

・ 中国教育及び科学研究 コンピュータ網(CERNET)が 迅速に発展

・ 中国教育テ レビ衛星ブロー ドバン ド・マルチメデ ィア伝送プラットフォームとCERNETと

の高速 コネクションを実現

(2)教 育情報技術の学校教育にお ける広範な応用

・ 全国の70%前 後の高等教育機関で、様々なレベルや規模で校内ネ ソ トワークを構築(オ ン

ラインによる遠隔授業、デ ジタル図書館/博 物館、事務手続 きの 自動化な ど)

・ 公共情報資源応用体系やサー ビス体系の構築が迅速に推進(オ ンライン採用、オンライ ン

学歴証書電子登録及びオンライ ン図書館な ど)

・ 小中学校教育の情報化(小 中学校のコンピュータ保有率:1999年 末の121人 に1台 から2001
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年末で51人 に1台 に改善)

・ 辺境地域、特に貧困地域の教育情報化 レベルの向上(1万 ヶ所に現代遠隔教育教学受信局

を建設)一

(3)情 報化人材育成の飛躍的加速化

・2000年11月 、教育部は小中学校 に情報技術課を開設 し、小中学校の 「枝枝通(=学 校間

通信)」 プロジェク トを全面的に実施す るとい う目標 を発表

・ 高等学校の情報化人材育成 として、2001年 から教育部が選抜 した35の 高等学校でソフ ト

ウェア学院モデル事業が進行 し、ユニバーサルモデルによる高 レベルなソフ トウェア人材

を育成 ・

2.4.3今 後 の 課 題

・ 教育情報化のためのインフラ設備建設の強化

・ 教師の情報化 レベル 、特に中西部にお ける教師の情報化 レベルの向上

・ 教育情報資源の開拓及び共有、教育 ソフ トの開発推進

・ 農村における小中学校の コンピュー タ ・ネ ッ トワークの普及

・ 教育情報化発展への投資拡大

2.51T運 輸

交通の情報化は、1997年 に設立された 「金交」プロジェク トに始まる。これは、中国交通運

輸情報ネ ッ トワーク(CTInet)の 構築を主な 目的 としたプロジェク トで、この完成により、道

路、水路交通業界の情報化は大きく発展 した。一方、組織、法規、人材、技術な どの分野に解

決すべき課題 もまだ山積 されている。 この交通情報化の全体的な目標、これまでの実績及び今

後の課題 は、以下の通 りである。

2.5.1目 標

・ 現代情報技術 を利用 した産業構造調整 による、交通産業のグレー ドア ップ

・ 交通情報資源(特 に道路、水路の基礎 的なデー タベース)の 整合性向上及び開発 を強化

・ 政務の情報化建設を強化 し、地方、市 レベル以上の交通主管部門の主要な事務手続 きの電

子化、ネ ッ トワーク化を実現
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・ 都市間の旅客高速運輸、大都市旅客運輸、コンテナー運輸、大 口貨物運輸及び特殊貨物運

輸な ど五大情報 システムの建設 を完全化

・ 情報化、ネ ッ トワーク化 をもって基礎 とし、イ ンテリジェン ト型交通の発展 を加速化

・ 情報技術 を利用 し、交通企業の生産、管理、マーケティング方式の最適化 を実現

・ 情報化を深め、ソフ ト環境開発事業を発展

上記 目標 に基づ く重点施策は以下の通 りである:

・ 運輸情報 システム及び電子商取引の開発研究の加速化

・ インテ リジェン ト・トランスポー ト・システムの開発 と応用の加速化

・ 交通情報化標準体系の確立及び関連標準の制定の加速化

2.5.2実 績

・ 交通部 のウェブサイ トをインターネ ッ ト上に開設

・ 道路、水路イ ンフラ設備建設分野の情報化の飛躍的進展

・ 道路運輸企業の情報 システムの実用化

・ 港湾及び航空運輸企業の情報化 レベルの向上

・ 船舶検査情報化建設

・ 情報資源 ライブラ リーの構築

2.5.3今 後 の課 題

交通の情報化を推進す るためには、特に以下の分野を保障/強 化す る必要がある。

(1)組 織

・ 情報化指導小 グループの権限強化(例:計 画策定、意思決定機能 など)

・ 各地の交通部 門における指導機構及び実施機構 の設立

・ 企業、事業単位における率先 した情報化

(2)政 策及び法規

・ 政府部門のオンライ ン事務手続きを逐次実現

・ 交通情報化の健全な発展を推進するための各法規及び政策の制定、情報資源の開発利用及

び情報の共有化を促進
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・ 早期 における交通情報化スタンダー ド、規格の整備 、普及及び実行

・ 交通情報化発展の体制、メカニズム、法制、セキュリテ ィといった重要問題の研究を深化

させ、意思決定の レベル を向上

(3)資 金

・ 情報化資金の調達計画及び合理的な使用 を強化

・ 投入生産比率を向上 させ、情報化建設 資金の分散投入 、分散使用、分散管理を回避

(4)人 材

・ 高 レベルの情報技術 専門家 を多数採用 し、相応の人材奨励機構 を確立

・ 多種多様な教育機関における情報技術教育の実施

・ 各 レベルのコンピュータ ・レベル証明書に基づ く就業制度を実施 し、交通業界の就業人員

の全体的な素質を向上

(5)技 術保 障

・ 交通情 報化 応用 技術 の研 究 開発 を強化

・ 協 同ス タンダー ド管理 部門 による、ネ ッ トワー ク ・セ キュ リテ ィ管理 強化、イ ンフォメー

シ ョン ・セ キ ュ リテ ィ ・ス タン ダー ドの組織 化 及 び制 定

・ 協同認証部 門に よる、イ ンフォメー シ ョン ・セ キュ リテ ィ測定評価認 証及び 市場許 可 を完

成

関 連Website

中 国 政 府 ホ ー ム ペ ー ジ:http://www1.cei.gov.cn/govinfo/english/defaultle.shtml

ChinalnternetlnformationCenter:http:〃www.china.org.cn/english/index.htm

Serchina:http:〃searchina.ne.jp/

People'sDaily:http://」.people.ne.jp

中 国 関 連 英 語 サ イ ト:http:〃english.peopledailycom.cn/ywzd/home.html

3.香 港 特別行政 区政 にお けるIT政 策

3.1経 緯

香港特別行政 区政府 の 皿 政策 は、1998年11月 に公布 された1998Digita1211TStrategyか ら

開始 され る。これ は、行政長官 のrr発 展 に関す る ビジ ョン 「未来の情報世界 におけ る リー ダー
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としての香港 の地位確 立」を実現す る 目的 で実施 され た。その後、このITStrategy'は 各イ ニ シ

アチブの成果 を基盤 として新た な課題 に取 り組むべ く2001年5月 に更新 され 、2001Digita121皿

Strategyと して公布 され た。 この2つ のITStrategyに よ り、公 共部 門 ・民 間部 門双 方がIT及 び

e-businessを 活用 す るた めの 能力 を修 得 し、イ ンフラ、環 境 が整備 され た。

現在 は、過去5年 間 で高 まった機 運 を維 持 し、rrの もた らす恩恵、を企業 、コ ミュニテ ィ及 び

香 港政府 各 々が活用す るため、2001Digita1211TStrategyを 見直 してお り、2004年 早々 に もこの

Strategyを 更新 した2004Digital211TStrategyを 発 表す る計画 で あ る

表IX-2に 香港特別行政区政府 における主要情報技術政策 を示す。

表IX-2香 港特別行政区政府 主要情報技術政策経緯

開始月 日 IT政 策名 目的及び重要課題

1998年11月 1998Digital211TStrategy (1)目 的:世 界をつな ぐデ ィジタル都市としての香港の確立

(2)重要課題:
・ 高機能を持つ通信システムの構築

・ 電子商取引のセキュリティ確保のための共通のソフ トウェア ・インタ

「フェース開発
・ITを 有効に利用できる知識を有する市民の育成

・ 創造力を豊かにしIT利 用を促進する文化的環境の形成

2001年5月 2001Digita1211TStrategy (1)目的:イ ンターネ ッ トで接続 された世界において、世界有数のe-business

コ ミ ュニテ ィかつデ ィジタル都 市 と しての香港 の地位 を確 立

(2)重 要 課題:
・e-business環 境 の改善

'e -Governmentの 確 立

・IT労 働 力 の拡 充

・ デ ィジタル世界 を有 効活 用す るコ ミュニテ ィ機 能 の強化

・ 将来性 のある技術利用 の強化

2004年 年 初

(予 定)

,

2004Digita1211TStrategy (1)目的:イ ンターネ ッ トで接続 された世界において、世界有数のe-business

コ ミュニティかつディジタル 都市 としての香港の地位 を確 立(特 に、

IT技 術 の潜在的能力の誘導 による、香港の知識基盤型社会への移行

の促進)

(2)重 要 課題:
・ 政府 の リー ダー シップ

・ 持続可能なe-Governmentプ ログラム

・ イ ンフラ及び ビジネ ス環境

・ 組織 の再編成
、

・ 技術開発

・IT産 業 の繁栄

・ 知識 経済におけ る人材資源

・ デ ィジ タル ・デバイ ドの是正

3.2行 政 組 織

香港特別行政区政府のIT政 策は、主に工商業 ・科学技術局が担当し、なかでも情報 ・科学技

術サー ビス部(rrSD)が 中心となって実施 されている。香港の行政機関、工商業 ・科学技術局
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及情 報'科 学技術サー ビス部(ITSD)の 繊 は以下の通 りである・

3・2・1行 政綱

Chiefex㏄ 行 政長官:董 建華(ト ウ ・ケンカ)

法 務庁長 官:

梁愛詩(エ ルジー ・リヨン)

政務庁長官:

曾蔭槽(ド ナル ド・ツァン)

オンブズマン局

汚職対策独立委員

会計監査委員会

行政委員会

中央政策局

北京事務所

行政部

香港鹸 協力局
.

効率化局

政制事務局

教育 ・雇用局

環境 ・運輸 ・公共事業局

衛生幅 祉.㌶ 局

Source:香 港特別行政区政府の発表資料

図D(-3香 港 特 別 行 政 区政府

砂皿¢局術技学科コ業商工

横磯政行

財政庁長官:

唐英年(ヘ ンリー ・タン)

香港金融管理庁

人事管理局

民政局

住宅 ・土地計画局

保安局

経済発展 ・労働局

財経事務 ・国庫局
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3.2.2工 商 業 ・科 学 技 術 局(CITB)

工商業 ・科学技術局長:曾 俊華(ジ ョン ・ツァン)

通商 ・産業科(CIB)担 当

通商 ・産業 ・技術事務次官

1商 業 麟 ・技術局

貿易 ・産業部

知的財産権部

香港経済貿易局

香港投資局

工商業 ・科学技術局行政補佐官

通信 ・科学技術科(CTB)担 当

通商 ・産業 ・技術事務次官

技術革新 ・技術委員会

情報 ・科学技術サービス部(皿SD)

ラジオ ・テ レビジ ョン香港

電気通信認可局

テレビジョン放送 ・娯楽事務管理局

Source:香港特別行政区政府の発表資料

図DX-4工 商業 ・科 学 技 術 局(CITB)組 織 図

一223一



3.2.3情 報 ・科 学 技 術 サ ー ビ ス 部(ITSI))

情報 ・科学技術サー ビス部(rrSD)は 、香港 特別行 政 区政府 にお け るIT政 策 の実施機 関で

あ る。 この機 関 の組 織及 び任 務 の概 要 は以 下 の通 りで あ る。

(1)組 織

部長:AlanWong(ア ラン ・ウォン)

Source:香港特別行政区政府の発表資料

図D(-5情 報 ・科 学 技 術 サ ー ビ ス 部(ITSD)組 織 図

(2)任 務

ITSDの ビジ ョンは 、ITに 関す る世界 レベルの助言及びサ ー ビス を香港特別行政 区政府 に提

供 し、e-Gov㎝ment及 びデ ィジタル社 会 の発展 のため、他 の政府機 関、産業 界、 コミュニテ ィ

との協力関係 によ り業務 を遂行す るこ とである。 この ビジ ョンに基づ く同部 の任 務 は、以 下の

通 りで あ る:

・ 香港のIT戦 略及 びe-Gov㎝mentプ ログラムを支援す るため、香港 のITイ ンフラ及び 情報

システ ムのセ キ ュ リテ ィ、並 び に統合 性 を世 界最 高標 準 に維持/向 上 す る

・ITの 相 互 運用標 準 を設 定/維 持 し、 安全 かつ 効率 的 なITサ ー ビス/施 設 を提 供 す る
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・ 政府省庁のITを 十分利用 した業務計画及びサー ビス提供に対 して積極的 に支援する

・ ビジネス ・パ■一一・・トナー との協力関係により、香港の健全で活気あるIT産 業を育成す る

・ 情報化時代の恩恵を享受す るコミュニテ ィの実現のため、政府施策を支援す る

・ 世界 レベルの相談サービス及びプロジェク ト管理サービスを提供す るため、職員を養成 し

権限を強化する。

関 連Website

InformationTechnologySerVicesDepartment:http:〃www.itsd.gov.hk/itsd/index.htm

4.1)igital211TStrategy

4.11998Digita1211TStrategy

このITStrategyは 世界 をつな ぐディジタノレ都市 としての香港を目指 し、情報インフラの構築 、

e-businessを推進するための適切な環境の形成に力を注ぐ。特に、目標の実現に大きな鍵 を握る

以下の4つ の重要課題 に取り組む:

・ 高機能を持つ通信 システムの構築

・ 電子商取引のセキュ リテ ィ確保 のための共通の ソフ トウェア ・イ ンターフェース開発

・ITを 有効に利用で きる知識 を有する市民の育成

・ 創造力を豊 かに しIT利 用 を促進す る文化的環境の形成

各課題 に関連す るイニシアチブは以下の通 りである。

4.1.1重 要 課 題

各重要課題のイニ シアチブは以下の通 りである。

(1)高 機 能 を持 つ通信 シ ステ ムの構 築

・ 電気 通信 イ ンフ ラ

・ 電子 サ ー ビス配信 イ ン フラ

・ ア ジア太 平 洋イ ンター ネ ッ ト ・トラフ ィ ック ・ハ ブ

(2)電 子 商取 引 のセ キ ・・リテ ィ確 保 のた めの共 通 の ソフ トウェア ・イ ンター フ ェー ス 開発

・ 中国語 との イ ンター フ ェー ス
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・ 公 開鍵 イ ンフ ラ

・ 規制 及び 法律 制定

・2000年 問題

(3)ITを 有効に利用できる知識を有す る市民の育成

・ 教育におけるITの 活用

・IT能 力を有す る人材 の派遣

(4)創 造力 を豊 か に しIT利 用 を促 進 す る文化 的環 境 の形成

・ 政 府 に よるITの 利 活用

・ テ レビジ ョン市場

・ ア ジア太 平洋 イ ンターネ ッ ト ・コンテ ン ツ ・ハ ブ

・ 中国語 アプ リケー シ ョン

・IT産 業 の支 援

・ITへ の投 資

・ITの 卓越性 強化

・IT及 び情 報サ ー ビス に関す る知 識 、並 び に認 識

・ コ ミュニテ ィにお け るITの 利 活 用

ノ

4.1.2成 果

この成 果 と して は以下 が挙 げ られ る:

・ 競争力の強化 、消費者 の選択 範 囲の拡大 、サー ビス品質の向上 のため 、電気 通信 分野及び

放送 分野 の市 場 自由化

・ 世界 レベ ル の電気 通信 イ ン フラ、e-businessの た めの安 全 な枠組 み の構 築

・ 政府 サー ビスの オ ンライ ン化 の推 進

・IT産 業 の活性化 とe-cultureの 振 興

・1999年6月 、Digita121ウ ェブサ イ トを設立。 これ は、政府 がDigital211TStrategyの 実行

に関す る情報 を普及 し、進 捗 状況 を報告す るための専門チ ャネル と しての役割 を果 たす。

4.22001Digital211TStrategy

このITStrategyは 、2001年5月 か ら 開始 した。 これ は1998Digital211TStrategyの 後 継 戦 略
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で、イ ンターネ ッ トで接 続 された世界 にお いて、世界有数 のe-businessコ ミュニテ ィかつデ ィ

ジタル都 市 としての香港 の地位 を確 立す るこ とを 目的 とす る。 このた め、以 下の5つ を重要課

題 と した:

・e-business環 境 の 改善

・e -Governmentの 確 立

・IT労 働 力 の拡 充

・ デ ィ ジタル 世界 を有 効活 用す る コ ミュニ テ ィ機 能の強化

・ 将来性 の あ る技 術利 用 の強化

この 中で も、e-Governmentの 確 立 に注力 す る。 樋 難 題 の概 要 は以 下 の通 りで あ る。

4.2.1重 要 課 題

(1)e-business環 境 の 改善

(a)目 的

・ 世 界 レベル のe -businessイ ン フ ラ及 び環境 の提 供に よ る民間部 門 へ の支援

・e-businessの 拠 点 と して国 際投 資家及 び企 業 を香港 に誘 致

・ 国内のe-business企 業の海外進 出支援及 び将 来の海外 ビジネ ス ・パー トナー との協力 関

係 強 化

(b)イ ニ シ アチ ブ

・ 世 界 にお け るDigital21の 推 進

・e -businessの イ ン フラ及 び マル チ メデ ィア ・コンテ ンツの 開発継 続

・Cyberportに お ける新情報 イン フラの構 築/運用(Cyberportは
、IT企 業 の戦略的 ク ラス タ

ーの形成 、並び に新技術 、アプ リケー シ ョン、サー ビス及 び コンテ ンツの開発 を支援 す

る最 新 のIT、 電気 通信 、 デ ィジ タル ・メデ ィア設備 を提 供 す る場 で あ る)

・e-business導 入 の奨励

・ 電気 通信 分 野 の 自由化 及 び競 争化 の推 進

・ 地 域 の放 送分 野 のハ ブ として の香港 の地位 向上

・ 中国 のWTO(世 界貿易機 関)へ の加 盟 に対 す る支援(参 考:2001年 末 に加 盟)

(2)e-Governmentの 確 立

(a)目 的

・ITに よ る業 務変 更 を実施 し
、全 ユー ザ に対す る公共 サ ー ビス を改 革
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・ITに よる政府 のサー ビス配信 メカニ ズ ム、 プ ロセ ス及 び構 造 を変革

(b)イ ニ シア チ ブ

・ 包 括 的e-Gove㎜ent政 策 の制 定

・ESD(電 子 サ ー ビス配信)計 画 の継 続 実施

・ 政府調 達 の た めのe-procurementの 導 入

・e-Governmentに 必 要 なイ ン フラ、 ツ9-一・・ル 、 ス キル の開発

・ 政府 によ るITプ ロジ ェク トの ア ウ トソー シ ング化 の継 続

(3)IT労 働力の拡充

(a)目 的

・ 緊急に必要 なITス キル を確保す るため、短期及び 中期的な措置の実施

・ITに 長 けた労働力を養成する環境 の形成

・ITス キルを有す る将来の労働力確保のための長期的かつ持続可能な解決策 を実施

(b)イ ニシアチブ

・IT人 材 開発特別委員会(タ スクフォース)の 設立

・ 教育及び訓練によるIT人 材の拡充

・ 海外からのIT専 門技術者 の派遣の拡大

・ 青年層に よる情報経済社会に役立つ知識 ・スキル の修得

(4)デ ィジ タル 世界 を有 効活 用す る コ ミュニ テ ィ機 能 の 強化

(a)目 的

・ 高齢者、主婦 、障害者 を含 む コ ミュニテ ィに よる、革新 的なITア プ リケー シ ョンを導入

で き る文 化 的環境 の形 成 を推進

・ コ ミュニテ ィの全 ての領 域 にお ける、イ ンターネ ッ ト、コンピュー タ及びそ の他 のIT機

器 へ のア クセ ス の確保

(b)イ ニ シア チブ

・ コ ミュニ テ ィで のITに 関す る認 識及 び 知識 の向上

・IT利 用 の促 進

・ オ ン ライ ン ・サ ー ビス利用 の た あの最 善 慣行 に関す るガイ ドライ ンの 作成 及 び公表

(5)将 来性 の あ る技 術利 用 の強 化

(a)目 的

・e-business関 連 の新技 術へ の認識 及 び導 入 にお け る、世界 の リー ダー 的地位 の確 立
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・ これらの新技術を利用 したアプ リケーション
、コンテンツ及びサー ビスにおいて、世界

の中心的開発センター としての地位確立

(b)イ ニシアチブ

・ 次世代の無線通信技術の開発

・ スマー トカー ド技術 の利用

・ デ ィジタル地上放送の開発及び導入

・ 香港政府 の次世代インターネ ッ ト技術開発への積極的参加

4.2.2成 果

この成 果 と して は以 下が挙 げ られ る:

・2001年 、イ ン ターネ ッ ト ・ドメイ ンネ ー ム登録 サー ビス を提 供 す る非 営利機 関を設 立

・2002年4月 及 び12月 、Cyberportの 第1段 階/第2段 階 が各 々終 了

・2002年6E 、ScienceParkの 第1段 階 を開始

・2003年lE1日
、電気 通信 市 場 を全面 自由化

・2003年6月 、 電子 商取 引令 の改正 を施行

・2003年6月 、 マル チ ・ア プ リケー シ ョンの スマー トカー ドの導入

・2003年 末 まで に 、政府 調 達 の83%を 電子 的手 段で実施

・2003年 末 まで に、 電子 配信 が 可能 な公共 サ ー ビスの90%でe-optionが 利 用可 能

・ 香港のIT及 びe -businessイ ンフラの更新 プロジェク トに対 しITF(技 術革新基 金)か ら3 .5

億香港 ドル(約51億 円、2003年11月4日 為替 レー ト:1香 港 ドル=約14.67円 。 特記 が

な けれ ば、以 下 の 円換 算額 は左 記 の レー トに基 づ く)を 資金 援助

・50以 上 の政府部 門及び公共機 関が提 供す る約170の サー ビス は、現在ESD(電 子 サー ビス

配信)計 画 に よ り利 用 可能

・CommonLookandFeelWebsiteDesign 、BusinessEntryPortalな ど政府全体 のプ ロジェク トの

実施

・ 全学生 向けのIT訓 練 の実施及 び海外のrr専 門技術者 による国内へ の高品質なIT人 材 の適

切 な供給

・ コ ミュニテ ィにおけ るITへ の認識 向上及 びrr利 用促進 のた めの、訓練 、プ ログラム、 キ

ャ ンペー ンな どの実 施
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4.32004Digital211TStrategy

2004Digital211TStrategyは 、2001Digita1211TStrategyの 後 継戦略 であ り、これ まで の実績 を

基 に、かつ残 され た課題 に対 処すべ く、著 しく変化 す る技術 革新 、経済 ・社会環境 に歩調 を合

わせ て策定 されつつ ある戦略で ある。現在 、2004Digita1211TStrategyの 草案 の検討 を重ね てお

り、12月10日 を期限 として市 民、企業か らの意 見を募集 してい る。最終的 に2004年 早 々に完

成版 を発 表 す る予 定 で あ る。

2004Digital211TStrategyで は、特 に以下 の8つ の分野 に注 力す る

・ 政府 の リー ダー シ ップ

・ 持続 可 能なe-Governmentプ ログ ラム

・ イ ンフ ラ及 び ビジネ ス環 境

・ 組 織 の再編 成

・ 技術 開発

・IT産 業 の繁 栄

・ 知識経 済 にお け る人 材 資源

・ デ ィ ジタル ・デバイ ドの是 正

4.3、.1政 府 の リ ー ダ ー シ ッ プ

政府 は 、情報 技術 及 びそ の アプ リケー シ ョンの利 用推進 のた め、以 下 を継 続 す る:

・ ダイ ナ ミックなデ ィジ タル 都 市 と して の香港 のイ メー ジを世界 へ浸透

・ITの ア ウ トソー シ ング ・プ ロ グラム の促進

・ 革新 的 な技術 アプ リケー シ ョンの 開発

・e-Governmentプ ログ ラム に よ るe-co㎜erceの 振 興

・ 創造 的産 業 と しての デ ィ ジタル ・エ ンター テイ ン メ ン ト産 業及 び放 送 産業 の発 展

4.3.2持 続 可 能 なe-Governmentプ ロ グ ラ ム

この プ ロ グ ラ ムの 目標 は 、e-optionの 提 供 で あ る。 す で に効 果 を上 げ て い るe-Governmentを

さ らに 推 進 す る と と も に 、 以 下 の 課 題 に取 り組 む:

・e-Governmentva略 の 見 直 し

・e-Govemmentサ ー ビス の 禾lj用{足進
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・CRM(customerrelationsmanagement)の た め の 顧 客 と の接 点 強 化

・e -Governmentを 通 じた 情 報 技 術 活 用 の 推 進

4.3.3イ ン フ ラ及 び ビジネ ス環 境

世界 レベルのインフラ及びビジネス振興に適 した環境は、ディジタル都市及び競争力のある

経済社会の発展に非常に重要な要因である。香港の傑出 した外部接続性、ブロー ドバン ド・ア

クセスの普及、国際標準による移動通信ネ ッ トワーク ・サービスの利用な どの恩恵を最 もこう

むったのは電気通信分野である。これ らの利点をさらに拡大するとともに、必要に応 じ、以下

の産業分野及 び重要項 目に活用す る:

・ 放送産業

・ ディジタル地上放送

・ 技術インフラの最大利用

・e -businessの利用推進

また、情報セキュリティに関する世界的な懸念に対 しては、法的枠組み、セキュリテ ィに対

する政策/慣 例 といった見地から安全な環境 の維持に務める。 さらに、コ ミュニテ ィ内のセキ

ュ リテ ィ確保のため、最善慣行に関する情報の共有を継続す る。

4.3.4組 織 の再 編 成

政府 プ ログ ラムを関係省庁 の協力 によ り効 率 よく実施す るためには、組織 の再編 を継続 実施

す る こ とが必 要 で あ る。2004年 に は、特 に以 下 の3項 目に焦 点 を あて る:

・ 政 府組 織 の さ らな る統合化 及 びCIO(最 高情報 責任者)の 設 置 の検 討

・IIAC(lnformationInfrastructureAdvisoryCommittee)の 役割 の見 直 し

・ 放送 分 野 と電気 通信 分 野 にお け る各 規制 当局 統合 化 の検 討

4.3.5技 術 開 発

情報技術を適用及び応用できる能力を向上させ、革新的なアプ リケーシ ョン及びサー ビスの

開発力 を拡大す るため、以下の課題 に取 り組む:

・ 研究開発への支援(資 金供与
、産業界 と公共の研究開発機 関との関係 強化な ど)

・ 無線通信技術、ディジタル ・エンターテインメン ト、OSS(オ ープン ・ソース ・ソフ トウ
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エア)の 分野における革新的アプ リケー シ ョン及 びサー ビスの開発支援

・ 技術革新を推進す る知的財産権のアウ トソーシング及び利用

4.3.61T産 業 の繁 栄

香港経済の多様 性の拡大を目的として、競争力のある、技術革新を推進す るIT産 業 を発展さ

せ る必要がある。 このため、以下を実施す る:

・ 中国本土と香港特別行政 区政府 との間の経済パ・・一ーートナーシップ協定(CEPA)に よる財及び

サー ビスの自由なフロー化

・PRD(PearlRiverDelta)地 帯(香 港 と広東省間の領域)に おける経済同盟によるIT産 業振

興のための協力関係の強化

・ 中国本土におけるIT産 業の国際競争力強化 を目的 とする中国本 土との共同事業の実施

・ 香港TDC(貿 易開発協会)と の協力関係による、香港産業の知名度及びブラン ドの浸透

・ ソフ トウェア販売企業及び中小企業への資金提供による、rr産 業の品質改善及び機能向上

・ 調達/ア ウ トソーシング戦略

・ 政府のITシ ステムに対す る知的財産権の 自由な利用

4.3.7知 識 経 済 にお け る人 材 資 源

労働者層及び次世代の市民層を対象 とする訓練及びスキル向上のため、政府は教育機関、職

業訓練機 関及び産業界 とともに共 同教育事業 を実施する。特に今後は、以下に力 を注 ぐ:

・ 学生に対す る、生涯学習 において効果的にITを 活用できるスキル、知識な どの提供

・ 市場のニーズにあった人材養成のため、第三機関による教育/訓 練プログラムの見直 し

・ 教育/訓 練 の品質保証 メカニズム及びそれに関連す る資格付与枠組みの構築

4.3.8デ ィジ タル ・デ バ イ ドの 是 正

全市民がrrの 活用 により生活の品質 を向上させるために、政府 はこれまでに実施 した"rr

HongKong"キ ャンペー ンのほか、以下の新 しいイニシアチブを実施す る:

・ 高齢者及び聴覚障害者のための、音声による政府情報の提供

・ 視覚障害者のための、点字 ・音声によらない電子出版物の利用を支援する、中国語 による

デ ィジタル ・ライブラ リー設立の検討

・150台 以上のコンピュータを公共図書館に設置
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・e-Gov㎝mentサ ー ビスの提 供、市民に よるrr利 用推進 な どの ための無線 通信 プ ログラムの

追加

・ITEasyLink(公 共 の無料 問合 わせ サ ー ビス)提 供 の1年 延 長

関 連Website

香 港 特 別 行 政 区 政 府 の サ イ ト:http:〃www.info.gov.hk/

ITStrategy(Digita121Strateg>):http://www.info.gov.hk/digita121/ejndex .html

HongKongITpolicy:http://www.infb.gov,hk/digita121/eＬndex.html
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Xシ ンガ ポ ー ル

1.シ ンガ ポー ル に お け る情 報 技術 政 策

1.1経 緯

シンガポール政府のIT政 策は、1980年 代とい う世界的に見ても早い時期から実施 されてい

る。 これは、歴史的に通商が盛んで、長期的に国が繁栄す るためには、製造業 とサー ビス業を

軸 とする知識集約型産業 における世界のハブとしての地位 をいち早く確立す ることが不可欠

であるとの認識に基づ くと考えられ る。

最初 のrr政 策 と して は、1980年 に 「国家 コン ピュータ化計画(NadonalComputerizationPlan)」

が実施 され 、ITの 利用 に よる行政 の改善 とい う本来の 目的の ほか に、ITへ の認識 の拡 大 、IT

能 力 の養 成促 進 、地方 にお け るIT産 業 の需要 につ なが った。

この後 、1986年 か ら 「国 家IT計 画(TheNationalITPIan)」 カ;、1992年 か ら 「IT2000」 が 、

2㎜ 年 か ら 「lnfocomm21」 が 実 施 され 、 現在 は 「(bnnectedSingapOre」 と い う名 称 で 実 施 され

て い る。

ま た、 シ ン ガ ポー ル の お け るe-Government政 策1ま 、 国家IT計 画 と同 時 期 に 開 始 され 、歩 調

を 合 わせ て数 々 の プ ロ グ ラム/イ ニ シ アチ ブ を実 施 してい る。最 初 のe-Government政 策 と して

は 、 国家 コ ン ピ ュー タ化 計 画(NationalCorrrputeriZationPlan)の 一 環 と して1980年 に 立 ち上 げ

られ たCSCP(CiVilServiceCorrrputeriZationProgramme)が 挙 げ られ る。これ は 、2000年 、Infocomm

21の 環 と して 開 始 され た 第1次e-Government
.ActionPlanに よ っ て置 き概 られ た。 そ の 後 、

第1次e-GovemmentActionPlanが 成 功 裡 に終 了 した こ とか ら、2003年 か 嚇2次e-Gove㎜ent

ActionPlanが 実 施 され て い る。

表X-1に シンガポール政府の国家IT計 画を示す。
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表X-1シ ンガポール政府 国家IT計 画経緯

実施時期 国家IT計 画名

目的、主なプ ロジェク ト/イ ニシアチブ等

1980-1985 国家 コンピュータ化計画

目的:rrの 効果的利用による行政の改善

1981 NCB(Na60nalComputerBoard)を 設 立。 これはrr関 連政策及び開発 を担 当す る貿易産業

省に属する法的機関
1986-1991 国家IT計 画

(1)目的:行 政機関をまたがるワンス トップ ・サー ビス(単 一窓 口による行政サー ビス)の 提

供

(2)イ ニ シアチブ:Tradenetな ど

1992-1999 IT200①

(D目 的:世 界のITハ ブ としてのシンガポールの地位確保

(2)イ ニ シ ア チ ブ:SingaporeONEな ど

1999 MCIT(Mi酷tryofCommunica60ns&InfbrmationWchnolog}う を 設 立 。 ま た 、NCBと 田

(Telec()mmunicationsAutliorityofSingapore)を 統 合 し、mA(1㎡ ㏄omm画ca60鵬IXvelopment

Auth・rity)を 新 設

2000-2003 Infocomm21

(1)目 的:世 界的な ㎞輪o㎜Capital(情 髄 信拠点)と してのシンガポーノレの地位確保

(2)プ ログラム:

・ConnectedHomes

'WiredWithWirelessprogram

●Ul甘a -Wideband折oga㎜eな ど

2001 MITA(MinistryoHnfbrmationandTheArt9は 、ICr関 連 業 務 を 新 た に 任 務 と し 、 名 前 を

MinistryoHnfbrmation,Communica60nsandTheArtsと 変 更 。 皿)AはMnA監 督 下 の 法 的 機

関 となる。

2003-2006 ConnectedSingapore

(1)醐:世 界 的な ㎞輪o㎜Capita1(情 極 信拠 点)と しての シンガポール の地イ確 保

(2)4つ の 戦略:
・ 接続性 ・創造性 ・協力体制向上のための情報通信

・ ディジタル情報交換

・ 成長のための起動力

・ 変化を起こす呼び水

(3)プ ロ グラム
・ 情報通信インフラ拡大プログラム

・CreativeConnectionsプ ロ グ ラ ム

・FastTrack@SchoolProgram

・GottoBeConnectedプ ロ グ ラ ム

・"MadeinSingaporeandProudofIT"プ ロ グ ラ ム

・"OverseasDevelopment"プ ロ グ ラ ム

・e-Governmentプ ロ グ ラ ム(eCitizen 、GeBIZを 含 む 。 詳 細 はe-GAPnを 参 照)

・e-transfbrmationプ ロ ジ ェ ク トな ど

1.2行 政 組 織

シ ンガ ポール のIT政 策 は、主 に情報通信 技術省 において実施 され ている。特 に この管理下

に設置 され たDA(InfbcommDevelopmentAuthorityofSingapore)が 中心 となってrr政 策 を実

施 す る。 シ ンガ ポール の内 閣、情 報 通信 技術 者及 びIDAの 組 織 は以 下 の通 りで あ る。
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1.2.1内 閣

首 相:GohChokTong(ゴ ー ・チ ョク トン)

LeeHsienLoong(リ ー ・シ ェ ン ロ ン)

(財 務 大 臣 を 兼 任)

Source:シ ンガポール政府 の発 表資料

図X-1内 閣 組織 図
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1.2.2情 報 通 信 技 術 者

情報通信 技術大 臣:DLLeeBoonYang

上 級 政務次官:YatimanYusof

事 務 次官:DLTanChinNam

事 務 次官補:

ChooWhattBin

TanChingYee

技術 ・文化遺産拡大課 国家緊急事態対策課

経営企画課 報道関係課

情報通信・メディア開発課 '"三 公衆通信課

組織管理課 広報アカデ ミー

IDA(lnfocommDevelopmentAuthontyofSlngapore)

注:各 課 には、IDAを 例 として下部組 織が各 々設 置 されて いる。

Source:シ ン ガポール政府 の発表資料

図X-2情 報通信技術省 組織図

1.2.31DA

IDA(InfocommDevelopmentAUthorityofSingapOre)は 、1999年12月 、Telecorumunications

AuthorityofSingaporeとNationalComputerBoardカ ミ統 合 して設 立 され た。 こ の機 関 は 、 情 報 通

信 技術 省(MITA)の 監 督 下 に あ る シ ン ガ ポー ル 政 府 の 情 報 通 信 産 業 の 発 展 、e-Gov㎝ment及

びe-Lifestyleの 推 進 を 目指 す 法 的 機 関 で あ る。 そ の任 務 及 び 実 施 プ ロ グ ラ ム の概 要 は、 以 下 の

通 りで あ る。
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(1)任 務

・ シンガポール における世界クラスの情報通信産業の競争力強化

・ 「新経 済」社会において国民が生活 し労働する上で適 した環境の整備

・ 市民志向型のe -Govemmentサ ー ビス提供への誘導

・ 政府のITイ ンフラ構築及び運用

(2)プ ログ ラム

(a)情 報 通信 産業 の開発

mAは 、情報通信産業 をシンガポール経 済発展 の鍵 を握 る産業 と位 置付 け、最新 の情報 通

信 イ ンフラ構築 、技術/製 品開発力の強化 、国内企業の世 界市場進 出な ど、情報通信産 業の

成長及 び技術革新 の推進 とい った様 々なプ ログラムを実施 してい る。主 なプ ログラムの内容

は以 下 の通 りで あ る。

・ComectedHomes:家 庭 にお ける 「情報通信 に接続 され た ライ フス タイル」環境 の提供 を 目

的 とす る

・ILIUP:情 報通信 分野 にお ける
、シンガポール の企業 と多 国籍企 業 との戦 略的 ・互恵的パー

トナ ー シ ップの推 進 を 目的 とす る

・SingaporeONE:全 国規模 のブ ロー ドバ ン ド・ネ ソ トワー ク構築 に よ り双方 向型 のブ ロー ド

バ ン ドに よるマル チ メデ ィア ・ア プ リケー シ ョン/サ ー ビス の 開発 推 進 を 目的 とす る

・WEAVE(WebServices):シ ンガポールの ソフ トウェア及びITサ ー ビス産業 の成 長の ため

の ウェブ サー ビス の市場 開発 を 目的 とす る

・WiredWithWireless:シ ンガポール を 「生 きたラボ」 と位 置付 け
、ア ジア にお け る無線 通信

開発 拠 点 の設 立 を 目的 とす る

(b)自 由貿 易協 定及 び戦 略 的パ ー トナ■一一・シ ップ の締 結

他 の政府 との 自由貿易協定及 び戦 略的ア ライア ンスを締結 す る ことに よ り、シンガポール

の情報通信産 業に適 した国際的 な ビジネス環境の形成 を 目指 す。現在 ま でに シンガ ポール政

府 が貿易協 定を締結 したのは、米 国、ASEAN(AssociationofSo山heastAsianNations:東 南 ア

ジ ア諸 国 連合)、 日本、 ニ ュー ジー ラン ド、オー ス トラ リア 、EFTA(EuropeanFreeTrade

Ass㏄iation:ヨ ー ロ ッパ 自由貿 易連 合)、WTO(WorldTradeOrganiZation:世 界 貿易機 関)で

あ る。

(c)情 報通信分野の人材 開発

高度情報通信サー ビスのユーザに対する訓練、ニーズにあった人材 のプールを 目的 として、
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以下のプ ログラムを実施す る:

・ 国際的人材育成

・ 情報通信訓練

(d)技 術開発

IDAは 、シンガポールの競争力を強化するため、主要な情報通信企業、大学及び民間の研究

機関 との協力に より、以下の技術開発プ ログラムを実施す る:

・ 情報通信技術 ロー ドマ ソプ

・ 概念証明(技 術の実行可能性)研 究

・ 標準化

・ 情報通信技術推進 イニシアチブ

・ 超広帯域(UWB)プ ログラム

・ 技術試験

・ 移動無線

(e)国 内 のユー ザ企 業 の産 業 ク ラス ター へ の変容

主要な産業の成長促進 、情報 通信の利用 を奨励す る環境の形成 、 シンガポール にお ける情報

通 信イ ンフラの拡 大及 び 総合 的 な開発 の た め、以 下 のプ ログ ラムを実施 す る:

・ ロゼ ッタネ ッ ト推 進 プ ログラム

・e-SupplyChainManagement(eSCM)評 価 プ ログ ラム

・e-BusinessSawinessプ ログ ラム(e-businessス キル 及 び知識 を習得 した 人材 育成)

・TrustSq(e-transactionへ の信 頼 向上)プ ログ ラム

(Oe-Gove㎜ent及 びe-Lifestyle

IDAは 、 シンガポール 市民の労働、生活 、学習 、エ ンターテイ ンメン トの質 の向上 を 目的 と 、

した、以 下の情 報 通信 技術 の利 用推 進 プ ロ グラ ムを実施 す る:

・e-Lifestyle:消 費者 及 び企 業 へ の低 料金 に よるサ ・一ーービス 、・ア クセ ス、訓 練 を提 供

・e-Government:行 政事務 の効率イヒ、公 共サー ビスの改善及び付加価値 のイ寸与。この 中に は、

eCitiZen(市 民向 けの公共 サー ビスのオ ンライ ン化)及 びGeBIZ(サ プ ライ ヤー 及び企業 へ

,の政 府調 達 サー ビスの オ ン ライ ン化)が 含 まれ る。

関 連Website

IDA:http:〃www.ida.gov.sg/idaweb/marketinglindex.jsp
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心

2.国 会IT計 画 の経 緯 と概 要

2.1国 家 コ ン ピュー タ化 計画

国家 コン ピュー タ化 計画(NationalCorrrputerL乙ationPlan)は 、ITの 効果 的利 用 を通 じて行 政

の改善 を 目指す1980年 か ら1985年 に実施 され たrr政 策で ある。特 に、従来の作業機 能のオー

トメー シ ョン化 、ペ ーパー ワー クの削減 、行政 サー ビスにお けるITの 効果的利用 の推進 を重要

課題 とす る。 これ に よ り、ITに 対 す る認識 の拡大及び 国家 のIT能 力の養 成が促 進 され 、地 方

にお けるIT産 業 の需 要 を生 み 出す こ と とな った。

2.2国 家IT計 画

国家IT計 画(TheNationalITPIan)は 、1986年 か ら1991年 に実施 され たIT政 策 であ る。 こ

の政策では、先の 国家 コンピュー タ化計画が軌道 に乗 った こ とか ら、行政機 関 をまたが るワン

ス トップ ・サー ビス(単 一 窓 口による行政サー ビス)の 提供 に焦 点を変 更 した。各 行政機 関相

互の連 絡が密 にな った ことに よ り、土地 ・市民 ・行政機 関 とい う3つ のデー タ ・ハ ブが完成 し

た。 また、数 多 くの行政 サー ビスが単一窓 口化 ・シーム レス化 に向けて整備 され、従来 の手 作

業での業務 がIT利 用 に よ りオー一・一・トメーシ ョン化 ・統合化 され た こ とで 、SchoolLinks、 総合 的

土地利 用制度(ILUS:IntegratedLandUseSystem)、 単一窓 口住 所変更届サー ビス(OSCARS:

OneStopChangeofAddressRepOningServices)、 及びTradenet、LawNet、MediNetと い ったネ ソ

トワー クな どのす ぐれ た アプ リケー シ ョンが 生み 出 され た。

2.31T2000

IT2000は 、シンガポール を世界のITハ ブ として位置付 ける ことを 目的 として1992年 一1999

年 に実施 され た。特 に、生活の質 の改善、経済の活性化、 コミュニテ ィの国内外 との接続 、シ

ンガポール 市 民 の潜 在 的能 力 の 向上 、 コン ピュー タ資源 の統合 化 を重 要課 題 とす る。

この結果、SingaporeONEブ ロー ドバ ン ド ・イニ シアチブ に よ り、全国の家庭 、企 業、学校

への双 方向に よるマルチ メデ ィア ・アプ リケー シ ョン及びサ ー ビス提供が促進 され た。 この政

策 では、インターネ ッ トが、情報 及び取引 を基盤 とす るサー ビス を市民向 けに提 供す るチ ャネ

ル として初 め て導入 され た。
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2.41nfocomm21(イ ン フ ォ コ ム21)

1999年1月 、政府は 「インダス トリー21」計画を発表 した。これは、製造業及びサービス業

を柱 とした、知識集約型産業の世界的ハブとしてのシンガポールの地位確立をめざす2010年

までの産業基本政策である。

2000年 、この産業基本政策 にお ける戦略 的産業のひ とつで ある情報通信 分野の個別の産業政

策 として、1』 ㎜21を 開始 した。Infocomm21は 、シンガ ポール をe－㏄onomy及 びe-society

の発展 した、世界的なInfocomm()apital(情 報通信拠 点)と して位置付 け るこ とを 目的 とし、

2003年 まで実施 され る。第1次e-GovernmentActionPlanVま 、このlnfocomm21を 髄 に乗せ る

上 で 重要 なイ ニ シアチ ブで あ る。

2.5ConnectedSingapore

ComectedSingaporeは 、lnfocomm21を 現状に合わせて鞭 見通 しを立て直 し、2003年3月

に立ち上げたIT政 策である。 この政策では、情報通信(i血o㎜)は 、生活を豊かに し、新

しい価値を付加 した新 しいアイデアを生み出す重要な役割を果たす と位置付けている。 この政

策においては、世界における情報通信拠点のひ とつ としての シンガポールの地位確立を目指 し、

今後3年 間で情報通信産業の発展を促進するための短期 目標、戦略な どが明 らかにされている。

lnfocomm21の 下で第1次e-GovernmentActionPlanが 成功裡 に終了 したこ とか ら、本 政策 に

おいて は、第2次e-GovernmentActionPlanを 立ち上げ、情髄 信 の活用 による顧 客満 足度及び

市 民の接続 性 向上 を 目的 とす る。

なお、IDA(lnfocommDevelopmentAmhorityofSingapOre)1は 、上記 の 目標 を実現す るため、

4つ の重要 戦略 に基 づ くプ ロ グラ ムを実 施す る。 そ の戦略 の概 要 は 以下 の通 りであ る。

2.5.1接 続 性 ・創 造 性 ・協 力 体 制 向上 のた めの 情 報 通 信

これは、より豊かな生活を実現するための、全ての市民による情報通信分野の製品及びサー

11999年12月 、TelecommunicationsAuthorityofSingaporelNationalComputerBoardが 統 合 し て 設 立 され た シ

ン ガ ポ ー ル 政 府 の 法 的 機 関(詳 細 は1.2.31DAの 項 目 を を 参 照)。
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ビスの利 用 を 目的 とす る。 これ は、 以下 の プ ログ ラムに よ り実施 す る。

(1)全 国規模 の 情報 通信 イ ン フラの普 及

IDAは 、世界 レベル の国内ネ ッ トワー クを維持 し、"SingaporeONE"イ ニ シアチブ2の 下でブ

ロー ドバ ン ドに よる無線 通信 を可能 にす る。ll)Aは 、2006年 までにブ ロー ドバ ン ドを世帯 の

50%で 利 用 可能 と し、 消費者 は3Gサ ー ビス を利 用 でき るこ とを 目標 と してい る。

(2)魅 力 あふ れ る有 用 な コンテ ンツ及 び アプ リケ ー シ ョン

CreativeConnectionsプ ログラムに よ り、文化遺産及 び芸術的 リソース を商用化 す るこ とを 目

指す。 また、2004年 までに共通 コンテンツ変換 標準 を設 定 し、2005年 までには博 物館 ・ギャ

ラ リー を含む3つ のサイ トで試験 的に利用す る。2006年 までに、他 の関係機 関 の協 力 を得て 、

分散型 コ ンテ ンツ管 理 システ ム に よ り"SingaporeONE"の 機 能 を拡 大す る。

教 育分野 では、FastTrack@SchoolProgramに よ り、情報通信技術 を教 育 レベル の向上 に活用 し

た。

(3)全 て の市 民 のた めの情 報通信 リテ ラシー及 び ア クセ ス

IDAは 、全市 民を対象 として、職 業 ・学習 ・エ ンターテイ ンメン トに情報通信 を活用 できる

よ う情報 通信 ス キル 習得 の機会 を提供す る。GottoBeConnectedプ ログ ラムは、NationalIT

LiteracyProgram、PCPeuseScheme、e-AMbassadorsprogram、TrustSGprogramの 包括 プ ログラ

ムで、 これ らの プ ログラムによ り、基本的な情報通信 リテ ラシー習得 訓練 の提供 、低所得者層

へ のPC及 びイ ンターネ ッ ト・アクセスの拡大、新規ユーザへの継続 的支援 、 オ ンライ ン取引

へ の信頼 性 の獲 得 を効 果的 に実施 す る。

2003年2月 末時 点において、約12万 人 の国民がNationalITLiteracyProgramに 基 づ く訓練 を

受講iした。ll)Aは 、2006年 までに、低所得者層 のPC所 有 率を現在 の37%か ら45%に 改善す

るこ とを 目指す。 現在 、e-lifestyleを 向上 させ るた め、e-CelebrationsSingapore事 業 を継 続的 に

実施 してい る。

211])Aの プ ログラムのひ とつで
、IT2000政 策 の下で実施。全国におけるブロー ドバ ン ド・ネ ッ トワークの構築に

よ り、双方向型のブロー ドバ ン ドによるマルチメディア ・アプ リケーション/サ ー ビスの開発推進 を目的とす

る。
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2.5.2デ ィ ジ タル 情 報 交 換

これ は、国際 通信接 続 性の向上及 び ビジネ ス振興 のための環境 の形成 に よ り、 シンガ ポール

を世界有数 のデ ィジタル配信/取 引セ ンター として位 置付 けることを 目標 とす る。特 に、2006

年 までに国内のデ ィジタル 取引高を現在 の150百 万シ ンガポール ・ドル(約96億 円、2003年

11月4日 為替 レー ト:1シ ンガ ポ・一一・一ル ・ドル=約64.17円 。 特記 がなけれ ば、以下の 円換算額

は左記 の レ・一一・・トに基づ く)か ら550百 万 シンガ ポ・一一・・ル ・ドル(約353億 円、同上)に 拡大す る

ことを 目指す。 この中で も、農村部 、地方、世界 における映画の配信 、デ ィジ タル 出版及び ソ

フ トウェアの配 信 の分 野 に焦 点をあて る。 この ため、エ ン ド ・ツー ・エ ン ドのイ ン フラ拡 大、

デ ィジタル ・コンテ ンツの安 全な配信 の ほか 、著作権 管理、 システム ・イ ンテ グ レー シ ョンの

た めのプ ロジ ェク ト管 理技 術 の充 実 に注力 す る。

2.5.3成 長 の た め の 起 動 力

これは 、新 しい経済 活動の拡大及び 情報通信分 野 にお ける雇用 の創出 を 目的 とす る。 このた

め、以下 を柱 とす る政策 を実 施す る:

・ 理想 的 な生 き たデ ィ ジタル ・ハ ブ として の シ ンガポー ルの 地位 確 保

IDAは 、 これ をPATH(PilotandTrialHotspotsScheme)イ ニ シア チブ、CFC(Callfor

Collaboration)メ カニズ ムな どを通 して実現す る。具体 的 目標 として、革新 的プ ロジェク ト

か ら年間30百 万 シ ンガ ポール ・ドル(約19億 円、同上)相 当の利 益 を生む こ とを掲 げる

・ 電気 通信 分 野 のハ ブ として の シ ンガポー ル の地位 確保

IDAは 、電気 通信 サー ビスの価格競 争力及び広範 囲にわたる国際通信 の接続性 を維持す る

ため 、公正 な電気 通信 市場 を確 保 し、 電気 通信 の接 続性 を 向上 させ る

・ シン ガポー ル の輸 出 に よる収 入 の増加

IDAは 、"MadeinSingapOreandProudoflT'プ ログラムに より、産業界 と共 同で10年 以内に

シンガポール を本 拠地 とす る情報通信 企業 の輸 出に よる収入 を倍増す ることを 目指す。 ま

た、"OverseasDevelopmentProgra㎡'に よ り、シンガポール有 数の情報通信企業 また は多国

籍企 業 との協力 関係 の下 で、国内企 業 の国際競 争力の強化及 び世界 市場への進 出を支援す.

る。

なお、ll)Aは 今後1年 から3年 間で著 しい成長が期待される情報通信の5つ の分野を明らか

に した:

・ 高付加価値の移動通信サー ビス[市場規模:6,210億 米 ドル(約69兆 円、2003年11
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月4日 為替 レー ト:1米 ドル=約111.60円 。 特記 が な けれ ば、以 下の 円換 算 額 は左 記

の レー トに基 づ く)]ア プ リケー シ ョン、通信 機器 及 び シス テ ム に対 して場 所 を選 ば

ず に接 続 が可 能 な技 術 に基 づ くサ ー ビス

・ 無線及 び有線 のネ ッ トワー クのためのイ ンフ ラ[市 場規模:4
,280億 米 ドル(約48兆 円、

同 上)]

情 報 の フ ロー及 び処 理 のサ ポー トに求 め られ るハー ドウェア/ソ フ トウェア技術

・ マルチ メデ ィア・プ ロセ ッシング及びマネジメ ンン ト[市場規模:930億 米 ドル(約10兆 円
、

同上)]

テ キス ト、画像 、ビデ オ、動画、音 声の統合 的実演 を可能 にす る技術(こ れ らによ りe-lealming,

専 門的 オ ンライ ン ・サー ビスの提 供が 可能 となる)

・ ウェブサ ー ビス及 び ポー タル[市 場規模:1
,560億 米 ドル(約17兆 円、 同上)、]

ウェブ技術 によ り生み 出 され る新 しいアプ リケー シ ョン及 びサ ー ビス。 一方で商用 には標

準 化 、相 互運 用性 が求 め られ る

・ セ キュ リテ ィ及 び信頼 性獲得 のためのイ ンフ ラ[市 場 規模:960億 米 ドル(約10 .7兆 円、

同上)]

バイ オメ トリクス、デ ィジタル/プ ライバ シー権利 の管 理 とい った現在 の基本 的な技術 の

ほ か、 以下 のセ キ ュ リテ ィ分 野 を重要 項 目とす る:

ファイ ヤー ウォール

暗号化 ソフ トウェア

認 証 、認 可及 び ア クセ ス

ウイル ス対策用 ソ フ トウェア

関 連Website

NationalComputerizationPlan:http:〃www.egov.gov.sg/computerisation
_plan.htm

TheNationalITPIan:http://wwvv.egov.gov.sg/it
_plan.htm

rr2000:http://www.egov.gov.sgtit2000.htm

lnf…mm21:http・//www・ ・g・v・9・y・・g/i・f…mm21・htm

ConnectedSingapore:http://www.egov.gov.sgtconnected _singapore.htm

IDA:http://www.ida.gov.sg/idaweb/marketing/index.jsp
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XI台 湾

1.台 湾 におけ る情報技術政策

1.1経 緯

台湾政府 は、2002年6月 に承認 され た 「e－台湾プ ロジェク ト(e-Taiwanproject)」 のほかに

も、様 々なrr政 策 を実施 してい る。特 にIT技 術 の開発 に伴 って、1999年 前後 か らIT政 策 を

積極 的 に 開始 した。 これ らの1999年 以 降 のIT政 策 の概 要 を以 下 に示 す。(表XI-1)

表XI-1台 湾政府 主要情報技術政策経緯

開始時期 IT政 策 名 目的

1999年 ITAP(InformationTe(hnology

ApPUcatiomPromotion:情 報 技 術 ア プ

リ ケ ー シ ョ ン 推 進)プ ロ ジ ェ ク ト

・ 国内産業界の情報技術及びアプリケーション

の開発推進
・ 国内産業の競争力強化

1999年 プ ロジェク トA及 びB(rrAPの 特別推進

プ ロジェ ク ト)

台 湾産業界 にお けるe-Commerceの 推 進

1999年 台 北 サ イ バ ー ・シテ ィ(1田peiCyberCity)

イ ニ シ ア チ ブ

情報インフラ、イ ンターネ ッ ト教育 、e-gove㎜ent

及 び 行政サー ビス 自動化の改 善

1999年

後 半

e-Manu血cturingPr(りect e-1ndustriesの 推 進

2000年 iAeB¢ndustrialAutomationand

ElectronicBusiness:産 業 自 動 化 及 び 電 子

化 計 画)プ ロ グ ラ ム

世界規模 の ロジステ ィクス ・セ ンターの設立

2001年 国 家 情 報 通 信 イ ニ シ ア チ ブ(NICI:

Nationa1輪 ㎜ation㎝dCo㎜mication

㎞itiative)

電子政府、e－ビジネス及び ÷ソサエテ ィ基盤 の構築

2001年

7月

プ ロジェク トC、D及 びE(ITAPの 特別推

進プ ロジ ェク ト)
】

・ 産業間 にお け るe -Businessの 効 率性 の向上

・ 高付加価値の世界 ロジスティ ックス ・センター

として の台湾 の地位 確 立

2001年

10月

NationalIPv6Deploymentand

PromotionProject(国 家IPv6開 発 推 進

プ ロ ジ ェ ク ト)

IPv6利 用のための産業界、政府 、学校及び研

究機 関の資源統合

2001年

12月

SCMIPr(ject(Semi-Conductor

Manufacturinglnitiative:セ ミ コ ン ダ ク

タ 製 造 イ ニ シ ア チ ブ)プ ロ ジ ェ ク ト
、

(ITAPの 一 環)

・ セ ミコンダクタ業界における情報技術の開発

及び応用を奨励
・ 競争力を強化 し他の産業界のモデル としての

役割を果たす

2002年

11月

ス タ ー ・プ ロ ジ ェ ク ト(STAR.ProjecO ・ 主要なIT製 造 企業 と世界の取引パー トナー と

の接続

・ 上流及び下流のサプライ ・チェーン間の リンク

・B2B(企 業 一企 業間)のe .Businessに お ける情

報フロー/キ ャ ッシュフ ロー/ロ ジステ ィク

ス ・センター相互 の効果的 な統合

2003年 "BuildingaDgitalCity
,aMobile百pei"計 画

・情 報 イ ン フ ラ が 整 備 さ れ 、e-Govemment、

e-Business、e-L漉 が 実 現 した デ ィ ジ タ ル 都 市 の 建 設
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1.2行 政 組 織

台湾のIT政 策 は、主 に経済省(MOEA:MinistryofEconomicAffairs)及 び経済省 を核 と

して繊 され たNICI(NationallnformationandCommunicationInitiative)委 員 会 を 中 心 と して 実

施 され て い る。

台湾の行政機関及び経済省 の組織は以下の通 りである。

1.2.1行 故院

台湾の中央政府は、国家元首である総統[現 在 は、ChenShui-bian(陳 水扁)]、 五権分立(立

法、行政、司法、監察、考試)に 基づ く5院 及び国民大会か ら成る。 この中で、台湾の最高行

政機関 として位置付 けられてい るのが行政院(日 本の内閣に相当)で ある。

行政院長(首 相):YuShyi-kun

副 行 政 院長(副 首相):LinHsi∩i

1 1

行政院会議 行政機関 下部部局

1

内務省 法務省 中央銀行 中央人事行政

財務省
～

国防省 行政院主計局 環境保護局

経済省 モンゴル ・チベ ッ ト委員会 政府情報局 国立故宮博物

外交省 華僑委員会 衛生局 その他の

特別委員会 ・

臨時委員会

など教育省 その他大臣職を持

たない省

運輸通信省 一

Source:台 湾 政府 の発表 資料

図XI-1行 故院 組 織図
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1.2.2経 済 省

IT政 策 は、経済省 を中心 と して、関連す る政府機 関 とともに設 立 した 「国家 情報通信イニ シ

アチブ」(NICI)委 員 会 の他、経 済省 の参謀本 部のひ とつであ る産業技術部(DOIT:Department

oflndustrialT㏄ ㎞ology)及 び 行 政 機 関 の ひ とっ で あ る産 業 開 発 局(IDB:Industrial

DevelopmentBereau)で 主に実 施 されて い る。

経済大 臣:LinYi.Fu

参謀本部

商務部

国際協力部

産業開発投資センター

産業技術部(DoIT)

統計部

行政機関

産業開発局(IDB)

海外貿易局

知的財産権局

標準 ・度量衡 ・検査導入局
エネルギー委員会

中小企業管理局

経済プロセス ・ゾーン管理局

中央地質調査局

国営企業委員会

国際貿易委員会

水資源局

鉱物資源局

国営企業

台湾電力会社

中国石油公団

中国造船公団
台湾製塩事業団

航空宇宙事業開発公団

台湾水道整備公団

海外の商務局

,

アジア地域

アメ リカ地域

ヨーロッパ地域

中近東 ・アフリカ地域

Source:経 済 省 の サ イ ト』

図XI-2経 済省 組織 図

(1)産 業技術部(DoIT:DepartmentofIndustrialTechnology)

(a)任 務

産業技術部の主要な任務は、産業技術の高度化及び産業の拡充を目的 とす るTDP(技 術開

発プ ログラム)を 実施することである。その具体的な業務 は以下の通 りである:

・ 産業技術政策プランの強化

・ 重要な鍵 となる技術及びコンポーネ ン ト技術の開発

・ 台湾への技術移転の推進

・ 技術開発 を助長す る環境の形成

・TDPマ ネジメン ト及 びその他の成果の公表強化

・ 科学技術 に関す る国際協力の推進
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/

(b)組 織

産業技術部長

上級専門官

産業技術副部長

第一課:技 術管理担当一

一 第二課:技 術規格担当
L

－ 第七課:プ ロジェク ト管理担 当

上級技術官

第三課:通 信 ・光電 子工学技術担当一

一 第四課:機 械 ・航空宇宙技術担 当

第五課:材 料 ・化学工業技術担当一

一 第六課:バ イオテク ・製薬技術担当

第 八 課:情 報 ア プ リ ケ ー シ ョン 推 進 担 当
－ITAP(ITApplicationPromotion

Project)Office

Source:産 業技術部のサイ ト

図XI-3経 済 省 産 業 技 術 部 組 織 図

(2)産 業 開発 局(IDB:IndustrialDevelopmentBureau)

(a)任 務

産業 開発 局 の任 務 は 、以 下の通 りで あ る:

・ 政 策 、戦 略及 び産 業 開発 のた め の措 置 の策 定

・ 産 業発 展 の促 進

・ 工業 団地 の 開発及 び 管理

・ 産 業 発展 に資す る財 政 ・課 税措 置 の策 定

・ 産 業 汚染 の防止 、産 業 の安全 性に 関す る指 導、産業 の規制 、包 括的 な産業 問題 の監視
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(b)組 織

総 裁

情報技術産業課

消費者向け商品 ・

科学工業課

工業団地課

持続可能な開発課

月計
'会

南部サービス局

Source:IDBの サ イ ト

図XI-4経 済省産業 開発局 組織図

関 連Website

台 湾 政 府:http:〃www.president.gov.tw/index_e.html

経 済 省:http://www.moea.gov.tw/english/eunit/index.html

産 業 技 術 部:http:〃doit.moea.gov.tw/newenglish/01 _About/org.asp

IDB:http:〃www.moeaidb.gov.tw/idy/english/aboutl.htm

2.Challenge2008

2002年5月 、行政院 は 「挑戦2008年 一6ヵ 年国家発展計画」を策 定 した。 これ は、経 済発展

と環境保護を柱 とする広範囲にわたる開発プロジェク トであり・以下の分野を対象 とした3つ
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の主要な改革政策及び4つ の主要な投資計画か ら構成 され る:

・ 改革政策の対象分野:政 府、銀行、財政

・ 投資計画の対象分野:優 秀な人材の養成、研究 ・開発 ・技術革新、国際ロジスティクス、

高品質の生活環境

この国家発 展計画は、6年 間で約2.6兆 新台湾 ドル(約9兆 円、2003年10月2日 為替 レー

ト:1NT$(新 台 湾 ドル)=約3.29円 。特 記が なけれ ば 以 下の円換算額 は左 記 の レー トに基 づ

く)を 投 資 し、以 下の 目標達 成 を 目指す:

・ 世 界 の最 高水 準 を満 たす 製 品及 び技 術 を15に 拡 大

・ 海 外 か らの旅 行者 を倍 増

・R&D(研 究 開発)経 費 をGDPの3%に 増 額

・ 今後6年 間 で平均 失業 率 を4%未 満 に縮 小

・ 今後6年 間 で平均 経済 成長 率 を5%以 上 に拡 大

・ プ ロ■一一・ドバ ン ドに よ るイ ンタv-一・一ネ ッ ト ・ユー ザ数 を6百 万人以 上 に拡 大

・ 約70万 件 の新規 雇用 の創 出

同計画 は、これ らの 目標 に沿った以下の10の サブプランにより各事業を展 開する:

・e－時代の人材育成

・ 文化創造関連産業の開拓

・ 研究開発及び技術革新に関する国際基盤 の構築

・ 付加価値生産の増大

・ 台湾への海外旅行者 の倍増

・ ディジタル台湾の創生(e－ 台湾プ ロジェク ト)

・ 国際企業の 「オペ レーシ ョン本部」 としての台湾の地位確立(オ ペ レーション本部計画)

・ 交通イ ンフラ基盤 の改善

・ 水資源及びエコロジーの保全

・ 新 しいホー ムタウンコミュニテ ィの建設

これ らのサブ プランの うち、 「オペ レー シ ョン本部 計画」と 「e－台湾 プ ロジェ ク ト」がe－ビジ

ネ ス関連 の プ ロジ ェク トで あ る。 この2つ の プ ラ ンの概 要 は以 下 の通 りで ある。
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2.1オ ペ レーシ ョン本 部計 画

このプロジェク トの目標は、地方のインフラに投資することによ り、台湾の企業及び多国籍

企業にとって、台湾が地域オペ レーション本部として理想的な場所 となることである。 これに

よ り、効果的な規則制定及び設備改善が進められ、台湾の ビジネス環境の改善が期待 され る。

具体的なプロジェク ト実施のための施策は以下の通 りである。

2.1.1陸 上 ・海上及び航空輸送の統合

これは、イ ンターモーダル輸送(陸 ・海 ・空の交通機関全てを統合 した輸送形態)の 需要を

満 たす ことを 目的 とし、以下を実施す る:

・ カオシュン(高 雄)港 とカオシュン空港の接続性の向上

・ 台北港、タォユェン(桃 園)航 空貨物輸送パー ク、台湾中心部への国際空港 の建設

2.1.2関 税 関連文書及 び手続 きの簡 素化 ,

取引関連文書の電子化により、年間で、全経費に対する貿易関連文書の作成経費の割合を7%

か ら5%、 つま り57億 新台湾 ドル(約188億 円、同上)に 縮小

2.1.3企 業 のe-commerceシ ステム構築支援

これは、サプライ ・チェー ン管理強化 を目的 とする

2.1.4台 湾 企業 による、国内での研 究開発 、設計及 び販 売の奨励

これは、包括的な課税優遇措置 により実施'

2.1.5自 由な取 引のための出荷 区域 の設置

これは、財の高速かつ 自由なフローの推進及び企業活動 の促進 を 目的 とする

これ らの施策により、2011年 までには、約1,㎜ 社の企業が台湾にオペ レーシ ョン本部を設

立 し、20万 件に上 る新規雇用を創 出することが期待 され る。'
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2.2e－ 台 湾 プ ロ ジ ェ ク ト

「e－台 湾 プ ロジ ェ ク ト」 は 、 も と も と、e－ ビジネ ス 環 境 の 形 成 を 目的 と して、NICI(National

lnformationandCommunicationInitiative:国 家 情 報 通 信 イ ニ シ ア チ ブ)グ ノレー プ が 実 施 して い た

プ ロ ジ ェ ク トで あ る(NICIに 関 して は 、 以 下 の2.3NICIを 参 照)。

この 「e－台湾プ ロジェク ト」は、2002年6月 、行政院 によって正式に承認 され、同年5

月に策定 された 「挑戦2008年 一6ヵ 年国家発展計画」の一構成要素 となった。 これは、最

終的に、最適 なハイテク 「グリーン・シ リコン・アイラン ド」を実現 し、アジアのe－リーダ

ー(e-Leader)の 一国に生まれ変 わることを 目指すプ ロジェク トで、その具体的な重要 目

標 として は以下 の項 目が挙 げ られ る:

・ 堅固な基盤 を土台 とした情報通信技術の革新

・ 全国民へのサー ビス向上を実現す る効率性の高い政府の確立

・ 世界市場での優位性 を確立するための、台湾におけるIT産 業の競争力の向上

・ 全国民への知識習得、文化、娯楽及び学習の豊富な機会の提供、並びにディジタル ・デバ

イ ドの解消を 目指す高度な社会の実現

・ 高度道路交通システム(ITS)の 開発及び輸送技術の応用による、既存の輸送手段の機能向

上

・ 台湾のビジネス発展 を 目指す知識集約型経済への移行の加速化

このプ ロジェ ク トの概 要 は以 下 の通 りで あ る。

2.2.1最 優 先 政 策

これ らの重要 目標 に従い、同プロジェク トでは最優先政策 として以下の5つ の項 目を設定 し

た:

・ ブ ロー ドバ ン ド ・ユ ー ザ6百 万 人 の 実 現

・e－ ソサ イ ア テ ィ(e-S㏄iety)ま た はez－ ラ イ フ(ez-Life)

・e－ 産 業(e-lndustry)ま た はe－ ビ ジ ネ ス(e-business)

・ 電 子 政 府(e-Government)

・e－ 運 輸(e-Transportation)

この5つ の最優先政策の概要は以下の通 りである。

一254一



(1)ブ ロー ドバ ン ド ・ユーザ6百 万人 の実現

これは、2007年 までに以下の成果を挙げることが期待 される:

・IPv6の 利用及び無線LAN環 境 を実現 したブu－ ドバン ド・ネ ッ トワークの完全な構築

・ 大半の中小企業のオンライン化

・ 安全性基準
、規則、戦略及び法制化の適正な導入な らびに完全実施

・IC(情 報通信)セ キュ リテ ィ措置の実施 に対す る厳格 な監視及び関連産業への支援

・CAカ ー ドの発行及 び本人確認の第一手段 としての認知の拡大

(2)e－ ソサ イ エテ ィ(e-S㏄iεty)ま たはez－ ライ フ(ez-Life)

全 国 民 に対 して豊 か な機 会 を提 供す る高度 な社会 実現 のた め、 以 下の課 題 に取 り組 む:

・ 将 来型e -leaming環 境 の形成

・ 全 国 レベル でのアーカイブ ・システム及 びデ ィジタル ・コンテ ンツ ・オン ライ ン ・サー ビ

スの導 入

・ デ ィジ タル ・エ ン ター テイ ンメ ン ト ・フ ァシ リテ ィの設 立

・ 情報検 索サー ビスの即 時提 供を 目的 とす る、全 国 レベル の文化情報 デー タベ ース及 びデ ィ

ジタル ・ライ ブ ラ リー の導入

・ 公共 の情 報 ステー シ ョンの設 置(例:デ ィジタル ・デバ イ ドの是正 を 目的 とす る遠 隔地 で

のKIOSK)

・ 中小 企 業及 び農 業 関係 コ ミュニ テ ィへ の適切 なデ ィジタル 設備 、並 び にサー ビスの提供

(3)e－産業(e-lndustry)ま た はe－ビジネ ス(e-business)

これは 、台湾 を世界市場におい て付加価値 のある製 造/サ ー ビス ・セ ン ター と して位 置付 け

るこ とを 目標 と し、 以 下の重 要課題 に取 り組 む:

・ 基幹 産業[例:LCD(液 晶デ ィスプ レイ) 、情報エ レク トロニ クス、セ ミコンダクタ産業 な

ど]の た めの共 同設 計 システ ム の構 築

・ ビジネス ・プ ロセス及びデー タ交換 標準 の開発 、並び に世界 規模 のサプ ライ ・チ ェー ンの

最 適化

・ 農 業及 び 中小企 業 を対象 とす るデー タベー ス、ツール ・ボ ックス、並 び にアプ リケー シ ョ

ン ・シ ステ ムの導入

・ 国際機 関 に加盟 し、そ の活動 に参加 す る とともに、e-business全 体 にお け る世界規模 の情報

交換 メカ ニ ズム を強化
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(4)電 磁 府(e-Govemment)

これは 、ほ とん どの政府 サー ビスに関 し、共通 のプ ラッ トフォー ム上 で24時 間運用 され る、

全 国民 向けの単一 ポ日 夕ル ・システ ムの実現 を 目指す。 この 中には、家族 に関す る届 け出、 土

地 、税制 度、メデ ィケア(医 療 保険)、 知的財 産権 、通商 、中小企業 な どの分野の サー ビス、

並 びにG2G(政 府 間)、G2B(政 府一 企業間)及 びG2C(政 府一顧客 間)に 対す る電子文書交

換 システ ム、国家 ア ー カイブ ・システ ム、危険 緩 和情 報 シス テ ムが含 まれ る。

(5)e－運輸(e-Transportation)

これ は、技術 と人間性 の調 和 を念頭 に考案 され て いる。狭 い島なが ら、数 多 くのハイ ウェイ

が走ってい る台湾 では、現在 の交通渋滞 を緩 和す るためには、先進技術 を導入 した新 しいハ イ

ウェイの建設 または道路利 用 の最 適化 が不可欠 で あ る。 このた め、 以下の課題 に取 り組 む:

・ITS(高 度 道 路交通 システ ム)サ ー ビス ・プ ラ ッ トフォ・一一・Lムの研 究及 び 開発

・ 交通情 報 シス テ ムの統合 及 び交 通情報 サー ビス の即 時提 供

・ 小型バ ス の運 用/サ ー ビス ・システ ム の導入 及 び スマー トカー ド ・サ ー ビス の提供

・ 交通 セ キュ リテ ィ管 理 システ ムの導 入

・ 資源 の最大 利 用 を 目的 とす るITSシ ステ ム の稼 動

2.2.2予 算

政府 は、6年 間で、総額300億 新台 湾 ドル(約987億 円、同上)を 投資す る。この うち、80%

は民間部 門(特 に、アプ リケー シ ョン ・ソフ トウェア販売業者及 びサー ビス ・プ ロバイ ダ)に

ア ウ トソー シ ン グ され る。

2.2.3期 待 され る成 果

(1)産 業 界

・ 売 上 高:約1
,000億 新 台 湾 ドル(約3,290億 円 、 同 上)

・2万 件 以 上 の雇 用 創 出

・e-Business(e-Commerce)}こ よ る 売 上 高:GDP
、の15%

・ 産 業 の オ ン ラ イ ン化:全 体 の60%

(2)イ ン フラ

・ イ ン ター ネ ッ ト ・ユ ーザ 数:2007年 に全 人 口の 半数
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・ ブ ロー ドバ ン ド利 用者:同35%

・ 全 国 の ブ ロー ドバ ン ド利 用 規模:1
,150Gbps

・ 海 底 ケー ブル ・ブ ロー ドバ ン ド利用規模:250Gbps

(3)政 府 サー ビス

・ 政府 サー ビス のオ ン ライ ン化:600件

・ 政府 一 企業/顧 客 間文書 交換 率:5年 間で200倍

・ 運用 コス ト:1
,000億 新 台湾 ドル(約3,290億 円、同 上)削 減

2.3MCI

2001年 、e－ビジ ネ ス 環 境 の 形 成 を 目的 と して 、国家 情報 通 信 開 発 グル ー プ(Nationallnformation

andCommunicationDevelopmentGroup)は1国 家 情 報 通 信 イ ニ シ ア チ ブ 」(NICI:National

InformationandCommunicationInitiative)を 立 案 した。 この プ ロ グ ラ ム の 目標 は 、 電 子 政 府 、e,

ビ ジ ネ ス 、e－ソサエ テ ィ基 盤 の構 築 で あ り、 「e－台 湾 プ ロジ ェ ク ト」 の 先 駆 け とな るプ ロ グ ラ ム

で あ る。

そ の後 、2001年4月 、行政 院(特 に、経 済省及 びその他 関連 政府機 関)は 、適切 なe－アプ リ

ケー シ ョン環境 の提 供、効率的 なSCM(supply-chainmanagement:サ プ ライチ ェー ン ・マネ ジ

メン ト)の ネ ッ トワー クの形成 及び国際的な物流オペ レー シ ョンシステムの構 築 な どの情報通

信 技術分野 に関係す る様 々な国家 レベルの課題 を解決するた め、 関連機 関 との調整 を任務 とす

る 「国家 情報通信イニ シアチブ委員 会」を設立 した。 これ は、Nll推 動小組(運 営委員 会)、 政

府IT推 進委員会及 びiAeB推 動小組(運 営委 員会)を 統合 した組織 で、設 立後 か ら 「e－台湾 プ

ロジェ ク ト」 に着 手 してい る。

この委員会の概要は以下の通 りである

2.3.1ミ ッ シ ョ ン

・IT産 業 、e-commerce及 び その 関連 ビジネ ス の拡大推 進

・ 行 政 サー ビスの効 率性 の改 善

・ イ ンターネ ッ ト利 用及 びそ の 関連 アプ リケー シ ョンの促 進

・ 台 湾 のIT産 業 の競 争力 強化
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2.3.2ビ ジ ョ ン

・ 効率性 の高い政府

・ 競争力 を強化 した産業

・ 高品質の情報化社会

・ 情報技術及び通信技術のユニバーサル ・アプ リケーシ ョンの広範な普及

2.3.3戦 略

(1)イ ン フ ラ

・ 健全 なe-co㎜erce環 境 の形 成 を 目的 とす る法 制度 の改正

・ ブ ロー ドバ ン ドを各世 帯 で利用 可 能 とす るネ ッ トワー ク構築 の促 進

,・ 高度 な情 報セ キュ リテ ィ ・メカニズ ムの確 立を 目的 とす るイ ンターネ ッ ト・セキ ュ リテ ィ

の強化

・ 教育及 びe-Leaming環 境 の改 善

・ 最先端 のIT技 術 に遅れ を と らぬ よ う国 際機 関 に参加

・ 知識 及 び コンテ ンツ の充実 化 のた めの技 術革 新 、並 び に研 究 開発 の強 化

(2)e-Gove㎜ent

・ 全政府機 関にお けるイ ン ター ネ ッ ト利 用 の強化

・ 全て の行政 サー ビスの単 一 窓 口とな る ウェ ブサイ トの設 立

・ コ ミュニテ ィの発展 を推進 す るた めの、地方にお ける情 報サー ビス/ア プ リケー シ ョンの

確立

・ 政府ITシ ス テ ムのア ウ トソー シ ン グの強化

・e-Leamingを 通 して の政府 職員 へ の教 育

(3)e-Industry

・ 十分なe-businessイ ンフラ開発 のための、・B2B(企 業一 企業 間)共 通サー ビス及 び標 準プ ラ

ッ トフォー ムの確 立

・ 産業 開発 を推進 す るた めの 、B2Bパ イ ロ ッ ト ・シス テ ム及び プ ロジェ ク トの実施

・ 産業界 で の コンピ ュー タ化 を奨励 す るイ ンセ ンテ ィブ の提供

・ ガイ ダ ンス及 び支援 メカ ニ ズム を提 供す るための 、公 共/民 間部 門にお け る事 業の調 整
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(4)e-Society

・ デ ィジタル ・コンテ ンツの充実化 を 目的 と した
、図書館 、博物 館 にお け る科 学技術 関連 の

展 示 品 に関す るデ ィジ タル ・デ ー タ作 成及 びプ ログ ラムの フ ァイル 化

・ 遠隔地 方にKIOSKを 設立す るこ とによる
、デ ィジタル ・デバイ ドのデ ィジタル ・オポチ ュ

ニテ ィへ の変換

・ イ ンタ・一一・ネ ッ トのア プ リケー シ ョン/環 境及 びe -Learningプ ログラムに よる、生涯学習 の

概念 の普 及

・ 一般 市民へ の各個 人向け医療 情報サー ビス の提 供を 目的 とす る
、医療保健ICカ ー ドの推進

2.3.4組 織

・ 議長:TSAY
,Ching-Yen(行 政院 の 国務 大 臣)

・ 共 同議 長:LIU
,Shyh-Fang(行 政 院事務 局長)

LIN,Chia-Cheng(行 政 院RDEC議 長)

・ 担 当毎 の作業 部 会 は以 下の通 りで ある:

法 的環境 整備 計 画

ネ ッ トワー ク構 築

e-business

教 育 ・人材 育成

e-Government

プ ロモ ー シ ョン ・サ ー ビス

高 度道 路交 通 シ ステ ム(ITS)

国 際協 力

技術 ・標 準

総務

・ 委 員会 メンバ ー

この委員 会の メンバ ーは、様 々な省庁/委 員会 な どの副大 臣及 び副議長 、台 北/高 雄 の副市

長 、IT関 連機 関総裁 な ど、数 多 くの組織 の代表者 か ら構成 され る。

関 連Website

.挑 戦2008年 一6ヵ 年 国 家 発 展 計 画:http:〃www.roc-taiwan.org.au/taiwan/4-oa/20020521/2002052101.html

e－台 湾 プ ロ ジ ェ ク ト:http://www.nici.nat.gov.tw/contentiapplication/nici/eng/index.php?selname=Home

NICI:http:〃www.nici.nat.gov.tw!content/application/nici/introduction/index .php?selname=lntroduction
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マ レー シアXI





XHマ レー シ ア

1マ レーシアにおけ る情報 技術政策

11経 緯

1991年2月 、マハ テ ィール 首相(1981年 、首相就任 、2003年10月 同退 任)に よってマ レー

シア政府の長期経済計画 であ るVision2020が 発表 された。 これ は2020年 まで にマ レー シア を

先 進工業国 にす るこ とを 目的 と した経済社会 開発構想 であ る。このVision2020の 一環 と して開

発 され たプ ロジ ェク トがマル チ メデ ィア ・スーパ ー ・コ リ ドー で あ る。

表XH-1マ レー シア政府 主要情報技術政 策経緯

開始時期 IT政 策 名 目的

1991年

2月

Vision2020 2020年 までにマレーシアを先進工業国にす る

1995年 年

8月

マルチメディア ・スーパー ・コリ ドー

(MSC)計 画

サイバージャヤを中央に配 し、シティセンター、プ トラ

ジャや新行政都市、クアラルンプール新国際空港を結ぶ

東西に15㎞ 、南北50㎞ の地域で、マルチメディア技

術を活用 した都市開発を行 う

1999年

7月

サ イバー ジャヤ クアラルンプールの近郊にハイテク産業都市 「サイバー

ジャヤ」(「 ジャヤ」はマ レー語で 「栄光」 とい う意味)

が オー プン
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、

1.2行 政 組 織

マ レー シアのIT政 策 は、NITCMalaysia(NationalInformationTechnologyCouncilof

Malaysia:国 家IT協 議会)を 中心 と し、 内閣におい ては、主 にエネル ギー ・通信 ・マル チ メ

デ ィア省 にお い て実 施 され て い る。 これ らの組織 の内容 は以 下の通 りであ る。

1.2.1内 閣

首相:マ ハ テ ィTル ・モ ハマ ド(MahathirbinMohamad、 財 務大 臣を兼任)

副 首相:ア ブ ドゥラ ・バ ダ ウィ(AbdullahbinAhmadBadawi、 内 政大 臣を兼任)

農務省 一 外務省 一 国家統一 ・社会発展省一

一

一

一

文化 ・芸術 ・観 光省 厚生省 一 第一次産業省一

一国防省 内政省 首相担当局

国内流通 ・消費者問題省 住宅 ・自治省 地方開発省一

一教育省 人材省 科学技術 ・環境省一

一 起業家開発省 情報省 運輸省一

一財務省

一

一 貿易産業省

一

公共事業省一

一 エネル ギー ・通信 ・

マルチ メデ ィア省

国土開発省 青 年 ・スポー ツ省一

一 女性 ・家族省

Source:マ レー シア政府の発表 資料(2003年10月 時 点)

図X皿 一1内 閣 組 織 図
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＼

1.2.2.エ ネ ル ギ ■一一・ ・通 信 ・ マ ル チ メ デ ィ ア 省

エネルギー ・通信 ・マルチメデ ィア大 臣:

YBhg.DatukAmarLeoMoggie

政務 次官:

YB.EnChiaKwanChye

副 大 臣:

YB.DatukTanChaiHo

マ レー シア

通信 ・マルチメデ ィア委員会

事務局長 エネルギー委員会

内部監査局 法務局

通信 ・マルチ メデ ィア課 管理サービス課 情報技術課 エネルギー課

Source:マ レー シア政府 の発表資料

図Xil-2エ ネ ル ギ ー ・通 信 ・マ ル チ メデ ィ ア省 組 織 図

2.マ ル チ メ デ ィ ア ・ス ー パ ー ・コ リ ドー

MSC(MultimediaSuperConidor)は 、マ レー シア政府の長 期経 済計 画で あるVision20201構

想 の一環 として、マハ テ ィール 首相2に よって開始 されたプ ロジェク トであ る。 これは 、国内外

にお ける現在 また は将来 のIT/マ ル チメデ ィア関連 の一流企 業 に対 して魅力 ある理想 的なマ

ル チ メデ ィア環境 を提供す る ことに よ り、2020年 までにマ レーシア を先進 工業国及 び知識基

盤 型社 会 にす るこ とを 目的 と して い る。

MSCは 、Cyberjaya(サ イ バ ・一一・ジ ャ ヤ)を ほぼ 中央 に配 し、 ク ア ラル ンプ ー ル ・シテ ィ ・セ

11991年2月 、マハデ ィール首相によ り発表 された、経済社会開発構想 であ る。 これ は、2020年 ま でにマ レ
ーシア を先進 工業国 にす るこ とを 目標 と してい る

。

22003年10月 末 ごろ辞任 の予定
。 後継 者はバ ダウィ副首相 とされ る。
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/

ン ター(KLCC)の ペ トロナス ・ツイ ン ・タ ワー、PU七raJaya(プ トラジ ャヤ、マ レー シアの

行政 サー ビス ・セ ンター)、 クア ラル ンプール新 国際空港(KロA)を 結 ぶ東西 に15km、 南北

に50kmに 広 がる広大 な敷 地に、最先端 のIT・ マル チ メデ ィア技術 を駆使 した情報イ ンフラ、

2.5か ら10ギ ガ ビッ トのデ ィジ タル光 ファイバー 通信網 による大容量 の グn・一バル ・電気通信

/ロ ジステ ィクス ・ネ ッ トワー ク、スマー ト・ハイ ウェイ ・システ ムに よる高速鉄道網 を備 え

て い る。

このMSCの 開発 及び拡大 のた め、以下 の7っ のMSCフ ラグシ ップ・アプ リケー シ ョン(MSC

FIagshipApplication)が 開 始 され た:1

・e-Government

・ 多 目 的 カ ー ド

・ ス マ ー ト ・ス ク ー ル

・ 遠 隔 医療

・ 包括 的研 究 開発

・e-Business

・ 技術 起業 家 の拡大

これ ら全てのフラグシップ ・アプ リケーションは、MSCの 開発を積極的に推 し進めるとと

もに、特にマレーシアのICT関 連中小企業を含むICT企 業に対 してビジネス ・チャンスを提

供 し、マ レーシアの知識社会への変革 を率先実行する。

また 、この 大 規模 な 国 家 イ ニ シ ア チ ブ を 実施 す る上 で 、重 要 な役 割 を果 た して い るの が 、MDC

(MultimediaDevelopmentCorporation)、IAP(InternationalAdvisoryPanel)及 びICM

(ImplementationCouncil)で あ る。

上記の フラグシップ ・アプ リケー ション、実施機 関に関す る概要は以下の通 りである。

2.1MSCフ ラグ シ ップ ・ア プ リケ ー シ ョン

マ レー シア を知識基盤型社会 に変革す るこ とを 目的 としたVision2020の 目標 実現 を加速 さ

せ るた め、7っ のMSCフ ラグシ ップ ・アプ リケー シ ョン(MSCFlagshipApPlication)が 作

成 された。 これ は、具体的 には、MSCの イ ニシアチブ を積極 的に実施 し、マ ルチ メデ ィア技

術分野 の革新的 な製造 業者 及びユーザ双方 に対 して、理 想的 なマル チメデ ィア環境 を形成 す る
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ことを目指 している。すでに国内外の企業によるコンソーシアムが、政府機関 との共同事業に

より、マ レーシアの社会経済的発展 を推進 している。

MSCフ ラグ シ ソプ ・アプ リケ ー シ ョンの各項 目の概要 は、以 下の通 りで あ る。

2.1.1e-Government

このイニシアチブは、マ レーシアを情報社会に変革するために立ち上げられた。 このイニシ

アチブによって、政府の政策策定、調整、実施の加速化及び品質強化を目的 とす る政府内の業

務運営方法の改善、並びに行政サー ビスの利便性/ア クセス性、国民 ・企業間の相互対話の品

質向上を 目的 とするマ レーシア国民への行政サー ビスの提供方法の改善が期待 される。

この フラグシ ップ ・アプ リケー シ ョンの6つ のパ イ ロッ ト・プ ロジェク トは、以 下の通 りで

あ る:

・ プ ロジ ェ ク ト ・モ ニ タ リン グ ・システ ム(PMS)

・ 人 材管 理情 報 システ ム(HRIMS)

・ ジ ェネ リソク ・オ フ ィス環境(GOE)

・ 電 子調 達(EP)

・ 電子 流 通サ ー ビス(E-Service++)

・ 電子 職 業安 定所(ELX)

2.1.2多 目 的 カ ー ド

このイニシアチブは、以下を 目的 とす る:

・ 単一の多 目的カー ド(MPC)プ ラッ トフォーム上での
、政府関連アプ リケーション、精算

アプ リケーシ ョン及びその他 の将来考案 され るアプ リケー ションの提供

顧客を対象 とす る高度サー ビスの提供

MPCプ ラッ トフォームで提供 され る既存/新 規アプリケーシ ョンのセキュリティ及び利

便性の向上

MPCの 普及 を 目的 とす るGMPC(GeneralMultipurposeCard)プ ロジェク トは、2段 階

に実施 され る。第1段 階 と して は、す でにクア ラル ンプール 、 クラン ・バ レー及 びMSCで 推

定2百 万 人規模 のパイ ロ ッ ト ・キャンペ ー ンを実施 し、2002年10月 時点 で約2.6百 万人分 の
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カー ドが発行 され た。今 後、全 国規模 の キャンペ ー ンと して 、2005年 を 目途 にプ ロジェク ト

を拡 大す る予 定で あ る。

なお、 このGMPCプ ロジ ェク ト及 びPMPCプ ロジェク トを実施 した ことに よ り、MyKad

及びBankcardが 開発 され た。MyKadは 、 内政省 内の国家 登録局及びICT開 発 業者 が、スマ

ー トカー ド ・ソ リュー シ ョンのための共通の プラ ッ トフォー ムを構築す る 目的 で開発 したカー

ドで 、身 分証 明 、運 転 免許 、パ スポー ト情 報 な どのア プ リケー シ ョン が利 用 で き る。

Bankcardは 、MSCの フラグシ ソプ ・アプ リケ・一一・一シ ョンの一環 として、2000年 か らマ レー シ

ア電子精算 システム(MEPS)に よ り、国内の銀行 業者 と共 同開発 された。初期 のアプ リケー

シ ョンとしては、ATM、e-Debit、MEPSキ ャ ッシ ュサ・・一ーービスを予 定 している。Bankcardは

2003年2月28日 、正式 に利用 開始 され 、今後 、小売店、駐車場、運輸 、コ ミュニテ ィな ど様 々

な部門での キャッシュ レス精算及 び取 引先獲 得のた めのベ ンチ ャー ・ビジネスの参入が期待 さ

れ る。

2.1.3ス マ ー ト ・ ス ク ー ル

このイニシアチブは、情報基盤型社会を実現す るためには、IT技 術及びツールに熟達 した思

考力のある人材を養成 し、労働生産性を向上 させる必要があるとの認識から実施 されている。

また、教育 ・学習の実践方法及び学校経営を体系的に改革 した新 しい学習の場 として、学生に

自己評価 による自立 した学習方法 を習得 させ る機会を提供 してい る。

この フ ラグ シ ップ ・ア プ リケー シ ョンは、以 下 の項 目か ら構 成 され る

学校 での教 育一 学習 教材

スマー ト ・ス クール 管理 システ ム

ズマー ト ・ス クール 技術 イ ンフ ラ

学校評 価 シス テ ム

システ ム ・イ ンテ グ レー シ ョン

ヘル プデ ス ク/サ ポ ー ト

2.1.4遠 隔 医 療

遠隔医療(Telehealth)と は、全ての 医療保健 関係 者が マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー クで接

続 され てい る環境で、 医療保健 サー ビス及び製品 を提供 す るこ とを意 味す る。 このイニ シアチ
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ブは、医療情報及び ヴァーチャル医療保健サービスをシームレスに利用できることによ り、国

民の健康維持を 目的 とする。

当該 フ ラグシ ップ ・アプ リケー シ ョンは、以下のパ イ ロッ ト・プ ロジェク トか ら構成 され る.

・ 遠 隔相 談(TC 、Teleconsultation)

・ 一般 大 衆 向け個別 対 応型 医療 情 報及 び教育(MCPHIE)

・ 一 生涯 の健康 プ ラン(LHP)

・ 持続 的 医療教 育(CME)

2.1.5包 括 的研 究 開 発

このフラグシップ ・アプ リケーションでは、最先端の企業、公共の研究機関及び大学の共同

研究開発事業により、次世代のマルチメディア技術開発を推進する環境の形成を 目的とす る。

この研究開発事業を活性化するため、これまで以下のプログラムが実施 されてい る:

・MSC研 究開発助成 計画(MGS)

・MSC学 生参加 プログラム(SAP)

・MSC技 術 フォー ラム

・ 企業、大学、研 究機関相互の共同研究開発事業

・(国 内外の)展 覧会

2.1.6e・Business

このイニ シアチブ は、 コミュニテ ィ及び企業に対す るよ り効率 的で質の高 いサー ビスの提供 、

並 びに電子 ビジネス の普及 に よ り、主要経済諸国 と競争で きるe-Business環 境 を形成 す るこ と

を 目的 とす る。

2.1.7技 術 起 業 家 の拡 大

ICT関 連の中小企業は、知識基盤型社会において富と新規雇用の機会を新たに生むと考えら

れ、1996年 以降、MSCの 重要戦略により、その他のハイテク企業 とともにその拡大に力を注

いできた。この結果、2003年4月 現在で、1,850社以上のICT関 連中小企業が設立 された(1996

年 には300社 未満)。
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さらに、 これ らの 中小企業 のほか、ICT、 マル チ メデ ィア、バ イオテ クノロジー 、 ライ フサイ

エンス といった戦 略的ハ イテ ク関連産業拡 大の必要性 を認識 し、政府 は、2001年11月 か ら、

このフ ラグ シ ップ ・アプ リケー シ ョンを開始 した。

このアプ リケーションの主要な 目的は以下の通 りである:

・ICT 、マルチメデ ィア、バイオテクノロジー、ライ フサイエンス といった戦略的ハイテク

関連産業の新規事業化に必要なクリテ ィカル ・マスの創出

・ 既存のICT中 小企業 による世界 クラスの企業への発展を支援

なお 、このイ ニシアチブを指揮 す るのは、エネル ギー ・通信 ・マル チメデ ィア省 であ り、MDC

がそ の実際 の実施機 関 とな ってい る。

2.2MDC

この国家イ ニシアチブの起動力 とな ってい るのが、1996年 政府 に よって設立 され たMDC

(MultimediaDevelopmentCorporation)で ある。 これ は、MSCの 開発及び実施 の先鋒 を務

める国営企業 で、MSCの 国 内外 への売 り込み 、投資 の促 進、新 しいサイバー法及び政策 の策

定 、MSCの 情報 イ ンフ ラ ・都 市 開発 の標 準設 定 を行 っ てい る。

MDCは 、MSCの 開発 を管理す る責任機 関 と して 、1997年 か ら7っ のIAP会 議 を主催 して

い る。現在 、MSCは 、特に7つ のMSCフ ラグシ ップ ・アプ リケー シ ョンの推進 プ ロジェク ト

との 関連 で、第2の 開発 段 階 に入 って い る。

1

・なお、2004年 度予算においては、MDCの 権限を強化 し、MSCの 開発及び実施をさらに積

極的に進めることが確認 され た。

2.31AP

IAP(InternationalAdvisoryPanel:国 際協議委員 会)は 、マ レー シア政府 に対 してMSC

の策 定に関す る助言 を行 う機 関で、一 流企業のCEO、 大学 関係者 及び世 界の シンクタ ンクの

優 秀 な専門家 か ら構 成 され る。
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2.41CM

ICM(ImplementationCouncil:実 行委員会)は 、MSCを 成 功 させ るため、首相 が設立 し

た高官 レベル のMSCの 実施機 関で ある。 これ は、首相 自らが議 長 とな り、副首相 を副議長 に

据 え、MSCプ ロジェク ト及 び フラグシ ップ ・アプ リケー シ ョンに直接 関係 す る政府機 関の大

臣及び リー ダー を メンバー と し、MDC及 びその他 の関連機 関 を指揮す る役割 を担って い る。

2.5MSCStatus

MSCStatusと は、マレーシア政府がMDCを 通 じて、国内外の企業をMSC内 でICT事 業

を営む資格のある企業 として認知する地位である。政府の認知を受ける企業は、 自社の製品及

びサービスを生産する過程でマルチメディア技術を利用/開 発する企業で、MSCStatusと し

ての条件を満たすことで、政府 の10項 目にわたる保証契約(BillofGuarantee)に よって保

証 され る一連の奨励金及びその他の恩恵 を享受す ることができる。

2.6Cyberjaya

Cyberjaya(サ イバー ジ ャヤ)は 、1999年7月8'日 、マハ テ ィール首相 が正式 に設立 したマ

レー シア初 のインテ リジェン ト・シテ ィであ る。 これはMSCの 核 とな る都 市で 、約2,900ヘ

クタール の敷地 に、環 境 にや さ しい最 先端 の技術 を駆使 したITイ ンフラ及 び設備 を備 えてい

る。 この都市 の区域 は以下 の3つ 主要 な区域 と、その他の公 共施設 ・緑地 ・リク リエー シ ョン

目的の 区域(全 体 の50%以 上)と で構成 され る:

・ 企 業 区域

・ 商業 区域

・ 居 住 区域

この都市は2段 階にわけて開発 し、2011年 までには約5万 人の就労者及び12万 人の居住者

を擁す ると期待 され てい る。

関 連Website

MSC:http://www.msc.com.my

FlagshipApplications:http://www.msc.com.my/msc/flagshipasp

IAP:http://wwvv.msc.com.my/msc/iap.asp
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ICM:http:〃www.msc.com.my/msc/icm.asp

MscStatus:http:〃www.msc.co肌my加sc/msc _status.asp

Cybellaya:http:〃wwwcybe巧aya-msc.com/

)
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xmタ イ

1.タ イ にお け る情 報 技 術 政 策

1.1経 緯

タイ政府 は、国家の経済及び社会 の発 展、並びに競争力 の強化 を牽引す る潜在 力を持つ もの

としてICT(情 報通信技術)を はや くか ら認識 し、1992年 にはNITC(NationalITCommittee:

国家IT委 員 会)設 立の た めのイ ニ シアチ ブ を開始 した。

NITCは 、ICT開 発及び利用を推進するための政策、並びに計画策定を任務 とし、1996年2

月には国家初の 皿 政策:IT2000を 発表 し、内閣に承認された。 このIT政 策を実施 した結果、

技術が著 しく進歩 し、経済の全分野にわたってアプ リケーシ ョンが普及 した。

その後 タイは、1997年 か ら始 ま る金 融危機 を経て著 しい 変貌 を遂 げる一方 、世界 もグ ローバ

リゼ ー シ ョン、国境 を越 えた商取 引、関税障壁 のない新 しい体制 の設 立 な ど大 き く変化 した。

これ らの状況に鑑み、ま たタイ がデ ィ ジタル 経済へ の移行 を推進 す るた め、MTCは 第2段 階

の 国家IT政 策 の必要 性 を認識 した。 これ によ りNITc事 務 局は、政策 改革 セ ンター(Policy

㎞ovationCenter)と 共 同で、2001年 か ら2010年 までの10年 間にわた る国家IT政 策:IT2010

を検 討及 び 策 定 した。

このIT2010の 策定及 び政策 提言に あたっては、以 下の4つ の重要項 目を考慮す るこ とと し、

また、広 く市民か らの意見 を募 るため、NECTEC(NationalElectronicsandComputerTechnology

Center)で は、公 共セ ミナー を数 多 く開催 した:

・IT2000の 実施 に よ る影 響及 び教 訓 の分析

・ 経 済 の様 々な分野 にお け るIT産 業及 びIT消 費 の現状

・ 世 界 の潮 流 を理解 す る ため諸外 国 によ る政策 策 定

・ 第9次 国家経済社会発展 計画(theNinthNationalEconomicandS㏄ialDevelopmentPlan)及

び"e-Thailand"イ ニ シ アチ ブに特 記 され る、 国の将来 の発 展 に 関す る諸 問題

これ らの結果 、2002年3月19日 、内閣はIT2010を21世 紀最初 の10年 にお け る、タイのICT

開発政 策枠 組 み と して承認 した。
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表X皿 一1タ イ政府 主要情報技術政策経緯

開始月 日(注) IT政 策名 ビジ ョン、 目標 、プ ログ ラムな ど

1992年 一 MTC(NationalITCommittee:国 家 π 委員会)設 立。同委員会 は、ICT(情 報

通信技術)開 発及び利用を推進する政策、並びに計画の策定を任務とする。

1996年2月 rr2000 (1)ビ ジ ョン

経済の繁栄及び社会の公平性実現のためのITの 適切な利用

(2)開 発 アジェンダ
・ 公平な国家情報インフラ(M)の 構築

・rrに 適 した人材の提供の加速化及び π知識のある労働力拡大のための市民へ

の投資
・ICTの 利用による公共サービスの提供及び行政の管理改善

(3)プ ロ グラム

・ 国家 インターネ ッ ト・エクスチ ェンジ ・ポイ ン ト

・ ス ク ー ル ネ ッ ト ・タ イ

・ 政 府 情 報 ネ ッ トワ ー ク(GINet:GovemmentInfbmlationNetwork)

・ 法 的イン フラの拡大

2002年3月 lT2010 (1)ビ ジ ョン

(適 用期 間: タイの知識基盤型社会及び経済(KBS/KBE)へ の移行

2001-2010) (2)目 標

・ 国家の技術力向上:2010年 までに 「潜在的 リーダー」 と しての地位 を確 立

・2010年 ま で に 「有知識 労働 者」の割合 を2001年 の12%か ら30%に 増 加

・2010年 ま で に 「知識 基盤 型産業」比率 を50%に 増加

(3)プ ログ ラム
・e -S㏄iety

・e .Education

・e -Govemment

・e -Co㎜erce

・e-lndustry

2002年9月 NationalICT (1)ビ ジ ョン

(適 用 期 間: masterplan ・ タイがアジア地域において、特にソフ トウェア分野のICT開 発 及びICTビ ジ

2002-2006) ネスの中心地 となること
・ タイが、経済力及び競争力のある経済圏、並びに知識基盤型社会 となり、そ

れによって起業家及び市民全体の情報へのアクセスを実現すること

(2)目 標
・ 国の経済競争力の強化

・ 知識基盤型社会の構築及び全市民の生活の質の向上

・ 全市民への公平なアクセスの維持及び持続可能な発展

・ICT関 連企業及び産業の振興

(3)戦 略
・ ア ジア地域 の リーダー としてふ さわ しいICT産 業 を発 展

・ 市民の生活の質及び社会の向上のためのICTの 利用

・ICT関 連R&Dの 改革 及び強化

・ 将来の競争力強化 につながる社会的機能の拡大

・ 国際市場に進出する上で有望な起業家の育成

・ 中小企業 によ るICTの 利 用

・ 公共機関及び公共サー ビスの提供におけるICTの 導入

2002年10月 一 情報通信技術省(MIαF)を 設立◇ 同省は、ICT政 策の政策立案、ICT事 業の実施

及び促進を主な任務 とす る。

(注)開 始 年 月 日は、内閣の承認 日とみ なす。

一272一



1.2行 政 組 織

タイのIT政 策 は、主 にNITC(NationalITCommittee:国 家IT委 員 会)に おいて実施 さ

れ てい る。 また 、情 報 通信 技 術者 及 び 事務 局 と しての機 能 を果 た すNECTEC(National

ElectronicsandComputerTechnologyCenter)の 所属す る科学技術省 な どが、NITCを 支援

す る組織 と して挙 げ られ る。

タイの内閣及びその他関連機 関の組織は以下の通 りである。

1.2.1内 閣

副 首 相:ChavalitYongchaiyudh,SuwitKhunkitti,ChaturonChaisang,

WissanuKrea・Ngam,SomkidJatusripitak,PurachaiPiumsombun,

BhokinBhalakuka

Source:タ イ 政府 の発表 資料

図X皿 一1内 閣 組織 図
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1.2.2NITC(NationalITCommittee:国 家IT委 員 会)

NITCは 、首相を議長 とす る高官 レベルの政治組織で、1992年 に設立された。これは、ICT

(情報通信技術)開 発及び利用 を推進する政策、並びに計画の策定を任務 とし、関連す る公共

及び民間部門の管理職をその構成員 とする。

この補助機 関 として、ICT政 策局(ICTPolicyOfflce)及 びICT運 用支援 局(ICTOperation

SuppOrtOthce)が あ る。ICT政 策局は 、独 立 した行 政機 関 と して、政策 の継続 実施 を推 進す る

ため、情報 管理 、技術文 書の作成、政策 の調 査及び評価 を任務 とす る。 一方、ICT運 用支援局

は、政策 実施に必要な支援 を任務 とす る。具体的 には、技術提供及 びプ ロジェク ト管理 、NITC

の コンサル テ ィング担 当、R&Dプ ログラム/プ ロジェク ト管 理の支援、曝 書il当、e-Gove㎜ent

、発 展 プ ロ グラム によ る組織 再 編成 のた めの行 政機 関へ の支 援 を行 う。

な おe-Government政 策 関 連 と して 、NITCの 配 下 に は 、UPU(Sub-Committeeon

UtilizationofITinthePublicSector:公 共 部 門 のIT利 用 化 小 委 員 会)及 びe-Government

WorkingGroup,undere-Thailand(e-Thailandイ ニ シ ア チ ブ に 基 づ くe-Government作 業

部 会)が 組 織 され て い る。

1.2.3情 報通 信 技 術 省

情 報通信 技術省(MinistryofInformationandCommunicationTechnology)は 、2002年

10月 、行政 改革法 に基づ き新設 され た機 関で、タイ国 内の情報通信 技術 の開発 に関す る計画策

定、推進及 び調整 を任務 とす る。 同省 は、現在 民営化が進 め られ てい る旧政府企業 を含 め、以

下 の7つ の主要機 関か ら構 成 され る:

情 報 通 信 技 術 大 臣:Mr.SurapongSuebwonglee

1
Illll

大臣官房 事務次官室 郵便電信局(prD) 気象局 統計局

1 1

タイ通信公社(CAr)

(国際電話 ・郵便)

タイ電話公社(TOT)

(国内電話)

Sourcelタ イ 政府 の発表資料

図X皿 一2情 報通信技術省 組 織図
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こ の うち 、 タイ 通 信 公 社(CAT:CommunicationsAuthorityofThailand)は 、2003年 初

頭 ま で にCATTelecomLtd.及 びThailandPostLtd.に 民 営 化 され る予 定 で あ る。ま た 、タイ 電

話 公 社(TOT:TOTCorporationPublicCompanyLimited)も 近 い将 来IPO(新 規 株 式公 開)

を 実 施 す る 予 定 で あ る 。

この中核 となる組織が事務次官室である。 同機 関の任務は以下の通 りであ る:

・ 情報通信技術者の政策及び 目標実現を支援す る調査研究、並びに情報収集

・ 同省 の政策及び 目標実現のための戦略計画の策定

・ 総括政策 の個別事業計画化

・ 効率及び効果の最大化のための資源の配分、並びに管理

・ 同省 内の各部門における事業の調整 、管理、調査及び評価

・ 同省内の部門以外の組織 レベルにおける事業の調整
、追跡調査及び評価

・ 渉外事務及び国際関係業務の監督
、並びに現行法の改正及び最新化

・ 全国 レベルの情報ネ ッ トワー ク構築 の調整、省庁相互を接続す るネ ソ トワークのハブとし

ての情報通信技術大臣の位置付け、省庁 レベルの事業 を支援す る情報 システムの構築

・ 新 しい"e-Government"の ための国家計画の策 定及びその計画実施上での調整

・ 宇宙に関連す るプ ロジェク トの推進及びその関連事項の調整

・ 企業及び産業界におけるe-business及 び商取引上でのICT利 用の振興
、並びにそれに関わ

る知識、情報及び教育の一般 市民への提供

・ 内閣によって割 り振 られるその他の業務及び同省が共同で事業 を行 うその他の組織への支

援

1.2.4科 学 技 術 者

科学 技術 者 は 、ひ とつ の事 業体 を含 む5つ の下部組 織 か ら構成 され る。 この下 部組 織 の

NSTDA(NationalScienceandTechnologyDevelopmentAgency)の 配 下に、独 立行政機 関

であ るNECTEC(NationalElectronicsandComputerTechnologyCenter)が 存 在す る。

NECTECは 、NITCの 事務 局 の機 能 を果 た し、NITCの 事 業 を支援 す る任務 を有 す る。
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科学技術 大臣:Gen.ChettaThan勾aro

大臣官房 事務次官室 科学関連サービス局 原子エネルギー平和利用局

タイ科学技術研究所

Source:タ イ 政府 の発表 資料

図X皿 一3科 学技術者 組織図

2.IT2010

2002年3El9日 に承認 されたIT2010は 、単にICT開 発のみならず、ICTの 効果的な利用に

焦点をあて、タイの知識基盤型社会及び経済(KBS/KBE)へ の移行 を目指す。具体的な目標、

これを支援する指導原則、重要プログラム、開 発の条件は以下の通 りである。

2.1具 体 的 な 目標

・ 国家 の技術 力向上:2010年 までに、UNDP(国 連 開発 計画)の 技術達成指標 に示 され る 「潜

在 的 リー ダー 」 と して の地位 を確 立

・2010年 ま でに 「有 知識 労働 者 」 の割 合 を2001年 の12%か ら30%に 増加

・2010年 ま でに 「知識 基盤i型産 業」 比 率 を50%に 増加

2.2指 導 原 則

「KBE/KBSの ためのICT」 枠組み支援 を目的 とする分野横断的な原則 として、以下の3点

を掲げる:

・ 人的資本の形成

・ 技術革新の推進

・ 情報インフラへの投資及び情報産業の振興
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2.3重 要 プ ロ グ ラ ム

政 府 は 、IT2010の 目標 実 現 の た め 、 以 下 の"5E"を 掲 げ そ の 実 施 に 力 を 注 い で い る:

e-S㏄iety

e-Education

e.Government

e-Commerce

e-lndustry

ぐ一ー一一 経 済 社 会 一ーーーレ

e－㎞dustry

e-Commerce

e-Society

e-Education

図X皿 一41CT開 発 プ ログ ラ ム:IT2010に お け る フ ラ グ シ ップ 及 び イ ン フ ラ

上記"5E"の 目標 及 び 戦略 は以 下 の通 りで あ る。

2.3.1e-Society

(1)目 標

・ デ ィジタル ・デバイ ドの是正

・ 生活 の質の向上

・ 知識及び学習を基盤 とす る社会への変容

(2)戦 略

・ 全市民へ の平等なアクセスを実現するための国家情報ネ ッ トワーク ・インフラの構築

・ICT分 野における人材開発

・ 社会の全 レベル における教育機 関の権限の強化

・ 情報及び知識へのアクセス機会の拡大及びその不平等性 の改善

・ コミュニティ ・レベル における学習ネ ッ トワー クの構築
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・ICT及 び電子商取引による生活の質の向上

・ 都市部及び農村部を含め社会の全 てにおける、福祉意識の醸成

・ 文化、健康、市民の参加 といった問題への取 り組み

2.3.2e-Education

(1)目 標

知識基盤型社会への移行 に伴 う変化 に対応 した人材の開発及び育成

(2)戦 略

・ 管理の効果及び効率性の向上

・ 基本的な教育情報ネ ッ トワークの構築

・ 全ての教育 レベルにお ける人材開発 の促進

・ ナ レッジ ・コンテ ンツの作成

・ 情報及 び知識へのアクセスに対す るデ ィジタル ・デバイ ドの是正

・ 生涯教育、コンピュータ ・リテラシー及び仮想教育 といった問題への取 り組み

2.3.3e-Government

(1)目 標

・ バ ックオフィス部 門:2004年 までに、文書、在 庫品 、人材 、財務及 び予算作成 に関 し全 て

電子 化

・ フロン トオ フ ィス部 門:2005年 までに全 サー ビス の70%の 電子化 、2010年 までに1∞%の

電子 化

(2)戦 略

・e-Govemment戦 略計 画、部 門毎 ア クシ ョン ・プ ラン及 び予算 の作成 、並 びに組織 の再編成

・ 公 共部 門 にお け る人材 開発

・ 公 共部 門マネ ジメ ン トの作成 及 び政府 全 体 にお け るICT標 準 の適 用

・ 政府サ ー ビスの拡 充、市民 に よるア クセス性の 向上 、e-Governmentポ ー タル の設置、各省

庁にお けるMOC(MmistryOperationCentres:省 庁関連業務運 営セ ンター)の 設 立、民 間部

門 とのICTプ ロジ ェ ク トの調 整

・ 雇用及 び法 的イ ン フラの 問題 へ の 取 り組 み
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2.3.4e-Commerce

(1)目 標

ICTの 利用による、タイ企業の競争力の強化。特に、国内消費のみな らず輸出志向型企業を

重要視する。

(2)戦 略

・ 積極 的 な輸 出振興 戦 略 の策 定

・e -Commerce及 びe-Business}こ 対す る意識 強化

・ 現行 法 の改 正及 び新 法 の導入

・ 安全 か っ安 定 した電 子精算 シス テ ムの構 築

・ 情報 ネ ッ トワー クの構 築 、並 び に関連 業務 の最 新化及 び調 整

・ 中小企業 に よるポー タルサイ トの設置、書 面に よらない取引及びベ ンチ ャー ・キ ャ ピタル

の 取得へ の支 援

・ 新 しい知 識基盤 型 経 済 に適 応 す る人材 開発

・e-Co㎜erceに 必 要 な基 本イ ンフ ラのR&D

・ 金融 、観 光 、ITサ ー ビス及 びそ の他 の産 業 にお け る"e-service"の 拡 充

2.3.5e-lndustry

(1)目 標

2010年 までに民間部門のICT利 用及び生産 に対す る支援、並びに推進

(2)戦 略

・"ThailandExchange":工 業製 品 取 引委 員会 の設 置

・ICT関 連産 業 の振興 に対 す る支援

・ 市場 調査 の実施及 び 市況 情報 の収集

・ ソフ トウェア、電 気 通信 、情 報及 び 電子 とい っ た国内 のICT産 業 の振 興

・ICT分 野 にお け る人材 開発及 び ス キル を有す る労働 力 の確保

・R&Dに 関 わ る産 業 の振興

・ 中小 企業 にお けるICT利 用 の促 進

・ 農業 部 門の発 展 のた め の、ICT利 用 の促進

・e -manufactUring及 び標 準化 に 関す る問題 へ の取 り組み
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2.41CT開 発 の 条 件

IT2010で は、ICT開発への様々な障害及びICTプ ログラムの実施を妨げる問題 を除去すべく、

以下の5つ の条件 を設定 した:

・ 有用な情報 、コンテンツ及び知識の優先的創造

・ 人的能力の継続的開発

・ ディジタル ・デバイ ドの解消

・ 国家ICT開 発にお ける分野横断的な指導メカニズムの形成

・ 国家の政策 とNITCの 事業 との関連付 け

2.4.1有 用 な 情 報 、 コ ンテ ン ツ 、知 識 の優 先 的 創 造

有用な情報、コンテンツ及び知識の創造は、少な くとも基本インフラ、ツール、設備、素材

への投資に優先させる。特に、情報及びコンテンツへの大幅な投資を確保する。 さらに、地方

行政機関、学校、コミュニティ、中小企業な ど、社会の様々なレベルにおける 「知識センター」

建設推進のための政策を策定す る。

2.4.2人 的能 力 の継 続 的 開発

正規の教育、任意の教育など全ての教育 レベルにおける人材開発を行 う。また、人材開発プ

ログラムでは、 「有知識労働者」の開発のみならず、タイ固有の人材の持続的開発を目指す国

の労働力強化及び向上 に務 める。 このため、以下のプログラムを実施す る:

・ コミュニテ ィへのIT訓 練プ ログラム

・ 児童及び青年向けのインターネ ッ ト利用訓練

・ タンポン(村 集団)・ネソ ト・プロジェク ト支援のための閣僚一市民間会合プロジェク トに

おける、コ ミュニテ ィ ・リー ダー向けイ ンターネ ッ ト・サーフィング訓練

2.4.3デ ィジ タル ・デ バ イ ドの解 消

イ ン フ ラ及 び 設 備 か らの 隔 絶(h1丘astructureDivide)の み な らず 、 リテ ラシ ー 格 差(Literacy

Divide)、 文 化 の 相 違(CulturalDivide)及 び 管 理 知 識 の 不足(ManagementDivide)に よ る格 差

を考 慮 す る必 要 が あ る。 こ の た め 、 以 下 の プ ロ グ ラ ム を 実 施 す る:

・ ス クー ル ネ ッ ト ・タイ:1995年 か らNECTECに よ り実 施 。全 学 校 へ のイ ン タ ー ネ ッ ト ・ア
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クセス の実現 に よる、教師 ・生徒双 方の豊富な情報の利 用促進 、都 市部 と農 村部 との教育

格 差 の解 消 を 目的 とす る

(2003年3月 現在 の実施状況:こ れに よ り教育水準が向上 し、学校 にお ける無料 のイ ンタ

ー ネ ッ ト ・ア クセ スが可能 とな った)

・ タ ンポ ン(村 集 団)・ ネ ッ ト/ム ーバ ン(村)・ ネ ッ ト・プ ロジェ ク ト:こ れ は 、村 内部及

び村相 互 をイ ンターネ ッ トで接続す るプ ロジェク トであ る。第 一段階 では、無料 のインタ

ーネ ッ ト・ア クセ ス及 びテ レフォ ン ・カー ドが利用でき る地域 で実施
。(2003年3A現 在

の実施 状況:イ ンターネ ッ ト接続上 の問題 、投資 に対す る薄利 な ど様 々な問題 が 明確 化 さ

れ た。 今後、成 人教育 ・小規模 な ビジネ ス に関す るサイ トにお いて、 さらにサー ビスを提

供 予 定)

・ コ ミュニテ ィ製 品及 び観光業 のための通信 セ ンター:こ れ は、農 村部 にイ ンターネ ッ ト、

ひ いて はe-(IOmmerceを 導入 す ることに よ り、農 村部でのe-Commerceを 持続 的 に発展 させ、

農 村 の コ ミュニテ ィの経済 的/社 会 的福利 の 向上 を 目的 とした政府 プ ロジェク トであ る

・ICT都 市建設 プ ロジ ェク ト:MICTは 、チェンマイ県、コー ンゲー ン県及 びプー ケ ッ ト県 に

ICT醗 セ ンター を建設 し、e-Commerce、 並び にソフ トウェア産業 を推 進す る。 なお、プ

ー ケ ッ ト島は、急速 に観光業 が振興 してい るこ とか ら、高速イ ンターネ ッ ト ・アクセス ・

サ ー ビス の提供 の た め、全 島 の光 フ ァイ バー 通信 シス テ ム開発 を進 めて い る

・ ブ ロー ドバ ン ド・イ ンターネ ッ ト・アクセス ・サー ビスの提供:iPSTAR衛 星 プラ ッ トフォ

ー ムを利 用 した双方 向性の高速 ブ ロー ドバ ン ド通信サー ビスを、他の有線 通信 が利 用で き

ない地 域 へ提供 す る

2.4.4国 家ICT開 発 にお ける分野横断的 な指導 メカニズム の形成

国の最 高行 政官 による リーダーシ ップの発 揮の ほか、効 率的 な管理 体制の構築 、望ま しい統

治 を堅持す る、永続 的か つ確 固たるシステム を構築す る。 具体的 な施策 は以下 の通 りで ある:

・ 首相 自らに よるMTC議 長 への就任(2002年3月 現在 、す で に就任):さ らに、MTCは 、

ICT政 策局(ICTPolicyOf丘ce)を 設 立す る。 同局は、独 立 した行政機 関 と して 、政策の継

続 実施 を推進 す るた め情 報管 理 、技術 文書 の 作成、 政策 の調 査 及 び評価 を任務 とす る

・ICT運 用支援局(ICTOperationSuppOrtOffice)の 業務拡大:同 局 は、政策 実施 に必 要な支

援 を任務 とす る。具体的には、技術提供及 びプ ロジェク ト管理 、MTCの コンサル テ ィング

担 当、R&Dプ ログラム/プ ロジ ェク 階 理の支援、職 務割 当、e-Government発 展 プ ログラ

ム に よる組織 再編 成 の た めの行政機 関へ の支援 を行 う

・ICT政 策局 とICT運 用支援局 との支援体制 の強化:業 務拡 大及び効 率化 に よ り、情報通信
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技術 省(MICT:MinistryoflnformationandCommunicationsTechnology)を 設 立(2002年3

月初 めの閣議 決 定、2002年10月 に同省 設 立)

・ 全て の政府機 関によ るICT政 策 への参加:各 機 関 は独 自のマ スター ・プ ランを策定及び実

施す る。 これ に関 し、予算 当局は、十分 な予算 を各機 関に割 当て るこ ととす る。機 関 内で

これ らの業務 が遂 行 で きない場 合 は、民 間部 門へ の委 託 も可能

2.4.5国 家 の 政 策 とNITCの 事 業 との 関 連 付 け

ICTの 融 合 を 最 大 限 利 用 す る た め 、NITC、 国 家 電 気 通 信 委 員 会(NTC:National

TelecommunicationsCommittee)及 び 国家 放 送 委 員 会(NBC:NationalBroadcastingCommittee)

の 業 務 を 国 家 の 政 策 に沿 っ た 内容 とす る。

3.国 家ICTマ ス タ ー ・プ ラ ン

2002年3月19日 、内 閣はIT2010を 承認 し、NECTEC及 びNESDB(NationalEconomic&S㏄ial

DevelopmentBoard)に 「国家ICTマ ス ター ・プ ラン」の策定 を命 じた。その後 同年9月25日 、

内閣は これ らの機 関の策 定 した国家初 の 「国家ICTマ ス ター ・プラン」を承認 した。 この計画

は、IROIO及 び第9次 国家社会 開発 計画(2002-2006)に 沿 って策 定 され た もの で、IT2010

がIT開 発 のた めの政策 枠組 み で あ る一 方 、そ の詳 細 な戦略 計画 と位 置付 け られ る。

この概要 は以 下 の通 りで あ る。

3.1目 標

同マスター ・プランにおいて明記 される2002年 から2006年 までのICT開 発 ビジョンは以下

の通 りである:

・ タイがアジア地域において、特にソフ トウェア分野のICT開 発及びICTビ ジネスの中心地

となること

・ タイが、経済力及び競争力のある経済国、並びに知識基盤型社会 とな り、それによって起

業家及び市民全体の情報へのアクセスを実現す ること

この ビジョンに沿って、ICTの 活用 による、以下の4つ の 目標が明 らかに された:

・ 国の経済的競争力の強化

・ 知識基盤型社会の構築及び全市民の生活の質 の向上
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全市民への公平なアクセスの維持及び持続可能な発展

ICT関 連企業及び産業の振興

な お 、 こ の 目標 の 実現 に は 、5っ の"E":e-Government、e-Commerce、e-lndustry、e-Education

及 びe-S㏄ietyが 重 要 な 柱 とな る こ とが 認 識 され た。

3.2戦 略

上記の ビジ ョン及び 目標を実現す るため、以下の7っ の戦略が立案 された:

アジア地域の リーダー としてふ さわ しいICT産 業を発展

市民の生活の質及び社会の向上のためのICTの 利用

ICT関 連R&Dの 改革及び強化

将来の競争力強化につながる社会的機能の拡大

国際市場に進出す る上で有望な起業家の育成

中小企業に よるICTの 利用

公共機 関及び公共サー ビスの提供にお けるICTの 導入

各政府 機 関は、このICTマ ス ター ・プ ランの戦略及び事業に沿 った、組織 毎の独 自のICTマ

ス ター ・プ ラン、並 び にア クシ ョン ・プ ラ ンを立案 しな けれ ば な らな い。

これ らの戦略の概要は以下の通 りである。

3.2.1ア ジ ア地 域 の リー ダ ー と して ふ さわ しいICT産 業 を発 展

(1)目 標

・2006年 まで に国内のハー ドウェア及 び ソフ トウェア市場 を90百 万バー ツ(約2 .6億 円、2003

年12月1日 為替 レー ト:1タ イ ・バv-一一・ツ=約2.84円 。 特記 がな けれ ば、以下 の円換算 額

は左記 の レー トに基づ く)規 模 に拡 大。 ソフ トウェア及 びその 関連 す る支援 産業が 、全 産

業 の75%を 占める

・ スキル を有す る研 究者及び ソフ トウェア開発者 を最低6万 人確保 。 この うち専 門の有 資格

者 が30%を 占める

・ 国 内の ソフ トウェア産業 への投資及 び振 興 を奨励す る 目的 を持つ ソフ トウェア産業振 興局

(SIPA:SoftvvareIndustryPromotionAgency)の 設 立。2003年 中に投 資家支援 のた めの ワン ・
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ス トップ ・サ ー ビス窓 口を設 置 し運用 を開始

・ 政府 は、2006年 まで に少 な くとも50億 バ ー ツ(約142億 円、同上)規 模 の ソフ トウェア

部 門の需要 創 出 を 目的 としたプ ロジ ェ ク ト及 びプ ログ ラムを実施

・ 国内で生産 され るソフ トウェアのほか、オー プ ン ・ソー ス ・ソフ トウェアの利用促進。 こ

れ らの ソフ トウェ アは年 間購入 す る ソフ トウェア の最低50%を 占め る

(2)施 策

・ 市民の英知を十二分に活用 しつつ、公共部門及び民間部門双方が協力 してICT産 業の発展

を加速化,

・ 公共部門は、国内におけるJCTの パイ ロット的利用者 となる。一方で、アジア諸国は、タ

イが輸 出す るICTの 主要市場 となる

・ 車両用電子産業のほか、ハー ドウェア及び ソフ トウェア産業の振興を目的とする巨額の投

資を行 う

・ICTの 導入及び利用 を支援す る法規則 を改正、並びに制定

3.2.2市 民 の 生 活 の質 及 び 社 会 の 向上 の た め のICTの 利 用

(1)目 標

・2005年 までに、最低7本 の高品質(32kbps以 上)の 電話回線 を全農村部 の コミュニテ ィ(村)

へ提 供

・2006年 まで に、低 料金 のブ ロー ドバ ン ド ・イ ン ターネ ッ ト ・サー ビス を全 県 に提 供

・ 通信 技術 の 改 良に よ り、国 内 のデー タ回線 利 用 コス トを削減

・2006年 までにデ ィジタル 情報 ア クセスの機 会 に恵 まれない人 々の 、少な くとも70%に 対 し、

同機 会 を平等 に提供

・2006年 まで に、各 タン ポ ンに情報 セ ンター を設 立

・2006年 まで に、ICTに 精 通 して い る教 師 を最低30万 人 確保

・ コミュニテ ィ ・レベル のプ ログラム専用 の無線 局 を各 県に最低1ヶ 所 、また各地域 に最低

1つ のTVチ ャネル を設 定

・2004年 まで に、各 タ ンポ ンにお いて 、ICT普 及 のた めの 地域独 自の コンテ ンツ を創 造

・2006年 までに、ICTの 安全 な利用 、並び にデー タ及 びデ ー タ通信 のセキ ュ リテ ィを保 障す

る機 関 を設 立
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(2)施 策

・ 適切なITの 利用 を促進

・ 農村経済の農業及び産業部門の基盤 として、学習機会の提供、知性及び付加価値の創造の

ための、基本通信イ ンフラの開発を加速化

・ 国民教育の拡大、収入 レベル の向上、生活の質の向上 に注力

3.2.31CT関 連R&1)の 改 革 及 び 強化

(1)目 標

・ 公 共機 関及び民 間部 門双方 にお けるICT研 究へ の投資 を、全ICT産 業の市場規模 の最 低3%

に増加

・2006年 まで に
、最低50億 バ ーツ(約142億 円、同上)の 予算及 び最低100マ ン ・イヤー

のR&Dへ の投 資 に よ り、 大規模 な ソフ トウェア開発 プ ロジ ェ ク トを設 立

・ 国内で生産また は組み 立て られたPC及 び ソフ トウェアの利 用 を
、各 々全売上 高の最低80%

及 び50%に 増 加

・2004年 まで に、ネ ッ トワー ク ・コンピューテ ィングまたは ウェブ ・サー ビスlt精 通 してい

る ソフ トウェア開発 者 を全 体 の最低70%確 保

(2)施 策

・ 官民学の協力体制によりICT関 連R&Dの 再編成を行 う
。 これには、産業部門のニーズを

第一の検討課題 とす る

・ 一般市民に対す る科学教育の早急な拡大を目的 とする具体的かつ実施可能な戦略を、可能

な限 り早期に完成 させ る。この戦略には、研究資金の配分、R&Dに ふ さわしい環境 の創生、

研究プロジェク トの成果の商用プロジェク トへの応用 を含 む

3.2.4将 来 の競争力 強化 につなが る社会 的機能 の拡 大

(1)目 標

・2006年 までに、労働者 の最低70%に よるICTへ のアクセス及 び最低40%の イ ンターネ ッ

ト ・アクセ ス を確 保

2006年 まで に、全 日制 の教育 を受 ける生徒 の最低90%に よるICTへ のア クセ ス を確 保

2006年 まで に、知 識 労働者 数 を年 間最低15万 人増加
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(2)施 策

・ 公共機 関及び民間部門は共同で、一般市民 によるICTの 利点への理解 を拡大

・ICTの 導入推進及びその管理の効率化 を目的 とす る人材開発 に注力

・ 国家の基本経済に対す る新技術の恩恵の最大化及びその結果 として国の国際競争力強化に

務める

3.2.5国 際市場 に進 出す る上 で有望 な起業家の育成

(1)目 標

・2006年 までに、製造及びサービス部門双方のICT関 連企業におけるICT関 連人材の雇用を

60万 人(全 体の1%)に 増加

・ 電子商取引の売上高 を年間20%増 加

・2006年 までにICT部 門の製造分野にお ける売上高を最低10%増 加

(2)施 策

・ 起業家による生産事業及びマーケティングに対 して新技術の知識、並びに経験を提供する

目的で、起業家への早期支援政策及び手続 きを策定

・ 情報 とそれに関連す る運用設備 とをリンクさせ る場合は、データ交換のためのオープン ・

スタンダー ドを利用

・ 事業費削減を 目的として、電子商取引の実施 を最優先

・ 公共部門は、知的財産権の保護及び技術革新に歩調を合わせた法規則の改正により、輸出

の振興 を支援

・ICTに 知識のある労働力の拡大に より、生活の質の向上に注力

・ 急速に拡大するアジア地域市場での起業家の市場拡大を可能 とす るため、マーケテ ィング

に関す るスキル及び能力 を開発

3.2.6中 小 企 業 に よ るICTの 利 用

(1)目 標

・ 最低10万 の 中小企 業 が非 営業 部 門の 運用 にお い てICTを 利 用

・2006年 までに、ICTを 利用す る中小企業 の最低40%が 、設 計、エ ンジニア リング といった

事業 にICTを 利 用

・ サプ ライ ・チ ェー ンに関 わ る 中小 企 業数 を、年 間最低10%増 加
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(2)施 策

・ 経営、生産管理及び大企業 との接続など、 ビジネスの拡大、並びに競争力強化のため、中

小企業 におけるICTの 導入を奨励

3.2.7公 共 機 関及 び公 共 サ ー ビス の提 供 にお け るICTの 導 入

(1)目 標

・2006年 までに、各省庁 の部門間 におい て、全国規模の電子ネ ッ トワ・一挙ー一・クによる情報 共有化

を実現

・2006年 までに、各省庁 は上記ネ ソ トワー クを通 じて、情報 のネ ッ トワー ク化 を可能 とす る

能 力 を備 え る

・2006年 まで に 、政 府機 関 の最 低60%はITを 十分 に利 用 した管理 組織 を構 築

・ 取 引 サー ビス の単 一窓 口を最低90%電 子化

・2006年 まで に、政府機 関の最 低50%は 、各県 において電子的 に利 用可能な料金精算 の基本

サー ビス を提供

・2006年 まで に、省 庁 間のEDI(電 子デー タ交換)に よ り、最低100のe-Citizenサ ー ビス を

単一窓 口で提供 可能 とす る

・2006年 まで に、政府 は電子的手段 によ り、最低1,000億 バ ー ツ(約2,840億 円、 同上)の

買収 及 び購入 を実施

・ 国家 のセ キ ュ リテ ィ を維 持 し、ICTの 導入 のた めの法 規則 及 び手 続 き を制 定

・2006年 までに、(事 務 、人材 管理 、予算作 成、財 務管理 な どの)標 準マネ ジメン ト・ソフ

トウェア を全 政府 機 関 で利 用可 能 とす る

(2)施 策

・ 政府部門は、政府 内におけるICT利 用の拡大及び推進 を任務 とす る国家機関を設立

・ これによ り、公共部門におけるデータベース、計画、協力体制、予算作成及び物品調達に

関わる業務の統合 を透 明化 し、重畳 した投資を削減

・ 公共部門は、一般市民へのより高品質かつ効率的なサー ビスに際 し、安全なオープン ・ス

タンダー ドに従いつつ、情報収集、交換及び共有化 を行 う。

関 連Website

IT2010:http:〃www.nectec.or.th/intro/e _nectectoday.php

NationalICTMasterPlan:http:〃202.47.22759/tikFcustom _home.php
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4.E-Gover㎜ent

タイ政 府 のe-Government政 策 は 、1994年 、公 共機 関にお けるIT利 用促 進 小委 員会

(Sub-CommitteeofPromotionofUtilizationofInformationTechnologyinPublic

Organization)【 現NITC(NationalInformationTechnologyCommittee:国 家IT委 員会)

に所属]に よって開始 された。 このイニ シアチブを支援す るため、中堅 レベル の職員へ の コンピ

ュー タ訓練 、政府機 関で最低必要 ときれ るIT設 備 の明確化 、公 共部 門へのCIO(最 高情報責

任者)の 設置 、省庁/部 門/県 レベル にお けるITマ ス ター ・プ ランの実施 な ど、い くっかの

施 策が 実行 され た。

その後2000年 、ASEAN諸 国は、ITの 潜在能力 の拡大 によ り世界経 済 にお けるASEAN諸

国の競争 力強化 を目的 と して、e-ASEANイ ニ シアチブ を承認 した。 このイニシアチブの5つ

の重要 分野 は以 下 の通 りで あ る:

・ASEAN情 報 イ ンフラの構 築

'e-Commerceの 拡大

・ 生産 物 、サ ー ビス及 び投 資 の 自由貿 易地域 の確 立

'e'Societyの 拡 大

・e-Governmentの 確 立

2000年7月3日 、 内閣は、e-ASEANイ ニシアチブの掲 げ る問題 を考慮 し、ITイ ンフラ開

発 の遅 れ を最小限に とどめ、国 と して これ らの問題 に早期に着手す るため、e-Thailandの 策定

を優先課 題 と決定 した。 このe-Thailandイ ニシアチブ によ り、NITCはe-Thailand策 定小委

員 会を設 立 し、結果 と して、e-Thailandの 重要分野で あるe-Governmentを 手が けるプ ロジェ

ク トがNITCの 最終承認 によ り設 定 され た。 このe-Governmentイ ニ シアチブは2001年3,月

か ら開始 し2003年3月 に終 了予 定 であ る。(表X面 一2)

e-Thailandイ ニ シ ア チ ブ の 重 要 分 野 は 以 下 の 通 り で あ る

・le-Government

・e-Society

・e℃ommerceFacilitation

・e-InformationInfrastructure

・Liberalization
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表XIH-2タ イ 政 府e-Government政 策 経 緯

開始月日 主なで きごと、e-Gov政 策 目的 、重 要分野 な ど

1994年 タ イ初 のe・Government政 策 の 開始

(1)IT利 用 促 進 小 委 員 会(Su卜CommitteeofPromotionofUt且izationofInfbrmation恥chnology

inPublicOrganization)が 実 施

(2)実 施内容
・ 中堅 レベル の職 員への コンピュー タ訓練

・ 政府機関で最低必要とされるIT設 備の明確化

・ 公共部門へのCIO(最 高情報責任者)の 設置

・ 省庁/部 門/県 レベル にお けるITマ ス ター ・プ ランの実施な ど

2000年 ASEAN諸 国 は 、e・ASEANイ ニ シアチ ブを承認

[e・ASEANイ ニ シアチブの重要分野】

・ASEAN情 報 イ ンフラの構築

◆e'Commerceの 拡 大

・ 生産物、サー ビス及び投資の自由貿易地域の確立
'e・Societyの 拡 大

・e・Governmentの 確 立

2000年 内 閣は 、e・Thailandの 策 定 を優 先課 題 と決 定

7月3日 これに よ り、NITCはe-Thailand策 定 小委員会を設 立。

[e-Thailandイ ニ シアチブ の重要分野]
・e-Government

・e・Society

・e・CommerceFacilitation

・e・InformationInf㌔astructure

・Liberalization

なおe・Governmentを 手 がけるプ ロジェク トがNITCの 最 終承認に よ り設 定

2001年3月 e-Governmentプ ロ ジ ェ ク トの 実 施

(2003年3 (1)目 標

月 に終 了予 ・e・ASEAN及 びe-Thaiand双 方 のイニシアチブに沿ったe-Governmentの 建 設のための枠組 み

定) 構築
・ 公共機関の組織再編成のためのガイ ドラインの確立

・e・Govemmentパ イ ロ ッ ト ・プ ロ ジ ェ ク トの 実 施 及 び 評 価

・e-Government関 連 プロジェク トの実施のための
、明確な戦略的枠組み及びアクション ・プ ラン

の確立

(2)プ ロジ ェク ト(今 後2年 以内 に実施予 定のパイ ロ ッ ト ・プ ロジェク ト)

[行政関連]
・e-Formalities

・ 公共サー ビスのオン ライ ン化

・ 電子商取引登録確認

・ 企業の財務バランスの電子化

・ 本人確認カー ドの電子化

・ 公共交通機関の予約サービスの電子化

・e -Pr㏄urement

・ イ ン タ ー ネ ッ ト ・タ ン ボ ル(Tambol)及 びThaitambon .Comプ ロ ジ ェ ク トな ど

[金融 ・財務 関連】
●e-Investment&Industry

・e-][ax

・e-Audit

・ 金融情報サービスのオンライン化

・ 政府機関による政府 と企業 との間の精算窓口の設立

{その他]
・e -Parliament

'

・e -NSO(Statistics)
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関 連Website

e・Gov:http:〃egov.thaigov.net/english/index.html
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XIVOECD

1.設 立経 緯

1946年6,月 、マー シャル米 国務長官(当 時)は 、米 国に よる欧州経済 の再建 を 目的 とした援

助 プログラム 「マー シャル ・プ ラン」 を発表 した。 これ を受 けて、被援 助国で ある欧州諸 国側

に十分 な協力体制 を整 える ことが必要 とな り、1948年4月 、OECD(OrganisationforEconomic

C(トoperationandDevelopment:経 済 協力 開発機 構)の 前身 に あた るOEEC(Organisationfor

EuropeanEconomicCo-operation:欧 州 経済協 力機 構)が 発 足 した。

OEECは1950年 代後半 まで に所期 の 目的 をほぼ達成 す るにい た り、これ を大西洋 両岸 にまた

が る先進諸 国の経済 協力機構 に組み替 えよ うとす る動 きが現 れた。 この結果、1960年12月 、

OEEC加 盟18カ 国 に米 国 とカナ ダを加 えた20カ 国がOECD条 約 に署名 し、翌年 、1961年9

月、世界的視野 に立って国際経済全般 につい て協議す るこ とを 目的 とした新機 構1、OECDが 正

式 に設 立 され た。2003年2月 現在 、OECDに は、30カ 国 が加 盟 して い る。(表XIV-1)

表XIV-10ECD加 盟 国

1961年 設立時の原加盟国 オ ー ス トリ ア 、ベ ル ギ ー 、カ ナ ダ 、デ ン マ ー ク 、 フ ラ ン ス 、 ドイ ツ 、 ギ リシ ャ 、

(20カ 国) アイスラン ド、アイルラン ド、イタ リア、ル クセンブル グ、オランダ、ノル ウ

エ ー 、 ポ ル トガ ル 、 ス ペ イ ン 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 ス イ ス 、 トル コ 、 英 国 、 米 国

その後の加盟国 日本('64年)、 フ ィ ン ラ ン ド('69年)、 オ ー ス トラ リア(71年)、 ニ ュ ー ジ ー

(10カ 国) ラ ン ド(73年)、 メ キ シ コ(94年)、 チ ェ コ(95年)、 ハ ン ガ リー 、 ポ ー ラ ン

ド、韓 国(以 上'96年)、 ス ロバキ ア(2000年)

Source:OECD発 表 資 料か ら作成
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2.組 織

OECDに おけるrr政 策は、情報 ・コンピュータ ・通信政策委員会で主に実施 され、事務局の

下部組織である科学技術 ・産業局において委員会の業務を補佐 している。OECDの 組織は以下

の とお りである。

2.10ECDの 組 織

理事会(OECDの 最高機関)

閣僚理事会

理事会

委員会
・ 執行委員会

・ 執 行委員会特別会合など

図XIV-10ECI)組 織 図

理事会及び委員会 は、各加盟 国の代表 によって構 成 され る。 事務局 は、理事 会の決定 に従い

委員会 な どの業務 を補佐 す るための機 関であ る。 これ らすべて を統括す るのが事務総長 である。

なお、事務総長 は、委員会 と同様 、 ビジネ ス界 の代 表か らな るBIAC(BusinessandIndustry

AdvisoryCommittee)及 び労働組合 の代表 か らな るTUAC(TradeUnionAdVisoryCommittee)の

助 言 を考慮す る。
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2.2委 員 会
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Source:OECDの 発 表資料(2003年3月 現在)

図XIV-2委 員会 の構成
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この 中 で 、IT関 連 業 務 に携 わ る の が 、情 報 ・コ ン ヒ。ユー タ ・通 信 政 策 委 員 会(ICCP:Committee

forlnformation,CorrrPuterandCommunicationPolicy)で あ る。

この機 関の概要は以下の通 りである。

2.2.1背 景

1982年 、科学技術政策委員会か ら独立 して設立。情報 ・コンピュータ ・通信分野の技術面及

びサー ビス面での問題の検討、並びに経済及び社会に与える影響な どの分析 を任務 とする。

2.2.2組 織

同委員会は、以下の作業部会から構成 され る:

・ 通信情報サー ビスに関す る作業部会

・ 情報経済に関す る作業部会

・ 情報セキュ リティとプ ライバシーに関す る作業部会

・ 情報化社会 のための指標 に関す る作業部会

2.2.3作 業 部会 の 主 な担 当 業務

(1)通 信情報サー ビスに関す る作業部会

ブロー ドバン ドの発展政策、ローカル ・ループにおける競争拡大政策、接続料金の算定方法、

迷惑メール対策、 ドメイ ンネームの管理、通信 と放送の融合的サー ビスなどに関する検討。

(2)情 報経済に関す る作業部会

電子商取引、情報通信技術(ICT)と 経済成長 との関係、ICTの ビジネスへの活用等の検討及

び電子商取引の経済的 ・社会的影響の分析。

(3)情 報セ キュ リティとプライバシーに関す る作業部会

情報システムの脆弱性への対策、電子認証や暗号使用の促進、個人情報の保護等の問題 に関

する検討、セキュリティ、プライバシー及び暗号についてのガイ ドラインの作成。特に、2002

年8月 には情報セキュリティ ・ガイ ドライ ンを改定 し、現在、その実施計画について検討 中。
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(4)情 報化社会のための指標 に関す る作業部会

電子商取引の定義、測定、社会的影響等に関する検討及び電子商取引の経済的 ・社会的影響

を比較 ・分析 するための 「指標」の作成。

2.2.4最 近 の 活 動

2003年3Eに 開催 され た本 会合 の概要 は以 下の通 りであ る:

・2003年1月 にハ ワイ で開催 され たOECDとAPECの グローバル ・フォ■一一・ラムのフォ ローア

ップ

・2003年 の 閣僚理 事 会へ の報 告文 書(ICTと ビジネ ス ・パ フォー マ ンス)・の検 討

2003年 末 の世界 情 報社 会サ ミッ ト(WSIS)へ のOECDの 貢 献方 法 の検討 ・

ブ ロー ドバ ン ド発展政策 、コンテ ンツ産業発展政策、成 長プ ロジェク トの フォ ロー ア ップ、

迷 惑 メー ル対 策 、セ キ ュ リテ ィな どに関す る議論
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2.3事 務 局

事 務 総 長:DonaldJohllston(ド ナ ル ド ・ジ ョ ン ス ト ン)

事 務 次 長(4名)

HerwigSchl691(ヘ ル ヴ ィ ッ ヒ ・シ ュ レ ー グ ル)

赤 阪 清 隆(2003.8月 ～)

RichardHecklillger(リ チ ャ ー ド ・ヘ ッ ク リ ン ガ ー)

BerglindAsgeirsd6tt廿(ベ ル グ リ ン ド ・ア ウ ス ゲ ル ス ドテ ィ ー ル)

事務総長官房

事務総局
・ 法務局

・ 財務検査官

・ 理事会及び執行委員会事務

局
・ 多分野関連問題諮問部

・ 非加盟国協力センター

・ 広報情報局

執 行総 局
・ 人事 部

・ 運営部

・ 予算 ・財務部

・ 情報技術 ・ネ ッ トワーク部

・ 会議 ・セキュ リテ ィ ・ラン

ゲー ジサ ー ビス部

半独立事業体
・ 国際エネルギー機関(IEA)

・ 原子力機関(NEA)

・ 欧州運輸大臣会議事務局

・ 開発センター

・ 教育研究革新センター事務局

・ サヘルおよび西アフリカ ・ク

ラブ事務局

経
済
局

統
計
局

環
境
局

開
発
協
力
局

行
政
管

理
地
域
開
発
局
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局
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財

政
企
業
局
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局

雇
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食

糧
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Source:OECDの 発 表 資 料

図XIV-30ECI)事 務 局 の構 成

このなかで科学技術 ・産業局の任務 は、以下の通 りである:

・ 知識基盤型経済社会の課題に対する、OECD加 盟国の取 り組みを支援。特に、情報通信イ

ンフラの国際的な統合の重要 性を強調 し、新 しい科学 ・技術 ・産業上の問題 に対す る政府

政策 を裏打ちす る分析 を行 う

・ 中小企業振興を目的 とした、技術革新制度、産業及び特定の政策に対する枠組みに関 して

国際的な比較 を行 う

・ 産業助成金の透明性 を強化する
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・ 造船、鉄鋼、観光 といった従来の部門のほか、バイオテクノロジーに関する安全性及び知

的財産権 の問題な ど、新 しい部門に関 しても取 り組む

関 連Website

OECD:http:〃www.㏄cd.org/

3.GlobalForumonInformationSystemsandNetworkSecurity

現在 は、電子 商取引のセ キュ リテ ィ、ハ ッキング、プライバ シー、サイバー犯罪 といった周

知 の問題 のほかに、'世界 の国 々に よる情報 システ ムへの依存 の拡大 、サイバー ・テ ロへ の不安

な ど、ますます社 会的脆 弱性 が肥大 してい る。 これ らの状況 に鑑 み、OEG)は 、2002年 に発表

した 「OECD情 報 システ ムお よびネ ッ トワー クのセ キュ リテ ィに関す るガイ ドライ ン:安 全性

の文化 に向けて(以 下 、情報 セ キュ リテ ィ ・ガイ ドライ ン):OECDGUi(klines血theS㏄untyof

lnfi(mnationSystemsandNetworkS:TowardSaGlobalCUItureofSecurity」 にお いて、デ ィジタル経

済及び情報社会 の安 定 した発展 のため、全 ての加盟著 聞の"CultureofSecurity"の 普及 を要請 し

て い る。

さらにOEα)は 、この情報セキュリティ ・ガイ ドラインを、非加盟国を含む世界全体で実施

するため、その事業を拡大す る必要性があると認識 している。

この 一 環 と して 実 施 され た の が 、 「情 報 シ ス テ ム及 び ネ ッ トワー ク ・セ キ ュ リテ ィ に 関す る

世 界 フ ォ ー ラ ム:安 全 性 の 文 化 に 向 けて:GlobalForumonlnformationSystemsandNetwork

Security:TowardSaGlobalCUItureofSecurity」 で あ る。 これ は 、OECDに よ り2003年10月13-

14日 の2日 に わ た りオ ス ロ で 開催 され た 。 こ の 概 要 は以 下 の 通 りで あ る。

3.1情 報 シ ステ ム及 び ネ ッ トワー ク ・セ キ ュ リテ ィ に 関す る世 界 フ ォー ラ ム

3.1.1背 景

上記世界 フォー ラム に先 立 ち、2003年1月 にはOECD及 びAPEC(ttXsia-PacificEcononic

Coopcrationニ ア ジア ・太平洋経済 協力会議)共 同の 「デ ィジ タル経済 のた めの政策 的枠組 みに'

関す る世 界 フ ォー ラ ム:OECD-APECGIobalForumonPolicyFrameworkSfortheDigital

Economy」 がホ ノルル で開催 され た。 この フォー ラムでは、セ キュ リテ ィをそ の3つ の主要テ

ー マのひ とつ と位置付 け
、情報 システ ム及 びネ ッ トワー クのセ キュ リテ ィを重要視 し、OECD
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に よる情報 セ キュ リテ ィ ・ガイ ドライ ンの実施強化 の必 要性 を強調 して い る。 また、2003年

12月 に ジ ュネ ー ブで 開 催 予 定 の 情 報 社 会 に 関す る世 界 サ ミ ッ ト:WbrldS㎜mitonthe

lnformationSoeiety(WSIS)へ の準備 作業 の継 続 の重 要性 が指 摘 され た。

3.1.2世 界 フォ ー ラ ム の 実施 状 況

本 年10月 に 開催 され た上 記 ∂)OECDフ ォー ラム には 、非 加 盟 国 が 多数 参加 し、ま た

OECD-APEC間 の協力 関係 の強化のた め、多 くのAPEC諸 国も出席 した。 このフォー ラムは、

ノル ウェー政府 が、民間部門、世界銀行 のInfoDevProgrammeの 後園 こよ り主催 した ワー クシ

ョップで、科学技術 ・産業用及びOECDの 非加盟 国協力セ ンター(CCNM:CentreforCo-operation

withNon-Members)に よ る共 同 プ ログ ラム の一端 を構 成 して い る。

3.1.3世 界 フ ォ ・一・一ーラ ム の 政 策 目 的

当該 フォーラムの主な政策 目的は以下の通 りである:

・ ビジネス情報及び顧客情報のみならず重要イ ンフラ保護 のため、情報システム及びネ ッ ト

ワー クのセキュリティの重要性 に対す る認識の強化

・ 情報システム及びネ ッ トワークを利用するOECDの 全加盟国における、情報セキュ リテ

ィ ・ガイ ドラインへの知識 の拡大、並びにその重要性の強調

・ ケース ・スタディ、国及び市民社会における経験を活用 し、加盟国における情報セキュリ

ティ ・ガイ ドラインの適用を指導

・ 情報 システムのセキュリテ ィに対す る政策枠組みへの認識及び合意の形成

・ システム及びネ ットワークに保存 された情報のみならず、情報システム ・インフラ保護に

関わる技術、並びにセキュ リテ ィ標準の利用 を検討

・ 顧客/企 業向け製品のみならず、情報 システムを効果的に保護す る組織のセキュリティ ・

アーキテクチャの開発及び助成の奨励

・OECD非 加盟国の国々 とのパー トナーシップの拡大、とりわけ世界規模のセキュリティ文

化振興 のためのAPECと の関係強化

・ り一ダーシップ事業の継続及びセキュリテ ィ文化振興計画の策定による、情報社会に関す

る世界 サ ミッ トへの積極 的支援
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3.2"CUItureofSecurity"ウ ェ ブ サ イ トの 設 立

2003年12月1日 、OECDは 、コン ピュー タ ・ウイル ス、ハ ッカーな ど情報 システ ム及びネ

ッ トワー クを脅かす 問題 に対処 しセ キュ リテ ィを保護するため、"CUItUreofSecurity"(安 全 性

の文化)ウ ェブサイ ト:www.oecdorg/sti/cUltUreofsecurityを 設 立 した と発表 した。 同 ウェブサ

イ トは、2002年8月 に発表 され た情報 セキュ リテ ィ ・ガイ ドライ ンに沿 ったイ ニ シアチブ に関

す る情報 を提供 し、また、世界規模 の"CUItUreofSecurity"創 造 の第一歩 と して 、その他 関連 ウェ

ブサイ トのポー タル の役割 を果 たす。将来的 には、情報 システ ム及 びネ ッ トワー クのセ キュ リ

テ ィに関わる教 育 ツール の一覧 を掲載す る予 定であ る。 これ によ り、政府 、企業及 び一般市民

の 、情報 システ ム及びネ ッ トワー ク に関わ る リスク及び責任性 へ の理解 拡 大が期 待 され る。
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GBDeXV





XVGBDe

1.概 要

GBDe(GlobalBusinessDialogueone-commerce)は 、1998年6月 に欧州委員会(European

Commission)の マル チ ィン・バ ンゲマ ン(MartinBangemann)委 員'(当 時)の 呼 びかけ によって

その設 立の きっかけが作 られ 、電子 商取引の経済的 ・社会 的な利 益 を具現化す る為 に必 要 とな

る様 々 な法律 ・政策 的課 題 を解 決 す る こ とを使命 とす る。

1999年9月 、第1回 総会 がフ ランス のパ リで開催 され、翌年の2000年9月 、第2回 総会が

米国 のマイア ミで開催 され た。2001年9月 、第3回 総会は 、東 京 で開催 され 、 消費者 信頼、

コンバー ジ ェンス(通 信 と放送 な どの融合) 、文化的多様性 、サイバ ー倫理 、サイバ ー ・セ キ

ュ リテ ィ等 につい て提言 した。第4回 は、ベル ギー のブ リュ ッセル で2002年10月 に開催 され 、

有害 イ ンターネ ッ トコ ンテ ンツの規 制 、消 費者 の信 頼、 コンバ ー ジ ェン ス、 サイ バ ーセ キ

ュ リテ ィ、 デ ィジ タ ル 格 差 の解 消 等 、9っ の提 言 が発 表 され た。

関 連website

GBDe:http:〃www.gbde.org

2.設 立 経 緯

GBDe(GlobalBusiness・Dialogueone-commerce)は 、1998年6月 に 欧 州 委 員 会(European

Co㎜Ussion)の マ ル チ ィ ン ・バ ン ゲ マ ン(MartinBangemann)委 員(当 時)の 呼 び か け に よ っ て

そ の 設 立 の きっ か けが 作 られ た。1998年 の 数 回 に わ た る準 備 会 議 を経 て 、1999年1月 に ニ ュ

ー ヨー ク で 第1回 の 運 営 委 員 会 が 開 催 され て 正 式 に 発 足 した
。

GBDeは 、電子商取引を世界的に推進す るために、世界中の トップクラスの企業がメンバー

となっている国際的な民間ベースの集ま りである。GBDeの 使命は民間企業、政府、非政府系

組織、消費者団体等との協力の下、電子商取引の経済的・社会的な利益 を具現化す る為に必要

となる様々な法律 ・政策的課題 を解決することである。
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3.活 動 経緯

GBDeは 、電子商取 引を推進す るた めの世界 的な課題 の検討や共通ル・一一・Eルの構 築 に取組 んで

いる。第1回 総会か ら昨年 、2002年 のベル ギーのブ リュ ッセル での総会 までで4回 の開催 と

な った。(表XV-1)

第1回 総会は、1999年9月 、フランスのパ リで開催 された。パ リ会議では、GBDeと 世界の

政府、行政及び国際機構等の代表 との最初の会議 となった。同会議において、認証、セキュ

リティ、個人データの保護、関税問題等の電子商取引で問題 となる9つ の分野について、電子

商取引の世界的なルールは民間主導で行 うべ きだ との提言 を発表 した。

第2回 総会は、2000年9月 、米国のマイアミで開催 された。電子商取引における消費者保

護や苦情解決に関するガイ ドラインを提言 した。ガイ ドラインは、企業が顧客保護の手法を採

用 したことを明らかにする トラス トマークの発行・消費報 酬 替 えるための裁判外紛争処

理(ADR:AlternativeDisputeResolution)、 顧客 プライバ シーのた めのデー タ保護 ガイ ドライ ン

な どを支持 している。 また 、世界規模 でのデ ィジタルデ ィバ イ ドを埋 めるた めの活動や 、ネ ッ

ト犯罪対 策 、課 税 、貿 易政 策 、知 的所 有権 な どにつ い て の取 り組 み も報 告 され た。

第3回 総 会 は 、2001年9月 、 東 京 で 開催 され た。 ①IPR/CyberSecurity、 ②Convergence/

E-Gove㎜ent、 ③ConsumerConfidence、 ④DigitalBridges、 ⑤Trade/Taxation、 ⑥CUItUralDiversity

/CyberEthicsの6つ の ラ ウ ン ドテ ー ブル で 議 論 が 行 わ れ た。消 費 者信 頼 、コンバ ー ジ ェ ン ス(通

信 と放 送 な どの融 合)、 文 化 的 多 様 性 、サ イ バ ー 倫 理 、サ イ バ ー ・セ キ ュ リテ ィ、デ ィ ジ タル ・

ブ リ ッジ 、 電 子 政 府 、 知 的 財 産 権 、 イ ン ター ネ ッ ト決 済 、 税 制 、 貿 易 等 に つ い て 提 言 した。

第4回 総 会 は 、2002年10E、 ベ ル ギ ー の ブ リュ ッセ ル で 開 催 され た。 同 総 会 で は 、9っ の

提 言(① 有 害 イ ン タ ー ネ ッ トコ ンテ ン ツ の 規 制(CHIC:CombatingHamifUlInternetContent)、

② 消 費 者 の 信 頼(ConsumerConfidence)、 ③ コ ン バ ー ジ ェ ンス(Convergence)、 ④ サ イ バ

ー セ キ ュ リテ ィ(CyberSecurity)
、 ⑤ デ ィ ジ タ ル 格 差 の 解 消(DigitalBridges)、 ⑥ 電 子 政 府

(e-Govemment)、 ⑦ 知 的 財 産 権(lntellectualPropertyRights)、 ⑧ 課 税(Taxation)、 ⑨ 貿

易(Trade)/WTO)が 発 表 さ れ た 。(表XV-2)
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表XV-1GBI)e総 会

時 期 場 所 概 要
第1回 1999年9月 フ ランス 9つ の分野について電子商取引の世界的なルールは民間主導で行 う

パ リ べきだとの提言

第2回 2000年9月 米国 電子商取引における消費者保護や苦1青解決に関するガイ ドラインを
マイア ミ 提言

第3回 2001年9月 日本 個人デー タ・プライバシー保護ガイ ドライン、デ ィジタル時代におけ

東京 る貿易、知的財産権などにっいて幅広く提言

第4回 2002年10月 ベ ル ギー 9項 目の提言

ブ リュ ッセル ① 有害インターネットコンテンツの規制

② 消費者の信頼

③ コンバ ージェ ンス

④ サイバ ーセ キュ リテ ィ

⑤ ディジタル格差の解消

⑥ 電子政府

⑦ 知的財産権

⑧ 課税
⑨ 貿易/WTO

Source:GBDe発 表 資料 か ら作成

表XV-2GBDe第4回 総 会 ブ リュ ッセル 提 言

提 、言 概 要
1 有害インター 産業界への提言

ネ ッ トコンテ ① 有害インターネッ トコンテンツに対する行動規範を定める。

ンツの規制 ② ユー ザのためのホ ッ トライ ンを設 ける。
,

③ 顧客に、子供に適切なWebサ イ トかどうか評点をつけてもらう。

公共機関への提言

① インターネ ット関連業者が有害インターネッ トコンテンツに対抗するために非公

式なプロセスまたは規則を作成することを、公共機関は支持する。

② インターネット関連業者に指示等を伝える場合は、公共機関は表現の自由やデータ

の保護など、その他の法的原則を考慮する。

③ 公共機関は、有害インターネットコンテンツに対抗するプロセスを作成、実施する

インターネット関連業者が、そのような行動に対 して法的責任を負わないことを保

陣す る。

2 消費者の信頼 ① インターネッ ト支払いシステムはオープン標準かつ相互運用性のあるものでなけ
れ ばな らない。

② 加入者数の問題を解決するために、インターネ ット支払いシステムの基礎となる

PKIな どの開発を、政府が率先 して支援する必要がある。

③ インターネット支払いシステムの採用に当たっては、加入手続きが簡単で効果的で

なければならない。

④ 規制は支払いの重要度 と実生活のニーズを考えて適切な レベル とする。

3 コ ンバ ージ ェ ブ ロー ドバ ン ドに関す る提言

ンス ① 公共部門のブロー ドバン ド需要を集約し、公共部門組織が連携 して調達力を発揮 し

て優れた調達を実現 し、民間部門の触媒 となる。

② 電子政府アプ リケーシ ョンとサー ビスを開発 し、市民が何 らかのブロー ドバ ン ド端

末 を使用 して、オ ンライ ンで政府 とや り取 りで きるよ うにす る。

③ 民間 と公共部門のオンラインコンテンツの発展を阻害する障害を特定する。

周波数帯管理方針お よびライセ ンス方法に関す る提言

①GBDeは 、政府が商業用途の周波数帯利用を促進するよ う提言する。

② コンバージェンスによって国際協調的な周波数帯利用の範囲 も拡大する。
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表XV-2GBDe第4回 総 会 ブ リュ ッセ ル 提 言(続 き)

4 サ イ バーセ キ ① 身元保証とセキュリティ標準
ユ リテ ィ セキュリティ対策そのものの標準化については、GBDeは世界的電子商取引の基礎となる

デ ィジタル署名と公開鍵インフラの推進 と相互運用性の確保を提言している。

② コーポ レー ト・ガバナ ンス

企業がセキュリティ管理の業務プロセスを作成して、経営上層部が率先して運用するセ

キュリティ管理システムを設定することを推奨する。

③ 電子身元証明とディジタル署名
GBDeは 引 き続き、欧州電子署名標準{ヒイニシアティブ、PKIフ ォー ラム、アジアPKIフ ォ

一ラムなどの組織 とこの問題にっいて議論を進めるつ もりである。

5 ディジタル格 ① 公共機関は、民間企業が経済発展と貧困撲滅に貢献できるのは、商業的利益にっな

差の解消 がる投資と商業活動を通 してであるという点を認識 しなければならない。開発途上

国の公共機関は投資障壁を低くし、安定した商業環境を提供 し、国際協定に従った

法律を制定する必要がある。

② 業界は、商業活動を補 うものとして、開発途上国においてこれからも慈善活動と教

育を継続 してほしい。革新的な手法による慈善活動 と教育によって1(汀専門家を養

成すれば、経済発展 と貧困解消を実現できるだろ う。

6 電子政府 政府一市民

① すべての行政手続を100%オ ンライ ンで行 えるように し、ワンス トップ ・サー ビスを

提供する

② 行政改革を実施 し、適切な法的枠組を制定する

③ 電気通信インフラの開発を支援す る

④ 市民のディジタル リテラシーを促進する

政府 一企業

① 制度化 したシステムを構築し、政府ディジタル化プロジェク ト内で民間企業のニー
ズを考慮する

② 電子政府情報システムを開示および公表する

③ 電子政府実現の重要な里程 とロー ドマップを示す

④ 政府ディジタル化の評価基準を設定 し、評価結果を公表する。評価プロセスに民間
企業を参加させる

グローバルな視点から見た電子政府

① 可能な限 り多 くの言語 を採用する

②[技 術標準]ア クセス方法とプロトコルについては、世界的に中立な標準仕様と技

術を採用する。

③[管 理標準]国 際標準またはグローバルスタンダー ドの採用を奨励する

7 知的財産権 ①1996年 の世界知的所有権機関の条約を早急に忠実、完全に実施す る。

②GBDeで は、新たに著作権課税が広がらないように、有効な技術的標準手段の早急な

開発 ・導入を支持する。

③ 政府が著作権所有者に、著作権侵害が発生した各法域で著作権を守る有効で簡便な
手段を提供する必要がある。

8 課税 ① 中立性:課 税方針は、従来の取引チャンネルではなく電子的方法を使用 して取引を

行 うことを選択 した企業や消費者が、不利 となるものであってはならない。

② 簡素化:イ ンターネット取引を含むあらゆる形式の商取引に対する課税規則は、簡

素で明確で適用が簡単でなければならない。

③ 公正:税 負担の割 り当ては、Eコマースのいかなる分野の事業者にとっても不利に

な るもの であってはな らない。

9 貿 易/WTO ① 独自の関税評価

GBDeはEコ マースに対する関税適用の猶予を継続するよ う政府 に求める。

② 知的財産権
GBDeは 、政府がTRIPS協 定(知 的財産権の貿易関連の側面に関する協定)お よびWIPO(世

界知的所有権機関)条 約を採択 し実施するよう求める。

Source:GBDe発 表 資料 か ら作成
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関 連website

第1回 総 会(パ リ):http:〃www,kclc.or.jp/japanese/topics/990944.html

第2回 総 会(マ イ ア ミ):http:〃www.Watch.impress.co.jp/intemet/www/article/2000/0928/gbde.htm

第3回 総 会(東 京):http://www.gbde.org!japanese/prjp.pdf

第4回 総 会(ブ リ ュ ッ セ ル):http://www.gbde.org/acrobat/bx12002.pdf

4.2003年 事 業 計 画

2003年 のGBDe(GlobalBusinessDialogueonElectronicCommerce)は 、1999年 の設 立

以来活動 の 中心で あった政策策 定か ら、GBDeの 提 言に対す る世界 中の利害 関係 者 の支持 を拡

大す るプ ログラムの実施 へ と、よ りバ ランスの とれ た活動 を行 うこ とに方 向 を転換 した。 この

た め、2003年 の事 業計画 では、 これ までの重要課題 を以下 の3つ の グル ー プに再編成 した:

・ 未来 のイ ンターネ ッ ト[サ イバー ・セ キ ュ リテ ィ、ブ ロー ドバ ン ド及び コンバー ジェ ンス

(通信 と放 送 の融合)の 項 目を統合]

・ 消費 者信 頼 の醸成[イ ン ター ネ ソ ト決済 、ユ ーザ認証 、 トラス トマー ク 、代替紛 争解決

(ADR:AlternativeDisputeResolution)及 び プライバ シー の項 目を統合]

・ 政策提言 へ の支援活動(デ ィジタル ・デ バイ ド、電子政府 、知 的財 産権 、課 税及び貿易 の

項 目を統合)

この 中で も、スパ ム(迷 惑 メール)対 策、無線周波数識別(RFID)問 題 を含 む、特 にブ ロ

ー ドバ ン ド、 サイバ ー ・セ キ ュ リテ 才、イ ン ター ネ ッ ト決 済 に焦点 を あて る。

また、作 業 グル ープの組織 に関 して も、上記 の大 きく分類 され た3つ の グルー プに沿 って、

各 々以 下の 作業 グル ー プが新 設 され た:

・ 未 来 の イ ンター ネ ッ ト作 業 グル ー プ(Fu七ureoftheInternetWorkingGroup)

・ 消費 者信 頼 の醸成 作 業 グルー プ(BuildingConsumerTrustWorkingGroup)

・ 支援 ・政 策策 定 協働 タス クフォ ー ス(AdvocacyandPolicyCooperationTaskForce)

これ らの事業計画お よび2003年 の これまでの実績は以下の通 りである。
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4.1事 業 計 画

4.1.1未 来 の イ ン タ ー ネ ッ ト

項 目 概要
ブ ロー ドバ 1.政 府 へ の提 言

ン ド ・ 政府及び民間部門双方によるブロー ドバン ド利用の拡大

・ 国家 レベルの公共機関による、ブロー ドバン ド利用者拡大のための明確な目標の設定
・ ソリューション及びビジネスモデルに関する対話を推進

・ 適切 な法 的要件の設定に よる、新 しい双方 向ブ ロー ドバ ン ド ・サー ビス市場 の拡大

・ ブロー ドバン ド政策の進捗状況に関する定期的な調査の実施

・ ブロー ドバン ドへの投資を促進す る、予測可能な法規制の制定及び競争環境の形成

2.産 業界への提言
・ 相互運用が可能な標準の設定

・ ブロー ドバン ド技術の提供 によるデ ィジタル ・デバイ ドの解 消

3.社 会 へ の提 言

・e-health
、e-learning、e・working、e-governmentの た め の ア プ リケ ー シ ョ ン 開 発 に 取

り組み、全市民のブロー ドバン ド利用による生活の質を向上

サ イ バ ー ・ ・ 各政府のサイバー ・セキュリティ政策には、個人のプライバシー及び自由を保障す る一方

セ キュ リテ で、重要インフラの保守及びe-govemmentな どの公共サー ビスの安全な提供義務 を明確

イ 化する
・ サイバー ・セ キュ リティの保障のための、会社役員 レベル によるリーダーシップの発揮。

ICC/B】AC(国 際商工会議所/経済産業諮問委員会)の 「会社役員に対する情報セキュリ

ティの保障」を支持。ICC/B】AC及 びその他の機関 との対話を継続'
・ 産業界と政府との間におけるサイバー ・セキュリティ情報の共有化、産業界におけるサイ
バー ・セキ ュ リテ ィの重 要情 報の公開

・ 世 界におけ る適切 なセ キュ リテ ィ ・レベル の確 保

・ 産業界における、ユーザへのサイバー ・セ キュ リティ関連サービス提供及びハー ドウェア

提供時の適切 なセキュリテ ィ ・レベル を確保 し、ユーザの 「セキュリテ ィ文化」に対する

責任性を明確化する

4.1.2消 費者 信 頼 の 醸 成

項 目 概要

インターネ ・ 安全な認証が可能となるためには公共及び民間機関相互の協力が不可欠。信用インフラ構r

ット決済 築にあたっては、政府による介入を最小限にとどめた法整備を実施
・ 政府 は、信用イ ンフ ラをe-governmentプ ロ ジェク トにおいて活用
・ 企業は、共通の基本概念を形成するため、プロバイダ、アプリケーション所有者などを含

んだ部門にまたがるイニシアチブを開始
・ 信用インフラ構築への消費者団体の組み入れ

・ 他部門の企業、政府、並びに消費者団体の協力体制による、信用インフラの経費及び利益

配分の適正なモデルを確立
・ インターネ ット決済システムに関わる法律の国家間の整合性強化

・ 政府及び国内の企業は、オープン ・スタンダー ドに基づ く独 自のイ ンターネ ッ ト決 済シス

テム構築を奨励

スパム(迷 1.産 業 界 へ の提 言

惑メール) 1.1イ ン タ ー ネ ッ ト ・サ ー ビ ス ・プ ロ バ イ ダ(ISP)へ の 提 言

・ 自発的な措置の実施(ス パムを禁止するサービス協定の実施、ISP相 互による措置/政策

の改善及び共通化など)
・ISP及 び関連企業による、警察当局 との協力体制の強化
・ 業界の慣行 に同意 したe・mai1の 承 認 リス トの作成

・IDプ ロ グラム、電子署名 、電子認 証の奨励及び 改善
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・ ネ ットワークの乱用防止のための産業界の協力体制強化

・ISPに よ るフィル タ リング戦略の世界 共通化

1.2e-mai1の 商 用 ユ ー ザ へ の 提 言

・ 自発的な措 置の実施
、(e-ma且 ア ドレスの収集 ・利用 ・開示 に関する適切 な措 置の実施、メ

一ルのタイ トルに商用であることの明確化を検討することなど)

・ 世界的に許容できる、スパム対策のための産業界における行動規範及び標準の設定
2.政 府 へ の提 言

・ 当局による既存の犯罪法及び消費者保護法の積極的解釈の奨励

・ 国際的なスパム削減戦略の共通政策枠組みの構築(民 間部門と政府との間の情報共有化メ

カニズムの構築及びその法律による保護、国境をまたがる不正行為に対する法執行措置の

国際共通化、世界のスパム配信業者 リス トの作成)
・ オンライン環境に適する、国際的に整合性のとれた法改正または新 しい法律の制定
・ 政府、産業界及び消費者団体による、国際的な消費者教育キャンペーンの実施

代替紛争解 1.イ ン ターネ ッ ト業者 への提 言

決(ADR) ・ADRの 代替方法としての、社内の顧客満足度向上プログラムの活用奨励
・ADRに よる紛争解決の可能性の提案

・ 顧客を法的に拘束させる調停の制限(公 平性、透明性及び説明責任1生の基準を満たすこと

など)
・ 顧客へのADRの 情報(利 用条件、費用、法的性質など)の 提供
・ADRサ ービス利用顧客への報復措置の禁止

2.ADRサ ー ビス ・プ ロバ イ ダへ の提言

・ADRサ ービス担当者の人事行政に対する公平性の保証

・ 紛争解決担当職員の適切なスキルの取得及び訓練の実施

・ADRシ ステムの利便性向上

・ 紛争解決までの期間の短縮化

・ADRサ ービスの無料化または低料金化

・ 救済策を模索するユーザへのADRシ ステムの透明性確保

・ADR手 続きに対する、第三者による代理原則の保障
・ 消費者保護及び電子商取引の発展を妨げない適用規則の実施

・ ユーザによる提訴の権利保障

・ インターネ ッ ト業者の不正が疑われる場合の、警察当局への照会
3.政 府 へ の提 言 ・

/ ・ 企業の投資及び顧客の信頼性向上のための、電子商取引への適用法及び管轄権に関する問

題の早期解決
・ 顧客満足度向上システム及びADRサ ービスの利用奨励

・ADRシ ス テム ・プ ロバ イダによる、ADR職 員 の教 育/訓 練 の支援

・ADRシ ステムの効率化及び品質向上

・ 電子商取引発展の目的に沿った、政府による認定制度の制定
・ 公平性及び行動規範 を基にしたADRシ ステムの実施

・ 国際的に利用及び適用可能なADRシ ステムの推進

・ オンライン化のためのADRへ の新技術の適用

・ADRの 手続き及び形式上の要件の軽減化

・ オフラインによるADRの 要件のオンライン化への調整

・ADRシ ステム向上のための公共眼 間部門相互の協力関係の強化

・ 規定された政策及び手続きに違反 したADRサ ー ビスへの法的措置の実施

4.22003年 の実 績

4.2.1ADR

GBDeは 、世界最 大の消費者団体 で あるConsumersInternationalとADRガ イ ドライ ンに

合意 した。これ によ り、世界 中にお け るADRサ ー ビス提供の ための共通原則 の土台 を築いた。
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4.2.2ス パ ム

政府の要請を受け、GBDeは 、スパム問題 に対する最初の提言を策定 した。これは、政策立

案者による国際的な枠組み構築支援のための、産業界における最初の国際的枠組みによるスパ

ム対策である。

4.2.3GTA

トラス トマ ー ク ・サ ー ビス ・プ ロバ イ ダ の連 合 の 組 織 化 を 目的 と したGTA(Global

TrustmarkAlliance)の 設 立 を継続 支 援 した。

関 連Website

GBDe:http:〃www.gbde.org1
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注1:本 資料は、関連諸国政府 、経済協力開発機構及び欧州連合等が、発表 した情報等に基

づいて作成 した ものである。

注2:本 資料 は、財団法人 日本情報処理開発協会 調査部が、日本語訳 と編集を行い作成 し

た ものである。 日本語訳や編集 に伴 う責任は当協会にあるが、当協会及び調査部は、本資料

を無保証で提供 し、利用に伴 う不利益は利用者の責に帰す るもの とす る。,
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